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はしがき

今日、民営化は、洋の東西を問わず、世界的な問題となっている。イギリス

やアメリカだけではなく、 EUの通貨統合のために財政赤字の削減が必要となっ

ているドイツやフランス、巨額の財政赤字で身動きがとれない日本、市場メカ

ニズムによる資源配分の最適化を重視する新古典派のビッグパンを適用した東

欧・ NIS諸国、これまで民営化に慎重であった中国も固有企業の株式会社化で

民営化の発端を聞き、他のアジア諸国やアフリカ、ラテンアメリカにおいても

IMF・世界銀行の構造調整政策で民営化が推進されてきている。特に、 12億の

人口を抱える中国は、民営化による大量失業の発生によって難民化が起こるこ

とも予想される。地域間格差の拡大も問題となっているが、このまま地域間格

差が拡大し続けるだけで、 1.5億人が流動人口になる見通しが出されていて，、

先発の東殴・ NIS諸国の失敗を教訓にする必要がある。

改革の先障をきってきたハンガリーからは、多くの教訓を引くことができる。

中国の現在の市場社会主義は、年率10%前後の高度成長を実現してきているが、

もとは、小田のハンガリーにおいて、 1968年の新経済メカニズム導入以来、

1980年代まで、ソ連閣の中でハンガリー一国で取り組まれていたものである。

ソ連や他の東欧諸国が改革に対して敵対的であったという特殊な国際的制約条

件の下、市場を部分的に導入するという試みがすべて十分に試されたとは言え

ないにもかかわらず、ハンガリーでは、対外債務が急増したことなどから市場

社会主義は失敗であったと新支配エリートに判断された。この結果、全面的な

市場移行に突き進み、 GDPを1993年には1989年水準の78.6%にまで急落させ

ている。東欧、 NIS諸国では、多かれ少なかれショック痕法を適用し、 GDPを

急落させた。ジェフリー・サックスらの新古典派のアドバイザーたちは、それ

でも自画自賛してやまず、 IMFや世界銀行のレポート類にも、 GDPが上向いて
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きたことが強調されている。もともと1980年代後半、 GDPが下降し続け水準が

低かったポーランドが、 1989年水準を例外的に回復しただけで、他の東欧、

NIS諸国では、 1989年水準の90・60%、極端な場合では30%という低い水準に

留まっているのである。

これ以上、無用の犠牲を出さないよう、これら先発組から十分な教訓が導か

れるべきである。本書は、新古典派に対して必ずしも有効なオルターナテイプ

を示しきれていると言えないなかで、ハンガリーの権力が市場社会主義を放棄

し新古典派の経済政策を適用し、政治的に“上から”民営化をはじめとする措

置がとられてきたという基本認識に基づき、実証的に問題点を明らかにし、有

効なオルターナテイプを示そうとするものである。この課題は、経済学、経営

学、政治学、歴史学、社会学という広い領域で学際的に取り組む必要があり、

今後の研究の一里塚となれば幸いである。

本書で使用した資料は、ハンガリーの各種機関が作成した報告書、統計資料、

学術雑誌や、東欧専門家の著作を中心としている。東欧・ NIS全体に統ーした

尺度で作成された統計資料などは、 IMF、世界銀行、 EBRD、OECDのものを用

いたが、国際機関のものに制約されている。

なお、本書に係わる調査研究については、筆者自身の責任によるものであり、

筆者が所属する海外経済協力基金のものではないことをお断りしておく。
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略字一覧表

AKA Rt.(Alfold Koncesszi6s Aut6pcilya Rt.）：大平原コンセッション自動車道路株

式会社

.AV Rt.：国有資産管理株式会社

AVD：国家資産庁

APVRt.：民営化および国有資産管理株式会社

BIS：国際決済銀行

BOT : Build Operate Transfer 

EBRD：欧州復興開発銀行

E-hitel(Egzisztencia-hitel）：生存融資

EKMA Rt.（島zakkelet-magyarorszagiAut6palya Fejlesztb es Dzemelteto Rt.）：東北ハ

ンガリー自動車道路開発運営株式会社

ELMKA Rt.(Els~ Magyar Koncesszi6s Aut6palya Rt.）：第 lコンセッシヨン自動車

道路株式会社

団 OP(Employee Stock Ownership Program) ：従業員株式所有プログラム

KVI：固有財産管理室

KVSZ：固有財産管理機構

Matav Rt.：ハンガリ一通信株式会社

MolRt.：ハンガリ一石油ガス産業株式会社

MVMRt.：ハンガリー電力株式会社

ZAVHKI：保全固有財産活用管理機構





序

ハンガリーでは、 1968年から新経済メカニズムが導入され、弾力的価格制

度や企業の自主決定権の拡大を中心に市場メカニズムをピルトインした計画

経済である市場社会主義が試みられ、それまでの中央集権的な計画経済の改

革が始まった。当初、 「利潤インタレストJが議論されていたが、 1980年代

に入って、 「資産インタレストJが議論されるようになった。 1982年に経常

収支の赤字が増大し流動性危機に陥ったため、 IMF・世界銀行に加盟し援助を

仰ぎ、 IMF・世銀の構造調整政策で自由化や民営化が行われるようになったが、

産業構造の高度化を実現できないまま対外債務を増大させ、一党制による政

治体制が国民の支持を得られず、ラジカルな変革が必要になっていた。

ポーランドの連帯の運動に刺激され、経済改革と政治改革を結合させる必

要性がハンガリ一社会主義労働者党（以下、労働者党）の改革派や在野勢力

によって主張されるようになった。 1985年に東欧で初めて接数候補者による

選挙が行われ、 1987年に民主フォーラムが結成され、 1988年に自由民主同盟

が結成され事実上の複数政党制が始まった。省庁や企業には、 「新テクノク

ラート」が台頭したl。1989年の 10月に労働者党が改革派を主体としたハン

ガリ一社会党に刷新され、 1990年の複数政党制による総選挙を経て政治の民

主化が行われた。労働者党の改革派や f新テクノクラート」は、西欧、なか

でもスウェーデン型の福祉国家を理想としていた。しかし、先進国の経済発

展の黄金期は、ブラック・マンデーのようなパニックを経て長期的な不況に

とって代わられ、多国籍企業は、労働力の安い発展途上国にますます進出し、

グローパリゼーションが進んだ。競争力を維持するためにスウェーデン・モ

デルは切り崩されつつあったが、ベルリンの壁の崩壊による熱在的な雰囲気

I森(I四3）.を参照．
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序

のなかで、アングロ・アメリカンの市場至上主義的な資本主義のキャンペー

ンに圧倒されてしまった。

中国の場合は、天安門事件のように断固として政治的権力を維持し市場社

会主義を推進する意志を示し、年率約 10%の経済成長を実現してきている。

筆者は、ゴルバチョフをはじめとするソ連、東欧諸国のリーダーにはそのよ

うな意志がなく、新古典派の市場万能主義的な政策を採用し、政府機能を停

止させ、 GDPを 1989年の水準から東欧諸国で 20-30%、NIS諸国においては

40-70%も下落させ、歴史的なソ連圏の崩壊や民族紛争に帰結したと考える。

ハンガリーをはじめとする東欧・ NIS諸国は、中央集権的な計画経済から

市場経済への「移行経済j として、 IMFや世界銀行を中心に位置づけられて

いる。中国とベトナムの場合は、対外開放して外資を導入し、部分的に市場

機能を導入してきているが、市場社会主義を標梼しているのであって、本質

的には 1920年代のソ連におけるネップ2に近いものであると筆者は考える。

1990年の総選挙前までに、 「新テクノクラートJの多くは、経常収支の赤

字や対外債務の増加に対して、産業構造を高度化させ経済の効率を改善する

ためには、固有資産の大部分を民営化しなければならないという共通認識を

持つに至った。固有資産をどうすればうまく運営させられるかという問題に

対して、国家が所有者であることを清算すること、すなわち、最善の資産運

営は民営化であるという認識が形成されていた。労働者党国家権力内に台頭

した「新支配エリートJは、それまで一体であった労働者党と国家の分離、

政治と経済の分離、複数政党制の導入を図り、一定の政治権力を確保しなが

ら民主的な総選挙で勝利した政党に政治権力を委譲するとともに、固有企業

を民営化することによって経済的権力を新たに獲得することが図られ久市場

2 Hoavaya Ekonomicheskaya Polit ika （新経済政策）の略。 1917年の社会主義革命の勝利後、

「戦時共産主義」をi経て、 1921年のロシア共産党第 I0回大会で探用され、現物税制度による

余剰穀物の自由販売、中小企業返還、一部商業復活など市場の活動を利用することによって、

国民経済を復興させ、社会主義の土台を築こうとした政策。

3森(1997c）.を参照。
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経済化が推進された。 GDP全体に占める私的部門の比率は、 1980年にはわず

か3.4%であったが、 1992年には45%に上昇し、 1996年9月末における国営

企業の民営化率は7割程度に達し、 1997年末までにほぼ民営化は終了した。

残った固有企業については、契約に基づいた資産管理が試みられているが、

多くの問題を抱えている。

ハンガリーでは privatizacioという言葉が用いられているが、英語では

privatizationで、日本語では民営化や私有化と訳すことができる。しかし、

国有企業の私有化ではなく、国営企業の民営化がより正確に内容を表してい

る。農地の場合は、第 2次世界大戦後、 1947年に大土地所有制を改め、地主

所有の農地を分配した後、 1060年代に集団化した経緯があり、独立小農業

者・農業労働者・ブルジョア党（以下、小農業者党）が 1947年時点の土地所

有者への返還を要求したことから再私有化ということになる。

ハンガリーの民営化によるコーポレート・ガパナンスの限界を議論するに

あたり、本書の限界も述べておきたい。中国やベトナムの固有企業で大規模

な企業調査が行われ、膨大なデータをもとに現状を把握する研究がなされて

いる4が、本書はそのような大規模な企業調査を行う機会がなく、公表されて

いるデータと典型的な事例の研究から議論を展開していることである。 「移

行経済」国ではないパキスタンにおける民営化の研究でも、企業調査によっ

て得られたデータをもとに、民営化の前と後の収益率や財務状況の比較、民

営化された企業と固有企業の収益率や財務状祝の比較がなされた上で、民営

化されても必ずしも企業業績が改善されないことが指摘されている九しかし、

東欧や旧ソ連諸国では、短期間に大規模に民営化が行われ、国有企業として

残っている企業は財務内容や資産内容が悪く売れ残った企業である場合が多

く、一部の企業が民営化されただけで同レベルの固有企業群が存在している

パキスタンの場合と違って、単純に比較することは不可能ということである。

本書では、これらの問題意識および手法で、以下のような構成で論じてい

4石川、和田、林、木崎、他(I997）を参照．

5村崎、浅子、玉問、松下（1997). pp. 1-63. 
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序

る。

第 l章第 l節では、エコノミストたちの議論を振り返り、ハンガリーが市

場社会主義を放棄し、現状や諸条件に合致した政策を十分に試みることもな

く、安易に、新たなイデオロギー的な拠り所として、新古典派の全面的な市

場移行政策を採用したため、深刻な結果を招いたのではないかという問題意

識から理論的問題を検討した。第 l章第2節では、ハンガリーのマクロ経済

状況を分析することによって構造調整政策の特徴を論じている。構造調整政

策がGDPの劇的な低下をもたらし、“破産回避”として法人会社化がなされ、

国有資産の切売りによる財政赤字や国家債務の削減がなされたのではないか

という仮説の論証を試みている。

第2章第 1節では、所有改革前史として 1990年までの時期を論じている。

すでに 1980年代後半から、それまでの部分的な経済改革だけではなく、多党

化という政治改革を結び付け、さらなる自由化や民営化を開始していた。企

業経営者のイニシャティプによって組織や所有関係を再編するという、 「自

発的な民営化」が行われていたが、資産の安売りや不正が起こるという問題

があった。このため、防止策として、会社法によって株式会社や有限会社に

再編されていた企業を、国家が設立する持株会社に統轄して民営化するとい

う方法が考案された。企業経営者による下からの民営化と国家による上から

の民営化が対抗していたが、多党化のなかで民営化プロセスを中央集権化す

ることが政権を目指す各党の共通する利害となったのではないかという仮説

を論じている。 1990年の総選挙直前に、ハンガリ一社会党のネーメト・ミク

ローシュ6内閣は、性急に持株会社としての国家資産庁＜AvD)を設立した。こ

れによって、中央集権的にコントロールされ、民営化のスピードは遅くなっ

た。

総選挙後の新政権を中心とした民営化のプロセスは、第 2章第 2節で考察

している。 1990年の総選挙で勝利したハンガリ一民主フォーラム（以下、民

自ハンガリー人はアジア系の民族で、姓が先にきて、名前が後にくる．したがって、ネーメト

が姓、ミクローシュが名前である．
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主フォーラム）、小農業者覚、キリスト教民主党の連立中道右派政権は、そ

のまま Avむを引継ぎ、いわゆる「自発的な民営化j にプレーキをかけ、中

央集権的にコントロールし、外資への売却よりも民族資本を育成する方針で、

ショック療法による急進的な西欧化ではなく、グラジュアリズムを適用した。

しかし、 1992年の凹との合意で、 EU諸国が東欧諸国の農産物や鉄鋼製品に

対する輪入障壁を維持していたにもかかわらず、一方的に輸入関税の撤廃や

緩和を行い、また、コメコン市場が改革されることなく解体されてしまった

ため、ハンガリーの産業は打撃を受けることになったことを論じている。

第 2章第 3節では、ハンガリーにおける民営化機構および固有資産管理機

構が、 1992年 10月四日に、永続的に国家所有のまま残る企業の資産管理を

行うものとして、 Avむから固有資産管理株式会社（AVRt.）が分離され、 1995

年 6月 16日に、両者が統合され、民営化および国有資産管理株式会社（APV

Rt.）となり二転三転した過程を考察する。ハンガリーでは、これらの中央集

権的な機関を通して、固有資産の管理をしながら実際に株式を民間に有償で

売却するという方式の民営化を行ってきたため、民営化に時聞がかかっただ

けではなく、インサイダー・コントロールの温床となり公平さを欠く結果と

なったのではないかという仮説を論じている。また、 1994年5月の総選挙で

ハンガリ一社会党と自由民主同盟の中道左派政権が誕生し、エネルギー・通

信産業の過半数以上の株式を含めた外資への売却方針を採用し民営化が加速

したが、インサイダー・コントロールによる腐敗が拡大したことを論じてい

る。

第 3章では、産業構造の近代化が外資頼みになっているという仮説を論じ

ている。第 l節では、日本からのスズキの工場進出のように多くの合弁事業

がスタートし、外国資本の進んだ技術によって部分的に産業構造の転換が進

みつつある直接投資の増加の特徴を論じている。コメコンの解体及び輸入の

自由化によって、ハンガリー企業の多くは深刻な打撃を受け、破産状態に追

い込まれてきている。ほとんどの国営企業は株式会社や有限会社となり、民

営化が試みられてきているが、多額の債務を抱えた企業の買い手はなかなか

みつからず、 1995年まで民営化は立ち往生していた。ハンガリー最大の電機
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序

会社である Videoton（ヴィデオトン）の例は、もっとも典型的なものであり、

第3章第2節では、 Videotonが破産に追い込まれ、民営化された過程を考察

している。

ハンガリーでは、 1990年からそれまでの小売業、飲食業、自動車修理工場

のようなサービス産業における小規模民営化や「自発的民営化」に代わって、

民営化機構を通した直接売却による民営化が行われてきたが、取引はなかな

か成立しなかった。 1995年の後半になって、電信電話会社、石油会社、電力・

ガス会社や、製薬会社のような会社内容がしっかりしていて将来性のある企

業の民営化が行われ、 1995年度の株式売却額は 1994年までの株式売却総額

を上回る 4,530億フォリント1となり、そのうちの 95%はキャッシュで、 93%

は外貨で支払われた九しかし、巨額の債務を抱えた重厚長大型の業種にはな

かなか買手が見つからず、民営化に時間がかかっている。ハンガリーだけに

かぎらず、他の東欧諸国、 NIS諸国、中国やベトナムについても、民営化に

関する研究は抽象論が多く、実証的なものが少ないが、第4章は、ハンガリ

ーの民営化の諸問題について、実証的に考察しようとするものである。

第4章第 l節第 1項では、民営化できる企業、すなわち買手が見つかる企

業はすでに売却され、鉄鋼等の重厚長大型の企業をはじめ多くの企業は、民

営化され株式会社や有限会社となっても、Avuやその後継機構が買い手を探
しているが、なかなか買い手が見つからず、身動きがとれない状態で、これ

以上民営化という方法では問題が解決されないという仮説を論じている。第

2項は、民営化された企業でリストラクチャリングやダウンサイジングは行

われたが、必ずしも生産能力の近代化、競争力の強化や企業業績の向上が実

現されてきておらず、長期的な停滞を脱することができていないのではない

かという仮説を論じている。第 3項では、電力会社やガス会社が民営化され、

3度に渡って利用料金が引き上げられ、利用者は、ほぼ西欧諸国と問水準の

光熱費を支払わなければならなくなったが、支払い能力を超えてしまった世

l 1996年 1月時点での 1フォリントは、約 0.75円である．

8 Nepszabadsag, 1995. 12. 23. 
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帯が続出し、冬季に地域集中暖房が供給されない地域が出現した問題を議論

している。第 4項では、民間セクターの BOT(BuildOperate Transfer）で建

設された高速道路は、建設コストや運営コストが、そのまま利用料金に反映

されるため、利用が少なく、 BOT実施会社が破産状態に陥っていることをと

りあげ、国民 l人当たり GDPが4,343ドJいのハンガリーでは、公共部門から

政府が撤退してしまえば、国民生活は破壊され、また、 BOT実施会社の経営

も成り立たないのではないかという仮説を論じている。第 5項では、大気や

水質汚染が深刻であるが、企業ベースで公害対策をとることが困難なことを

論じている。第 6-9項では、株式を直接売却することによって実質的に民営

化するというハンガリーにおける民営化の過程で、インサイダーが有利に株

式の多くを取得したり、国有資産を不当に取得してしまうなど、様々な腐敗

が起ったことを論じている。また、他の東欧諸国やロシアで行われたように

国民にパウチャーを与え。国民に無償でパウチャーを発行し、国民の多くが

投資ファンドに投資するという方式を基本にし、名目的に所有権を政府から

投資ファンドに移転し、公平に一気に行うチエコ方式の方がよかったのでは

ないかという仮説を論証している。

第4章第 2節では、農業セクターの農地の私有化の問題を考察する。小農

業者党が農地の再私有化を主張したことによって、 lヘクタールに満たない

個人所有農地が大量に登場したが、 5ヘクタール以上なければ家族経営は採

算がとれないため、農地の細分化は経済合理性を無視した措置であった。高

価な農業機械を購入する資金がないため牛馬による耕作が行われたり、新し

い農地取得者が都市に居住しているために耕作されない休閑地が増え、異常

気象による皐魁もあったが、農地の再私有化が農業生産を 30%以上落ち込ま

せたのではないかという仮説を論じている。

逆に、第 4章第3節第 l項では、固有企業のままでリストラをはじめとす

る企業内改革を行うとともに、技術革新に努め、 1992年以降黒字に転換して

いる企業を分析している。第 2項で、フランスの固有企業や各連邦州が所有

9 EBRD, op. c i I. , p. 45. 
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序

しているドイツの電力会社やガス会社がハンガリーの電力会社やガス会社の

多くを買収した事例、第3項で、フランスの固有企業がハンガリーの製薬会

社を買収した事例を考察し、固有か私有かという所有形態ではなく、企業内

でのハードな予算制約、賃金体系、品質管理、 R&Dのあり方を改善し、経営

インセンティブや労働インセンティプが生じるよう東欧の経済的諸条件やチ

ーム志向の労働組織にマッチしたコーポレート・ガパナンスを構築する問題

ではないかという仮説を論じている。

第4章第4節では、弱体化を招く分割民営化を考察する。民営化は、ほと

んどの場合、分割して企業資産を売却して行われ、企業規模は縮小する。こ

のような民営化の手法とは正反対に、複数の企業をグループ化したり、合併

することによって好結果が得られるという仮説を流通企業の Fotex（フォテ

ックス）を事例に考察し、資本の集中化の必要性を論じている。

第4章を通して論じていることは、民営化は重厚長大型の業種には不適で、

特に途上国や中進国においては資源配分の効率化につながらず、衣食住とい

った基本的な生活の破壊につながり、インサイダー・コントロールを通して

腐敗の温床となるなど、民営化そのものが限界をもっているのではないかと

いう仮説である。

1997年の年度に、ハンガリ一政府は民営化過程を終了させる意向であった

10。ハンガリーでは、 1998年 3月の時点で、 278社の株式が国家民営化・資

産管理株式会社（APVRt.）の下に置かれ、そのうち 193社が完全民営化を予

定されていて、長期に固有に残されるのは 85社にとどまる。この他、 65社

が省庁の管理下に置かれている。鉄道、パス会社、郵便などのインフラ分野

や、固有農場、林業会社などの特殊な分野の企業だけが民営化されずに固有

企業として残ることになったll。このようにハンガリーでは、大部分の企業

が民営化されてきたが、一部の企業について契約に基づいた資産管理が試み

られ、多くの問題を抱えている。第 5章では、これら契約に基づいた資産管

IO APV Rt. Cl 997b). ' p. 2. 

11 Petschinig (1998). 

16 



理が試みられている固有企業のコーポレート・ガパナンスの問題点を実証的

に考察する。第2節で、ビジネス・ベースで資産管理を民間に委託すること

を唱える議論、資産管理を各省庁に任せるべきという議論、 AvuとAvRし

が統合された APVRt.のような持株会社が資産管理を行うべきという議論が

対立しているが、多くの検討されるべき論点が残されていることを指摘して

いる。第 3節では、これまでも永続的に国家所有のまま残る企業および国家

戦略上、売却を望まない株式持分の資産管理を行うものとして、 AVUから

Av Rt.が分離され資産管理が試みられてきたが、資産ブローカー会社の Co-

Nexus （コ・ネクサス）が固有資産管理委託契約によって固有資産に損害を与

えたり、製鉄所の Dunaferr Rt. （ドゥナフェル株式会社）の経営陣が固有資

産管理委託契約によって固有資産を違法まがいに取得したり、民営化同様

様々な問題があり、民営化同様に腐敗の温床となっているのではないかとい

う仮説を論証している。第 4節では、従業員株主プログラム（ESOP）や、ユー

ゴスラヴィアだけではなく、 1956年のハンガリーや 1968年のチェコスロヴ

ァキアで労働者評議会が設立され、 1980年代のポーランドで自主管理労組に

よって試みられてきた自主管理が、経済の民主化を実現しうるのではないか

という仮説について論じている。主に企業が倒産して職を失うことを恐れる

従業員が自ら株式を購入して経営に参加する方法として追求されてきている

が、株式購入ローン12の返済が大きな負担となっているなど、環境が充分整

えられているとは言えず、リスクをとろうとする者はまだ多くないことを論

じている九

12 Egzisz t叩 Ci a-hi tel （生存融資）と呼ばれているもので、通称E-hitel.

ll 付属資料の「表4 固有企業改革に関する問題関連図表』および「表5 ハンガリ一政治経

済略年表j を参照。
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第 i章構造調整政策の功罪

第 l節研究史一全面的な市場移行論の誤り一

1989年という年に、なぜソ連圏は崩壊したのだろうか。ホプズボームの一

番鋭い指摘は、 「共産主義体制の危機が時間的に黄金時代の資本主義の危機

ーそれは同時に社会民主主義的体制の危機でもあったーと一致しておこ

ったのは、彼らの不運だ、った。彼らにとってさらに不運だったのは、共産主

義が突然に崩壊したために漸進的な転換の計画が望ましくなく、かっ実際的

でないように見えてきたこと、そして純粋自由市場の理論家たちの徹底した

急進主義が（一時的に）資本主義的西欧で勝ちほこっていた時に共産主義の

崩壊がおこったことであった。そのため、この純粋自由市場の理論が共産主

義後の体制の理論的な発想の源となったのである。実際には、それは共産主

義後の国々でも、他のどこの国におけるのと同じように現実的ではないこと

が明らかになったj 14というものであろう。すなわち、 1980年代、新古典派

のイデオロギーがイギリスとアメリカで有力になったが、ソ連圏における改

革の運動が、たまたま同じタイミングでぶつかったのか、それに続く崩壊は、

偶然なのか必然なのか、新古典派のイデオロギーがイギリスとアメリカで有

力になっていなければ、ソ連圏は崩壊しなかったのかという問題を提起して

いることである。

ホブズポームが、「ネオ・リベラル派の意気が高かったのは 1990年代はじ

めの世界経済の後退までのことだった。そして、ソヴィエト共産主義崩壊以

後、地球上のもっともダイナミックで急速に成長している経済は共産主義中

Itホプズポーム（I996b). p. 197. 
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第 l章構造調整政策の功罪

国の経済であることが、おそらくは思いもかけず発見されることになり」 15

としているように、ソ連圏が 1990年代まで持ちこたえ、中国のような市場社

会主義を追求していれば、 GDPを半減させることなく、ダイナミックに成長

することができていたという仮説は十分成り立つのではないだろうか。中国

の市場社会主義、すなわち、先障を切って 1980年代までハンガリーで試みら

れていた市場社会主義は、有効なオルターナティブたりえたのかどうかが、

本書の主題である。

ホプズポームは、 「1970年代、 80年代になるまでは、［社会主義陣営］とい

う別個の世界がもっと広い世界経済に統合されていくような気配はなかった。

今からふり返ってわかることだが、まさしくこの統合されつつあるというこ

とが［現実に存在する社会主義］の終わりの始めだったのであるJ16と書いて

いる。しかし、中国も「現実に存在する社会主義Jでありながら、世界経済

に統合されつつあるなかでダイナミックに成長しているのであり、必ずしも、

「終わりの始めだった」とは言えないのではないだろうか。

労働者党改革派で社会民主主義者のニェルシュ・レジェー！？らは、西欧、

なかでもスウェーデン型の福祉国家を理想としていたが、スウェーデン・モ

デルはなぜ実現されなかったのだろうか。先進国の経済発展の黄金期は、ブ

ラック・マンデーのようなパニックを経て長期的な不況にとって代わられて

いた。多国籍企業は、労働力の安い発展途上国にますます進出し、グローパ

リゼーションが進んだ。発展途上国で労働力が安いのは、若年層と老年層の

IS向上書． p, 186 

16周上書． p, 132. 

17ニェルシュ・レジェ－ Nyers Rezs<S (!923－）印刷工であったが、 1940年に社会民主党員と

なる。ハンガリー共産党との二党合間後、 1954年から 1956年まで勤労者党中央指導部委員＠

1956年 7月から I0月まで食品産業相。 1957年から労働者党中央委員。 1960年から 1962年ま

で財務相。 1962年から 1974年まで中央委員会書記.1966年から 1975年まで政治局員。 1974

年から 1981年までハンガリー科学アカデミー経済学研究所所長. 1988年、国務相.1989年6

月、労働者党党首。 198昔年 10月、ハンガリ一社会党党首e
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第 1節研究史一全面的な市場移行論の誤り

費用が安いからであった。すなわち、「子供たちは 8-10歳から労働し始め、

老年まで生きることが少ない。こうして“子タイガー”は大きくなり、すべ

ての裕福な国にとって凄まじい競争を意味する。，．・こうして、労働コストを

高くしているので、福祉国家は貰沢なものになった。すなわち、労働者に賃

金を削減しようと言うより、浪費している国家支出を削減しようと言う方が

簡単である。，．．政権に就いている社民党政府もどうすることもできない。“移

行”国においても、移行で福祉社会になるのではなく、まさに福祉国家の解

体を旗印にした資本主義的な市場経済になるということを認識しなければな

らないJ18と、ハンガリーのエコノミストのアウグスティノヴィチ・マーリ

アが振り返っているように、スウェーデン型の福祉国家構想、は手の届かない

理想となっていた。しかし、中国ほど労働コストは安くないにせよ、ソ連圏

諸国の労働コストは依然として欧米諸国の約 10分の lであり、他の発展途上

国よりも教育水準が高いことなどを考慮すれば、いきなりスウェーデン・モ

デルが不可能だとしても、政策次第では、中国のようにグ口一パリゼーショ

ンのプラス面を享受することはできたはずである。

このような問題意識で、 1989年以降のハンガリーについての政治経済学的

考察をするには、先行研究を批判的に行う必要がある。ハンガリーの政治学

者のピハリ・ミハーイ 19は、 1989年以降のハンガリーについて、革命という

言葉は避け、 「革命的移行」 20としている。ハンガリーのエコノミストのサ

ライ・エルジェーベト 21は『真実』誌上で、 「権力の変質」を論じているZ2が、

18 Augusztinovics(1996). p. 27. 

19 ビハリ・ミハーイ Bihari Mihaly 0943－）エトヴェシュ・ローランド大学園家・法学部

長. 1988年 4月に労働者党から除名された。

20 Bihari (1990). p. 129. 

21サライ・エルジエーペト SzalaiEr目的引（1948－）ハンガリー科学アカデミー経済学研究

所研究員．

22 Szalai (1991). 
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最近は「革命でもなく、改革でもなく、移行であるJ”とトーンダウンして

いる。ハンガリーで最初に移行として定義づけた”のは、政治学者のポゾー

キ・アンドラーシュ25である。移行という言葉には、ある物からある物へ移

り変わったという物理的なニュアンスしか持たされていない。イギリス人の

ティモスィ・ガ一トン・アッシュは、通常のカテゴリーは適用できないとし、

reformと revolutionという言葉から refolutionという合成語を考案した

26 
0 

ハンガリーの民営化に関しては、 1968年の新経済メカニズム導入後、当初、

改革派エコノミストによって「利潤インタレスト」が議論されていたが、 1980

年代に、タルドシュ・マールトン27らによって、まず「資産インタレスト改

革J”として議論がなされ、サボー・カールマーンの編集による『資産イン

タレスト改革』などにまとめられている。 1988年には、 「所有改革j として

議論が行われ、レンジェル・ラースロー”の編集で『所有改革』 30としてまと

められている。所有関係のブルーラリズムを主張したタルドシュの一連の論

文31が重要である。

23 1992年 8月 17目、サライの筆者に対する談話。

2i Boz6ki 0991). 

25ボゾーキ・アンドラーシュ Boz6kiAndras (1959-）エトヴェシュ・ローランド大学助教授。

青年民主同盟の顧問．与野党円卓会曜の専門家委員会に参加。

26 Garton Ash(!990). p. 14 

21 タルドシュ・マールトン Tardos Mart on (n. a. ）財政研究株式会社社長。自由民主同盟の

幹事. 1990年、国会議員。

28 Szab6(ed.) (1987). 

”レンジェル・ラースロー Lengyel Laszlo (1950ー）財政研究所及び、その後株式会社化さ

れた財政研究株式会社の研究員.1987年に新テクノクラートを代弁し「転換と改革jと題した

労働者党中央委員会の政策転換を提案し、 1988年4月労働者党から除名された，

3o Lengye I (ed. ) (1988). 

31 Tardos (!988). 
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ハンガリ一人による政治経済学的論文は、直接、ハンガリーの政治経済に

関わり内実を熟知して書かれているため、外国人研究者の傍観者的にならざ

るをえない論文とは比べものにならない。なかでもコルナイ・ヤーノシュ32

の『経済の移行問題における感情的なパンフレット』”は、民営化問題を中

心とした包括的な経済政策に関する提言で、ハンガリ一社会党、民主フォー

ラムや自由民主同盟の経済学者らの間で論争を巻き起こした問題の書である。

コルナイは、 1989年のベルリンの壁の崩壊に至る興奮状態のなかで、 「固有

企業が国家所有のままで、市場の構成員のように行動できるような環境を整

備するという市場社会主義は失敗したJ”というように結論づけた。他のエ

コノミス卜の多くも、市場社会主義を切り捨て、 IMFや世銀が主張していた

ビッグパンやショック療法を支持した。この小冊子は、無秩序に行われつつ

あった民営化を制度化する契機となったものでもある。ヴィーグヴァーリ・

アンドラーシュ誌の『体制転換と民営化』 36は、 1990年の総選挙で民主フォー

ラムを中心として発足した新政権下での民営化プロセスを中心に扱っていて、

問題点の指摘を試みている。

コルナイは、 「市場の自然発生的な力と民間の独創力に対する信頼が大変

強く、経済の内的な力が窪みから引き上げてくれるまで待っている問題であ

32 コルナイ・ヤーノシュ Kornai Janos (1928-）ドイツ語系ギムナジウムと大学（歴史・哲

学専攻）卒。 1947年、労働者党の前身であるハンガリー勤労者党機関紙の記者となる.1955 

年、科学アカデミー経済研究所研究員.19日年に奮いた f経済管理の過度集権制』が f修正主

義』批判を受け、 1958年同研究所から追放され綴維工業研究所に移る.1967年再び経済研究

所研究員。 1986年からハーバード大学教授を兼任。

33 Kornai (1989). 

J{ ibid .. p. 27. 

3；ヴィーグヴァーリ・アンドラーシュ Vigvar i Andras (n. a.) 労働組合経済及び社会研究

所研究員。

36 Vigvari (1992). 
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る」 37としていた。すなわち、企業の再編などしなくても、市場が創造的に

破壊してくれる、失業対策などしなくても、自由化された市場だけが経済成

長と職場を作ってくれる、前例のない投資率の低さも資本市場が解決してく

れる、企業経営に問題があれば経営者市場が解決してくれるという典型的な

新古典派の立場で、破壊だけして後は何もしないという立場であった。しか

し、 GDPが急落し、第2次世界大戦後の不況以来の不況を目の当たりにして、

軌道修正を迫られている。コルナイは、 「このおそらく教条的すぎる立場を

幾分調整せざるをえない。上で述べたワイマール化38の政治的危険性の認識

から、そのようにする方向に傾いている。ハンガリーにおける現在の政治的・

経済的状況で、自然発生的な自生運動を単に待つということは、低位均衡の

わなとして経済学で知られているもの”を生み出しかねないという認識が、

この変化のもう一つの理由であるJ40と説明している。

コルナイは、ハンガリー経済について、 「長引く投資の不振が見られる。

失業が高水準で固定され、他の資源の利用も低い。民間セクターの成長は、

企業家精神の不足から現在の水準にとどまるだろう。外資は、ハンガリーに

おける関心を失うだろう。金融危機は永続化するだろう。インフラ開発、教

育、医療、福祉サービスのための資金は不足するだろう。財政赤字は、生産

の発展なしで克服することはできず、生産は、高い税金と財政赤字のクラウ

ディング・アウト効果のために発展することができない。繰り返されるイン

フレの波動があり、生産を低下させるための苦痛を伴う措置が繰り返される。

経済活動の抵下は止まるが、経済は底から這い出すことができないだろう1

41と観察している。これらは、すべての東欧諸国、 NIS諸国に共通していて、

31 Kornai (1994). p‘61. 

JS大量失業とインフレーションの波が大衆を失望させ、民主主義諸制度と議会主義を拒絶した

ワイマール共和国の二の舞になること．

”ワルラスなどの一般均衡理論についてのコルナイの見解はKornai(1971）.を参照。

io Kornai. op.cit. 

41 ibid. p. 61 
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広く第三世界で典型的に見られる長期間に渡る停滞に類似しつつある。

問題は、このような悲惨な事態が何によってもたらされたかということで

ある。コルナイは、①それまでの不足経済が終鷲し、売り手から買い手市場

への転換、②真の経済構造の転換、③調整メカニズムにおける諸障害、④財

政規律のハード化によるマクロ経済の諸結果、⑤農業や住宅建設に対するロ

ーンや投資スキームの不在というような金融システムの後進性、をあげてい

る420 

②の真の経済構造の転換は、 「需要の新しい相対的価格とそれに伴なう新

しい製品構成が、供給における調整を生み出し、真の生産構造の転換でもあ

るJ43とし、 「長く待たされた需要は、パソコン、電機製品、近代的な情報

システムや通信に関するビジネスのほとんど爆発的な発展をもたらしたので、

長期間この広いセクターは、不況のなかで好調を経験していた。新しい相対

的価格と新しい需要構造は、娯楽産業と繁盛するトゥーリズムに結びついた

サービス産業を生み出した」と例をあげている。しかし、前者のパソコンな

どは、ほとんどが輸入品で、後者も実質所得が低下し続けるなかでは発展に

限りがあり、劇的に需要が低下しているセクターの落ち込みを補うには役者

不足であることが、不況を克服できない原因である。

また、コルナイは、「純粋な固有セクターの生産は絶対的に減少していて、

民間および混合所有セクターの生産は増加しているJ44と、何のデータにも

基づかず断定し、別のところでは、 「民営化は失業率を上げ、需要を減らす

ので、不況に貢献するJ45と述べている。実際は、後で詳しく見るように、

企業内改革で好調な固有企業が存在し、民営化された企業の資産は不当取得

され、リストラによって生産規模が縮小している場合が多いのである。リス

トラで人員が削減されれば、自動的に収益性は上がるが、生産量そのものは、

。ibid. pp. 39-63. 

。ibiιp.45. 

“ibid. pp. 45-46. 

45 ibid. p咽 50.
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人員の削減量に反比例して生産工程の改善や労働強化が行われなければ自動

的には増えない。

コルナイは、③の調整メカニズムにおける諸障害は、それまでの中央の計

画と官僚による調整がなくなり、 「市場経済に適合する監督局を組織し、必

要としている一定の領域において政府保証のシステムを提供するという、市

場による調整を支える法案の作成や執行に時間がかかっている」ことから生

じているとしている。しかし、これらすべてを短期間にやること事態が、無

理で非現実的である。

「移行経済」国ではないが、パキスタンにおける民営化の研究でも、民営

化された自動車部門の 7社とセメン卜部門の 3社は、製品の品質向上、財務

内容の改善に成功しているが、食用油部門の 2社やその他の製造業の 46社は、

業績の低迷に苦しんでいて、そのなかの 3社は財務能力のない投資家への落

札や経営能力のない従業員組合に売却されたため、債務不履行となり、操業

停止に陥っているというように、民営化されても必ずしも企業業績が改善さ

れないことが指摘されている。また、今後の課題として、民営化後のモニタ

リング体制の確立と、民営化後の企業を指導・支援する金融セクターの強化

などを指摘しているぺ FDIによるコーポレート・ガパナンスは別として、東

欧諸国や NIS諸国のように大規模に民営化する場合、行政部門や金融部門で

モニタリング能力をもつのは物理的に不可能に近く、下部エージェントに分

権化することによって企業運営が適正に行われるようにするといった工夫が

必要になる。

西側の先進国では、 POSSys ternのようなコンビューター・テクノロジーや

高度の部品生産能力および輸送網によって実現されているトヨタのかんばん

方式などが発達し、中央で膨大な情報を加工することが可能となり、生産か

ら消費までロスを最小化する一種の計画経済を実現しつつあるのではないだ

ろうか。東欧諸国や旧ソ連では、古い重工業が大黒柱であり続け、市場ニー

ズを反映させたより完全な計画経済を行うために、 POSSystemやかんばん方

“村崎、浅子、玉回、松下(1997). pp.ト63.

26 



第 1節研究史一全面的な市場移行論の誤り

式などを導入する環境を整えられず、目標を目前にして放棄してしまったと

筆者は考える。ちなみに、世界銀行の副総裁であるジョセフ・スティグリッ

ツは、ソヴィエト社会主義は、 「マルクスの経済が規定するという理論へ

テクノロジーが社会の特徴や優勢になる経済社会システムを規定するという

見方は正しかったかもしれない…コンビューター制御された製造業から遺伝

工学にいたる近代的なテクノロジーが発達することを誰も予測できず、これ

らの変化は、社会主義についに死を宣告したJ48としている。

市場社会主義が試みられていたハンガリーでは、 1968年以降、新経済メカ

ニズムと称して価格の部分的な自由化が行われ、低く設定されてきたエネル

ギ一、住居費、運賃、必需食品の価格を所得水準を考慮しながら、一定程度、

コストを反映した価格制度にすることによって、資源をより効率的に配分す

ることが試みられてきた。しかし、経営自主権の確立や労働インセンティブ・

メカニズム構築の試みなどとともに、積極的に評価されることは少なく、旧

来のオスカー・ランゲ流の市場社会主義の範鴫として片づけられてきた。た

とえば、スティグリッツは、オスカー・ランゲ、 A.P.ラーナーやフレッド・

テイラーの市場社会主義を批判し、市場社会主義が、実際に、東欧諸国や旧

ソ連で失敗したシステムであったとしている。 「社会主義経済が一度も真剣

に市場社会主義の理念を取り入れようとしたことはなかったJ49としながら

も、東欧諸国と旧ソ連の実路がランゲ主義であったと 200ページに渡って書

いていて、整理されて議論されてはいない。ステイグリッツは、情報の経済

学に基づき、ランゲ流の社会主義の単純に設定される価格は十分でないとい

う立場で、市場社会主義の失敗を、ハイエクの視点である「中央当局は、単

純に全体の経済を運営するのに必要な情報を持てない…品質に対するインセ

ンティブを生じさせることが困難…労働者とマネージャーに何をもって報い

るかを知ることが困難…競争の欠如…新製品開発者とそれを使用する人との

日下部構造である経済が上部構造である政治・社会・文化などを規定するという理論。

48 St igl i tz (I 994). p. 205. 

49 ibid. p, 197. 
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聞のコミュニケーションの欠如J50といったことにあるとしている。また、

スティグリッツは、 I市場経済では計画と調整があり、計画は企業内でなさ

れ、企業聞で広範囲の調整が行われているJ51とし、国家はそのような領域

で競争と不正を防止する保証として有益な役割を演ずることができ、東アジ

アに特徴的な経済開発の推進における国家の活動も、ある種の言質を得ると

している。

市場社会主義批判としては、生産手段の私的所有権が確立されていないこ

とがあげられてきたが、中国の市場社会主義の成功例を前に、これまでの主

張と相矛盾する意見が表明されるようになった。スティグリッツの場合、「民

間企業と公有企業が、活動の違いを区別できないまでに減らす」 52ことは可

能であるとし、民営化が中心部分を占めるべきではないという立場である。

特に、中国に関して、 「中国は、所有権を明白に定義することさえなく、民

営化なしで市場改革を成功裡に進められることを示してきた。かれらは、競

争に力点を置いてきた。・・・証券市場の設立には大変なファンファーレが響い

ていたが、 1979年から 1992年までに経験された著しい成長に重要な役割を

担ってきてはいない。・・・民営化問題を延期する相当の理由がある。すなわち、

所有権の課題は非常に論争があり、パイを公平に分ける簡単な解決方法がな

い・・・パイが急速に大きくなれば、分配問題はそれほど大きな問題にならな

い」”とし、民営化のドグマテイズムに対して懸念を表している。

世銀は、 「もし、政府が予算制約をハード化し、民間企業に競争を許可し、

経営者に適切なインセンティプを与える意志を持ち、固有企業のパフォーマ

ンスが改善可能ならば、 （民営化せずとも固有企業のよりよい経営が可能で

あるという主張は）正しいJ54としているが、民営化を行わない固有企業改

50 Stiglitz(l994). pp.198-203. 

SI ibid. p. 25(. 

臼 ibid. J). 239. 

日 ibid.pp. 262-263. 

54 曹orldBank(l997）.唱 p,64. 
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革は概念上は可能かもしれないが、実際には困難という考え方である。

コルナイは、 「私的セクターのちっぽけな島が固有企業の大海に包囲され

ているので…”フランスのRenaullも固有企業だが、利潤志向、市場志向で

はないか”といった議論によって、 （市場社会主義は誤りであったという議

論が）否定されるようなものではないJ55としている。しかし、すでに工業

分野の 70%以上が民営化され、固有企業も市場経済の大海では、民間企業の

ように振る舞わざるをえなくなったとはいえ、所有以外の問題であったこと

が示されているのである。

「国有セクターが国民経済における支配的なセクターである限り、企業は、

それらの自然成長的および内部的な利害関係から、ハードな予算制約を持た

ないし、また持つことには決してならないであろうJ“というのがコルナイ

の基本的な立場である。しかし、自ら「皮肉なことだが、今日の資本主義に

も社会主義の萌芽はすでに現れている。保険業、医療や銀行業では、所有関

係が過度に非人格的になっていると多くの人々が考えている。アメリカでは、

今日、住宅ローンの融資をする貯蓄・信用組合の分野で、予算制約のソフト

化の古典的な例を見ることができる。これらの組合の多くはすでに破産状態

にあるが、その理由は多くの場合、かれらが預金者の信用を悪用して、信頼

できない債務者になってしまった住宅建設者に大量に信用を供与したからで

あるJ57と書いているように、民間セクターが支配的なセクターであるアメ

リカや日本においても、民間企業の多くは予算制約をソフト化し、大量の不

良債権問題を発生させてきている。筆者は、資本主義経済の資本蓄積・集中

メカニズムがある以上、所有関係が非人格的になるのは避けられず、所有関

係が人格的で、経営内容の見通しがきく中小企業だけで構成された資本主義

経済を想定することはできず、ハードな予算制約を持てるかどうかは、企業

規模によるところが大きく、大企業は企業努力で組織的にハードな予算制約

55 Kornai. op.cit.咽 p.28. 

日 ibid.. p. 30. 

57 ibid .. p. 37. 
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を持つように努めるしかないと考える。

ハードな予算制約を持つようにするには、赤字を出し続ければ、国の補助

金をあてにすることはできず、破産せざるをえないという制度の下に置く必

要があるという議論がある。しかし、筆者は、私有化過程にある固有企業に

おいて、エージェントである経営者自身が負債水準を決定でき、負債の増加

に対しでも倒産を覚悟した行動をとりえるため、純負債比率が経営者に課す

効率インセンティプには限界があると考える。プリンシパルである株主によ

るモニタリングでは、利回りの最大化が要請されるが、急進的あるいはパウ

チャー民営化によって株主が急増し分散していたり、モニタリングに技術上、

費用上の問題があれば、エージェントは必ずしも利潤最大化活動を強いられ

ない。このように経営インセンティプの構造にとっては、競争の程度、規制

政策、技術水準という要因が大きく、所有から派生するモニタリング・シス

テムは必ずしも有効性を持つとは言えない。

他方、官僚がプリンシパルになる場合には、官僚は、与えられた予算の制

約の下で、公的企業の経営者が効用を最大化するよう行動する。官僚の行動

は、単位コストを軽視し、予算拡大への誘因を持つが、官僚は、政治家によ

ってモニタリング・規制され、政治家は選挙を通じて国民にモニタリング・

規制されるという関係にあり、モニタリング・ヒエラルキーの各レベルで制

約を受けるため非効率になるという傾向がある。経営者をモニタリングする

のに限界があるように、官僚が権力者に横滑りすることを防ぐ完全な方法は

ない。経営者のインセンティプだけではなく、天下りや収賄というような官

僚のインセンティプもあり、官僚機構に対する有効なモニタリング・システ

ムの構築も必要となっている。

政府や国家の役割についても再考しなければならない。官僚機構の機能を

市場に任せ、固有セクターを民間セクターにし、国家の負担をなくすことが

試みられてきたが、市場が起こす諸問題を解決する能力を国家が持たなけれ

ば、経済は悪化するばかりである。この意味では、東欧諸国の国家官僚機能

の経済政策の立案能力・実行能力が十分でないと言うよりも、その役割その

ものを放棄していると言わざるをえない。民営化は最初のステップにすぎず、
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企業家精神をもった企業家が企業を経営することが必要であるという議論が

ある。しかし、これまでの西側の例が示しているように、企業家は優秀な企

業家ばかりではなく、不必要に企業を危機に陥れることも多いのである。ま

た、自由市場経済だけでは、資源の浪費、環境破壊、人権の侵害といった問

題が解決されず、また周期的に不況に陥り、政府の介入を仰がざるをえない。

アリス・アムスデンらも、資本主義への移行は、新自由主義が想像してい

たよりも多くの「見える手」を必要としていたと主張した叱東アジアの発

展だけではなく、西欧についてもカール・ポラーニが述べていたように、自

由市場への道は継続的で中央集権的に組織されコントロールされた介入主義

が、非常に増大することによって聞かれ続けたのである叱

東欧諸国は、アング口・アメリカン型のビッグパンを導入する前に、固有

企業が多い西欧諸国モデルを冷静に研究すべきであったと思われる。たとえ

ば、フランスのエコノミストのマリー・ラヴィーニュは、 「市場に仕事をさ

せることは、政治的に望ましくない者の手に資本の集中をもたらしうる。．

フランスでは、 1993年に始まる第2次民営化プログラムにおいて、国家の管

理の下での、産業・銀行・保険会社聞の複雑な株式の持ち合いシステムへ向

けた“ハードコア”政策が進められた」“としている。

イタリアのエコノミストのマリオ・D・ヌーティは、コルナイによって用い

られている意味での“自由経済”としての市場社会主義に、以下のような特

散を付け加えている。

l.市場は、競争的で開放されていて、すべての商品とサービス、貨幣と外国

為替を機能させる。そこには財の行政的な配分はない。狙占は、解体され、

すべての企業は生産に変化を与え、各自の選択でいかなるセクターへも参

入や撤退が許されている。

2.所有は、国家と協同組合に私的所有が組み合わされ、複数主義をとってい

sg Amsden, Kochano曹icz, Taylor(l994). p. 16. 

”Polanyi(1944). p.140 

60 Lav i gn e ( l 9 9 5) . p. I 7 8. 
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る。国有セクターは、即座に抑制することはできないので、例えば、固有

資産をリースに出すことや、株式の持ち合いを通して、経営を民営化する

あらゆる種類を経験すべきである。

3.国家は、政府の政策を執行するために幅広い政策手段を用いる。これらの

政策は、しかしながら、補足的ですべてを包含しておらず、予備的でもあ

り、経済が望ましいコースから逸れる場合にのみ適用される（政府によっ

て評価され、それ自身、頻繁に行われる選挙で、国民によってチェックさ

れるテーマである）。

4.社会保障、雇用、所得分配等の分野で、いくらかの特別な社会主義的な政

策が存在する。最低所得は保証されている。いくらかの医療は、教育と同

様に無料で提供される。しかし、医療と教育セクターは、慨ね民営化され

ている。

5.株式経済は、横々な方法で運営される。協同組合や槌意に民間企業におい

て利益は分配されている。同様に資本における参加もありうるへ

ラヴィーニュは、市場社会主義のこのようなスキームは、いかなる移行国

よりもいくつかの資本主義経済で見られるものの方が近く、移行国で支配し

ているものは、 “資本主義の勝利主義”であると指摘している叱

計画と市場、私有と固有の“正しい比率”を見つけ出すことによるのでは

なく、市場にもヒエラルキ一体制にも入らない組織や調整メカニズムの機能

である合併、グループ化やネットワーク化に気づき手助けすべきというプル

スト・ラースローとデイヴィド・シュタルクの指摘63は、新鮮で、さらなる

検討をする価値がある。

IMF・世銀は、第二次世界大戦の反省から設立されているが、経済自由主義

に基き早期に市場経済を実現することとマネタリーな側面の均衡を厳格に要

求し、旧ソ連・東欧諸国の実体経済を深刻な状態にさせている。 IMF・世銀の

61 Nut i (1992). pp. 17 31. 

62 Lavigne(l995). p. 245. 

63 Bruszt. Stark(1996). 
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政策を批判しているエコノミストたちの立場も、 「IMFの‘市場移行戦略’

を一つ一つとりだしてみる限り、根本的に誤った動告はないように思われる。

健全財政やマネー・サプライ抑制が不可欠なこと、新政権が全面的な市場移

行をめざすことに対して異議を唱える人はまずいない。それらはすべて移行

国がいずれは実現せねばならない政策課題である。問題があるとすれば、個

別の政策よりもむしろ欠落している視点、つまり、政策の組合せ方やタイミ

ング、恒先順序といったものであろうJ64というものが一般的である。

東欧諸国の民営化について批判的な分析を行ったマヨル・イヴァーンにし

ても、短期間での民営化を支持しながら、 「政府が一様の、かなり官僚主義

的な方法を通して、これらの変化をせきたてることはできないJ“とベース

の問題を指摘しているにすぎない。また、リプトンとサックスが、 「政府と

個々の企業の間での論争を避けるために、ほとんどの企業が共通の方法で民

営化されるべきであるJ“としていることに対して、マヨルは、 「“共通の

方法”は、政府や他の国家機関によって処方されないし、処方されるべきで

ない。政府の特別な注意を必要としている固有企業の一群、すなわち、大企

業群があるJ67とし、大企業群に共通の方法を適用すべきでないと言ってい

るにすぎない。

筆者は、全面的な市場移行をめざすことは、戦後の西欧諸国がロシア革命

と世界大恐慌を経験し、戦時経済と戦後復興を経たことからも混合経済を実

現してきでいることや、東アジア諸国が、政府主導で「東アジアの奇跡」を

実現してきていることを考えれば、不適切であると考える。特に、民主主義

と国民経済が成熟している国と違って、政治的に独裁体制が長く、 l人当た

りGNPが4,000ドルから I,000ドル程度といった国では適切だとは言えない。

固有資産をどうすればうまく運営させられるかという問題は、これまでの

“大野(1996). p. 27. 

65 Major(l993). p.142. 

65 Lipton, Sachs(l990). pp. 322-323‘ 

畠7 ibid .. p. 143. 
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社会主義経済の諸改革での中心テーマであった。自立した所有者組織を作り、

当局、所有者と経営者の分離を図るという発想で、 1960年代の終わりから持

株会社概念などについての議論が起こっていた。最初に国家機能の分離を提

案したのはハンガリーのエコノミストのコパーチ・シャーンドルで68、持株

会社の詳細な考察はハンガリーのエコノミストのタルドシュ・マールトンが

行っている叱 1980年代になると、リシュカ・ティポルが社会主義的企業家

活動について論じ70、パウエル・タマーシュが自主管理企業を含めた企業所

有について論じている710

中欧大学72が、民営化プロジェクトとしてシリーズで出版していて、ロマ

ン・フリードマン、アンジェイ・ラパチンスキ、 J. S. アールが、ハンガリ

ーの章で Avuやインサイダー・コントロールについて扱っている。広まっ

た株式の持合関係によって、国家のコントロールから逃れ、資産を移転する

ことが可能になってしまっていることや、合資会社や有限会社に分社化する

ことによって、古い債務の返済を親会社の責務にしてしまっているといった

問題点を指摘している九チェコ共和国の民営化は，パウチャ一民営化を通じ

た外部株主のコントロールの新古典派モデルにほぼ近い理想的な例として広

く見なされている。しかし、 「もっとも有益なプランを提出することができ

たマネージャーたちの第一の選択は、パイ・アウトといわれるものでJ、「民

営化される企業の全額面価値の 53%がパウチャーで行われたにすぎない」 74

58 Kopa I SY (l 969). 

69 Tardos(l972). 

70 Liska(l 998). pp. 248-254. 

71 Bauer (I回I). 抜粋邦釈は、西村可明編・平泉公雄訳(1985）所収。

72ハンガリー出身のウオール街の投資家として有名なジョージ・ソロス（ハンガリー名は、シ

ョロシュ・ジェルジ）がプダペストとプラハに設立した私立大学。

13 Erydman, Rapaczynski, Earle (eds.)(1993). p.131. , Erydman, Rapaczynski(1994). 

pp, !D9-l I I 

71 Erydman. Rapaczynski, Earle (eds.) op. cil. pp. 81 84. 
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と指摘している。直接売却方式が迅速さや公平さという点で難点があるのに

対し、パウチャ一方式は迅速さや公平さで優れているが、企業の効率性や収

益性は必ずしも改善されておらず、持株会社の導入などによる改善が急務に

なってきている。

二転三転したハンガリーにおける民営化機構および固有資産管理機構を中

心とした研究は、特殊な現在進行形の組織に関することでもあり、仮説とし

てしか議論できず、それほど多くはない。財政研究株式会社の研究員である

ヴォスカ・エーヴァの『粘土でできた足で立っている巨大組織』は、数少な

い労作である。タイトルにあるように、中央集権的に固有資産の管理や民営

化を行う巨大組織である AVU、AVRt.やAPVRt.は、確固たる基盤がない巨

大組織で、効率性や合理性の無さを指摘している。連立政権が国民的なコン

センサスを作り上げようとしなかったことも、 AVRt.が常に批判の矢面に立

たされる原因となっていたが、ヴォスカは、法案の基本路線が国家機関の間

で「官僚主義的な論理で作成され」、 「一貫性のある原則や経済の合理性よ

りも官僚の個人的利害や力関係が個々の問題解決に影響を与えJと指摘して

いるT目。

ヴォスカは、 AvuとAvRt.の統合について、 「一つの民営化機構センタ

ーが作られることには賛成するが、 AvuとAvRt.を“合併”したり、 AvRt. 

モデルを踏襲するのではなく」、「事業会社ではない」新しい機構とし、「監

督を行う国会の主要な役割は、役員を任命し予算等の承認を行うことJとし

ていた。新しい機構の使命としては、 「（分権的で企業経営者の活動や利害

を考慮して決定を下し）できるだけ多くの固有資産を可能な限り迅速に売却J

し、「明確に決められた手続が守られているか監視および制裁を行いJ、「売

却の遂行に関する法的および経済的なアドヴアイスを行い、 （マーケティン

グ・データベース）について公開の情報システムを作りあげ、維持するJと

いうことを挙げている。 「（資産内容や需要に限るがあることから）売却の

望みがもてないが、即座の会社清算は免れている企業においては、企業全体

．
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を資産管理契約に出し、間接的に資産管理を行うj。 「株式が 100%売却され

ていない企業の場合は、国家の所有権を過渡的に行使するJが、 「（株主総

会へ出席し投票権を行使するといった）企業が機能するために必要不可欠な

措置をとるだけ」で、「直接的な再編のような資産管理は行うべきではないJ

としていた。中央集権的な組織による民営化は弊害が多いというのがヴォス

カの基本的な考え方である160 

固有企業のコーポレート・ガパナンスに関する議論は、どのように構成員

の配置や流れを効率的に設計するかという組織の情報効率性の問題と、構成

員のインセンティブ・メカニズムの問題に大別でき、さらに後者は、プリン

シパルーエージェント問題や契約理論として議論されてきている。

チーム志向の労働組織や労働者参加型のコーポレート・ガパナンスを積極

的に評価しようという議論は少ない。青木昌彦は、 「チーム志向の労働組織

を含む諸制度や、その他のコーポレート・ガパナンスのタイプがより有効で

ありうるという可能性を排除することはできないJ77としている。また、 「移

行におけるコーポレート・ガパナンス・デザインのための株主主権の新古典

派モデルの機械的な適用は、インサイダー・コントロールの問題に取り組む

際に有効ではないJとし、代案として「財務に問題がある際に、インサイダ

ー・コントロールされた企業に選択的に介入することができる銀行制度を発

展させることJ78を論じている。しかし、 「どの銀行も責任を引受けるだけ

の財源あるいは、モニターする能力を持っていない」ので、 「銀行志向の金

融システムは、チーム志向組織を補い、市場志向の金融システムは、ヒエラ

ルキー組織を補うもので…移行過程においては、折衷的なアプローチがオプ

ションであるJ79と論じている。

ハンガリーについては、 「分権化された民営化スキームが、企業評議会に

;6 Vos zka (1995). pp. 233-234. 

11 Aoki, Ki皿（eds.)(1995). p, 5. 

18 ibid. pp. 3-4. 

19 ibid. pp. 20-21. 
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民営化のイニシャティブを与え、 AVむの承認を得るようにさせた。半中央集

権的なチェコのアブローチと対照的に、このスキームは、経営者がコントロ

ールを保持し、 “アウトサイダー”の介入をかわすことによって画策するた

めのより多くの余地を用意したように思われる」と、批判的な評価をしてい

る。民営化された企業が、他の企業、銀行や AVUによって株式の持ち合い

をするようになったことについては、 「日本における会社のグループ化に似

たものが形成されつつあるJ”と分析している。

世銀は、チリ、中園、チェコ、エジプト、ガーナ、インド、韓国、メキシ

コ、フィリピン、ポーランド、セネガル、トルコの 12カ国で、固有企業の改

革の前後に利益率と生産性の変化を比較検討し、『ビジネスにおける官僚一

政府所有の経済学と政治学』にまとめている。この報告書は、固有企業の民

営化を最終目標にしていて、これまでの構造調整政策の延長線上に位置付け

られるが、具体的に契約理論を展開し、以下のように、所有と経営の間の契

約関係を類型化し分析している。

I.成果達成契約（performancecontract) 

政府と固有企業経営者との聞で結ばれる一定の成果達成に関する取決め。交

渉の結果、パフォーマンスの目標が甘くなったり、報償と懲罰のメカニズム

が有効に機能しないということが多い。

2.経営委託契約（managementcontract) 

政府と民間企業・民間経営者との聞で結ぼれる国有企業の経営委託に関す

る取決め。民営化に対する政治的な反対がある国で、民営化への中間ステッ

プとして有効である。ホテル、水道、農業といった業種の多くのケースで、

生産性、収益性の向上が見られる。

3.規制契約（regulatorycontract) 

政府と独占的市場における民間事業者との問で結ばれる私的独占の規制等

に関する取決め。通信部門では、私的所有と独占規制の組合せは、有効に機

86 ibid. p. I 2. 
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能し、効率性を改善しているへ

筆者は、所有と経営の聞の契約関係は、第 4章で論じているように、民営化

と同様に腐敗の温床となっていて、批判的な検討が必要であると考える。

日本人では、盛田常夫が『ハンガリー改革史』のなかで、 1988年 12月に

出された経済改革委員会の「テーゼ」が、国有セクターにおいて企業の共同

所有の新しい形態が形成され、経営者が長期の収益性や資本拡大に依存し、

かっ資本の再編成に関心をもっ所有機関（銀行、金融機関、信託機関、基金

等）に依存するように変える必要があり、自主管理で機能している国営企業

の一部には、現在のままで競争可能なものもあり、新たな形態が必要なのは、

企業の自主管理がうまくゆかず、効率性が悪い人工的に作り上げられた大企

業で、 「テーゼJの主張する混合経済の構想は、国有の一部の払い下げ、な

いしはリースを含んでいると解説している叱平泉公雄編訳『計画から市場

へ ハンガリー経済改革思想史 1954←1988』は、 1950年代からの経済改革

史のなかで、タルドシュやパウエル・タマーシュ”らの所有関係に関する論

文を紹介しているへ西村可明は、 『社会主義から資本主義へーソ連・東

欧における市場化政策の展開一』で、社会主義から資本主義への移行とし

ての市場化ととらえ、市場化の趨勢は堅固な内的論理を基軸に展開してきた

85とすると同時に、自己の条件に適した独自の産業政策を積極的に推進する

81 World Bank(1995). pp. 107-173 .. 252-257. 

82盛田（1990). pp.218-228. 

83パウエル・タマーシュ Bauer Tamas (1945-) 1966年、労働者党員となる。 1968年以来、

科学アカデミー経済学研究所研究員.1970年代の初め頃からサミズダートの BeszeJG（『話し

ている』）グループに加わった.1974年、党から除名された0 1985年の複数候補者選挙に立

候補しようとするが、妨害にあって果たせなかった。 1988年から 5年契約でフランクフルト大

学で社会主義経済体制について教えた＠

Si平泉(1992).

85西村(1995）‘ pp.iv-v. 
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ことを提言している叱

チェコをはじめとする他の東欧諸国の多くの国のように、国民に無償でパ

ウチャーを発行する方式での民営化については、池本修ーの「チェコ＝スロ

ヴァキアとロシアの大衆私有化（下）」や「チェコ・スロヴァキアにおける

クーポン私有化の一考察J81や、ロマン・フリードマン、アンジェイ・ラパ

チンスキ、シェリル.w・グレイの著作”が参考になる。

第 2節 もたらされた経済危機

1.対外債務残高の急増

第 l節では理論的な側面を考察したが、第 2節ではマクロ経済分析をする

ことによって、政治的な変化や、構造調整政策、民営化がどのような文脈の

なかで位置付けられるか考察する。

ハンガリーの経常収支は、 1973年の第1次オイル・ショック以後恒常的な

赤字に陥った。東欧諸国では、産業構造が硬直化し、高度化が遅れていた。

オイル・ショック以降、省資源・省エネ型に産業構造を高度化させることが

国際経済のなかで経済発展を保証する条件であった。しかし、 1980年代にそ

れを可能にする機械産業に対する投資が行われず、他の東欧諸国ではエネル

ギ一、食料や工業製品の不足が深刻化するなか、ハンガリーでは国畏の消費

生活に対する不満を解消する分野に投資が行われ、対外債務だけが増え続け

る構造になった。機械産業が省資源・省エネ型に近代化されていれば、より

少ない鉄鋼製品を消費することになり、鉄鋼製品の価格は低下するが、ハン

ガリーでは機械産業の近代化が遅れているため、鉄鋼製品に対する需要が減

86西村(1995). pp. 283-291. 

87 池本(1996).' (1995). 

88 Frydman, Gray, Rapaczynski (eds.) (l996a)., (1996b). 
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ることなく高い価格の鉄鋼製品が生産されている。

1981年のポーランドによるリスケジュール要請は、東欧諸国に対する西側

金融機関の態度を大きく変える契機となり、この影響はハンガリーにも及ん

だ。 1982年3月には、アラブの銀行によるものと見られる大量の預金引き揚

げが起き、ハンガリーは流動性危機に陥った。このため、同年 4月の国際決

済銀行（BIS）による 6.1億ドルの短期ローン供与に続いて、 5月に IMF、7

月に世銀への加盟が承認され、12月には IMFのスタンドバイ・クレジット 2.4 

億ドルが供与され、流動性の危機を脱出した。表 lにあるように、 IMF・世銀

への加盟は、ユーゴスラヴィア以外ではルーマニアについで早かった。

しかし、その後、輸入抑制が緩和され、 1986年には貿易収支も赤字に転落

し、経常眠支の赤字額は 14.2億ドルに急増し、同年末の対外債務残高は 150

億ドルを突破し、表 2にあるように、 1989年末の対外債務残高は 200億ドル

を超えた。このように、ハンガリーは 1970年代に対外債務を増加させ、 1982

年に IMFと世銀に加盟して構造調整が開始されたが、対外債務は減るどころ

か増える一方となったのである。

1980年代のンガリーの対外債務は、対西側貿易のファイナンスが中心であ

ったため短期債務のウェイトが高く、短期債務比率は1980年代前半には30%

を超えていた。しかし、短期債務への依存度低下を目指し、短期債務から中

長期債務へのシフトを順次進めたため、1980年代末に短期債務比率は 10%半

ばまで低下した。 1990年代は概ね 10%以下での推移となっており、 1995年

末には 9.8%となっている。

1990年3月にはブルガリアがモラトリアム宣言を行ったことから、同じ東

欧の重債務国であるハンガリーへの信用不安が高まり、わずか 2ヵ月で西側

金融機関の短期融資が2億ドル引き揚げられ、外貨準舗の取り崩しを行った

結果、外貨準備は一時輸入の 2ヵ月分近くにまで減少し、再び流動性危機に

見舞われた。このためハンガリーは、急謹BISを通じて 2.8億ドルのつなぎ

融資を受けたのを皮切りに国際機関を中心とする西側からの融資を受け、同

年後半に流動性危機は収束した。同年の経常収支は、西側向け輸出の伸長と

観光客の増加による好調な旅行収支により l.3億ドルの黒字を達成し、同年
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末の対外債務残高は 213億ドルと前年末比微増にとどまった。

さらに 1991年 3月には、パリクラブがポーランドの公的債務の 50%削減

に同意したことで、ハンガリーの債務問題に再び関心が集った。しかし、 1990

年の同国の経常収支が黒字であったことに加え、世銀、 IMFといった国瞭機

関や欧米諸国により公的支援策が次々と表明されたため、債務問題は大事に

至らず収束した。 1991年には公的資金・民間資金の合計で 40億ドルの長期

資金調達が可能となり、この結果外貨準備は大幅に積み増しされ、以後外貨

準備高は増加基調となった。

表 1 東欧、削S諸国の IMF・世銀加盟および融資状況

IMF加盟時期 IMFによる融資状況ヰ

アルパニア 1991年 10月 ESAF (1993) 

アルメニア 1992年 STF 0 994) 

アゼルパイジャン 1992年 STF(l995り

ベラルーシ 1992年 STF (1993, I 995) 

ブルガリア 1990年 9月 SBA 0 994, 1996) 

ク口アチア 1993年 2月

チェコ 1993年 SBA 

エストニア 1992年 STF (J 993, 1995). SBA 0 992, 1993噌 1995tt事）

マケドニア 1993年4月
グルジア 1992年 STF(l994), SBA(l995) 

ハンガリー 1982年 5月 SBAC1982, 1988, 1993, 1996), EFF(l991) 

カザフスタン 1992年 STF0993, 1994), SBA(l994, 1995uヰ）

キルギスタン 1992年 STF0993u), SBA(I993), ESAF0994) 
フトヴィア 1992年 STF(l993u), SBA0992, 1993, 1995u本）

リトアニア 1992年 STF(l993, 1994), SBA0992, 1993), EFF(l994) 
モルドヴァ 1992年 STF(l993u), SBA(l993, 1995). CCFF(l993, 1994) 

ポーランド 1986年 SBA (1993) 

ルーマニア 1972年 SBA (199 l), STF (l 994) 

ロシア 1992年 6月 STF (I 993, 1994), SBA (1995材料）

スロヴァキア 1993年 STF (1993) 

スロヴェニア 1993年
タジキスタン 1993年
トルクメニスタン 1992年 9月
ウクライナ 1992年 STF Cl 995, 1995), SBA (1995材料）

ウズベキスタン 1992年 9月 STF (1995) 

注：

訂正 Sy計四ic Transformation Paci Ii ty （体制転換信用供与措置｝一市場経済へ移行する過
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程で混乱が生じ、国際収支が悪化している国を支援する。融資限度額はクォータの 50%まで。

EFF: Extended Fund Facility （拡大信用供与措置）一構造的な国瞭収支上の困難を抱かえる

圏に対して、有効な調整プログラムの実行を条件に中期的資金を融資する。通常 3年間（4年

間に延長可能）で、返済期限は 10年（うち据置 5.5年）。

ESAF: Enhanced Structural Adjustment Facility （拡大構造調整信用供与措置） - SAF （構

造問整信用供与措置）より厳格な条件を適用した融資。融資限度額はクォータの 250%（例外

的に 350%）まで拡大されている。

SBA: Stand-by Arrange皿ent（スタンドパイ取決め）ー短期的な国際収支の困難を抱かえる国

が受ける融資．ほとんどの場合、引出し躍度額は残高ベースでクォータの 400%（特別な場合

は440%）で、経済調整プログラムを IMFが承問、し、それに沿った3ヵ月ごとの実績基準達成

が引出しの条件となる．融資期間は、通常1-1.5年（2年を限度）で、返済期間はいずれも 5

年（うち据置 3年）。

CCFF: Compensatory and Contingency Financing Fae i Ii ty （輸出変動偶発檎償制度）一外生

的要因による一時的輸出所得の低下、輸入の急増、利払い場加などを補填する融資．

事年度は、理事会の決定時期を示している．

件当骸年度に同じ融資枠から 2本の融資が行われた。

科卒理事会にかけられ、まもなく決定される融資

**** 1995年4月以降に決定された 2本のスタンドパイ融資
出所： IMF(!995). Apri I 3. p. 98.を中心に作成。

表 2にあるように、 1993年、 1994年は、輪出の不振と消費財輸入の増加を

背景として貿易収支、経常収支とも大幅に悪化した。この問、直接投資の琉

入が高水準であったが、外貨準備をさらに積み増す目的でハンガリー圏立銀

行が積極的に起債を行ったため、外貨準備が積み上がる一方、対外債務残高

も増加し、 1995年末には 316億ドルとなった。 1996年に入って、民営化収入

と外貨準備高の一部を期眼前返済に充当したため、同年6月末の対外債務残

高は 275億ドルとなった。

1980年代から 1990年代を通じて、短期債務の伸び、を抑えつつ長期債務へ

のシフトを進め、外貨準備を積み上げてきたことにより、経済の悪化や国際
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表2 外貨準備、その他の海外資産、対外債務、経常収支

（単位： 100万ドル）

88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98/l-l I 

外貨準備 I. 466 I. 246 I. 069 3, 935 4, 347 6, 691 6, 727 11, 968 9. 714 8, 400 8目698

（金含まず）

その他対外資産 3, 660 3, 765 4, 166 4, 086 3, 781 2, 897 2, 817 2. 828 3, 638 3. 841 4目478

対外総債務 19, 602 20, 390 21, 270 22, 658 21, 438 24, 560 28, 521 31. 655 27, 647 23. 747 24, 933 

対外純債務 13.966 14,900 15,938 14,555 13,276 14,927 18.935 16目81714守 259 9, 657 10. 135 

貿易収支 ーlI -4,021 -3,716-2,433 -2,652 -1.734 

経常収支 352 -4. 262 -4, 054 -2, 535 -1. 689 -981 

出所：ハンガリ一国立銀行年報

環境の急変に対する対応能力、安定度は増し、ハンガリーはこれまで一度も

債務履行に遅延を生じさせたことはないが、依然として対外債務の元利払い

負担は大きい。 1995-1996年には元本返済が集中したため、ハンガリ一国立

銀行は高金利のローンを中心に期限前弁済を行う一方、新規借入分の期眼の

長期化を進めた。この結果今世紀中の返済額は毎年概ね 30億ドル強に平準化

された。

IMFと1996年3月に 3億8,700万ドルのスタンドパイ・クレジット契約を

締結している。 IMFは、同年 8月に、このスタンドパイ・クレジット契約に

関して 1997年末までのマクロ経済計画を調査し、同スタンドパイ・クレジッ

ト合意に盛られた経済目標である、財政赤字を GDPの 4%以下に抑制し、経

常赤字を 20億ドル以下に抑制することなどは、上期の経済データからみて達

成可能とみている。しかし、ハンガリーの設定した今年と来年のインフレ率

目標が低すぎ、健康保険と年金を賄う社会保障基金の赤字に懸念を表明して

いる。

法人会社化法の作成過程で、民営化を推進する新支配エリートたちの間で、

利害が対立し始めた。ハンガリ一国立銀行や財務省などの国家行政機関の指

導的な立場にあるエリートたちは、中央集権的な民営化を行い、国営企業の

売却益を、表 3にあるような国民 l人当たりの債務額が東欧で最大になって

いるハンガリーの対外債務の返済に当てようと考えていた。当然、国際金融

機関の利害は、この措置と合致していた。 1990年3月の選挙戦で、諸野党も、
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表3 東欧諸国およびソ連における対外債務

純債務／輸出額% 国民 l人当たりの債務額
(1990年） USD 0 991年前半）

ブルガリア 327 l, 050 

チェコスロヴァキア 80 450 

ユーゴスラヴィア 940 

ポーランド 340 I, 180 

ハンガリー 267 I 930 

ルーマニア 30 50 

ソ連 111 170 

出所： Vigvari(I 992）.‘ p. 28. 

経済基盤なしでは政治権力を獲得しても意味がないという考えから、中央集

権的な民営化を支持するに至った。他方、企業経営者たちゃ企業領域に押し

込められつつあった政治エリートたちは、「自発的な民営化」を支持していた。

これが黙認されてきたことによって、買弁的な要素をもった資本家階級が少

なからず形成されていた。このため自らの蓄積に基づいた小・中規模の資本

による所有改革は、ほとんど可能性がないと言ってもよかった。

2.国際金融機関による融資の特徴

世界銀行とハンガリ一政府との問で、国家行政や銀行セクターの改革など

の経済構造の調整のための 5億ドルの信用供与の交渉が進んでいる。ハンガ

リ一政府は信用供与を受けるために、破産法のファイナンス方法、銀行民営

化の継続や、銀行の監督の強化についての条件をクリアしなければならない。

世銀でヨーロッパおよび中央アジアを担当しているヨハネス・エフ・リン副

総裁は、ハンガリーが他の東中欧諸国より効率的に世界銀行のプログラムを

実現していると評価しているIo

IBMなどの外国企業の進出が集中しているセーケシュフェヘルヴアール市

1 Neps za badstig.‘ 1996. 4. 18. 
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に、世界銀行の援助で地域労働力開発センターが建設されている。また、そ

の他 3都市での汚水処理場建設に対する 5.000万ドルの信用供与の契約調印

が夏に予定され、 2都市に環境に配躍したエネルギー利用技術を導入するた

めに 2.000万ドルの信用供与の契約調印が年末もしくは年初に予定されてい

て、 2通常の開発援助として期待されている。

EBROは、ロシア連邦に続く第 2位の規模の信用供与をハンガリーに対して

行っている。 1996年度は、 13のハンガリーにおける投資に対して 4億 600

万ECUを拠出し、過去5年間で44のハンガリーにおけるプロジェクトに対し

IO億 6,300万ECUを投資した。 MagyarKulkereskedelmi Bank （ハンガリー

貿易担行）との問で結ぼれた商業ファイナンス契約、 BudapestBank （プダベ

スト銀行）の民営化、製薬会社の Egisの民営化における出資、 MatavRt.や

多くの地域に譲接された電話会社のファイナンス、 M5やMl高速道路や、初

めてのエネルギー産業の効率化のためのプロジェクトで Prometheus

Ti.i.zelestechnikai Vallalat （プロメテウス燃焼技術会社）などに信用を供

与した九これら民間部門に信用供与の 92%が振り向けられた九

3. GDPの劇的な低下

民営化は、真の所有者の一群を形成することによって、効率的で国際的に

2 Nepszabadsag, t 996. 4. 19. 

3 EBRD(i992) . (1993) , (1994) , (1995) , (1996) . (!997a）‘ 

4 EB即は、 1995年度末までに資本金の JOO億 ECUの約 80%におよぶ総額のプロジェクトを承認

した．この年に、 24カ国の 134のプロジェクトに対し 28億 6,000万 ECUの信用を供与し、前

年より約 10億 ECU、72%の増加した．すでに署名されたプロジェクトの 71弘承認された投資

の 85%は民間セクターに振り向けられた.1995年度には回RDは‘再編過程の端緒もしくは最

中にある国々に対する投資を活発化させ、クロアチア、アゼルパイジャン、グルジア、キルギ

スタンに初めて投資を行いーそのうちの 3分の lは資本投資であった．これらの結果 EBROは

1995年度に 7,500万ECUの純利益を上げている。
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競争力のある経済構造を創り出そうという目的で行われていたが、現実は前

章で見たように極めて政治的な争いの場となっていた。対外債務問題を解決

するためには、消費需要の抑制、輸出能力の増強、民営化や自由化によって

効率的で国際競争力のある経済構造への転換が必要というのが新古典派の立

場である。

1991年のハンガリー経済では、減速経済が必要な収入をもたらさず、対外

収支も赤字になっていた。外国から直接投資として国内に流入した資金や、

国民の外貨預金口座にある資金を債務の返済に充てていて、資金の流入が止

まれば、 20-25億ドルに上る焦げ付きが出てしまいかねなかった九諸外国の

例を見ても明らかなように、債務の毘にはまってしまった国が、自力で累積

債務額の増加を止めるのは非常に困難で、、国際的な措置を必要とする場合が

多い。債務国に共通する問題として、外国からの資本の流入が減少するとい

うこともある。

IMF・世界銀行の構造調整政策による総需要抑制政策は、財政的・金融的手

段で行われ、間接的に国内の経済活動を輸出中心に転換する目的がある。し

かし、輸出能力が、圏内市場の縮小に反比例して拡大するわけではなかった。

表4にみられるように、各品目の生産自体が減少することによって圏内市場

が縮小し、表 5にあるように、輸出能力をも低下させ、 1988年から 1990年

までの輸出超過傾向を 1991年から輪入超過に転じさせ、 1993年から経常収

支も赤字になっている。輸出促進政策とともに 1990年から導入された輸入の

自由化は、圏内生産をさらに低下させた。必要な部品を輸入しなければ半完

成品しか製造できないという輸入依存体質に加え、人為的に最終消費におい

ても輸入を欠かせなくしてしまった。

農業国であるハンガリーは、農産物や加工食品を輸出して、工業製品や原

材料を輸入してきた。しかし、国内の食品分野でも外国ブランド品に市場を

奪われてきている。たとえば、チーズやヨーグルトといった乳製品は、安価

5 Vertes (1991). p. 5. 
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表4 主要品目の生産高（単位：特記あるものを除き I,000トン）

90 91 92 93 94 95 

石炭 17, 578 15, 974 15, 836 14, 120 13, 452 14, 467 

原油 I. 974 l. 893 I. 825 I 709 I, 631 I. 669 

天然ガス（10憶ma) 4, 932 5, 041 4, 932 5, 325 5, 463 5, 365 

電力（10億 kWh) 28, 367 29, 932 31 238 32. 607 33, 359 34. 020 

組鋼 2, 963 l. 931 l. 559 I, 752 I. 937 I 865 

鋼板 2. 176 1. 532 I, 660 I. 835 2, 076 2, 119 

アルミニウム（トン） 75. 162 63. 318 26, 857 27, 879 29 617 na 

パス（台｝ 7, 994 4, 849 3 546 3, 211 I, 576 na 

冷蔵庫（l, 000台） 438 435 482 483 541 na 

テレビ (l,000台） 492 308 243 188 243 274 

プラスチック 615 624 692 694 743 742 

化学肥料 749 344 202 230 268 265 

食肉 595 567 393 346 315 299 

砂糖 512 603 389 388 435 475 

ビール（l 00万リットル） 992 I. 093 913 788 825 768 

小麦 3, 201 2, 899 2, 386 I 457 2. 421 3. 276 

じゃカtいも 96 79 59 38 26 30 

果物 562 363 445 302 293 174 

牛 218 200 185 116 90 86 

豚 793 747 479 420 349 370 

家禽 394 260 243 223 218 293 

牛乳 (IOO万リットル） 2, 262 I 910 I 829 I 608 I. 511 I 556 

出所：ハンガリ一国立銀行年報

な国産品が市場を独占してきたが、自国通貨であるフォリントの通貨価値下

落に伴うインフレーションも手伝い、ダノンのような外国プランド品は価格

面でも競争力をもち、包装のデザインや宣伝効果もあって市場を奪ってきて

いる。ビールのような曙好品も、品質の良い外国プランド品が増えてきてい

る。
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表5 ハンガリーの輸出入

1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 

輸出額年間成長率（紛 7.37704918 4.252998909 4.079497908 1.507537688 -3.66336634 4.830421377 4.901960784 -16.6542056 20.35209688 16.83592658 

輸出量年間成長率（%） -2.93315929 3.646171209 4.811592852 2.833645663 -6.22491845 -5.24732028 1.405228758 -13.1407211 . 

財およびサービスの輸出（対GDP比、目） 39.63997061 37.86692759 36.82310469 36.04016717 31.14440243 32.75827563 31.44501913 26.4073095 28.92382486 34.94848739 

財およびサービスの輸出年間成長率（%） -2.187 52783 5.009002448 6.883464658 1.206741168 -2.72041603 -25.0851305 2.101661779 -10.1364289 13.71687309 15.00058555 

財およびサービスの輸出額（$） 9417001包2 9886951523 10521095749 10511969661 1 0294908711 10950692447 11714690839 10192205193 12005230126 15276772145 

輸入額年間成長率（%） 17.23716381 2.815432742 -4.96957404 -6.29669157 -1.82232346 32.25058005 -2.63157895 13.51351351 14.58730159 4.398116083 

輸入量年間成長率（覧） 2.20364953 3.135397782 -2.02210628 -2.21808774 -4.17516538 7.154485863 -7.52856576 20.80430118” ・．

財およびサービスの輸入（対GDP比、首） 41.05437179 38.34801044 34.13635101 32.7083817 28.53108697 33.72693432 31.7145032 34.61133062 35.3987917 37.16553205 

財およびサービスの輸入年間成長率（%） 2.765715416 2.99929734 0.45137234 1.810400968 -4.59446617 -19.2973718 0.249228578 20.24387356 8.846115979 -0.5761838 

財およびサービスの輸入額（$） 9753010997 10012560942 9753436614 9540175397 9431066671 11274503245 11815085836 13358641619 14692753899 16245892378 

経常収支（対GDP比、%） -5.74593865 -2.5889849 -2.00200509 -2.01624088 1.14530044 1.206039429 0.944627441 ー11.0438083 -9. 76613933 -5.80023138 

経常収支（$） ー1365024000 -675976896 -572012800 一588084480 378583712 403164288 351916416 -4262484992 -4053570048 -2535411968 

出所： WorldBank(L997) 
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表 6 東欧、 NIS諸国の実質 GDP成長率の推移（%）※

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1996 
予測 計画 実質

GDP予
視tJ

(1989= 
I 00) 

アルパニア -27. 7 -7. 2 9. 6 10. 3 9. 5 8. 5 n. a. 87 
アルメニア -7. 4 -10. 8 日 52.4 -14. 8 5. 4 6. 9 4. 5 7. 0 39 
アゼルパイジャン -I I. 7 -0. 7 -22. 6 一23.I 2 l. 2 ←8. 3 1.2 5. 0 38 
ベラルーシ -3. 0 -1. 2 -9. 6 ーJO.6 』 12.2 ーI0. 2 2. 6 0. 0 63 
ブルガリア -9. I -1 l. 7 ー7.3 -2. 4 l. 8 2. 6 LO. 0 4. 0 68 
クロアチア -6. 9 -20. 0 一lLO -0. 8 0. 6 l. 7 4. 5 5. 5 70 

チェコ -0. 4 -14. 2 -6. 4 -0. 9 2. 6 4. 8 4. 0 4. 0 89 

エストニア -8. I -7. 9 ー14.2 -8. 5 -2. 7 2. 9 3. 3 4. 0 69 

マケドニア -9. 9 ー12.I -21. l -8. 4 -4. 0 ーl5 3. 0 5. 0 56 
グルジア 『 12.4 ー13.8 -44. 8 -25. 4 ーII. 4 2. 4 l 0. 5 IO. 0 31 
ハンガリー -3. 5 -11. 9 -3. l -0. 6 2. 9 1.5 0. 5 2. 5 86 
カザフスタン -0. 4 ー13.0 -14. 0 -12. 0 -25. 0 -8. 9 I. 4 2. 8 45 
キルギスタン 3. 0 -5. 0 -19. 0 -16. 0 -26. 5 I. 3 5. 4 8. 0 52 
フトヴィア 2. 9 -8. 3 -35. 0 -16. 0 0. 6 ーI.6 2. 3 4. 0 52 
リトアニア -5. 0 」 13.4 『 37.7 -24. 2 I. 0 3. I 3. 0 4. 0 42 
モルドヴァ -2. 4 -17. 5 -29. 0 ー）.0 31. 0 「 3.0 「 8.0 5. 0 35 
ポーランド -11. 6 -7. 0 2. 6 3. 8 5. 2 7. 0 6. 0 5. 5 104 
ルーマニア -5. 6 -12. 9 -8. 8 l. 3 3. 9 6. 9 4. 3 -2. 5 88 
ロシア -4. 0 -13. 0 ー14.5 -8. 7 -12. 6 -4. 0 -6. 0 I. 5 51 
スロヴァキア -2. 5 -14. 6 -6. 5 -3. 7 4. 9 7. 4 6. 8 5. 0 90 
スロヴェニア -4. 7 -8. I -5. 4 2. 8 5. 3 3. 9 3. 5 4. 0 96 
タジキスタン -1.6 -7. I -29. 0 ーlI. I -21. 5 -12. 5 一7.0 -3. 0 37 
トルクメニスタン 2. 0 -4. 7 -5. 3 ー10.0 -20. 0 -10. 0 -4. 0 5. 0 57 
ウクライナ 3. 7 9. 0 -10. 0 ー14.0 -23. 0 -11. 8 -10. 0 -2. 0 42 
ウズペキスタン I. 6 -0. 5 ー1I. I ー2.3 -4. 2 一I.2 I. 6 I. 0 84 

※ 1990-96年のデータは、各国当局、 IMF、世界銀行、 OECD、PlanEconや、国際金融研究所の

出版物に示された最新の公式予測値を示している0 1996年のデータは予測値で、主に公式な政

府予測値である。 1997年のデータは‘ EBRDの計画値を示している。アルパニアに対しては、当

該国をめぐるかなり不確実な展開のために、計画値は与えられていない．

出所： EBRD(I 997b). p. 7. 

もともと不得意であった家庭電器製品のような工業分野では、輸入品に完

全に市場を奪われ、深刻な経営危機に見舞われているのである。輸出志向及

び経済の自由化政策は、ハンガリーの経済構造の特質とはかけ離れて導入さ

れたと言わざるをえない。総需要抑制政策は、投資や公共部門および個人消
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費を減少させ、特に、食肉、家禽、牛乳といった主要な食品の生産および消

費が急減し、実質的な生活水準が低下してきている。

表4にあるように、 1990年から不祝を引き起こし、 GDPの劇的な低下と失

業率の上昇を招いた。 1993年を底に上向きつつあるとはいえ、表 6にあるよ

うに、 1996年の GDP水準は、 1989年の GDPの86%にすぎないのである。

4.失業率の上昇

ハンガリ一国立銀行の統計で初めて失業者数が記載されたのは 1987年で

ある。 1990年代に入り、緊縮政策に伴う圏内需要の低迷、企業に対する補助

金の削減、破産法の実施などにより企業を取り巻く環境が大きく変化し、企

業は余剰人員の整理、経営の合理化を迫られた。表 7にあるように、 1992年

にかけて失業者が急増し、 1992年 6月末には失業者が 55万人となり、失業

率が初めて 10%を超えた。 1993年2月に失業者は 70万人を超え、失業率は

13. 6%を記録したが、 1994年以降は 10%強で推移している。

表7 労働力人口の推移（単位： I,000人）

80 90 92 93 94 95 96 97 98 
登録失業者数｜ - 101 663 632 520 496 477 458 392 
失業率（%） I - 1. 9 12. 3 12. I l 0. 4 I 0. 4 I 0. 5 10. 3 8. 8 
住：いずれも各年末時点

出所：ハンガリ一国立銀行年報、中央統計局

旧国営企業を中心とした大企業が合理化により引き続き人員を削減し、新

たに設立された民間の小企業が受皿になっている。産業別の就業人口構成の

推移は表8が示しているように、製造業、建設業、農林水産業の比率が減少

してサービス業の比率が増加しているのが特徴である。農業就業者数が年々

減少しており、特に 1990年以降は前年比2桁台の減少率が続き、 1989年か

ら1993年までの 4年間で農業就業者数は半減した。これは農場経営の民営化

により余剰労働者が解雇されたことが大きいが、農業生産の低下に伴い国営
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表8 産業別労働人口増加率推移（前年初比増加率：%）

93 94 95 96 97 98/1-3Q 
農林水産業 -26. 3 一13.8 -10. 2 -4. 7 -5. 7 -4. 4 

製造業 -9. 7 1. 5 -6. 0 -5. 2 0. 0 2. 8 

建設業 -10. 0 10. 7 -17. 6 -23. 3 -3. 7 -3. 2 

運輸・通信業 -9. 4 -0. 1 -2. 5 -5. 5 -4. 3 -3. 5 

商業 一13.9 19. 8 一7.5 -21. 6 -0. 3 一I.5 
金融・不動産 -3. I 17. 6 4. 2 →7. 9 1. 8 2. 7 

公共サービス 0. 9 -0. 1 -2. 6 -2. 6 -2. 0 -2. 2 

出所：ハンガリー国立銀行年報および月報

農場で雇用されていた農業関連労働者（梱包、運送、工作等に従事する者）

が減少したことも大きな要因となっている。雇用の地域による格差も大きく

失業率はブダベストで最も低く、鉄鋼・農業に依存する北部、北東部では 20%

を超えている。これは旧ソ連・東欧向けの輸出を柱としてきた鉄鋼・農業地

域が不振を極める一方、新規事業がプダベスト周辺地域に数多く設立されて

いるためである。

5.破産回避としての法人会社化

民営化がもたらしたものの一つは、経営主体の数の増加であった。表9は

これを物語っており、表 10は各分野毎の会社組織数をまとめたものである。

固有企業を株式会社や有限会社に転換することは、近代的なコーポレー

ト・ガパナンスを実現するためという位置付けもあるが、この時期に見られ

た会社設立熱は、国家による基礎割り当て、投資に対する支援や財政支出に

よる支援の停滞に見られるような緊縮財政政策の結果でもあった。緊縮政策

として行われた利上げの結果、固有企業の利払い遅延が増加し、企業資産の

売却がより困難となり、企業経営が不安定になっていった。このため企業経

営者の多くは、法人会社化することによって企業の破産を回避しようとした

のである。企業の債務を株式に代えることが、典型的な方法として用いられ
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表 9 法人会社組織数（各年度年初）

年度 I 1988 
法人会社組織数 1 9, 597 

出所：中央統計局
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表 10 1992年度第 1四半期の会社組織数

経済分野 合計 企業 有限会社 株式会社 協同組合

実物経揖分野合計 41, 529 I, 763 33, 919 898 4, 897 
工業 12, 128 970 9, 218 325 I. 562 
建設 7, 071 229 5, 462 JOO 1. 241 
農業 3, 070 175 I. 297 42 I, 493 
運輸・郵便・通信 1, 441 83 1. 266 10 78 
流通 14, 060 255 13, 001 238 510 
貿易 3, 486 43 3, 355 69 6 
非実物経済分野合計 11. 227 470 7, 287 274 2 335 
小売業 3, 966 96 3, 509 115 I 61 
住宅・都市・村落 1, 963 166 186 12 1, 594 
厚生・社会・文化 2, 055 99 I. 932 37 60 
総計 5 2, 7 5 6 2, 233 41, 206 1, 072 7 232 

出所：ハンガリ一国立銀行

事水道事業会社を除く．

た。また外国資本と合弁会社を設立することによって、資本や新しい市場を

獲得しようとしたのである。 1992年の破産法の採択も、このような努力を加

速させた。この意味では、「自発的な民営化」は、文字通り自発的であったの

ではなかった。破産を回避する方法を企業が自ら見出したのではなく、国家

行政が影響力をもち管理する手段を維持しながら提示したものであったから

である。

1991年には、 Avuに 3,138億フォリントの民営化収入があった。このう
ち約 80%が外貨によるものであった。この民営化収入のうち 71%が、債務の

返済に充てられ、 1,040億フォリントは国内の債務、 l,200億フォリントは社

会保険基金に対する債務の返済に用いられた。 AV-0、地方自治体に 14億フ

ォリントを割り当て、企業に 9億フ才リントを戻し、民営化の費用に 10.4 
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億フォリントを計上した九

有価証券市場は、大変不安定である。 1991年末、 6,700億フォリントの有

価証券が流通していて、このうち 5,000信フォリントが株式、 500億フォリ

ント価証券が流通していて、このうち 5,000億フォリントが株式、 500倍、フ

ォリントが債券で、 500億フォリントが銀行が発行した証券、 700億フォリン

トが国債であった九さらに国家予算の不足を補うために 1,000億フォリント

の国債、補償を実行するために 1,000億フォリントの補償パウチャーが発行

されていた。これに見合った需要が欠如し、有価証券市場での暴落や低迷を

招き、経済を崩壊させかねない要因の一つになっていた。

破産法の施行で、自己破産申告が義務になったSことも、相Eに債務を抱え

ている固有企業のかなりが連鎖的に倒産し、経済を崩壊させるのではという

危慎を生じさせた。たとえば、ハンガリーのパス製造会社の Ikarusは、発行

済株式数の 30%を 5.000万ドルでソ連の Atexコンソーシアムに売却し、合

弁企業となっていた。しかし、 5.500台以上の契約をソ連のパートナーと結

んでいたが、ソ連からの代金の支払いがなく、 Ikarusにエンジンを納入して

きたハンガリー企業の RABAは、 Ikarusから代金の支払いがあるまで納入を

ストップさせるという措置をとり、連鎖的に生産停止に追い込まれた九

青木も指摘しているように、「破産手続きの機械的な適用は、移行経済の現

状では非生産的であるJh 健全な支払いシステムもなく、生き残れる企業

まで連鎖反応で破産を強いられてしまい、資産登記が存在せず、商法廷のシ

ステムを維持するコストがかかり、破産管財人の熟達や訓練が欠落していて、

要求に従うという明確なルールがない状態では、破産の社会的コストを増や

6 fefentes a Magyar Kiizlarsastig 199/. evi tillami kO/fsegvetesenek 

vegrehai tasar61 I. Kot et (1992). 

7 Privat izaci6s Kutat6int品zet(1992). 

8 Nepszabadsag, I 992. l. 8. 

9NePSzabadslig, 1992. I.16. 

10 Aoki, Kim(eds.) (1995). p. 26. 
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すことになる。新しく法人会社化された固有企業は、生き残ると同時に必要

なリストラクチャリングを成し遂げるために、外部からの資金調達や、場合

によっては、補助金が必要である。問題は、いかにしてそのような資金調達

や補助金が、銀行と企業の聞のソフトな信用関係を永続化することなく実現

できるかということである～

民営化により国家の支援がなくなり、資金繰りの逼迫や企業聞の裏付けの

ない信用の膨張による経営破綻が増え、いやおうなく失業者を増大させてい

る。失業者数は、 1990年12月末は 80,000人で 2%にすぎなかったが、 1991

年の前半で 100,000人増加し、 1991年 12月末には 406,000人を超え、 10%

以上の失業率となっている。特にポルショド・アパウーイ・ゼムプレーン郡

などの地方で失業率は高い。これらの失業者以外にも、50,000人以上が日 2-4

時間または週 1-2日の労働時間短縮や一時帰休となっている。

失業対策としては、失業保険のほか雇用助成金、開業資金融資制度や定年

前退職制度が設けられた。失業者数がふえるにつれ政府の財政は圧迫され、

開業資金融資を受けた人々のなかにも、高い利息を払えず破産する人が続出

している。

労働の現場では、 1989年までコーベラテイズムを体現していた労働組合全

国評議会の後身のハンガリー労働組合全国連盟と、新たに設立された独立労

組民主リーグ、ソリダリティや労働者評議会全国連盟などによってブルーラ

リズムが存在している。しかしこれらは旧労働組合全国評議会の資産分割を

めぐって紛糾し、ポーランドの連帯のような強力な独立労組が組織されず、

雇用の確保といった問題に十分に対処しきれないでいる。

6.国有資産の切売りによる財政赤字や国家債務の削減

ハンガリーの実質 GDPの低下は、 1993年に底を打ち、 1994年が 2.9%、1995

年が 1.5%、1996年予測で 0.5%、1997年計画値で 2.5%の成長を達成して

11 Aoki, Kim(eds.) (1995). 
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きている。 1995年は、工業生産が4.8%増加し、 19%増加した輸出が生産に

好影響を与えた。特に機械産業の生産が20%増加し、輸出は 45%も伸びてい

る。当時のドゥナイ・イムレ通産相は、工業分野の 70%以上が民営化された

ことを、好転した原因のーっとしてあげている。外国資本の流入が加速し、

1995年は 46億ドルに上り、そのうち 34億ドルが民営化による売却代金で、

12億ドルが新規の投資であった。輸出の 70%がOECD諸国向けで、貿易収支

を改善したが、それでもまだ赤字は 26億ドルあった。生産性が 10%改善さ

れ、通産省の診断は、 2000年まで約 5%の工業生産の成長および7-10%の輸

出の伸びを予想、しているIZo 

しかし、民営化や貿易の自由化といったショック療法の導入やコメコンの

解体で、表 6にあるように、 1989年次の GDP水準から 1993年までに 20%も

生産が急落し、やっと 1996年に 1989年次の GDP水準の 86%13まで戻したに

すぎない。もともと 1980年代に下降傾向にあり水準が低かったポーランドが、

例外的に 1989年次の GDPを回復した以外は、鍋底を這っている状態で、 NIS

諸国は特にひどく、 1989年次の GDPの半分以下に落ち込んだままである。

表 llにあるように、世銀や EBRDはハンガリーの民営化をはじめとする市

場経済化は、東欧、 NIS、中園、モンゴル、ベトナムのなかでもっとも進展し

ていると評価している。しかし、筆者は、東欧諸国や旧ソ連より初期条件が

よかったわけではない中国やベトナムが、逆に、市場社会主義というかつて

のハンガリー・モデルを導入し、年率 10%前後の成長を遂げてきているのは、

固有企業における工業の比率がそれほど高くなかったという大きな違いがあ

るものの、国家の崩壊に帰結したソ連のように、自由放任の市場万能主義を

旗印に政府機能を停止させ、貿易の自由化や民営化といった新古典派のショ

ック療法を適用しなかったことも大きな要因として考えられる～このこと

12 Nepszabadstig, 1996. 4. 4. 

13 EBRD( 1997b), p. 7. 

ll 中国は IMF・世銀から構造調墜融資を受けてこなかった。ベトナムも構造制整融資を受けて

こなかったが、 1995年に世銀の構造調整融資に鯛印したため、大・中企業の民営化というコン
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表 11 東欧、 NIS，中園、モンゴル、ベトナムにおける民営化

民間セク 大規模民 小規模民 企業リス 民営化形態

タ－ GDP 営化2 営化 トラ
比（：t)I 

アルパニア 75 i 4 2 1995年n・押T民営化
アルメニア 50 3 3 2 1994年ハ.~チャ民営化
rt’bハ．イ：，.・ャン 25 2 2 来実行

ベフルーシ 15 2 2 I＼＇？手十実施．取引未成立

ブルガリア 45 2 3 2 チェコ方式

クロアチア 50 3 4 3 合資会社化

チェコ 75 4 4 3 1992年大規模民営化

エストニア 70 4 4 3 資産・直接売却、 J¥'IJ手十
マケドニア 50 3 4 2 MEBO＇、資産売却中心

グルジア 50 3 4 2 資産・直接売却、 ｝＼＇何十

ハンガリー 70 4 4 3 直披売却中心、補償，，.ウ向ー

カザフスタン 40 3 3 2 自発、）＼＇ウチ十、資産売却

キルギスタン 5{) 3 4 2 法人化、）＼＇ウ h－等売却
ラトヴィア 60 3 4 3 1993年1¥＇？チャ・民営化

リトアニア 65 3 4 3 資産・直接売却

モルドヴァ 40 3 3 2 1994年げウチャー民営化

ポーランド 60 3 4 3 直披売却‘ I¥＇ウチャー

ルーマニア 60 3 3 2 ハ．ウh－民営化

ロシア 60 3 4 2 1994年大規模ハ．ウtt－民営化

スロヴァキア 70 3 4 3 ／＼＇ウチャー中止、直接売却

スロヴェニア 45 3 4 3 MEBO中心

タジキスタン 20 2 2 MEBO、リース、チェック

川'J~ニ1タン 20 直接売却

ウクフイナ 40 2 3 2 MEBO、リース、，，.ウチ十

ウ＂），，＇ へ’キスタン 40 3 3 2 合資、直接売却、合弁等

中国 55 2 3 3 法人化、株式市場上場

モンゴル 55 3 3 2 II' ?h－.直接売却

ベトナム 60 法人化

1996年度中盤の回RDの概算．ここでの民間会社は、株式の大多数が民間の個人や組織によ

って所有されているすべての企業が含まれる。ただし、入手できるデータが“民間セクター”

あるいは“非固有セクター”によって作成されているため、概算である。特に NIS諸国に関し

ては、一部分が民営化されにすぎない会社と同様に．法人化された集団農場を広い意味で“非

固有セクター”に加えられている．なお、中園、モンゴル、ベトナムについては、WorldBank(l996). 

より作成。中国については、非固有セクターは私企業のほか、集団企業、郷鎮企業を含む。中

ディショナリティーを達成する必要がある。
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国の農地は、畏期リースによる借地であるが、 1995年のデータでは農業は民間としている園ベ

トナムについては、非固有セクターは官民による合弁企業を含まない．

2 4段階評価である．なお、中園、モンゴル．ベトナムについては、石川、和田、林、木崎、

他（1997）.の強自採点による．

3 Managemen t-Emp I oyee Buyout ：経営者・従業員への売却で、東欧、 NIS緒国の中規様以下の

企業で盛んに行われた方式e 銀行などの第三者からの購入のための融資を含むもの、資産自体

は売却せず、経営者・従業員によって作られた企業が国有企業資産をリースすることによって

運営する LeasingME町、大企業が企業の一部を従業員や経営者に移転させる SecondaryMERO 

などの様々な形態がある．ハシガリーでは、世業員保主プログラム（EmployeeStock Ownership 

Pro gr a皿＝ESOP）の形態が多い．

出所： EBRD(l997a). 1＞旬 11.,World Bank(1996). p. 15.‘石川‘和田．林．木崎．他（1997).

は、生産を維持しながら経済改革を実施する方法が、東欧諸国や旧ソ連諸国

でもありえたことを物語っている。また、表 10にあるように、チェコをはじ

めとする他の東欧諸国の多くと同様に、国民にパウチャーを無償で発行し、

一気に名目的に民営化を実行する方式の方がよかったのではという指摘もな

されている150 

表 12は、 1992年度におけるハンガリー企業の債務の割合およびその種類

を示しているが、フリドマン、グレイ、ラパチンスキは、「資産総額に対する

慣務総額の比率および銀行に対する債務の比率は、 OECDの比率に比べてそれ

ほど悪いという数字ではないが、 1992年度の数字にはまだ深刻な不況の影響

が出ておらず、債務の多くは 1980年代から引き継いだものであるJ16として

いるが、楽観的すぎる見方と思われる。債務の多くは、銀行にだけ負ってい

るのではなく、取引相手や、国税局、税関、社会保険機関のような政府機関

も否応無しに債権者となっていることを示している。また、銀行に対する債

務を含む企業債務が、圧倒的に l年未満の短期債務となっていることを示し

'" Cheryl 0996). P. 195. 

16 Frydman. Gray, Rapaciynski (eds.) (1996a). p. 74. 
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表 12 1992年におけるハンガリー企業の債務とその種額（%）

企業： 57,000社 赤字企業： 603社 OECD （レンジ）
債務総額／資産総額 34 43 42-69 

銀行に対する債務 45 
政府に対する債務 27 
取引業者に対する債務 21 
その他に対する債務 7 
短期（I年未満）債務の割合 82 80 50-82 
長期債務の割合 18 20 12-50 

出所： Frydman,Gray, Rapaczynski (eds.) (I996a). p. 75. 

表 13 ハンガリーの赤字企業

1990 1991 1992 1993 

赤字を報告している企業数 997 2, 455 27, 616 337, 766 

赤字総額（10億フォリント） 58 149 380 279 

赤字総額（対 GDP比、%） 2. 8 6. 0 l 3. 2 8. 0 

出所： Krueger.Elkan, Craig噌 Everae1・t.Lutz(I995). P‘86. 

ていて、企業活動に重荷になっていることがうかがえる。

表 13にあるように、企業の赤字総額は、 1992年に GDPの 13%以上に達し

た。 1992年に赤字額が跳ね上がったのは、破産法と金融機関法が導入された

ことが主要な原因の一つである。 1992年にハンガリー財務省によって行われ

た税還付の調査によると、およそ 600社という比較的少ない数の企業で 1億

フォリント以上の赤字を出していて、赤字全体の 3分の 2に上っている。さ

らに、そのうちの 41社が、 IO億フォリント以上の赤字を出していて、赤字

全体の 4分の l以上に上っている。この 600社のうちの半分近くが破産もし

くは清算手続を行っている！？。

破産法は、表 14にあるように、 2年間で 5,000社以上の破産と 17,000社

以上の清算を含む合計 22,000社以上を手続させた。破産手続は迅速に行われ、

90%が期間内に完了したが、清算手続は時聞がかかり、ほとんどが未決定で

ある。

17 Krueger. Elkan, Craig, Everaert, Lutz(l995). pp. 85-86. 
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表 14 ハンガリーにおける破産と清算プロセス

(1992年1月l日から 1993年 12月31日まで）

手続

固有企業

協同組合

事業会社

有限会社

従業員数（%）300人以上

従業員数（%）51-300人

従業員数（%）50人未満

閉鎖（1993年 12月31日時点）

合意による

清算へ

管財完了

未決定

※手続が完了した割合（%）

出所：財務省

破産 清算

5, 156 17. 133 

429 l. 820 
965 2. 768 

3, 762 12, 545 

2. 959 8. 927 

6 
24 ー

70 
4, 627 (90）※ 

1, 250 (27) 

1, 377 (30) 

2. 000(43) 

529(10) 

表 15 1996年度セクター別売却一覧

セクター 企業数 売却資産額面価 売却価格
格（I凹万Ft) (100万Ft)

農業、狩猟、林業 I g 2 400 2 100 

鉱業 2 25 7 

製造業 89 73唱。。。 58, 000 

電気、ガス、暖房、水道 ？ 37 000 2 5, 000 

建設業 IO I, 600 700 

貿易、車岡、消費物資修理 19 3, 500 2. 000 

輸送、ホァル、通信 9 19. 000 23. 000 

金融およびその付随業務 3 6, 300 6. 000 

不動産、賃貸業、ビジネス促進サービス 15 3. 000 I 100 

保険‘社会保障 2 

他の公共・社会・個人サービス 3 300 700 
合計 177 146. 126 118. 608 

出所：APvRt. (1997). p. 5. 

レート
（%） 

90 

28 

80 

68 

43 

58 

122 

96 

37 

100 

235 

81 

1996年にAPVRt.は、 200以上の入札の公示を行い、売却資産の額面価格

は1,450億フォリントを超えた。売却価格は、表 15にあるように、額面価格

の約 81%で、前年度を下回った。このうち 132社については、 100%民営化
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表16 民営化による売却収入（10億フォリント）

収入形態 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 合計 1992-94 

平均

フォリント 0. 14 4. 81 17. 51 17. 55 27. 61 25. 71 25. 09 118. 42 20. 89 

外貨 0. 53 24. 61 40. 98 110. 67 10. 95 412. 05 77. 5 677. 29 54. 2 

現金合計 0. 67 29. 42 58. 49 128. 22 38. 56 437. 76 102. 59 795. 71 75. 09 

補償パウチャー 2. 26 14. 56 64. 2 18. 48 41. 63 141. 13 27. 01 

E-hi tel l. 01 9. 07 21. 72 29. 27 3. 92 2. 44 67. 43 20. 02 

外貨借用 16. 84 3. 16 20 

資産配当 0. 93 7. 41 5. 41 7. 8 13. 81 8. 15 43. 51 ι87 

収入合計 0. 67 31. 36 77. 23 169. 91 156. 67 473. 97 157. !l7 l, 067. 78 134. 6 

現金収入（%） LOO 93. 8 75. 7 75. 5 24. 6 72. l 72. 1 74. 52 55. 79 

出所： 1990-95年は中央統計局(l995). p. 335.、1996年はAJvRt. (1997). 

された。

1996年の民営化収入は、表 16にあるように、最終的に 1.610億フォリン

トとなり、民営化が加速し、エネルギー・セクターや通信等の大規模民営化

が行われた 1995年には及ばないものの、 1993年や 1994年の水準と同一であ

った。 1996年の民営化による売却収入内訳を示しているが、全体の 3分の 2

近くを現金収入が占めていて、 1994年に現金収入が低かったことを考慮する

と、内容的な変化が起こってきていることを示している。現金収入が増えた

ということは、機関投資家による購入が増え、ディスカウント・スキームで

の購入が減ったことを意味する。全部で llの従業員株主制度（ESOP）での売却

があり、会社のリースも l社含まれていた。ディスカウント・スキームでの

購入は、名目価値で 45億フォリント以下であった18。

APV Rt.の支出は、表 17にあるように、民営化準備に関する費用、資産の

利用に関する費用、特定の支払い義務の3つのカテゴリーに分かれる。APVRt. 

は、民営化による売却収入を 1996年度の予算法の規定に従って特定な目的

11 APV Rt. (1997), p. 6. 
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表 17 1996年度のAPVRt.の支出（10億フォリント）

民営化準備にかかった費用 8 

売却に対して支払われた報酬 4 

資産管理にかかった費用

会社の経営にかかった費用（給与・マーケティング） 4 

地方自治体への移譲 21 
再編に関する費用 16 
投資基金、事業組織の設立（増資） 16 
保証や担保物件に関する費用 3 
その他：民営化および資産利用に関する費用 6 
合計 79 

出所： APVRt. (1997). p. 12. 

に売却収入を使用することが許されていて、 APVRt.の業務コストは、民営

化過程と資産の利用に関する全体の支出の 5%にすぎないとしている19.，しか

し、支出の多さに各方面からの批判が相次いでいる。売却収入を増やすため

に、 APVRt.は、ポートフォリオを入れ替え、およそ 160億フォリントの投

資も行っている。企業の再編に関する財源は、予算法の改正で、 200億フォ

リントに引き上げられ、 APVRt.の取締役会が自らの決定で使用できる金額

は、総額 20億フォリントで、各ケースごとに最大 2億フォリントとなったが、

十分とはいえなかった。問題のある企業が受けていた融資、あるいはそれら

の企業が発行していた株式の部分に対して保証を与えた。 APVRt.は、投資

も行っている。企業の再編に関する財源は、予算法の改正で、 200億フォリ

ントに引き上げられ、 APVRt.の取締役会が自らの決定で笹用できる金額は、

総額 20億フォリントで、各ケースごとに最大 2億フォリントとなったが、十

分とはいえなかった。問題のある企業が受けていた融資、あるいはそれらの

企業が発行していた株式の部分に対して保証を与えた。 APVRt.は、 1996年

度にこの種の保証を行うために、 30億フォリントを費やしたが、予定されて

いた金額よりは少なかった。 1997年度には民営化による売却収入が、激減す

19 APV Rt. 0997), p. 12. 
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表18 APV Rt.所轄企業の資産価値（10億フォリント）

1996年 l月時 1996年 l月時点 1996年 12月時点 1996年 12月時点
点の会社数 の会社資産額 の会社数 の会社資産額

経営している会社 9 3 8 

経営している事業 648 I 141 496 988 

合計 657 I, 141 501 996 

資産管理スキーム 8 4 II 22 

永続的な固有資産 89 340 89 344 

“黄金株” 20 20 

民営化される資産 80 664 

出所： APVRt. (1997), p.10. 

ることが予想されるため、売却収入から当座利用することが可能な一定の基

金をこのタイプの保証用に確保している叱

1996年の予算法は、 APVRt.が固有資産の売却で得た I.000億フォリント

を国庫へ支払うことを規定していて、 1996年の l月の早い時期に、民営化の

歴史の中で初めて国庫への支払いが行われた。国家債務を削減するために、

さらに 920億フォリントが国庫へ払い込まれた。これらは、主に 1995年のエ

ネルギー・セクターの民営化による売却収入によってもたらされていた。表

18にあるように、 APv Rt.所轄企業の資産価値は減ってきているが、財政赤

字や国家債務の削減のために、固有資産を切売りしたといえる。社会保障シ

ステムと非財政的社会保障サービスに資金が供給されるように規定していた

1995年度の法律に従って、健康保険基金と年金保険基金に対し、資産価値 600

億フォリントが、 1997年に、 APVRt.によって移譲された。

?O i b j d. , pp, 13 14 
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第 1節所有改革前史

第 l章では、構造調整政策の是非について理論面やマクロ経済面での考察

を行ったが、第 2章では、民営化が始まるまでの経緯、 1990年の総選挙で誕

生した新政権の民営化政策、ハンガリーの特色である固有企業の株式を直接

売却する機関として設立された民営化機構および固有資産管理機構を考察す

る。

ハンガリーでは、 1968年の新経済メカニズム導入以来、所有関係において

も改革が行われた。まず、農業協同組合の国家行政への依存度を大幅に減ら

し、集団所有・自主管理的な要素の強化や、大規模生産と自留地の組み合わ

せによる新しい所有関係を形成し、積極的に評価できる変化を引き起こした。

これは、関連する工業やサービス産業にも影響を与えた。

しかし、改革の最初の 10年の経験のなかから、市場統御の諸手段は、様々

な経済領域の発達度に合致した所有構造のもとで機能しうるということが明

らかになった。特に工業分野で、固有という単純な所有構造が、ますます複

雑な統御システムを必要とするようになっていた。このため現存社会主義的

所有の民主化と平行して、包括的な所有改革がより効率的な機能モデルに不

可欠であると認識されるに至った。他方で、 1968年以来の統御システムは、

資本所有の刺激がなければ機能しないと多くの人々によって指摘されるよう

になった。特に資産インタレストの形成を主要な所有改革の問題として位置

付けていたl。

1980年代初めに、時踏されがちであった所有改革の作業は、深刻な経済の

1 Szabo, op. cit. 
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状況に強制されて始まった。 1981年のいわゆる小企業パッケージ・プランは、

劇的な生活水準の低下に対する恐怖が動因となり、 1979年以来の消費抑制政

策を否定するものであった。これによって様々な合法的な小生産やサービス

業が広まり、就業時間後の副業が広範に取り組まれ、これまでの生活水準を

破壊する諸措置が中和され、経済や政治を安定させる手段にもなった。

1984年度の「新しい企業指導形態」という名によって知られるようになっ

た所有改革の諸措置は、明らかに IMFとの聞でサインされた構造調整プログ

ラムに沿って作成されたものであった。そこで行われた所有者機能の分権化

は、地域の党組織や労働組合の官僚主義を侵金するものであった。この組織

や権力における変化が、 1985年以降の深刻化する経済危機で重要な役割を果

たすのである。 1986年には様々な委員会が、商業やサービス業のかなりの部

分の民営化の可能性について検討を始めた。予算の均衡を民営化によって図

るという必要性に迫られていたからである。

新テクノクラシーを代弁する政治学者ピハリ、経済学者レンジェルらは、

「転換と改革j と題し、現状分析と提案を行った。「党中央委員会は、 1987

年のうちに国の深刻な経済状態とその社会的帰結を議論しなければならな

いJ2と政策の転換を訴えた。 1980年代の初めに登場する新テクノクラシー

と新改革派知識人は同世代で、サライは、「新テクノクラシーのもとで新改革

派知識人は”内密の顧問として”要請され、多くのメンバーが党や国家官僚

制内の諸決定の作成において参加している」 3と指摘している。このように、

労働者党では改革派が台頭し、国家社会主義的な体制を支えてきた権力その

ものの保守派から改革派への交代が決定的になった。

1987年以来、もっとも大きな躍進を遂げたのは、「新テクノクラートjで

あった。若い世代の「新テクノクラート」は、その大部分が労働者党内で育

ったが、改革には党機構が障害になっていると考えていた。彼らは急テンポ

に党や国家、さらには重要性が増した銀行の上層部の重要ポジションを押さ

2 Lengyel, Bihari, el al. (1987). p. 43. 

3 S z a I a i ( 19 91). p. 11. 
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えていった。

党国家のカードル官僚制に閲する研究は、これまで散在的なデータをもと

にしたものが多かった。党国家から民主国家への過渡期に入って、分析に必

要なデータは徐々に入手することができるようになった。社会学者のガジョ

ー・フェレンツ4は、権力の主要な保持者である党、国家、大衆組織、企業の

上層部の約 6000人のデータベースをもとに、カードル官僚制と知識人の関

係について 1990年に論文にまとめている。

表 19から明らかになるのは、国家上層部管理職の能力や資格が、党カード

ルのそれをはるかに上回っていることである。エリートグループは、まず国

家の指導的なポストを目指し活動しようとしたのである。大臣代理、政務次

官、省庁の高官、企業幹部など約 600人のグループが、社会学的に際だつた

存在になっている。ガジョーによれば、「このグループが、ノーメンクラトゥ

ーラのヒエラルキーにおいて中央委員会カードルの影響力のもとにあったJ5 

のである。

専門的な資格をもった優れた人材が国家の上層部に集まることによって、

表 19 社会学的諸特徴の分布

党カードル 国家上層部管理職

1981年 1989年 1981年
5845人 4989人 748人

大学、短期大学卒 44. 2% 57. 1 % 77. 5% 
医師、法律家 5. 4% 7. 8% 19. 1% 
学位保持者 2. 7% 4. 7% 14. 6% 
外国語知識 15. 4% 19. 2% 53. 7% 
複数の外国語知識 4. 7% 7.1% 28. 5% 
長期間の専門活動 22. 3% 27. 8% 39. 4% 
専門資格保持者 17. 6% 28. 5% 49. 6% 

出所： Gazs6(1990). p. 10. 

4 ガジョー・フヱレンツ Gazs6 Ferenc (n. a.ー）プダペスト経演大学教授．

5 Gazs6 (1990). p. IO. 

1989年
431人

92. 8% 
26. 5% 
18. 9% 
69. 4% 
43. 6% 
55. 5% 
71. 4% 
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行政の官僚組織は、これまでの無能な国家党カードルに行政が従属させられ

るということに不満を感じるようになり、国家党から解放され自立した機関

になるよう試行していた。これは 1989年に、政府が党の指導から分離され実

現した。

この傾向は、 1980年代の中ごろから国家機関の上層部で展開された大規模

な「新テクノクラート」へのカードルの交代から始まっていた。ガジョーに

よると「資格をもったエリートの半数以上（53%）が最近の4年聞に、さらに

22%が 1980年と 1984年の聞に、行政の指導的なグループになだれこんだJ6 

のである。「新テクノクラート」は、沈みかけた船を占拠したともいえよう。

国家権力を救うというよりも弱まった党国家や危機の深刻化を前にして、上

からコントロールした変革を実施しようとしていたのである。国家党と官僚

制国家権力の同時崩壊よりも、国家権力の上層部で大規模な「新テクノクラ

ート」へのカードルの交代が起こったと言えよう。

ハンガリーでは 1968年から経済改革が実施されてきたにもかかわらず、税

制改革は 1988年まで手がつけられなかった。これは、税制を改革すると市場

経済化が加速され、倒産・失業の発生によって社会主義体制の動揺を招き、

ソ連に介入の口実を与えることが危慎されたからである。しかし、 1985年に

ソ連でペレストロイカが開始され、市場経済の導入が図られるようになると、

ハンガリーの市場経済化加速に対するソ連介入の懸念が後退し、 1986年に

「企業破産法J、「企業更正法」、「失業法Jが施行されて赤字企業の責任が明

確にされ、 1988年 l月にコメコン諸国としては初めて EU型の付加価値税と

個人の所得税を導入した。付加価値税の税率は原則一律 25%、所得税は累進

税率となっているが、平均税率は 20%であった。 1989年には企業に対するそ

れまでの様々な名目による税を一本化して、新たに法人税が導入された。税

率は当初 50%に定められたが、翌 1990年には 40%に引き下げられた。

それまで、国営企業が赤字を出しでも国家からの補助金による埋め合わせ

を受け、経営危機に陥ることのないシステムであったため、国営企業の経営

ーGazs6(1990). p. 11. 
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努力は不足し、圏内産業の生産効率は徐々に低下していた。政府は赤字企業

の増加による税眠不足を補うため、黒字を達成した国営企業からその利益を

吸い上げたため、企業は必要な投資が充分にできなくなり、圏内産業の生産

性はさらに低下していくという悪循環に陥っていた。

税制改革の狙いは、生産性の向上、税負担の公平および税制の簡素化にあ

った。これによって利益増大に対する企業のインセンティプが生まれ、副業

を営む個人に対する税負担の公平性も確保されることになった。特に、付加

価値税および法人税導入の最も重要な意義は、それまで中央官庁との個別交

渉により恋意的に決められていた個々の企業の税率が、法的に統一されたこ

とである。また、黒字企業の負担が減少し、税引き後の利益処分についても、

企業自身の裁量に任されることになり、黒字企業の利益で赤字企業の損失を

補填するという構造的問題にメスが入れらることとなった。

国際的な金融機関は、ますます深刻化する経済状況のなかで、信用供与を

与える条件として広範な民営化を要求していた。労働者党政府は、 IMFの要

求に沿って会社法作成に着手した。慌ただしく会社法の基本原則を議論し、

IMFとの聞で 1988年5月 17日、スタンドパイ・クレジット契約にサインし、

5月 20日、労働者党全国集会でカーダ－；i,.1書記長 (l985年以前は、第一書

記という名称）を解任したのである。

新しく新保守派のグロース・カーロイ Bが書記長兼首相となり、改革派のポ

ジュガイ・イムレ9とニェルシュが政治局入りし、中央委員の 3分の lが入れ

Tカーダール・ヤーノシュ KadarJanos (1912 1989) 精密機械工として 17歳から労働運動で

活躍。 1931年から共産党員。 1956年7月、党中央委員会書記、政治局員.1956年 ll月、ソ連

軍介入後、首相及び党第一書記となる。

Bグロース・カーロイ Gr6szKaroly (1930一） I 945年、共産党に入党。 I980年、党中央委

員. I 985年、党政治局員。 1987年 6月から首相。 1988年5月から党書記長。

9ポジュガイ・イムレ PozsgayImre (1933-) I剖7年から 1965年までパーチ・キシュクン県

党委員会マルクス・レーニン主義夜間大学学長。1971年から 1975年まで TtirsadalmiSzemle（『社

会評論』）編集長代理.1976年、文相.1980年以来、党中央委員.198Z年から 1988年まで愛
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代った10。新旧のテクノクラートの聞では妥協が成立していた。しかしこの

妥協も一時的なもので、政治体制や所有権をめぐる闘争が激化し、「新テクノ

クラートJは政治や経済におけるキー・ポジションを征服していった。

所有改革の議論は、比較的短期間に、民営化の必要性や不可避性の議論と

して、最終的に全勤労者の利益にもなるものとしてコンセンサスが形成され

た。しかしその内容は、これまでの「過度な固有化Jをやめ、機能を効率的

なものにするというものから、実際に機能する経済活動は私的所有に基づい

た経済でのみ可能で、経済体制の転換は経済危機を克服するための必要十分

条件であるといった新保守主義の議論まで、幅の広いものであった。

労働者党の経済政策指導部は、圏内及び外国資本の私的所有が支配的にな

るのは避けられないという認識を持ち、自由民主同盟と近い立場に立ってい

た。この認識は、企業経営者の一部、財務省や金融機関の利害と一致してい

た。企業経営者の一部には、自発的でコントロールされない民営化を通じ、

そのまま企業の所有者になる機会を提供し、財務省や金融機関には、資本の

流入などによって債務問題を解決する可能性を与えた。

他方で、民主フォーラムは、所有改革が不可欠であった国家所有を、でき

るだけ多く真の社会的所有にすべきであると主張していたll。青年民主同盟

は、私的所有、自主管理及び国家所有の聞の均整のとれたバランスを主張し

た凡社会的所有の維持が支配的であるべきという立場は、柔軟で様々な国

家、協同組合、自治体及び自主管理的な所有形態として考えられ、特に労働

組合や左翼的な専門家の間で唱えられた。社会的所有の一つの形強として、

従業員株式所有制度も検討されていた。

新しく就任したグロース党書記長兼首相は、 1988年の夏、アメリカを公式

訪問し、国営企業の一部を外国人に売却し、 100%外資による企業設立の可能

国人民戦線の第一書記.1988年 5月、政治局員、国務相。

10 Magyar Nemze I （『ハンガリー民族』） . 19 88. 5. 2 3. 

』IMDF(l989) 

12 Fidesz(l991) 
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性も認めた。諸法規を作成することによって、東欧で真っ先に諸外国の期待

に応え、同時にこれによって形成される合弁企業のなかに、圏内の政治及び

経営者エリートが、経済的及び所有者的地位を確保し延命する条件を保障し

たのである。 1988年 11月に、グロースは、悪化した経済の責任をとる形で、

ハーバード大学への留学経験のある「新テクノクラートJで経済のエキスパ

ートであるネーメト・ミクローシュ13に首相を譲らざるをえなかった。ネー

メトが首相に抜擢されて、社会主義と資本主義のフュージョンともいえる政

策が公認されるようになった。ネーメトの「民営化政策や開放政策J14は、

自由民主同盟の新古典派のエコノミストたちの主張と基本的に同じであり、

労働者党の変化もほとんど行き着く所まで行き着いたのである。

「自発的な民営化Jと呼ばれるプロセスは、加速されていった。会社法を

利用し、企業の決定によって、固有企業内に会社を設立し、企業の資産運用

機能を手に入れることによって、少なくとも 30%の固有資産が民営化された。

最初に発端を開いたのは、 1986年の秋、医嬢機器メーカーである Medikor（メ

ディコル）であった。 1987年にBudaflax （プダフラックス）など 5社、 1988

年に 12社、 1989年に 30-40社、 1990年に 50-60社、 1988年一1990年の 3月

までに約 100社の国営企業が、この資産運用措置に基づいたモデルを利用し

て民営化した。こうした再編以外にも、ほとんどの企業の姉妹企業、企業内

経済労働共同体15や企業のサービス部門などで有限会社が設立された。しか

し、旧エリートである固有企業の経営者たちが、民営化された企業の経営者

13ネーメト・ミクローシュ出町thMikl6s (1948-) 1968年、労働者党に入覚。最初の臓はカ

ール・マルクス経済大学助手.1977年から 1981年まで全国計画局部長代理.1987年、党中央

委員、党中央委員会書記、党中央委員会経済政策委員会委員長.1988年5月、政治局員。 1988

年ll月から 1990年4月まで首相。現在、 EBRD副総裁。

11 Magyar Nemze t, 1989. I. 31. 

同 1989年以前から導入されている企業内経済労働共同体は、企業本体と賃貸契約を結び、遊休

機械や資材を活用して不足物資を生産してきた．これを企業本体から分離して独立させ、清算

の運命にある企業を救済する試みもなされている。
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に横滑りすることによって延命を図っているとか、固有資産の外資に対する

安売りであるという批判が巻き起こりつつあった。

第 2節新政権と民営化

1990年3月の総選挙で勝利した民主フォーラムとその連合政権のパートナ

ー諸党は、ブレーンにエコノミストが少なく、経済運営に関しては準備がで

きていたとは言えなかった。リベラルな自由民主同盟の勝利を期待していた

アメリカを中心とした西側資本は、短期金融市場から資金を引き上げること

で応えた。新政権がナショナリスティックな主張を繰り返したことも西側資

本を及び腰にさせた。

しかし、この選挙は、所有改革のプロセスには特別、影響を与えなかった。

1990年5月の協同組合法の修正と再編法は、小規模協同組合、協同組合内の

専門グループや経済労働共同体といった信秀な部類の民営セクターが、無税

で有限会社に再編されることを可能にした。これによって再編された協同組

合は、資本金の 30%を現金で入金しなければならないという義務から解放さ

れた。また 500人までという従業員数の制限を取り払い、最低 10,000フォリ

ントという有価証券発行の下限を撤廃した。これらの措置は、小・中規模の

民間企業をパックアップするものであった。

連合政権の一翼を担っていた小農業者党は、 1947年の土地改革時点の旧所

有者に農地を返還するという再私有化を党是として主張していた。民主フォ

ーラムは、選挙戦で明白に再私有化反対の立場を表明していたが、小農業者

党との連合政権が必要不可欠である以上、政権が危機に瀕しない程度に実現

しようとした。

この再私有化は、大変デリケイトな問題であった。なぜならばハンガリー

では、 1938年から 1949年まで資本の没収や所有者の変化が、戦前のユダヤ

人の強制移送、戦後のナチス協力者の資産没収や土地改革など、様々なスロ

ーガンのもとに度々行われてきたからであった。小農業者党は 1947年を主張
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したが、なぜ 1947年だけを基準にするのか、他者に対して説得力があるとは

言えなかった。

民主フォーラムを中心とする連合政権は、いわゆる「自発的な民営化」に

プレーキをかけ、旧エリートが獲得していた地位の清算を図った。また外国

の資本の流入を整理し、政府の裁量権を維持しようとした。広範な勤労者に

よる株主制度は、民主フォーラムの選挙戦での基本方針の一つであったが、

政権獲得後はこれを後押ししなかった。

勤労者による所有の形態は、三つほど考えられていた。まず、従業員資産

パウチャーといわれていたもので、資本金の 10%までの範囲で、売買が不可

能なものとして、無料で、民営化される企業の従業員に与えられるものであ

った。次に、従業員株式と言われていたもので、売買が可能な証券を無料ま

たは割引価格で従業員に与え、主に合弁企業が設立される場合などに用いら

れるものであった。最後に、従業員株主制度で、企業の従業員が集団的に所

有する制度であった。

ドイツのマイセンと並ぶハンガリーの有名な陶器であるへレンドは、その

工場に民主フォーラム系の労働者評議会が結成され、従業員は従業員株主制

度によって民営化を実現しようとしていたが、民主フォーラムは結局、これ

を支持しなかった。チェコスロヴァキアで行われたような、国民にパウチャ

ーを販売し、国家所有を解体する方式にも支持を与えなかった。

政府は、従業員による所有よりも国家による民営化の管理の方を重視した。

各界の代表者によって構成された利害調整評議会が作られ.1990年8月の政

府の民営化に関する基本方針を 9月初めに検討し、第 2回目の会議は 1991

年5月にもたれた。労働者を代表する組織は、社会保障、雇用、勤労者の決

定への参加という点で主張を繰り返していた。これらの要求を考慮していて

は、民営化は実現されないという判断から、連合政権は利害調整評議会を決

定及び執行過程から外してしまった。

選挙前のネーメト政府は、「自発的な民営化Jの弊害をなくし、民営化を監

督・実施する機関として 1990年3月l日にAvむを設置していたが、新政権
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は、その権限や役割を 1990年の 7月と 9月に修正したl。これによって一定

の条件が整った場合、民営化できるというこれまでのやり方は不可能になり、

Avむの許可が必要となった。 Avuは、直接、政府の管轄下に入り、所有改
革の全過程を統轄する実質的な所有省とし、一種の国有化によって、 3700億

フォリントにのぼる企業の資産を自治体から移譲させ、自治体を弱体化させ

た。自由民主同盟などの野党は、こういう形での民営化の中央集権化に懸念

を抱いていた。

この年の IO月に石油製品の値上げに端を発したタクシー・ドライパーたち

のストライキが起こった。プダベストの中心を南北に流れるドナウ川に架か

った橋を、タクシーのバリケードで封鎖するという効果的なもので、悪化す

るばかりの経済状態に不満を抱いていた国民の多くが支持した。対外債務の

返請を中心にした経済運営は、生活水準をさらに悪化させることを意味し、

新政権をも転覆させかねないと与党を痛感させた。

このため再私有化問題で、 1947年時点での土地所有者に土地を返還するの

ではなく、旧土地価格に相当する補償パウチャーの形で返還するという方法

は、新政権にとって都合の良い手段として考案された。これによって人為的

な購買能力が一定の階層に創り出され、新政権が依拠することができる階層

が誕生するからである。この補償パウチャーは、固有資産を購入する際、様々

な民営化の際、国有であった賃貸住宅が自治体所有に移行された後、販売さ

れる際に、個人のクレジットとして使用でき、市場で売買できる有価証券で

もあった。 1992年 l月末までに 822‘248人が 3,176, 274件の資産のために補

償申請をした。 2.893, 993件の当時の土地所有、 206,548件の家屋、 75,733 

件の事業に関する申請であった。この補償は、今日の通貨価値で 4,000-6, 000 

1Avuは、国有企業の会社化に関する 1989年度修正第 13法規、 Avuおよび国有企業における

国有資産管理に関する 1990年度修正第 7法規、国有企業に委託された固有責産の保穫に関す

る 1990年度修正第8法規、資産政策ガイドライン（通年〕、小売業・飲食および消費サービ

スにおける国有資産の民営化に関する i990年度第 74法規（プレ民営化法）によって規定され

ている，
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億フォリントに上るものであった九

1947年に小農業者であった人たちはこの再民営化に関心をもち、固有企業

の経営者層はより高く企業が売却されることにではなく、自分たちの身分と

企業のよりよい存続条件の保障に関心をもち、勤労者層は一般的には安定し

て職場が維持されることを望み、一部は新たに事業を興して企業家になろう

としていた。このため民営化は、利害が錯綜するジャングルのなかでの政治

闘争と合意の問題となっていた。

しばらくの問、これらの勢力の問で綱引きが続いたが、どの勢力も他を圧

倒することができなかった。このため従業員 500名以下の企業は、 Avむの許

可がなくても民営化できるようにし、「自発的な民営化」の名誉回復を認めた

り、補償法や教会資産の返還に関する法律の作成に取りかかったり、新興民

族資本の育成を助けるために E-hite lを設定するというように、相Eに譲歩

する政策が採られた。

最大与党の民主フォーラムは、 1991年 12月に経済を活性化させるために、

サボー・タマーシュを中心とした専門家グループを発足させた。さらに 1992

年の初めに、サボーを民営化担当の無任所大臣に任命し、 Avむの局長を更迭

し、長らく待たれていた民営化法案と 1992年度の資産政策基本方針を提出す

るという攻勢に出た。長期的に国有企業であり続ける企業の資産管理を、新

たに設立したAVRt.に任せ、その社長を無任所相のサボーとし、さらに固有

企業の経営ポストの独占を図ろうとした。

ハンガリーの経済政策と民営化の鍵は、都市銀行の行く末にあった。大銀

行の下にビジネス分野の融資の 70-80%、固有の全国貯蓄銀行の口座に国民

の貯蓄の 80%があった。ハンガリ一国立銀行は、都市銀行を通じて金融政策

の実現を図っていた。銀行部門は、債務負担のための純所得徴収の重要な手

段であり、利益の大部分が直接、国家財政に払い込まれる不可欠な分野であ

った。このため政府は、銀行に対する外国資本による資本参加が 10%を超え

る場合は政府の許可が必要であるとし、銀行の自主的な民営化は不可能であ

2 Nepszabadstig, J 992. 1. 25. • 1992. 2. 18 
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るとしていた九

1992年の春、専門家間の論争の末、政府は銀行の民営化の基本的な諸原則

を受け入れた。それによって、増資で 20-30%程度の外国資本の資本参加を

認め、国際的な銀行との連携の形成、囲内の銀行構造の構築と運営知識の指

導を外国資本に要請したのである。

民営化のマクロ経済に与える影響を分析する際に、民営化される企業の資

産価値やそれに対する需要の大きさや構造を知る必要がある。 1990年の末に

は、国家会計検査院によれば 1兆 l.830億フォリント、他の専門家の試算に

よれば l兆8,000億から 2兆フォリントに上る国有資産があった。

1991年の末までに、 218の固有企業（このうち 1991年に 191の企業）の

4, 250億フォリントに上る資産が、法人会社組織の形態をとることになった。

そのうち 180の企業は企業あるいは投資家のイニシャティプで、 18の企業は

国家のイニシャティブで、 20の企業は「セルフ民営化J4として行われた5"

1991年 12月には、 3,040億フォリントの額面価値のある 636の企業が再編

過程にあった。

このうち 353の企業が 180億フォリントの資産価値で「セルフ民営化」を

しようとしていて、 176の企業は企業あるいは投資家のイニシャティプで、

107の企業は国家のイニシャティプで行われようとしていた。「プレ民営化」

として、1991年の6月から 12月までに＇ 3,211のオークションが行われ、2,120 

の店舗が売却された。

法人会社化された企業における資本所有者は、表 20にあるように分類する

ことができ、外国人の投資家、ハンガリーの自治体、企業、協同組合、小事

業者、都市銀行、他の金融機関、資産運用会社や補償パウチャ一所有者たち

であった。

3 Nepszabadstig, 1991. IO. LO. 

~ Avむの許可なしでできる中小鹿模企業の民営化．

5 Jelen/es a Magyar Kozttirsastig 1991. evi ti/Jami kii//segve/esenek vegrehaj ttistirol I 

Kot et (1992). 
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表 20 1991年に法人会社化された企業における資本金の分類

資本金

Avむの管理下に入った資本
再編時に売却された株式

自治体に引き渡された資本

勤労者所有の株式

従業員所有の株式

再編後に売却された株式

経営面で資産運用下にある資本

投資会社に割り当てられた株式

章銀行・保険会社を除く

出所：民営化研究所

額面価格（I,OOOFt) 

317, 884. 14 

238, 339. 59 

34. 624. 52 

13, 817. 14 

948. IO 
772. 30 

3, 015. JO 

2, 931. 41 

2, 767. 71 

割合の分布（%）

100. 00 

77. 41 

11. 25 

4. 49 

0. 31 
0. 25 

0. 98 

0. 95 

0. 83 

Avuが管理していた 7,000億フォリントの資産の配当は、 1991年に 10億

フォリントに上った。 1992年時点での試算によれば、 4,200億フォリントの

資産がAv引．の所有となり、社会保険会社に l,000億フォリントの資産が移

譲され、 1.200億フォリントの資産が民営化過程にあり、 500億フォリントの

資産が補償の原資として充てられた九

6 Magyar Hir I ap, 1992. 6. 18. 
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第 3節 民営化機構および国有資産管理機構

1.国家資産庁の分割

1991年から 1992年にかけて、新政権は、民営化をはじめとする経済政策

の専門家不足や政治的な力不足から、政府諸機関の間で合意を形成し、組織

の再編を行おうとした。連立政権内で、民営化の不始末、国家によるコント

ロールの脆弱さ、前体制の支配者層に対する“大掃除”の不徹底を批判し、

外国資本の影響を嫌うナショナリスティックな勢力が台頭したことも影響し

ていた。彼らは、“民族（nemzet）”および国家による資産管理、いわゆる資産

の安売りに歯止めをかけることや、民営化のスピードダウンを要求していた。

特に民主フォーラムの指導者の一人であるチュルカ・イシュトヴァーンの反

ユダヤ主義や小農業者党党首であるトルジャン・ヨージェフらの“民族

(nemze t）”を旗印にしたキャンペーンは、大衆に無視できない影響を与えて

いた。

民主フォーラム幹部会委員、ハンガリー製造業全国連盟会長で民営化後の

電機メーカーVideotonの代表取締役となったセーレシュ・ガーポルIは、ハ

ンガリーの企業経営が国営でも民営でも、生産資産ができるだけ早く外国人

の手に渡るようにではなく、ハンガリー・サイドで過半数の株式持分を維持

できるように努めるべきであるとし、“民族（nemzet）”資本の育成を訴えてい

lセーレシュ・ガーポル SzelesGabor (n. a. ) 1981年に、 Mti.szertechnikaKisszovetkezet 

（器械技術小協同組合〉を設立、後にMuszertechnikaRt. （器械技術株式会社）代表取締役。

ハンガリー民主フォーラム幹部会委員。ハンガリー製造業全国連盟会長．
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図 1 Avtrの組織機構

「プレ民営化j課

※：局長と評議会の11人のメンバーは、首相によって5年の任期で任命され、解任されうる。自暫轟会の構

成は、法律によって特定されていないが、通産省、農業省や財務省から7人送り込まれている．評融会は、

会社化や民営化の決定に関する最終的な責任を負っているが、5憧フォリント以下で従業員数が1.000人以

下の企業の完全もしく十諸問尚守に会社｛ヒする権限とJ億フォリント以下の固有企業の資産を民閉会社に売

調Tする権躍は局長に委任している．

出所：Fry伽却.Rapaczynski, Earle(1993). P. 127 
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た2o Videot叩の民営化は、外国企業も関心を示していた効率性に裏打ちされた

分割民営化案が退けられ、 Videotonの最大の債権者であったハンガリ一信用銀行

が、株式持分 81%で実質的なオーナーになっただけという疑似的な民営化であっ

た九“民族（nemzet）”資本を育成すべきであるという主張は、資本力に乏しく中

身が伴なっていなかった。ハンガリ一国家と圏内の所有者が合せて 51%以上の株

式持分を維持し、永続的に“民族（neI日zet)”所有をするというカテゴリーは、当

初、議論されていたが、この理念の解釈と外国資本の参入を妨げる方法を確立で

きず、次第に議論されなくなっていった40 

Avuの資産管理の分野の負担を減らすために、“資産監督ポートフォリオ・パ

ケット”として一種のオークションが企業マネージ・グループと契約するために

2度行われた。最初のパッケージは、 7社の 29億 8,790万フォリントの株式持分

に関するもので、 2番目のパッケージは、 5社の 1,730万フォリントの株式持分に

関するものであったが、両方とも失敗した。 AVUはノーリスクでハイリターンを

得ょうとしていたため、誰も参入しなかった 26Q 

多くの企業が膨大な債務を抱え、民営化を速やかに遂行することが難しいとい

う現実も、資産管理の何らかの解決方法を見出す必要性を示していた。このため、

政府諸機関の問での決定権をめぐる権力抗争が起こり、特にAVU、財務省、他の

省庁ゃいくつかの特別委員会が綱引きをしていて、組織の再編を左右していた。

財務省は、民営化の組織体系の全体を財務省の影響下に置くことができないの

であれば、価値のある大企業の監督権だけでも獲得しようとして、 AvDの分割を

提案していた。この財務省の思惑が、各方面でAvRt.の設立を検討する最大の動

因となっていた。

2 BeszeJ8. 1994. 7. 28. 

3 Nepszabadstig, 1991. 12. 6.、 He ti Vil ag Gazdaslig, 199 L 12. I 4.その後、法律によってハンガリ

ーの商業銀行が3年以上所有者であり続けることはできないため、 1996年4月に、セーレシュ、ラ

カトシュ・ペーテル、シンコー・オットーの 3人が、 CIBの融資によってハンガリ一信用銀行の株式

持分を買い取っている.Videotonの民営化についての詳細な考察は、第 3章第 2節を参照。

4 Heti Yiltig Gazdastig, 199し5.11. 

26 Erydman, Rapaczynski, Earle (eds.) (1993). pp. 129 130. 
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連立政権は、サボー・タマーシュ財務政務次官を所有者および民営化委員会の

委員長に任命し、新しい民営化政策を検討させていた。この委員会は Avむを分

割するという案を支持し、財務大臣が主宰する経済委員会もこの計画を 1991年4

月に採択した。永続的な固有企業を間接的に指導するために 4から 5の持株会社

を設立し、国会ではなく内閣の監督下にある予算機関としての国家出資機構を設

立し、持株会社を掌握するというものであった九この時期にはすでに、機能面

で民営化と資産管理を分離するというより、企業そのものを二つのグループに分

けるという色彩が強くなっていた。

経済委員会の採択を受け、各方面からの攻撃が始まった。通産省は、永続的な

国家所有と通産省との関係が暁昧な内容の持株会社概念を示した 28。さらに、通

産省、農業省および運輸省の監督下にある三つの国家所有機構を設立しようとい

う提案が行われたが、他の省庁はこれを支持しなかった。

開館の大半は、各省庁の指導が芳しくなかった経験から単一の資産管理の方が

よいとしていたが、強占的な機構にも短所があり、その短所を克服する術が確立

されていたわけではなかった。経済委員会の採択の数週間後には、財務政務次官

自ら、 Avuを二分する理由に疑問符を付けるに至った 290 この指導部によって新

しく作られた委員会は、さらに再び最初の提案を支持し、 1991年の秋、内閣も最

終的にこれを採択するという軒余曲折があった。

財務政務次官は、民営化および固有資産全体の監督権を大臣として手に入れら

れるかもしれないという望みが出てきた時に、当初の案を撤回し、 Avuを二分す

る理由に疑問符を付けたのではないかという見方がありへ政治家の権力欲や戦

術で何度も方針が変わったともいえる。

Avむから新しい所有者機構を作るということが決まると、政府内での監督権に

ついて決めなければならなかったが、これも綱引きの材料であった。財務省が監

督権を持つことに対しては、予算作成に特化すべきであるとか、過度の権力の集

i; Seb6k(J991)‘ 

28 Karsai (199Jb). 

29 Karsai (J99!c). 

3° Karsai0992) 
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中は避けるべきであるという主張がなされ、各省庁が監督権を持つことに対して

は、所有者と当局の役割が不明確になるという指摘がなされた。このため監督権

を行使する大臣を政府が指名するという案が、対立を回避するものとして採用さ

れ、 1992年の初めに、民営化担当の無任所相にサボー前財務政務次官が任命され

た。

新しい所有者機構を役所にするのか事業会社にするのかという決定も難航した。

1991年には、新しい国家所有者機構の組織形態をめぐって議論が行われていて、

事業会社にするという案は少数派であった。多数派の意見は、永続的な国家所有

はビジネスやリスクとなじまないというものであった 310Avむの幹部も固有企業

のバランスのとれた安全な運営が国益に適うのであって、株式会社の形態は倒産

もありえるのでよくないと表明していた叱これに対して、事業会社を支持する

意見は、役所にすれば国家官僚がミクロ経済の問題で決定を下し、場合によって

は、政治によって直接左右されてしまうので、比較的に国家行政からの独立性を

維持でき、特権的な組織ではなく、いくつかの点を除いて会社法の枠内で通常の

競争に適応できる形態がよいというものであった 330 

最終的な法案は、 AVRt.に会社法にある三つの条項を適用しないものとした。

第一に、監査委員会に従業員の代表が出席できないということである。第二に、

資本金の 30%を現金で預託しなくてもよいということである。第三に、過半数の

株式持分を獲得した場合、少数株主が株式を売却するために放出できるというこ

と、固定された配当を受け取る権利や、筆頭株主が 75%以上の株式持分がある場

合、少数株主の保護を図る諸規則を適用するということをそれぞれ免除している。

事業家でもある代議員のパロターシュ・ヤーノシュらは、これらの例外措置を窟

法裁判所で問題にし、憲法裁判所は 1993年の春、 AvRt.にいわゆるコンツェル

ン規則の適用と少数派の権利を考慮することを義務付けた 340 

永続的に固有企業として留まる企業群を決定する作業はさらに難航した。各省

31 Magyar Hfr/ap, 1992. 1. 10』

3Z ibid.' 1992. l. 22. 

33 He ti Yi I tfg Gazdasag, 1991. 11. 30. 

34 Nepszabadsag, 1993. 5. 29. , He ti Vil ag Gazdasag, 1993. 6. 24. 
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庁はできるだけ多くの国有企業を残そうとし、制限しようとした財務省や民営化

委員会と綱引きをしていた。 1991年の春に各省庁は、あわせて約 500の企業を固

有企業として残すよう提案していたへ通産省は慎重な民営化戦略で、監督下に

ある企業の 17%の民営化に制限したいと考えていた。農業省は 37の大規模農場

を固有企業として残したいと考えていた叱財務省が数ヵ月後にまとめたものに

よると、約 100の企業だけが永続的に固有企業として残り、そのうち通産省の監

督下にあるグループからは 19だけというものであったへ合意作業が進むにつれ

数が膨らみ、 1992年 1月には200前後になった 380 春に通産相は、監督下にある

企業のうちエネルギー部門の 8社だけが永続的に固有企業として残ると述べたが

39、最終的な結論を見るまでにはまだ時間がかかった。

各企業は、政府の発言権を維持したい企業、政府歳入に貢献できる企業、かろ

うじて買手を見つけられる企業、買手が見つからない企業に企業群は分類できた。

インフラストラクチャーを担っている大企業やエネルギー産業は、政府の発言権

を維持したい企業、政府歳入に貢献できる企業群であり、永続的に固有企業とし

て留まる企業群に入れることに誰も反対しなかった。これと同時に各業種から一

企業ずつ旗艦企業として存続を保証するという考慮が働いていた。

企業の大半は、この時期はまだ、不確実な環境のなかで受身的な対応をしてい

た。例外的に、存続そのものが危ぶまれていた炭坑会社は、生き残るためにも永

続的に固有企業として留まる企業群に入ることを希望していた。逆に業績のよい

製薬会社は、持株会社が経営に介入したり収益を他に移したりしないということ

を信用せず、永続的に固有企業として留まる企業群に入れられること反対してい

た。

永続的に国家所有のまま残る企業を選別する作業は、これまで固有企業の所有

権を行使する仕事をしていたAvむとの聞でも対立を引き起こしていた。あるAvu

35 Heti Yi/tig Gazdaslig, 1991. 11. 30. 

36 ibid., 1991. 5. 11. 

37 Voszka(J995). p. 21. 

ls Magyar Hirlap, 1992. I. 22. 

刊 ibid.. 1992‘5. 13. 
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の幹部は、「国有資産の 30-40%を占める業績の良い企業を永続的に固有企業と

して留まる企業群に入れるというような国家所有者機構が作られてしまえば、内

容の悪い企業は売却することができず、内容の良い企業は駄目になり、政治が組

み込まれることによって、相E依存関係が形成され、ハンガリーにおける民営化

が終荒するJ40と批判し、しばらくして辞職している。

閣僚の大半は法案提出に反対票を投じたので、休憩時間に二人の閣僚を説得し

て必要な票を獲得し、やっと体制が整ったへ新しい持株会社を設立するという

ことは、各閣僚にとって直接的な権力に関する問題であった。

国会での論争は法案を変更させるまでに至らなかったが、多くの問題が指摘さ

れていた。かなりの代議員が、永続的に国家所有のまま残る企業を選別すること

は、企業の自立性を減らす“第三の固有化”で、企業経営者たちはAVRt，に依存

するようになり、 AvRt.は企業のロビー活動の温床になるとして批判した。官僚

主義的な統制の危険も指摘された 420 

野党は、 AvRt.を国会のコントロールの下に置き、国会が取締役会や監査委員

会のメンバーの指名や配当の額や配分について決定するよう提案した。さらに野

党のハンガリ一社会党は、 AvRt.の代わりに AVUに属するいくつかの資産管理

持株会社を設立するよう提案した。野党の自由民主同盟は、 AVRt.の代わりに固

有資産に関する不正行為の制裁を行うだけで、経営者の指名などの業務指導を行

わない国庫機構を設立することを提案した。野党は、 AVRt.の設立やその業務の

統制に政治的な理由が幅を利かし、 AvRt.は自ら資産管理に携わらず、所属企業

の運営権を契約で貸し出すことによって、与党各党に忠実な階層を形成しようと

していると批判した。株式会社の形態をとることに関しては、各企業を再建する

には財源が必要で、株式会社であれば融資を受けたり債券を発行することができ

るという説明がなされたが、野党は、コントロールが不可能でリスクを国民が負

うことになると批判した 43。

•° Figye!d. 1992. !. 9. 
" Voszka(l995). p. 20. 

42 Heli Viltig Gazdasag. 1992. 6. 27. 

43 ibid. 
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これらの提案や批判にもかかわらず、国会の過半数を押さえる連合政府に押し

切られ、部分的な修正がなされた後、法案は可決され、 1992年 10月29日、政府

の監督下で民営化担当の無任所相が株主権を行使する AVRt.が設立された。

1992年第 126号政令は、 163の企業を永続的に国家所有のまま残る企業とし、

さらに 60以上の企業を通産、農業、運輸、郵政および水利省の所有の下に留めた。

主要な企業の管理がAVRt.に移ることになり、財務省をはじめとする省庁の官僚

は、めぼしい仕事がなくなってしまうので、こぞ、ってAvRt.に移籍した。

Av Rt.の設立時の資本金は、名目的に 2,890億フォリントであった。設立直後

の試算によれば、 AvRt.が 100%あるいは過半数の株式持分を持っている企業の

総資産は l兆 5,000億から 1兆6,000億フォリントであったへしかし、この数

字には、会社法による会社への再編がまだ終わっていない半数以上の企業資産、

巨大な農業コンビナートや国営農場の所有土地など 24の企業が含まれておらず、

また株式の持ち合いのための見かけ上の数字の膨張や各企業の債務が反映されて

いないぺ 1993年の終わりには、会社法による会社への再編がほぼ終了し、資産

の移動や売却が行われ、 AVRt.の総資産は l兆 3,000億フォリントであった 460 

AV Rt.は、ポートフォリオの資産価値を最大化し、配当を所有者であるハンガ

リー共和国に支払い、資産の約 50%を 1996年の終わりまでに民営化するという

課題を与えられていたへしかし、固有資産を運営する目的や方法が明確ではな

く、 Avtrに与えられていた課題と類似していて、新しい機能を担う組織が設立さ

れたというより、単にもう一つの組織が設立されたにすぎなかった。つまり Avむ

と課題を分け合ったというよりも、企業を分け合ったといえる。

2.コングロマリッ卜への再統合

AV Rt.は、事業会社なのか政府組織なのかという問題がはっきりしておらず、

H Nepszabadstig, 1992. IO. 24. 

•s Yoszka (1995). p. 29. 

•s Av Rt. 0994b) 

fi Av Rt. (l994a). 
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混成物であり二面性を持っていて、二つの相反する目的を実現しなければならな

いという矛盾を抱えていた。事業会社であれば、 AVRt.自身や傘下の企業が好業

績を実現し、利益を吸い上げて国家予算に払い込むということは目的にならず、

報告書を準備することもなく、自己資金を持って自ら決定したことを経済性に基

いて実現することになる。政府組織であれば、主要な仕事は政府の経済政策の遂

行で、利益を吸い上げ、配当を増やし、“戦略的な”企業や地方にとって必要な企

業を救済し、物価の上昇を抑え、雇用を維持しなければならない。

スター卜した直後は、テレキ・パールが代表取締役であった。「国家は最悪のオ

ーナー」で、「この矛盾を解決するためには、長期的に AVRt.に属する企業をも

民営化しなければならないが、高い売却価格を実現し戦略的な国益を考慮するた

めには、まず企業の業績を上げなければならない」とし、企業価値を高める資産

管理を民営化より優先した叱

またテレキは、「AvRt.が事業会社として機能できるためには、独自の財源を

持ち、独立して決定する権限を持つ必要があり」 49、「AVRt.を債務を返済するた

めの機関ではなく J50、多くの欧米の持株会社のようにポートフォリオの市場価

値を最大化することに努める投資財団として想定していた。

しかし、株式の 100%が国家所有である株式会社という形態そのものが、政府

が干渉する権利を保証していて、政府から独立して独自の財源を持ち、決定する

権限を持って、事業会社として機能する条件を与えていなかった。また、株式の

運用には制限が加えられていて、政府の決定がなければ、内容の悪い企業を手放

したり、新たな企業を買い取ることもできず、古典的に市場経済におけるポート

フォリオ運用を行うことはできなかった。

個人的な対立などもあったが、テレキの哲学そのものが半年あまりで解任され

る主要な理由となった。テレキの解任に伴って、テレキの部下たちも離職した。

第二期は、セケレシュ・サボルチが代表取締役となり、 AVRt.の哲学事態を修

正することになった。セケレシュは、「第ーに、法律によって許された範囲での最

48 Magyar Hir lap, 1992. 11. 18. 

~9 Figye/8, 1993. 5.13. 

50 Magyar Hir/ap, 1993. 4. 21. 

84 



第3節民営化機構および固有資産管理機構

大限の所属企業の民営化、第二に、委託された資産の戦略的な活動を継続させる

と同時に、その価値を最大化する資産管理、第三に、株主であるハンガリー共和

国への配当支払いJ51という新しい優先順位を採用した。これによって、優先的

に資産の半分を 1996年の終わりまでに民営化することとなった。

政府に対しては、防御的な姿勢が目立った。対外的な対立より、 AvRt.内部の

組織を再編し、役割分担や統制を確立することに注力したが、内部の同僚からの

個人攻草が強まり、 l年閤という短い期間で解任され、セケレシュの部下たちも

入れ替えとなった。

セケレシュの後任には、Avむの局長であったチェピ・ラヨシュが就任した。Av-0

とAvRt.の両方を見渡せる人物が就任したことによって、後の Avむと AvRt. 

の統合も視野に入れられるようになった。チェピは、 AVRt.の事業会社としての

特色を完全に一掃することなく政府組織としての色彩を強めた。

巨大な資産を内包している組織の活動を見通すことは困難であった。 AvRt，は

永続的な固有企業を管理するために設立されたが、それぞれの分野の省庁が引き

続き部分的に所有権を維持していて、この持株会社は固有企業の管理の全般的な

問題を原理的に解決する能力を持っていなかった。ポートフォリオに基いて売却

したり購入したりする資産管理を無制限にすることもできなかった。また、政府

によって決められた株式持分をどのようなことがあっても維持しなければならな

いのであれば、継続的に赤字を補うため増資などのファイナンスを余儀なくされ

る性格があった。度々の人事変更とこれに伴う方針転換は、巨大な持株会社を十

分に機能させなかった。結果的にも、事業会社や政府組織のいずれの課題にも適

応できなかった。

1992年から 1993年にかけて、野党の議員や専門家たちはAvRt.の存在価値に

疑問符を付けていたが、 1993年の終わりには、政府もAVRt.とAvむの統合を考

えるようになっていた。 1994年に計画されていた 2,150億フォリントの株式売却

収入に対して、 AvむとAvRt.を合せた株式売却収入は l,260億フォリントで、

そのうちの 13%にあたる 280億フォリントが現金で払われたにすぎずヘハンガ

'1 Av Rt. Cl994a). 

si Nepszabadstig, J 995. 11. 23. 

85 



第2章ユーフォリアによる合理性の喪失

表21 Avむの収入 ( l 0億フォリント）
1990 1991 1992 1993 1994 1995. 5. 

資産収益（配当） 0. 94 4. 74 2. 40 1. 96 0. 96 
売却外貨 0. 53 24. 61 40. 98 25. 50 6. 10 2. 11 
売却フォリント 0. 14 4. 82 17. 51 15. 30 14. 10 4. 27 

現金収入合計 0. 67 30. 37 63. 23 43. 20 22. 16 7. 34 

E-h i tel 1.01 9. 07 21. 70 30. 23 2. 61 
補償パウチャー 一 2. 52 16. 90 44. 88 7. 03 

収入合計 0. 67 31. 38 74. 82 81. 80 97. 27 16. 98 

出所： AvRt. (1995). 6. 2 .. p. 35. 

表 22 Av Rt.の収入 （億フォリント）
1992 1993 1994 1995. 5 

資産収益 （配当） 3. 51 4. 23 2. 50 0. 44 
売却外貨 85. 14 5. 26 
売却 フォリント 0. 62 2. 43 0. 002 

現金収入合計 3. 51 89. 99 10. 19 0. 442 

E-hi tel 0. 9 
補償パウチャー 2. 64 19. 33 0. 004 

収入合計 3. 51 92. 63 29. 52 0. 446 

出所： AvRt. (1995). 6.2 .. p.36. 

1994年の夏の総選挙で勝利したハンガリ一社会党と自由民主同盟の問でなさ

れた連立合意は、所有構造の改革および企業の危機管理の基本的な方法は民営化

で、乙の準備と実行を速やかに遂行しなければならないとしていた叱それまで

の永続的な固有企業の資産管理という考え方は後退させられていたので、 AvRt. 

を廃止し Avむを議会の監督下に置くことに帰結すると思われた。これは野党と

して 4年間政権党が行ってきた民営化の手法を批判してきた内容に合致するもの

であった。

リーにおける民営化は当初の予定から大幅に遅れていた。

しかし、現実に採用されるものとして作成された新政府案は、 AVRt.を廃止し

Avむを議会の監督下に置くのではなく、 AvRt.とAvむを統合し、政府の監督下

に置き、財務省が指導し所有権を行使するというものであった。これは、前政権

53 Magyar Hirlap, 1994. 6. 27. 
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表23 外国からの投資

AV Rt. AvfJ 合計

会社数 投資額 出資比率 会社数 投資額 出資比率 会社数 投資額 出資比率

ドイツ 3 40‘8 1 41. 40 80 41. 75 18. 13 83 82. 26 25. 07 

アメリカ 2 39. 85 40. 73 28 39. 50 17. 16 30 79. 35 24. 19 

オーストリア lll 45. 78 19. 88 ill 45. 78 13、95

フランス 2. 39 2. 44 36 20. 52 8. 9! 37 22. 91 6. 98 

イギリス 3 9. 03 9. 23 30 13. 80 5. 99 33 22. 83 6. 96 

オランダ I 2 16. 04 6. 97 12 16. 04 4. 89 
ベルギー 8 14. 24 6. 18 8 14. 24 4. 34 

スウェーデン 10 9. 97 4. 33 IO 9. 97 3. 04 

スイス 14 7. 78 3. 38 I 4 7. 78 2. 37 
イタリア 2 2. 77 2. 83 20 3. 91 L 70 22 6. 68 2. 04 
NJS I 5 6. 81 2. 96 15 6. 81 2. 08 
その他 3 3. 29 3. 36 39 I 0. 14 4. 40 42 13. 43 4‘09 
合計 14 97. 84 100. 00 403 230. 24 I 00. 00 417 328.08 100.00 

出所： AVRt. (1995). 6. 2., p. 34. 

表 24 AV Rt.およびAVUに所属している企業数

AV Rt. AVU i口L三白t 

1990年 l月l日の時点
国営企業 。 1. 848 1. 848 
事業会社 。 。 一
合計 。 I, 848 1, 848 
変化

破産し清算され消滅した国営企業 13 438 451 
破産し清算され消滅した事業会社 。 109 109 
再編以外で誕生した事業会社 。 271 271 
他の資産管理者に移された会社 13 276 289 
他の資産管理者から譲渡された会社 184 。 184 
100%民営化された会社 。 696 696 
1995年5月の時点
国営企業 5 3 8 
事業会社 153 597 750 
合計 158 600 758 

出所： AvRt. (1995). s. 2., p. 31 

が1993年の終わり頃から検討し始めていた構想とほぼ同じであり、AVRt.とAvむ

の合せて約 500人の職員を約 400人に減らすということはあったが、ほとんどの
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表 2s Av Rt.およびAvuに所属している企業の額面資産

( 10億フォリント）

AV Rl. AVU 合計

国営企業 3. 0 }. 14 4. 14 
事業会社における永続的な固有資産 341. 0 341. 00 
事業会社における民営化可能な資産 I 042. 0 204. 50 1246. 50 
売却されるべき差押さえられた資産 一 9. 38 9. 38 

合計 l, 386. 0 215. 02 1 601. 02 

出所： AvRt. (1995). s. 2., p. 31. 

職員が立場を翻したという痕跡を残すことなく、作業を中断させないようにする

という大義名分によって新政権に仕えることが可能で、あった。

こうしてAvRt.とAvむの統合が 1995年6月16日に実現し、巨大なコングロ

マリット APVRt.が誕生した。 1994年初めに l兆 8,240億フォリントであった

Av Rt.とAvむの総資産は、統合後に l兆 5,900億フォリントと減少したが、株

式の売却や 1994年から 1995年にかけて行われた 1,220億フォリントに上る会社

清算の結果であったへ 1995年の前半は、民営化による収入が 269億6,500万フ

オリントであったのに対し、支出は 282億 7,600万フォリントと支出の方が多く、

年後半に大規模な民営化を実施し、収入を増やす必要があったへ

国家会計監査院のコヴアーチ・アールバード民営化管理監督局長は、 AvuやAv

Rt.が固有資産を担保に債務を増加させていることに警告を発していた。予定され

ていた民営化による収入を実現することができなかった上に、様々な基金への出

資を引き受けていたため、債務の増加は 1992年から 1993年にかけてすでに始ま

っていた。特に目立つのは、 1994年 12月にAVRt.がハンガリ一国立銀行の仲介

で国際金融市場で行った I億5000万ドルの借入れでが可能であった。

54 Nepszabadstig, 1995. 3. 7. 

“ibid.' 1995. 6. 2. 
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図 2 新政府案におけるAPVRt.の組織機構

｜監督委員会｜｜胞内音階理部｜

｜会長秘書室｜ 国際広報マーケティング部長

顧客ザービス部

出所： AvRt. 0995). 6. 2.. p. 6. 
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こうしてAvRt.とAvむの統合が 1995年6月16日に実現し、巨大なコン

グロマリット APVRt.が誕生した。 1994年初めに l兆 8240億フォリントで

あったAvRt.とAvむの総資産は、統合後に l兆 5,900億フォリントと減少

したが、株式の売却や 1994年から 1995年にかけて行われた 1,220億フォリ

ントに上る会社清算の結果であったへ 1995年の前半は、民営化による収入

が269億 6,500万フォリントであったのに対し、支出は 282億7,600万フォ

リントと支出の方が多く、年後半に大規模な民営化を実施し、収入を増やす

必要があった 55"

国家会計監査院のコヴアーチ・アールバード民営化管理監督局長は、 Avu

や AvRt.が国有資産を担保に債務を増加させていることに警告を発してい

た。予定されていた民営化による収入を実現することができなかった上に、

様々な基金への出資を引き受けていたため、債務の増加は 1992年から 1993

年にかけてすでに始まっていた。特に目立つのは、 1994年 12月にAvRt.が

ハンガリ一国立銀行の仲介で国際金融市場で行った l億5,000万ドルの借入

れである。担保には赤字企業や破産寸前の企業ではなく、優良企業が入れら

れている。もし返済が滞れば、所有権が外国の金融機関に移ってしまい、有

効な民営化をすることもなく、固有資産が減ってしまうのである叱 APVRt. 

は、膨らんでいた債務の返済をするためにも民営化を加速せざるをえなくな

っていた。

国2からわかるように、 APvRt.には、 Avuにあった資産評価課や「プレ

民営化j課が設置されていない代わりに、新たに清算・破産部や監督委員会

が設置された。さらに、電力、ガス、通信メディア、運輸インフラ、不動産

利用、機械加工産業、商業、冶金素材各部が設置され、売却の実施に重きを

置いた組織構成になっている。

産業構造を近代化するためには、市場の限られた能力に頼るだけではなく、

54 Nepszabadstig, 1995. 3. 7. 

55 ibid. I 9 9 5. 6. 2. 

“ibid., 1995.11.23. 
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政府が選択的に介入し再編を行う必要があることは、東アジアの成功例から

も考慮されるべきである。図 2の新政府案による APVRt.の組織機構図から

も、売却担当部門は各セクター毎に部所が設けられているのに対し、固有資

産管理部門がどのように位置付けられているのか暖昧のままであることがう

かがえる。

3.民営化の加速と矛盾

1995年の第4四半期になって民営化が加速し、 1995年のAPVRt.が所有し

ている企業の株式売却による収入は、 4,530億フォリントに達した。 1990年

から 1994年までの株式売却総額よりも 400億フォリント多く、 1995年の株

式売却による外貨収入は、 1990年から 1994年までの倍以上であった。その

うち、補償パウチャーによるものが 200億フォリント、 E-hite lによるもの

は40億フォリントであった。

ハンガリーにおける 1995年の最大の株式売却は、電信電話会社である

Matav Rt.の国家が所有している株式の 37%の売却であった。 l,170億フォ

リントに値する 8億 5200万ドルが振り込まれた。

1995年にAPVRt.に属している企業の総資産は、資本の導入や近代化投資

の結果、 5-6%増加した。売上総額の減少が止まり、 20%増加して 1994年の

水準を回値した。生産性も 7%向上している。これらの改善がある一方で、

企業の債務総額は増加し、雇用者数は 8%減少した。企業の税引き前利益は、

1994年の214億フォリントから 315億フォリントに増加した。調査された460

企業のうちの 3分の 2で574億フォリントの利益を上げ、特に 18の企業は好

調で 5億フォリントの利益を上げた。他方で、経営状態の悪い 36の企業は、

200億フォリントの赤字を出したへ

APV Rしは株式売却益から I.500億フォリントを財務省に振り込んだが、

株式売却額が年間予定額であった 2,620億フォリントを超えた分についても、

51 Nepszabadsag, 1996. I. 12. 
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対外債務の返済に当てるべきであるという主張がポクロシュ・ラヨシュ財務

大臣を中心に行われた 680 

ドイツ銀行のアナリストは、ポクロシュ財務相とシュラーニ・ジェルジ国

立銀行総裁によるポクロシュ・パッケージと呼ばれている経済安定化政策が

成功し、貿易赤字や財政赤字が削減され、ハンガリー経済はこれまでの停滞

から脱し、 1997年以降中期的に年 5-6%の経済成長が見込めると分析してい

る 59.,

ビッグパン派として知られるチェコのクラウス首相は、パウチャーを国民

に無償で発行するという方式で、形式的に短時間で民営化を実行する一方で、

現実には、企業の倒産を避け、漸進的な経済政策を採ってきている。対照的

にハンガリーでは、時間はかかるが持株会社が株式を有償で売却して民営化

を進める方式を採り、 1995年3月以降、経済安定化政策と称し、急進的な緊

縮政策でショック療法を実行してきている。この対照的な両国を比較するこ

とは、興味深い試みである。

チェコの貿易収支は、 1994年の初め、毎月 l億 l,100万ドルの黒字を計上

していたが、 1995年 10月には、 4億4,500万ドルの赤字に転じたのに対し、

ハンガリーの貿易収支は2年前に毎月 3億 8,900万ドルの赤字であったもの

が、 1995年の第4四半期の始まりまでに 9,400万ドルに減ってきている。こ

れは、ハンガリーで囲内需要抑制政策とハンガリ一通貨フォリントの切り下

げが効果を表しているのに対し、チェコで 1991年以来の通貨政策によってチ

ェコ通貨コルナが過大評価されてきた結果でもある。一方、チェコの国家財

政は1995年も黒字で、対外債務が年間輸出総額の77%にすぎず、失業率も3%

にすぎないのに対し、ハンガリーの財政赤字はまだ巨額で、対外債務が年間

輸出総額の 275%もあり、失業率も 10%である。しかし、野村誼券ロンドン

支店のアナリストは、これはチェコが急速な産業構造の再編をしてこなかっ

58 Nepszabadslig, 1995. 12. 23. 

59 ibid. . 19 9 6. I. 3. 

92 



第3節民営化機構および固有資産管理機構

たためであり、ハンガリーの方がチェコより有利であると分析している叱

ハンガリーでは株式売却の際、新しい株主との聞で売却契約を結び、新し

い株主が購入金額以上の設備投資を行うことを義務付けていて、生産設備の

更新が図られている。電力業界だけでも、外国の投資家は4.500億フォリン

トを投資する。地方都市のデプレツェンに新しい発電所が建設され、プダベ

ストのチェベル発電所の建設許可も下りる見込みである。この二つのプロジ

ェクトの投資額は、あわせて 3億3.000万ドルに上る。地域ガス供給会社の

場合にも、外国人投資家は同様の義務を引き受けているへ

ただし、電力会社の過半数の株式が外資に売却される場合には、ハンガリ

ーの戦略的な業種であり国益を損なっているととらえる人々も多い。たとえ

ば、小農業者党の党首であるトルジャーン・ヨージエフは、小農業者党が総

選挙で勝利すれば、ヨーロッパ統合から締め出されてしまうので戦略的な業

種の固有化はしないが、売却された株式のかなりの部分を国家が買戻すよう

にすると表明しているべ

1995年 9月からガス料金と電気料金が 8%引き上げられ、第2波として

1996年3月からガス料金がさらに 25%、電気料金がさらに 18%引き上げら

れ、第 3披として 1996年 10月にインフレーションに見合う引き上げが行わ

れる“ことも、ガス会社や電力会社が民営化されたことと無関係ではない。

ポクロシュ財務相は、 9月の料金引き上げによって 16億一18億フォリントの

付加価値税の増収が見込め、 100億フォリント近い財政赤字の削減が可能に

なると試算しているへしかし、国民の忍耐力は限界に近づいており、是非

的 Nepszabadstig,1996. L 3. 

61 ibid.' 1995. 12. 23. 

6? ibid.' 1996.し18.

63ハンガリ一政府は、 19宮6年B月 22目、通産省の監督下にあるハンガリー・エネルギー局の

10月からコストに比例し 31%の値上げをするという案を了承せず、 1997年1月に値上げを延

期することを決定した。 Nepszabadsag, 19%. B. Z3. 

6' ibid .. 1995. 7. Z8. 
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が問われている。

民営化が進められるにつれ、「インサイダー・コントロール（内部者支配）」

が起こり、不可避的に腐敗や不公平感を生み出すという矛盾がある。各企業

の民営化の際に生じる腐敗や不公平の問題についての検討は第 4章と第 5章

に譲り、本章では民営化機構および固有資産管理機構の腐敗や不公平の問題

に焦点を絞ることとする。企業の資産管理や民営化を推進する APVRt.、AV

Rt.やAvu自身も、常に腐敗の危険にさらされてきた。

AVRt.の第二代代表取締役であったセケレシュは、 1993年3月当時、代表

取締役代理であったが、無利子で3,600万フォリントの住宅援助融資をAvRt. 

から受け、後にこの融資の半分の返済が免除されたことを会計検査院が問題

にした。 AvRt.の初代代表取締役であったテレキは、月 4,000ドルもする賃

貸住宅をあてがわれていたへ

国家会計検査院の報告によると、 AvRt.とAVUの統合は、引越しなどで 5

億 3,000万フォリントもかかっている。 AVRt.は 1994年に 570億フォリン

トの赤字を計上している。赤字の固有企業では平均賃金の伸びは日を超える

ことはできないという政府決定があるにもかかわらず、 APVRt.は自らには

適用されないと考え、 1995年の従業員の平均賃金を 22%引き上げている。ボ

ーナスが実績に応じて支払われるシステムになっておらず、賃金も取締役の

カテゴリーでは、月 40万フォリントから 100万フォリントも支払われへ一

部の賃金は際立って高くなっている。これらと無関係ではなく、 APVRt.の

維持費は年々増え、 1995年には 60億フォリントに達すると見られているへ

このためAPVRt.では監視が強化され、国家会計検査院や議会が監視し、

首相も監視権を持つだけではなく、 APVRt.の監督委員会と代表取締役にも

独自の監視スタッフが配置され、職員の 8人に l人が監視業務についている

“Nepszabadsag, 1995. 3. 25. 
“l 995年におけるハンガリーの平均賃金は、 34,000フォリント前後である。
67 j bid.' l宮95.l L 23. 
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という状態で、民営化のコストは高くついている叱

4.監視が困難な巨大持株会社

そもそも、資産を迅速に削減し、株主としての役割を消滅させるという民

営化の便命を持った持株会社というのは、論理的にも矛盾する存在である。

国有企業の再建や再編をするのではなく民営化するのが目的であれば、事業

会社の形態は適さない。ヴォスカは、できるだけ多くの固有資産を可能な限

り迅速に売却するために事業会社でない方がよいという立場である。しかし、

l人当たり GDPが低い国では、インフラ部門などを民営化するのは適さない

といった点を考自重する必要がある。すなわち、民営化する企業群と、民営化

しないで立て直す企業群とを分けて、それぞれ明確に役割分担がなされた政

府機構が受け持つ方が理に適うのではないだろうか。

1995年のAPVRt.による株式売却総額の 4,530億フォリントのかなりの部

分は外資によってもたらされている。補償パウチャーや E-hitelによる購入

額はあわせて 240億フォリントにすぎない。外資を導入し、対外債務の返済

をすると同時に、企業経営の立て直し、生産設備の近代化や雇用確保を図る

ことは不可欠である。しかし、ドイツ銀行による年 5-6%という経済成長予

測は見かけ上の数字で、ハンガリ一国民の実質的な生活水準は低下し続ける

可能性が高い。なぜならば、外資が 14種類の企業活動において、最低 5,000 

万フォリントの資本金で 30%以上の資本持分を持っている場合、最初の 5年

間は 100%、次の 5年間は 60%の法人税の優遇措置などがあり、一時的な株

式売却収入の他にはGDPが伸びてもそれほど税収が増えない。また、利益の

かなりの部分が本国に送金され、ハンガリ一人従業員の賃金水準は据え置か

れるからである。

1995年に行われた主な民営化は、通信、電力、ガスといった公共性が高く

戦略的な業種であり、製造業種ではなかった。手っ取り早く民営化収入を得

6! Nepszabadstig, 1996. 6. 17. 
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ょうとして行われた感がある。民営化による収入は一時的であり、長期的な

ファンダメンタルズの改善を図る政策が欠知している点が懸念される。公共

料金をこのような形で引き上げていけば、インフレが加速する危険性がある。

国民は耐えるかもしれないが、得策であるかどうか疑問の余地がある。

市場経済への転換に必要な構造転換として民営化がとらえられる一方で、

対外債務や財政赤字を削減する手段としての民営化の比重が高くなり、経済

運営の失敗のつけを国民の資産を切売りして払っているともいえる。民営化

によって生産設備が近代化され、新たな雇用機会が作られ、業績を上げてい

る企業がある一方で、民営化の際に食い物にされ、体力が弱ってしまった企

業も多く、監視体制の不備が指摘されよう。

チェコのように国民にパウチャーを発行し、名目的に民営化する方式は、

産業構造の再編スピードでは劣るが、腐敗や不公平感を生じさせることが少

ない。ハンガリーは、有憤による売却方式を中心とした民営化を選択してき

たが、その執行機構であるAvu、AvRt.、ArvRt.といった巨大な持株会社
を効率的に運営したり、外から監視することは非常に難しい。これらは、民

営化を行い固有資産を管理する目的で設立されたが、権力の温存を図ろうと

する官僚や政治家たちの抗争の産物という性格が強いといえよう。
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第 3章 外資に依存する産業構造の近代化

第 l節直接投資の増加

1.優良企業の買収

1980年代後半以降は、世界的にも資本が大きく動いた時期であった。 EU

やNAFTAを始めとした地域統合の試みは、より安価な労働力やより聞かれた

市場を求めると同時に、圏内市場を保護しようとする措置とのせめぎあいで

もあった。特に 1990年以降は、構造調整政策による自由化や民営化によって

投資魅力が増した東欧に、安価な労働力や未開拓の市場を求め、主にドイツ、

オーストリア、アメリカの資本が流入した。表 26にあるように、特にハンガ

リーl固に、東欧およびバルト諸国への直接投資の約 43%が集中した。ハン

ガリーに集中した要因としては、 1968年以降の経済改革による市場的関係の

整備度の高さ、バウチャ一方式ではなく直接売却による民営化政策、低賃金

の割に高い労働者の質、 EU市場と旧東側市場との接点にあるという地理的優

位性、フォリントに対するクローリング・ベッグの導入、他の東欧諸国に比

べ整備度の高い法的基盤などが挙げられる。外国の資本は、様々な形でハン

ガリーの経済問題の解決に役立ちえた。直接的にも、外国の資本輸入の現金

の部分は、バランスシート上の穴を埋めるものとして用いることができた。

さらに、近代的な技術や管理方法が導入されたり、外国資本のパートナーの

市場を譲り受けることによって、輸出能力を高めることを可能にした。また、

周辺産業や中間素材・部品の製造業種を育成し、産業構造を転換する機会を

与えるものであった。

外国からの資本の流入は合弁企業の設立によって実現された。表 27は急増

した合弁企業数を物語っている。東欧では、合弁企業を三つの種類に分ける
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第3章外資に依存する産業構造の近代化

ことができる。最初のパターンは、外国資本は資本や技術を与え、圏内のパ

ートナーは圏内市場の知識や、他の企業や役所との間で築いてきた繋がりを

提供し、非対称的な関係をもつものである。これは小規模の投資に多く見ら

れる。二番目のパターンは、圏内のパートナーが特別な生産能力あるいは特

別な知識をもっている場合で、対等に協力関係を結び、囲内市場に組織的に

参入するものである。しかし、東欧の深刻な経済状態は、このような協力関

係を後押しするような良好な状態にはない。三番目のパターンは、大規模な

投資プロジェクトの場合で、受入国の関連省庁の包括的な合意を要求する場

合である。受入国の政府にとっても裁量権をもって統御するために、包括的

な合意を実現することは重要な意義がある。しばしば両者の利害は対立し、

特に外国企業が製品を海外で販売したいと考えている場合や、失業者が多い

国で十分な雇用機会を提供しないような場合である。

三番目のパターンに該当するのが、スズキのハンガリー進出のケースであ

る。スズキは、 EU統合をにらんでヨーロッパでの生産拠点をもつためにハン

ガリーに進出したのであり、できるだけ多くの車を西ヨーロッパに輸出した

いと考えていた。他方、ハンガリ一政府は念願の国産乗用車の製造を行い、

安価で性能のよい乗用車を持ちたいという園内市場の期待に志えると同時に、

最新の技術と資本の不足に悩んでいる製造業を立て直したいと考えていた。

このため国内での販売台数をめぐって協議が続き、工場の設置場所をめぐっ

ても好余曲折があった。

スズキ車の鋼板は、 1950年代に建設された工業都市で、当時、スターリン

ヴァーロシュと呼ばれていたドゥナウーイヴァ一口シュにあるドゥナ製鉄所

から供給される可能性があった。ドゥナウーイヴァーロシュ市民は、鋼板の

輸送費の節約にもなり、失業者数が増えつつあったこの町にスズキの工場を

誘致しようと運動した。しかし、スズキ側は、社会主義的な空気にどっぷり

浸かった能率の悪い大量の労働者よりも、若くて訓練すれば能率がよくなる

少数の労働者を選択し、ドゥナウーイヴァーロシュからドナウ川を 150kmほ

ど北上した所にあるエステルコムに工場の建設場所を決めたのである。
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第 1節直被投資の増加

表26 東欧およびバルト諸国への直接投資額(100万$）

1994 1995 （修正 1996 （予測） 1989『 96直接 1989-96国
後） 投資累積額 民 l人当り

直接投資累

積額（$）

アルパニア 53 70 95 295 92 
ブルガリア 105 98 150 450 54 
クロアチア 98 81 300 564 118 
チェコ 750 2, 525 l, 200 6, 606 642 
エストニア 214 204 70 707 459 
マケドニア 24 14 n. a. 38 18 
ハンガリー l, 146 4, 453 1, 900 13, 266 I, 288 
ラトヴィア 155 165 171 585 234 
リトアニア 60 55 80 308 83 
ポーランド 542 1, 134 2, 300 4, 957 128 
ルーマニア 341 367 555 l, 434 63 
スロヴァキア 181 180 150 767 144 
スロヴェニア 128 176 160 731 366 
合計 3, 798 9, 522 7, 131 30, 708 266 

出所： EBRO(199 7b). p. 12. 

表 27 合弁企業数と外国からの資本額

設立された合弁企業数 外国からの資本額 100万S
1972-1988年 250 250 
1989年 1. 000 300 
1990年 4, 000 900 
199 I年ト6月 3, 000 500 
合計 8, 250 I, 950 

出所：対外経済関係省、 1991.9.29.

外国資本は、リスクのある発展途上国に対しては、有利な条件が保障され

ているような場合にのみ進出する。このためハンガリーでは、 1968年以降、

外国資本との合弁企業に対して、税の優遇措置を適用している。 1988年まで

に設立された合弁企業は、機械工業、軽工業や化学工業の分野にも見られた

が、主に、ファースト・フード・チェーンや娯楽電気製品や乗用車の販売網

のようなサービス業、商業及び観光業が中心であった。

しかし、これらによる所得が対外債務の返済には不十分であるという認識
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第3章外資に依存する産業構造の近代化

から、 1988年度に、外国人のハンガリーへの投資に関する法律を採択し、以

下に示すような国際的にも際立つた有利な諸条件を導入した。

I.法人税の支払いに関する優遇措置

2.付加価値税の支払いに関する優遇措置

3.関税の支払いに関する橿遇措置

4.外国人従業員に対する社会保険の保険料免除

5.外国資本が 20%以上、あるいは 500万フォリント以上ある場合、賃金規則

の適用免除

6.ハードカレンシーで利益や所有持分に応じた資本の本国送金を認める

7. 14種類の企業活動において、最低 5,000万フォリントの資本金で 30%以上

の資本持分がある場合に、最初の 5年間は 100%、次の 5年間は 60%の税

の優遇措置

1990年は、金融分野で外国資本が流入した年であった。 Creditanstalt株

式会社、 Leumi信用銀行株式会社、 Kuttur銀行株式会社、 Investrade国際商

業投資会社などや、合弁で三つの大きな保険金社が設立された。

この時期の外国資本の各業種への流入を、表 28は示している。食品の部門

で、比率においても投資総額においても、増加が著しいのが注目される。表

29は、主要な外資の直接投資を示している。合弁企業の多くが、収益率が低

下し、赤字企業となっていることに留意する必要がある。全企業のうち赤字

表28 外国資本による業種別投資額

業種 1990年6月30日 1991年6月初日

10億フォリント % 10億フォリント % 
工業 18. 2 52. 3 49. 1 46. 4 
建設 2. 3 6. 6 5. 4 5. I 
商業 4. 7 13. 5 12. 3 11. 6 
食品 I. 0 2. 9 14. 9 14. 1 
金融 7. 4 21. 3 15. 2 14. 4 
国民経済 34. 8 100. 0 105. 8 100. 0 

出所：通商産業省
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表29 ハンガリーにおける主要:t~国資本

投資企業 出身国 投資先企業 業種 出資比串 投資額 設立年
Agrana オーストリア Szabadegyhazi Szeszipari V. （サパドエジハース潤出社） 食品 49% 35m. $ 1990 
Al I ianz ドイツ H町igariaBiztosit6 （フンガリア保険） 保険 49% 80m.聞 1989 
Alex ロシア Ikarus （イカルス） パス製造 30% 5佃 S 1991 
Austria Tabak オーストリア Egri Doh釦ygyar＜エゲル・タバコ工場） たばこ 20% ー 1991 
BAT 調車 Pees i Dohanygyar ＜ベーチ・タバコ工場） たばこ 1991 
Beghin-Say フランス Szolnoki. Szerencsi, Matravideki Cukorgyar （＇リj川 ・tv汗・＇？ートうずイデー州噛工場） 昭輔製造 40% 4伽l$ 1991 
Electrolux スウェーデン Lebel （レヘル） 冷蔵庫 100% 65111. $ 1991 
Ford 米国 Ford Hungaria 自動車 100% 83m. $ 1990 
GE 米国 Tungsram （トゥングスラム） 電球 75% I50m $ 1991 
General Motors 米国 側 Hungary 自動車 67% 66m. $ 1990 
白neralMotors 米国 RA臥 tラーパ｝ エンジン I 50m. $ 1989 
Guardian GI ass 米国 Hu昭uardSikiiveggyar （フングアルド・ガラス瓶工場） ガラス瓶 80% 120m. $ 1989 
Heineken オランダ Ko踊romiSOrgyar （コマーロム・ビール工場） ビール 50. 3% 1991 
Julius Meinl オーストリア Csemege Keresk. V. （チエメケ官開会社） スーパー 過半数 18111. £ 1991 
Nest le スイス Nest I e In tercsoko lade 食品 97% 38m. $ 1991 
Oberoi インド Hungarhotels （フンガール・ホテルズ） ホテル 8伽 S
Phi I ip Morris 米国 Egri Doh釦y町通r（エゲル・タバコ工場） たばこ 80% 1991 
Prinzhorn オーストリア Dunapack ｛ドゥナ・パック） 製紙 40% 82m $ 1990 
Sanofi フランス Chinoin （キノイン） 藁品 40% 75m $ 1990 
Sara Lee 対個 Compack （コンパック） 食品 51% 60m $ 1991 
Schlumberger Industries米国 Ganz Merogyar ＜ガンツ計担臨工場） 計樹脂 1991 
Suzuki 日本 Aut6konszern （アウトーコンセルン） 自動車 IIOm $ 
Suzuki 日本 Magyar Suzuki （マジャール・スズキ） 自動車 40% 30m $ 1991 
Tate & Lyle 弗誼 Hajdむ抱iCukorgyar （／＼イドゥーシャーグ昭輔工場） 甜菜糖 30% ］（恥£ 1991 
Tel fos 調車 Ganz-tluns Jet （ガンツ・ハンシュレト） 車両 51% 2皿£ 1989 
United Biscuits 邦軍 Gy~r i Keksz （ジエール・クッキー） 菓子 84% 1991 
Watmoughs 期王 RるvaiNyomuda ｛レーヴァイ即席明刊 印制 57% 2. 3111. £ 1991 

出所： Nepszava, 1992. 9. 1 l. 



第3章外資に依存する産業構造の近代化

企業は、特に工業、建設で目立ち、商業分野も平均以下で、赤字企業の数は、

この三つの業種で 1.052社で、全体の 39.3%である。合弁企業の場合は、赤

字企業の数が 204社、全体の 44.4%で、全体の平均より高い。全赤字企業の

20%近くは合弁企業で、全企業に対する合弁企業の割合より高いのであるIo

外国のパートナーは、合弁企業の営業成績よりも、利益の本国への送金に関

心があり、赤字の合弁企業を増やしている原因の一つになっていると考えら

れる。

フォリントの通貨価値の下落は、ハンガリーに投資した外国企業に深刻な

打撃をもたらしている。たとえば、スズキの場合、工場進出してから 2年間

で、フォリントの通貨価値が40%も下落し、その穴を埋めるために多額の増

資をせざるをえなかった。

もともと日産自動車にヘッドランプを納入し、乗用車をパーターで輸入し

ていた実績があるハンガリーの電球メーカーの Tungsramのように、国際競争

力があった優良企業は、早々に世界を代表する外国企業に買収された。しか

し、オーズドの製鉄所のような重厚長大型で生産設備も老朽化し、膨大な赤

字を抱えている企業には買い手は現れず、大量の失業者を生み出しつつある。

ハンガリーにおける民営化は、外国人投資家による株式取得の割合が高いと

いう特徴があるが、表 30が示しているように、 1996年の終わりまでに 8,000 

億フォリント以上が民営化表の売上収入としてもたらされている。当初、ド

イツ、アメリカ、オーストリアの順であったが、あまり動きがなかったフラ

ンスが3位に浮上したのが注目される。

図3にあるように、アメリカの電機メーカーの GEに買収された Tungsram

やスウェーデンの電機メーカーの ElectroI uxに買収された冷蔵庫メーカー

のLehe Iなどの電機メーカ一、図 4にあるように、オーストリアのスーパー・

マーケット会社である JuliusMein lに買収されたスーパー・マーケットの

Csemege （チェメゲ）、プラス食品ディスカウント有限会社やメトロ持株会社

1 Vigvari. op. cit. p. I 06. 
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第 l節直後投資のI曽加

表 30 1990年以来の外資による投資総額

会社数 売却収入（IO億 シェア（%）

フォ リント）

ドイツ IOI 288 

アメリカ合衆国 39 168 

フフンス 41 102 

オーストリア 116 52 

イタリア 28 35 

ベルギー 9 34 

オランダ 16 25 

イギリス 33 20 

NJS 16 10 

スイス 18 18 

スウェーデン 11 6 

その他 51 77 

合計 479 835 

出所： ArvRt. Ct997l. p. s. 
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図3主要電機会社の営業利益

固旧M保管製品工業免税区有限会社

•GE照明・トウングスラム株式会社（Tungsram)

ロレヘル冷蔵庫工場有限会社（Lehel) 
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出所： Figye/15 Kiili!nszam Top 200, 1994, 1995. 1996. 1997. 1998.より作成。
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100万フォリント

4000 

3500 

3000 

2500 

2000 

1500 

1000 

500 

。
-500 

図4主要流通会社の営業利益

回チヱメゲ・ユリウス・マインJレ産業商事株式会社

・メトロ持株会社有限会社

ロプラス食品ディスカウント有限会社

出所： Figye/8Kii/Onsztim Top 200, 1994, 1995, 1996, 1997, 1998.より作成。

有限会社などの流通企業、 RichterGedeon （リヒテル・ゲデオン化学工場）

やEgis（エギス製薬株式会社）などの製薬会社は、もともと優良企業であっ

たが、民営化後も業績を伸ばしている。

しかし、外国資本の導入によって奇跡を期待することはできない。特に、

それだけで外貨不足の解消になるとか、時代遅れの産業分野を生き返らせる

というような誤った認識を持つことは危険である。ハンガリーでは、観光産

業や流通の領域で、民営化はポジティブに発展を促進させ、スズキの工場進

出のように多くの合弁事業がスタートし、外国資本の進んだ技術によって部

分的に産業構造の転換も進みつつある。しかし、ハンガリーの民営化過程は、

外資の直接投資による一時的な安定作用の他には、実際には経済を不安定化

させてきている。短期的な利益を追求する経営が中心となり、資産の浪費や

疲弊が目立つ。 一貫した危機管理、経済構造の変革や企業の再編プログラム

が欠如していて、供給力の質的 ・量的発展をもたらしていない。民営化は、

国家財政のバランスも崩した。国家歳入の~IJ的な減少は、まさに企業からの

納税の滞りが原因である。国家財政の赤字を高利回りの有価証券の発行で埋
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第 1節直接投資の増加

めるという措置は、全般的な金利の低下を妨げ、貯蓄が投資に振り向けられ

ない原因となった。

民営化は、真の所有者の一群を形成することによって、効率的で国際的に

競争力のある経済構造を創り出すために必要であると考えられていたが、自

動的に経済効率を改善するものではなかった。貿易で増加した機械輸入の多

くは、自動車と金融機関の近代化に役立つ分野に隈られていた。外資を誘致

するために闇雲に民営化をするだけではなく、どのような産業構造に転換し

ていくのかという議論が十分になされ、ハンガリー経済の諸条件にあった措

置がとられていく必要があった。

2.自動車メーカーの進出ラッシュ

1999年の欧州通過統合に向けて、自動車を中心としたメーカーは域内での

生産拠点の再編を始めている。為替リスクを解消するために欧州各国で稼動

させていた工場は、通貨統合が実施されれば、コストが高い工場や消費地か

ら速い工場はリストラの対照となる。 Renaullの組立て工場は、ベルギーか

ら撤退し、フランスとスペインに集約する。下請けを含めて 5,000人が職を

失うことになり、抗議デモが行われている。 Fordは、イギリスで I,300人の

人員を削減すると同時に、 Escoriの生産を 1998年までにスペイン工場など

に移管する。 FIAT系のトラックメーカーである Ivecoは、 1997年5月からイ

ギリスからイタリアに生産を移管する。

東欧諸国の人件費は、西欧諸国の約 10分の lで、今後さらに、より人件費

が安い東欧諸国への進出・生産移管が行われると思われる。日本からは、い

すゾがポーランドにディーゼル・エンジン工場を造り、資本関係のある GM

の欧州法人である Opeiを中心にディーゼル・エンジンを供給する。韓国の

Hyundaiは、プダベストに工場を建設し、 1997年から年間 300台の積載量 3.5 

トンのトラックを製造する。同じく韓国の SsangYongは、ハンガリーのジエ

ールに建設した工場で 1996年の夏から組み立てを開始し、 1998年から年間

10, 000台のジープKorrandoを製造する。
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マジャール・スズキは、プダベストから約印刷北西にあるエステルゴム市

郊外にある。元ソ連の軍事演習場をハンガリ一政府から安く払い受けた

3 50, 000 rriの敷地に 31,476rriの新築工場建屋を建設して操業している。

3. EU統合をにらんだスズキの進出

エステルゴムは、ドナウ川の流れが南に大きく蛇行し風光明据な観光地と

して知られるドナウ・ベント地方にある中心都市で、人口は 32,000人である。

ハンガリー・カトリックの総本山であるパジリカがあり、歴史の古い町でも

ある。地価の高いプダベストから離れた大きな町で、 EU統合をにらみ、将来、

西欧に大量輸送ができるようドナウ川沿いにある町ということで選ばれた。

合弁会社設立の経緯は、スズキが乗用車の合弁生産に関するプロポーザル

を国民車の生産を嘱望していたハンガリ一政府に提出した 1985年に遡る。

1990年に基本契約書を締結し、 1991年4月に合弁契約に調印し、合弁会社を

設立。 1992年 10月から生産が開始された。会長はホロシ・ラースロー、社

長は篠原昭、スズキ側の役員が4名、伊藤忠から l名、ハンガリー側からは

非常勤の役員が 3名、計 8名である。

資本金は、 1991年4月24日に 100億円で設定され、その内 40%をスズキ、

40%をハンガリー企業で構成されているアウトーコンセルン、 11%を伊藤忠

商事、 9%を世界銀行の姉妹銀行である International Finance 

Corporation (IFC）が占めていた。その後、二段階で増資が行われ、 1995年 l

月 1日現在で 142億フォリント2となり、スズキが 55.2%、アウトーコンセ

ルンが24.9%、伊藤忠が13.6%、IFCが3.5%、ハンガリー投資開発銀行（MBFB)

Eハンガリ一通貨のフォリントは、ほぽ一本調子に下落し、 1981年に lフォリント＝約 10円

であったレートは、 1991年に lフォリント＝約 l.7円、 I995年は lフォリント＝約 0.7円

となっている。フォリントの通貨価値の下落は、ハンガリーに投資した外国企業に深刻な打撃

をもたらしている。スズキの場合には、工場進出してから 2年間で‘フォリントの通貨価値が

40%も下落し、その穴を埋めるために多額の増資をせざるをえなかった。

106 



第 1節直接投資の増加

が2.8%となった。

当初、マジャール・スズキは合弁会社として、 36のハンガリー企業で構成

されていたアウトコンセルンは、スズキから技術や経営ノウハウを習得し、

スズキはハンガリー・サイドから取引先や市場を提供されるという相互を補

完する形で事業がスター卜した。しかし、コメコンの解体およびショック療

法による深刻な不況で、アウトコンセルン構成企業の半分以上が倒産してし

まい、スズキに株式を譲捜せざるをえなくなり、スズキは 1996年4月24日

の総会でマジャール・スズキの発行済み株式の 80%以上を取得した。株式を

売却し、経営から撤退せざるをえなかったことは、ハンガリー・サイドから

すれば大きな損失であった。 MBFBには、国立開発銀行から引き受けた株式持

分のために目的準備金を維持せざるを得ず負担となっている九

生産車種は、Swift（日本名、カルタス）ハッチパック 3ドア／5ドア 1.OOOcc 

店頭での販売価格は、 1995年 6月現在で、 Swiflハッチパック 1.OGAが

I. 170, 000/l, 300cc、ノッチパック 4ドア 1.300cc/I. 600ccと、 Justy（四輪

駆動車、富士重工への O問、 1995年 9月から）ハッチパック 3ドア／5ドア

I, 300ccである。フォリント、ハッチパック 1.3GLが I.291, 000フォリント、

ノッチパック 1.3GLX-CがI,586, 000 7ォリントで、対抗車種である Opeiの

Corsaより低く設定されている。

生産実績は、 1992年に l,000台、 1993年に 13,000台、 1994年に 19,400 

台、 1995年は損益分岐点である 40,000台を生産し、そのうち 20,000台をハ

ンガリー圏内向け、 20,000台を輸出向けに計画している。最終的には年産

50, 000台に引き上げられる予定である。会社設立当時、 1994年に 40,000台、

1995年に 50,000台生産する計画であったが、達成が遅れている。

3 Nepszabadsag, I 99S. 9. 27. 
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図5 マジャール・スズキ工場レイアウト
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工場には主要な機械類は日本から運び込まれている。図5のレイアウトに

あるように、日立造船製造の巨大なプレス機、三晶工業製のボデーライン、

ファナック製の溶接ロポット、中西金属製の塗装ラインや組立ラインが配置

されている。当然ながら、ロポットや自動化された工程が日本の工場より少

ない。溶接・塗装部門のマネージャーであるスラパーク4氏によれば、マジヤ

ール・スズキの溶接工程は 10%がロポットで、 90%が手作業になっていて、

日本と逆である。人件費が安いので、これ以上自動化しない方が経済的には

安上がりなのである。

ハンガリーでの現地調達率は、1995年6月末現在で 62.7%に達し、60%以

上という準 EU域内生産車としての基準を満たしている。ハンガリー側から特

に国産化するようにという規制はない。ハンガリーには Ikarusがパスを製

造し、 RABAがトラックを製造してきたが、小型車製造の経験がなく現地化

を進めていくには困難な背景がある。ただし現地調達率が 60%未満になると

輸出関税が高くなるので、 60%以上になるよう努めている。 1997年の末には、

現地調達率は 75-80%になり、エンジンとトランスミッション以外はすべて

国産化されることになる九

部品メーカーは 35社あるが、ハンガリーだけで開発するのは不可能で、日

本から技術援助をしている会社が20社ある。日本の部品メーカーでハンガリ

ーに単独進出しているのは、クラッチ製造メーカーの大金製作所だけである。

鋼板は、耐久性や錆などの観点からハンガリー製は使えず、フランスやドイ

ツから輸入している。ハンガリーのドゥナ製鉄所製の鋼板も検討されたが、

表面処理がされておらず、パック・パネルにのみ用いられている。ハンガリ

ー製の部品の搬入は、ジャスト・イン・タイムで行われスズキ側を満足させ

ている。ハンガリー製部品の品質については、一部のマジャール・スズキの

サービス工場で不満が聞かれることがある。

4モスクワの工科大学を 1983年に率棄し、エステルゴムの測量器機工場で電機技師として勤務

していた．

5 Nepszabadsag, 1995. 8. 28. 
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4.日本式労働慣行の導入

マジャール・スズキの従業員数は、 1995年6月現在で 950名で、そのうち

女子が 110名で、平均年齢は 26.7才である。年間労働日数は 252日で、 l日

労働時間は 8時間（拘束時間は8時間 50分）である。 1994年 10月から 2勤

体制を導入し、 l勤は 6:00-14:50,2勤は 14:50-23:40、事務所は 8:00-16:30

の勤務時間となっている。有給休暇は最高で 30日（年齢 45才以上）である。

平均給与は月額 34,000フォリントで、初任給は高卒の直接工で月額 25,000 

フォリント、大卒の技術職で月額 41000フォリントである。

特徴としては、定着率が悪いということが上げられる。入社後 1カ月以内

にやめてしまうことが多く、その割合は 20%に遣している。総務部長の鈴木

氏によれば、ハンガリ一人は8時間丸々拘束されるのが嫌で、実働6時間に

慣れていて、サイレンが鳴ったらスタートし、あるいは終了するという日本

の当たり前が通用しないとのことである。溶接など、いわゆる 3K（危険、汚

い、きつい）職場で、自分に合わなかったら、失業率が高い割にさっさと辞

めてしまう。比較的女性の方が定着率はよいとのことである。

有給休暇の取り方についても、カルチャー・ギャップがある。ハンガリ一

人は大体、 2-3週間のバカンスを取る。一斉にマジャール・スズキの従業員

が3週間のバカンスを取ってしまっては、工場はストップせざるをえない。

各作業グループで l人でも欠けてしまうと作業に支障が出るので、重要な問

題なのである。 7月と 8月は基本的に土曜日と日曜日休みだけとし、 1週間プ

ラス土曜日と日曜日の合計 9日間の連続休暇を設定しでも、さらに 1週間取

ってしまうので、最初から 1-2週間は取ってもよいことにし、各作業グルー

プ内で調整させている。ちなみに管理職であるスラパーク氏は、去年 5日間

だけ休暇を取っている。

病気休暇もハンガリ一人は簡単に取る。日本では有給休暇の枠内で処理さ

れるが、ハンガリーでは 1日分会社がもたなければならない。出産休暇に至

つては、ハンガリーでは3年間ある。
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残業についても、ハンガリ一人は進んで協力してくれない。ハンガリーの

労働法が、残業は年間 144時間までとなっていて、週 l日の休日を確保した

上で、労働組合との協定で残業や休日出勤が可能としている日本の労働基準

法とは聞きがある。現在の不況下の日本の自動車産業の労働者が、「残業がで

きなくなって、所得が減って生活が苦しいj と嘆いているのに対して、マジ

ャール・スズキのハンガリ一人労働者は、「残業や週末出動が多く、拘束され

る時聞が多すぎるJという不満を持っていて、対照的である。ハンガリ一人

には週末の休養やバカンスは、仕事よりも大事なのである。また多くのハン

ガリ一人は副業を持っていて、正業での賃金や残業手当以上の所得を短時間

で稼いでいる場合が多いので、時間を拘束されるのを嫌うのである。

一方、日本では労働基準法で女子の午後 I0時以降の使用は禁止されている

が、ハンガリーでは可能で、 2勤体制に女子を使用できるという違いがある。

スズキからマジャール・スズキへ 23名の駐在員、 10名の工場指導員が派

遣されていて、マジャール・スズキからはこれまで 240名の研修生がスズキ

に派遣され、技術・技能の修得が図られている。駐在員は、全体がわかる人

でないと馬鹿にされるので、年輩の人が多く、 6ヵ月毎の単身赴任が多い。

英語やハンガリ一語ができる人は少ないが、身ぶり手振りでコミュニケーシ

ョンはとれているという。寮では日本食に近い料理が供給されている。

ハンガリ一人の部長・課長・係長に、それぞれ日本人を l人つけている。

スズキはインドで Maruli （日本名、アルト）の生産をしているが、そこでは

日本人駐在員はアドバイザーであり権限がないが、マジャール・スズキでは

権限を持たせている。

マジャール・スズキでは、ハンガリ一人の管理職を外部から採用すること

はせず、内部から昇進した者で構成している。外部から固定観念を持った者

を採用するよりは、スズキのやり方のなかで育った人の方がよいという考え

方からである。工場の労働者も、あえて製造業で働いた経験がない人を採用

し、教え込んでいった方がよいという方針なのである。 l年ぐらい勤務させ

た後、日本へ研修に送っている。

しかし、このやり方がスムーズにハンガリ一人に受け入れられてきたわけ
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ではなかった。浜松の本社工場へ第一陣で派遣されたハンガリ一人労働者た

ちは、拘束時間の多さや量の少ない食事などのカルチャー・ギャップで、さ

っそくストライキを起こした。

食事の量一つを取っても、ハンガリーではほぼ2倍ある。肉料理では、必

ず2枚、肉が大きな皿に盛られているのである。マジャール・スズキの職員

食堂で鈴木氏と一緒に昼食をとる機会があったが、普通のハンガリーのレス

トラン以上に大盛りであった。大きな井状のスープ皿での豆のスープ、大き

な豚カツ 2枚がナポリタン・スパゲッティで隠れて見えないというメイン・

ディッシュ、デザー卜には大きくカットされたスイカというメニューであっ

た。体格が大きいハンガリ一人は日本人より食べる量が多い上に、工場での

作業は肉体労働なので、量をしっかり食べないとやっていけないのである。

食事ーっとってもこれだけギャップがあるのである。規則の遵守、時間一

杯まで働くということ、ユニフォームを着用するということなど多くの問題

で札幌があった。なかでもユニフォーム着用は、ハンガリ一人に馴染まない

ものであった。ハンガリ一人はユニフォームを好まない傾向があり、特に若

い人には徴兵制で着せられた軍服を連想させる。スズキ側の「ユニフォーム

は作業から身を守る手段であるJという説明を受け入れるには時聞がかかっ

た。

スラパーク氏も日本で研修を受けてきている一人であるが、「各人にはそ

れぞれ仕事があり、お互いを干渉しないというようになるには4年かかった」

という。日本人がハンガリ一人に指示を出す場合、直接ではなくハンガリー

人を通してするようにしているという。

マジャール・スズキでは、夏のバカンス・シーズンにも生産はストップさ

せず、年産 50,000台体制を目指している。輸出契約と圏内向けの需要のため、

昨年はクリスマスにも生産はストップしなかった。

1989年以降、ハンガリーでは、労働組合は十分な勢力ではなかった。現在、

マジャール・スズキには大衆的な不満は存在しておらず、ハンガリーの法律
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に従って工場評議会Sが存在している。評議員が 12名いて、月 l回、社長や

人事委員と会合がもたれ、昇給や残業といった労働条件についての協議が行

われている。

5.合理的で負担が少ない OpelとAudiの進出

これに対して、ハンガリー西部のオーストリア国境沿いのセントゴッター

ルドにある Opelのエンジン工場および、 Opelの主力小型車種である Astra

の組立工場では、メンテナンス補修期間として 8月14日まで 3週間工場を止

め、ほとんどの従業員には夏休みとなる。これは毎年のことで、すべての装

置のメンテナンス補修が行われる。クリスマスの 1週間の生産停止期間には、

塗装工場を一新し、メタルなどの多くの色で塗装が可能になった。今回は、

ベルトコンベアを一新し、溶接工程に新しい機械が入り、これまでAstraの

5ドアとワゴンが日産 50台生産されていたのに加え、 4ドアセダンを生産す

ることも可能となる1a 

エンジン工場では、通常のメンテナンス補修と同時に増築も行われる。新

しい機械も導入され、来年にはエンジン生産は倍増する。今年の 2億 5,700 

万マルクの設備投資で、来年には日産 2,000台以上、年間 150,000台の 1.4 

リッターと 1.6リッターエンジンが生産される。ここで生産されるエンジン

は、 Astra以外に、 Corsa、Tigraや 1996年型Vectraにも搭載される。これ

までの総投資額は、 7億マルクを超える九

Ope lはさらに、セントゴッタールド工場からも近いウィーン・アスペルン

E民主フォーラムを中心とする連合政権は‘それまでの労働組合を共産党の労働組合とみなし、

「リーグJや『ソリダリティーjなどの新しい労働組合が弱体であったため．ドイツ・モデル

の工場評議会を導入した．評議員が経営に参加できるため、長期的には有益なモデルといえる

かもしれない．

7 Nepszabadsag, 1995. 8. 3 

3 ibid. 
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のエンジン工場に、 49億 1.300万シリングの設備投資を行い、これまでより

も燃費がよく、有害排気ガスが少なく、簡単にリサイクルできる 3気簡エン

ジンを年産 50,000台生産する計画である。 EU委員会は、総投資額のうち 14

億 9,200万シリングをオーストリア政府、 2億 1,030万シリングをウィーン

市が助成することを許可した。環境保護支出の 30%、ファンド設立の 50%、

工場改善の 25%、研究開発の 15%までを、オーストリアでは公費で助成する

ことができる。 Opelは公費も利用し、合理的に新エンジンを開発しようとし

ている。新工場は 1996年末に完成し、 320人の労働者が雇用される予定であ

る90 

Opelのオーストリアの姉株会社は、去年、 407000台のエンジン、 533,000 

個の変速機を生産し、 169億シリングの売上げを上げ、 9億6,000万シリング

の利益を上げた。 Opeiでは、 1995年9月から、土曜日は休日のままでフレッ

クス・タイム制を導入する。これによれば最低週刊時問、最高週刊時間の

枠内でフレックスに勤務できる＼0。VolkswagenとMercedesの経営陣が、引き

続き土曜日を勤務日として譲ろうとしなかったのとは対照的である。

Ope lのセントゴッタールド工場を日本人が視察することは難しい。スラパ

ーク氏は、 Opelのセントコッタールド工場を視察した経験を持つ数少ないマ

ジャール・スズキ職員である。彼によれば、 Opelのセントゴッタールド工場

では．年輩のハイレベルの熟練労働者を高い賃金で少数雇用し、 100%輸入の

部品でいわゆるプラモデル方式で組立をし、会社からの要求も緩やかである。

VolkswagenグループのAudiは、 1994年7月に落成したジエールの工場に

これまでの 3億マルクの他に 2億8,000万マルクを投資し、日産 750台から

2, 000台にエンジン生産能力を高め、従業員数も 700人に増やす。ジエール

で生産されたエンジンは、ドイツの Audi車の他に、 Volkswagenグループが

買収したチェコの Skodaやスペインの SEATにも搭載される。増築された工場

ではV6エンジンの生産とともに、新型の TTクーベの組立ても行われる。 TT

9 Nepszava, 1995. 8. I. 

IO ibid. 
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クーベはプレスされたカロッセリアをドイツから運び込んで組み立てるとい

うもので、エンジン生産がメインでアセンブリは少量だけという Opelと同じ

スタイルである。 2交代制の工場では、日産 800台のエンジンが生産されて

いるが、好調な Audiの業績を反映して、夏休みはなく、クリスマスに工場が

休止するだけである。

Fordは、セーケシュフェヘルヴアールにある電機メーカーの Videotonの

敷地内に工場を建設し‘ 810人の従業員でエンジン部品を生産している。 1996

年の夏は、 7月 22日から 8月5日まで一斉休暇とした。

これらと対照的に、マジャール・スズキは、若い未経験の労働者を低い賃

金で多量に雇用し、ジャスト・イン・タイムのサービスと搬入で部品産業を

含め全体で 20.000人のハンガリ一人に臓を与え、はるかに安いコストで生産

している。当初は、労働のきっさ、会社からの要求の多さ、部品納入会社に

対する低い価格提示などで、マジャール・スズキの会社イメージはよくなか

った。

従業員に長期休暇を与え、仕事に対するストレスを解消させ、心身ともに

リフレッシュさせると同時に、工場の刷新を図るというドイツの合理性を体

現しているような Opeiの工場や労働条件は、第4章で見るように業績面でも

よい結果を出している。すでにヨーロッパの中心部で生産拠点を持っている

Ope lと、新たにヨーロッパに生産拠点を築くためにハンガリーに進出したス

ズキとでは、基本的なコンセプトが異なるのは当然である。問題は、ハンガ

リーの現在の経済状態や雇用状態Hのなかで、どちらの方がマッチしている

のかということである。

II民営化により国家の支握がなくなり、資金繰りの逼迫や裏付けのない企業聞の信用の膨張に

よる経営破綻が培え、いやおうなく失業者を噌大させている，失業者数は. 1990年 12月末は

80, 000人で 2%にすぎなかったが、 1991年の前半で I00. 000人増加し、 1991年 12月末には

406, 000人を超え、 10%以上の失業率となっている．特にポルショド・アパウーイ・ゼムプレ

ーン県などの地方で失業率は高い．これらの失業者以外にも‘ 50,000人以上が日 2-4時間また

は週ト2日の労働時間短縮や一時帰休となっている．
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1997年からマジャール・スズキは、非 EU諸国およびEFTA諸国からの部品

や半製品の輸入後に行われる輸入関税の支払い義務が生じる。部品の 33%を

日本から輸入し、 67%はハンガリーや他のヨーロッパ諸国で生産されている

ので、この点では、現地調達率が 7-8%のOpel、1%しかない Audiよりは有

利である。

1980年代半ばから工業省は、ソ連の自動車メーカーであるザポロージエ

AvtoZAZの協力とスズキによる乗用車生産という二つの自動車生産プロジェ

クトを検討していた。ハンガリーの専門家の聞で、今、ハンガリーにおいて

乗用車生産に乗り出すのは得策であるかどうかをめぐって、議論があった。

ちょうどハンガリーを訪問していたアグネッリ FIAT会長は、「ハンガリーで

は部品生産だけの方がよいので、絶対にやらない方がよい」と述べていた120 

ハンガリーのエコノミストの多くも、ハンガリーのような条件をもった国で

は、むしろ車は輸入し、より少額の投資で他の製品を近代的に生産し、輸出

を伸ばし、車の輸入に必要な外貨を獲得すべきであるという意見であった13。

現に、ヨーロッパでもスイスのような中小国では、自動車の組立生産をせず、

輸入に頼っているが、それらの国では生活水準が低いわけではなく、自動車

の大量生産に必要な重化学工業を中心とした周辺産業を維持する必要がなく、

公害に悩む必要もないのである。

AvtoZAZの協力というプロジェクトは立ち消えになったが、 1990年になっ

て、政府は、スズキと GeneralMotorsの欧州子会社である Ope！とほぼ同時

に契約を結んだ。 Opelの場合は、基本的にエンジン生産であり、自動車の組

立は少量だけするというものであった。スズキの場合は、 5万台の乗用車を

12 BeszeIO. 1990. 2. 12 .. p. 23. 

13自由民主同盟のリベラルなエコノミストであるパウエルは、 “社会主義の建設”というスロ

ーガンの下で、よく考えもせず見栄えのよい大規模投資をして失敗してきているので、同じ過

ちを繰り返さないようにと警告をしている。 1950年からの第一次 5ヵ年計画以来、大規模な社

会主義的工業化が図られたが、他の分野の犠牲の上に経済機造がゆがめられ、深刻な公害問題

も引き起こされてきていたのである．
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生産し、ハンガリーのパートナーはそのうち 70%を圏内に供給したいとして

いて、 Opelの場合よりも負担が大きかった。

スラパーク氏は、こうした経緯があることに対し、「現在のハンガリーでは

低い賃金でより多くの労働者を雇用した方がよく、長い目で見ればスズキの

方がOpelより多くをハンガリーにもたらす」と明確に答えた。東欧に進出し

たほとんどの欧米企業は、突然現れた新しい市場である東欧で、製品を販売

し市場を護得するために進出してきているのであり、スズキのように現地調

達率が高い生産をするために進出する企業は少ない。大和証券がハンガリー

に設立したDAIWA一MKBInv es tmen t and Securities Co. Ltd.のファルカシュ・

フェレンツ部長のように、「あの時期にスズキがハンガリーに進出してくれ

たのは大変よかった」と、ハンガリ一人のエコノミストの多くも評価してい

る。

6.輸入需要の抑制

1994年はハンガリーでは、車が記録的によく売れた年であった。 1994年の

前半には全体で 34,542台の車が販売された。それに対し 1995年の前半は

30, 104台で、 4,000台以上、 13%の減少であるI＼これはポクロシュ財務大

臣のポクロシュ・パッケージによるところが大きい。すなわち、 8%の輸入課

徴金導入、付加価値税の 10%引き上げ、フォリントの切り下げといった輸入

車購入層を不利にする諸措置が導入されたからである。スロヴァキア政府は、

1995年9月、逆に排気量 1.500cc以下の乗用車の輸入関税を撤廃するという

決定を下し、注目を浴びている15。

ポクロシュ・パッケージが発表された 3月から 4月にかけて、消費者は駆

け込みで乗用車を購入した。ディーラーのなかには、 4月だけで前年度 l年

14 Nepszava, J 9宮5.7. :l5. 

15 Nepszabadsag. 1995. 9. l l 
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表 31 乗用車販売の推移

1995年前半 1994年前半

メーカー 販売車数 シェア% 販売車数 シェア% 変化率%

Opel 7、017 19. 2 10, 011 24. 0 70. 1 
Suzuki 6, 400 17. 6 7, 100 17. 1 90. 1 
Lada 5, 033 13. 8 8, 675 20. 8 58. 0 
Renault 3, 074 8. 5 l 691 4. 1 181. 8 
Volkswagen 2, 916 8. 0 3, 30 l 7. 9 88. 3 
Ford 2. 417 6. 8 I. 507 3. 6 160. 4 
FIAT 2. 128 5. 9 971 2. 3 219. 2 
Daewoo 1. 926 5. 3 ー

Seal 989 2. 7 I, 267 3. 0 78. I 
Toyota 639 1. 8 696 I. 7 91. 8 
Skoda 637 1. 8 I, 469 3. 5 43. 4 
Tavr i a 450 1. 2 1, 269 3. 0 35. 5 
Hyundai 408 I. 1 320 0. 8 127. 5 
Mazda 386 l. 0 360 0. 9 107. 2 
Audi 380 I. 0 275 0. 7 138. 2 
Peugeot 378 I. 0 376 0. 9 100. 5 
Mitsubishi 344 0. 9 573 I. 4 60. 0 
Honda 299 0. 8 236 0. 6 126. 7 
Citroen 211 0. 6 39 0. l 541. 0 
Chrysler 71 0. 2 19 0. l 373. 7 
Mercedes 67 0. 1 124 0. 3 54. 0 
BMW 66 0. l 45 0. 1 146. 7 
SAAB 66 0. I n. a. n. a. n. a. 
Aleko 61 0. I 608 I. 5 10. 0 
Volvo 59 0. I 176 0. 4 33. 5 
Rover 43 0. I 90 0. 2 47. 7 
Nissan 27 0. ) 426 1. 0 6. 3 
Land-Rover 12 0. l n. a. n. a. n. a. 
合計 36, 504 100. 0 41, 624 100. 0 87. 7 

出所： Nepszabadstig. 1995. 8. 17‘ 

間分の売上げをあげた者もいた。しかし、 5月以降は売上げが急落する。ハ

ンガリー自動車輸入協会のデータによれば、すでに 5月に去年の同時期に比

べて 56%も販売が落ち込んでいる160 12月には企業からの注文が例年期待さ

16 Nepszabadstig, 1995. 8. 17. 
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れているが、民間の需要より規模が小さいため、 1995年の後半は前半よりさ

らに販売が落ち込むことは必至である。ハンガリー自動車輸入協会に届いて

いる情報によれば、 530のディーラー店舗のうち 100店舗が枇には店閉まい

し、そのうちのいくらかはすでに売りに出ているとのことであるにディー

ラーの危機感には相当のものがある九

表 31からわかるように、Opelや Ladaは 3.000台前後販売台数を減らして

いる。特にロシア製の Ladaは、同クラスの他の輸入車なら I,300. 000フォリ

ントに相当するところを 700.0007ォリント前後という低い価格設定が売り

物であったが、 1995年になってポクロシュ・パッケージのために、急速に価

格競争力を失ってきている．ロシア製のLadaやAleko、ウクライナ製のTavri a、

チェコ製の Skodaは1990年代に入って急減し、東独製の Trabanl、ルーマニ

ア製の Dacia、ポーランド製の PolskiFiatはまったく売れなくなった。

Renaul 1は販売台数をほぼ倍増させた。価格引き上げを一番最後にしたり、

在庫が多かったことを利用し、少ない利益で市場シェアを改善する戦略をと

ったことによる。販売台数を大幅に伸ばしたFlATは、人気車種の Puntoによ

るところが大きい。 1995年に参入したばかりの韓国メーカーの Daewooの躍

進は注目に値する。 Hondaは‘ 26%販売台数を伸ばしたが、新聞などでのキ

ャンベーンが功を奏した。

マジャール・スズキは、ハンガリーで単一車種ではナンバーワンの販売台

数を誇っている Swift以外にインドで生産しているMarutiを中心に350台の

輸入車を販売した。市場シェアは、 1994年の 17.1%から 1995年は 17.6%へ
とわずかながら上昇している九

" Nepszabadsag. 1995. 7. 17. 

11あるハンガリー人ディーラーは、 fハンガリーでは自動車販売でビジネスをしてはいけない．

食料品か酒の販売ビジネスしかもうからないj と愚痴をこぼしていた．

19 Nepszava冒 1995.7. 25. 
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表 32 カテゴリー別景用車販売台数

カテゴリー 1995年前半 1994年前半 変化率%

大衆車 13, 557 14, 068 96. 3 
小型車 19, 267 24, 101 79. 9 
中型車 2, 725 2. 819 96. 7 
大型車 386 365 105. 8 
デラックス車 23 13 176. 9 
スポーツ車 135 61 221. 3 
RV 368 197 186. 8 
ワンボックス車 43 
合計 36, 504 41. 624 87. 7 

出所： Nepszabadstig, 1995. 8. 17. 

表 32は、 OpelAstra, LadaやVWGol fなどの小型車の販売が 20%減り、

Opel Corsaや SuzukiSwiftなどの大衆車の販売台数は、ほぽ現状維持であ

ることを示している。ポクロシュ・パッケージが導入され、自動車の販売価

格が上昇し、ファミリーカーを購入しようと考えていた階層には、もはや大

衆車にしか手が届かなくなり、節約してお金を貯めてもフォリントの切り下

げやインフレでさらに不利になるという判断が働いたからである。これに対

し、量としては多くないが、 RVは87%、スポーツカーは 121%販売数を伸ば

し、お金持ち層が増えていることを物語っている。

7.長期投資に必要な現地理解

スズキは、カントリー・リスクのあるハンガリーで本格的な組立工場を造

り、安いハンガリ一人労働力やハンガリー製部品を多く使用するという低原

価戦略をとってきた。しかし、販売が頭打ちになってきていて、今後は他の

セールス・ポイントも必要になると思われる。これに対し、合理的に従業員

に長期休暇を与え、仕事に対するストレスを解消させ、心身ともにリフレッ

シュさせると同時に、工場の刷新を図るという Opelの工場や労働慣行は、始

めから業績面でもよい結果を出している。

労働慣行については、最も生産性が高くなるものが一番よいはずである。
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またカルチャーギャップも考慮に入れる必要があり、よいカルチャ一、悪い

カルチャーを区別しなければならない。日本式の場合、実質労働時間は長い

がダラダラと働いている時間も多く、ストレスもたまり、生産性の面からも

特に海外ではベストとは言えない場合がある。欧米企業による日本企業のキ

ャッチ・アップが目立ってきているが、 1994年のヨーロッパでの日本車シェ

アは現地生産を含め 10.7%で、前年より 1.5%低下した。円高が影響しただ

けではなく、ヨーロッパ各社の生産性が高くなってきていることが考えられ

る。特に、年間総労働時聞が、ドイツは 1.500時間台、フランスは 1.600時

間台で、日本やアメリカが約 2,000時間であるにもかかわらず、ドイツやフ

ランスが世界的に評価の高い製品をつくってきていることは、もっと注目さ

れてしかるべきである叱

1993年 11月の発売から累計生産台数が 100万台を突破し、 FIAT社最大の

ヒットとなっている Puntoは、カンパン方式で最新鋭のメルフィ工場を中心

に生産されている。メルフィ工場では、他品種少量生産ではかえって生産効

率が落ちたロポットに頼りすぎた方式を改め、若い従業員の能力活用を重視

した柔軟な生産体制を導入している。同じ 1993年に日産自動車がイギリス工

場で生産を始めた同クラスの Miera（日本名、マーチ）の累計生産台数が40

万台に届かないのとは対照的である。合理的に十分休養をとり、短時間で集

中して能率を上げたり、従業員の能力活用を重視した柔軟な生産体制で、高

い生産性を実現している企業を研究する価値はあるのではないだろうか。

8.合弁事業の重要性

ハンガリーでは、スズキの工場進出のように多くの合弁事業がスタートし、

外国資本の進んだ技術によって部分的に産業構造の転換も進みつつある。ま

20 ドイツのフレキシプル生産システムは、年間総労働時間を短くする代わりに、土日出動や 3

交代制を労働組合に受け入れさせたことによって、年間稼動時間を日本やアメリカに近づけて

いる側面がある．
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た観光産業や住民サービスの領域で、民営化によってポジティブに発展が促

進されてきている。しかし、ハンガリーの重化学工業をはじめとする製造業

は、時代遅れになった生産設備やコメコン解体による市場喪失のため経営状

態が危機的である。闇雲に民営化し、一時的なバランスシートの改善を図る

だけではなく、どのような産業構造に転換していくのかという長期的なヴィ

ジョンを持ち、ハンガリー経済の諸条件にあった措置がとられていく必要が

ある。

ハンガリーで成長している企業は、 IBM、OPEL、Audiのように、世界を舞

台に長年‘資本力や技術力を蓄積し、落下傘部障のように進出してきた外国

企業や合弁企業である。これらの企業は、部品を輸入して安い労働力で組み

立てることを主にしているため、直接的な波及効果は小さい。しかし、スズ

キのような現地調達率が高い投資は、周辺産業を発達させ、メキシコの保税

区であるマキラドーラ・ゾーンで経済発展が見られたように、東欧をヨーロ

ッパの生産基地として発展させる可能性をもっている。このため、マジャー

ル・スズキが、今後、合理的なヨーロッパ企業を超える発展を遂げていける

か注目される。

当初、マジャール・スズキは合弁会社としてスタートし、ハンガリー・サイ

ドは、 36社の企業でアウトコンセルンを構成し、 25%の株式持分があった。

しかし、コメコンの解体およびショック療法による深刻な不況で、アウトコ

ンセルン構成企業の半分以上が倒産してしまい、スズキに株式持分を売却し、

経営から撤退せざるをえなかったことは、ハンガリー・サイドからすれば大

きな損失であった。第4章第 3節第 l項で論じているように、トラックなど

を製造しているハンガリ一国有企業のRABAが、OpelやAudiと合弁事業を行

い、黒字に転換してきているが、合理的な経営、先進技術、徹底した品質管

理などを習得するには、外資との合弁事業が不可欠である。
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1経営危機の構図

1988年後半から、ハンガリーでは「自発的な民営化」が行われてきたが、

コメコンの解体及び輸入の自由化によって、ハンガリー企業の多くは深刻な

打撃を受け、破産状態に追い込まれてきている。ハンガリー最大の電機会社

である Videotonの例は、もっとも典型的な例であった。

Video tonの従業員数は、 1988年、最大の 20000人に達していた。しかし

営業赤字以外にも、毎日、 1,000万フォリントずつ資産を減らしていた 1991

年6月には、従業員数は 10,000人以下に削減せざるをえなかったのである。

酉ヨーロッパの企業と比較すれば、中規模の企業でしかないが、ハンガリー

では有数の大企業である。ドル換算の輸出は年問、およそ 1,500万ドルで、

総生産額は年問、およそ 7,000万ドルであり、政治的にも多大な影響力をも

っ企業であった。実際に、 1989年に労働者党がハンガリ一社会党に刷新され

た1989年の 10月まで、 Videotonの社長は労働者党の中央委員であった。

Video tonの前身は、第二次世界大戦の準備段階である 1938年 10月31日

に、「猟銃弾薬・雷管・金属製品工場株式会社」という名前の軍需工場として

設立され、 100人の従業員がいた。戦後は、蹄鉄製造に特化した。 1950年代

に、様々な製品の生産を開始し、原動機付き自転車も生産していた。 1954年

に、新しい分野である通信技術部門の部品生産を始めた。 1960年代始めには、

民需及び軍需の両方を生産し、 1960年代の終わり以降は、家電、コンビュー

ター機器、及び軍需製品という三本柱の生産が行われるようになった。これ

までに、ラジオは 800万台以上、テレビは 650万台以上を製造している21。

家電製品は、本社のあるセーケシュフェヘルヴアールとその近郊の 5ヵ所

の工場で生産された。ほとんどの種類の家電製品が生産され、輸入製品と競

21 Nepszabadstig, 1991. 12. 6 

123 



第3章外資に依存する産業構造の近代化

合していた。ハンガリーの保護政策もあり、 1970年代には、西側製品に対し

て競争力を維持していた。当時のハンガリーの圏内市場保護政策は、輸入の

許可制を中心にしたものであった。しかし、 Videotonの製品は価格が安かっ

ただけではなく、技術的にも標準的な西側の水準にそれほど遅れをとっては

いなかった。日本企業との聞の製品交換に関する協定によって技術が導入さ

れ、スピーカーなどは西側でも販売されていた。

コンビューター機器は、ソ連向けのものが中心であった。 1970年代にフラ

ンスからライセンスを購入したもので、ソ連からの注文に応じて生産されて

いた。ソ連は、 Videotonのコンビューター機器を鉄道や様々な通信網に用い

ていた。しかし、輸入量の制限のため、毎年、少しずつ通信網などを構築し

ていったので、低価格と一定の技術水準の維持を要求していた。このため、

皮肉にも技術水準の向上は要求されず、 Videotonのコンビュータ一機器の競

争力をなくす原因となった。これらの製品は、 1980年代には西側でほとんど

競争力をもっていなかった220 

軍需製品の 70%以上もまたソ連に輪出された。軍需用通信機器には、最新

の技術や部品は用いられなかった。製造過程の大部分を熟練労働者が担って

いたが、専門知識よりも政治的な信頼性が重視されていた。ソ連との軍需製

品の取引は、民需とは区別され、公表される貿易統計に含まれていなかった。

この二国聞の軍需製品の取引の基本原則は、双方の輪入量を均衡させるとい

うものであった。年度末に、輸出黒字あるいは輸出赤字が双方にないように

行われた。ハンガリーの財政を圧迫していた軍事予算の大部分は、ソ連から

の軍需輸入を均衡させるために維持されていたということができる230 

Video tonは、 1990年以前も、ソ連製だけではなく西側製の部品を使用する

ことが許されていて、西側製の部品を用いた製品をワルシャワ条約機構は受

け入れなかったが、第三世界の市場で販売することができた。おそらく、ソ

連の部品ベースでは時代遅れなので、ソ連が参入できない市場を Videoton 

Z2 T凸rる包(1992). p. 47-48. 

23 ibid .. p. 48 
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に回すというような内密な合意があったのであろう。たとえば、リビアから

l億ドル近い注文が来ていた。しかし、リビアからは 3,000万ドルぐらいし

か支払われず、 Videotonを危機に陥れていた。このようなリビアとの関係も、

1989年以降はなくなっているヘ

Video tonの経営は、 1986年頃から、輸入の自由化、ソ連に対するハンガリ

ーからの貿易量の増加、軍事予算の削減などのために悪化し始めた。

一般に輸出企業は、通貨価値が下落すれば利益が増えると考えられている。

しかし、これは東欧の輸出企業には当てはまらない。通貨価値の下落によっ

て増えた収入が、原材料コストさえもカヴァーしきれない場合が多いからで

ある。東欧諸国の工業のかなりの部分は、原材料の輸入に頼っている。コメ

コン時代に商品交換で手に入れていた原材料を、ハードカレンシーで輸入し

なければならなくなったことも原材料コストを押し上げ、収益構造を悪化さ

せていた。通貨価値の下落は、東欧諸国の企業の競争力を弱める性格がある

のである。

原材料を輸入に頼っているということ以上に問題なのは、債務が増大し、

自己増殖し、赤字を再生産し、東欧諸国の多くの企業が破産状態に陥ってし

まったことである。 Videotonの場合は、原材料コストは総生産額の 25%以下

であったが、慣務が膨らみ、債務総額は 1990年の終わりには、 120億フォリ

ントといわれる総資産額の 85%に達し、1991年の夏には総資産額をも超えて

しまった250 

未払いの社会保険の保険料、源泉徴収税や関税は、およそ 15億フォリント

に上っていた。額が大きかっただけではなく、これから生じる制裁も

Video tonを深刻な事態に追い込みかねなかった。社会保険と国税局に対する

支払い延滞は、年 44%の金利で課徴金が科せられ、税関は、 1991年の始めか

ら未払いの関税が全額支払われるまで、未払い企業の輸入を受け付けなかっ

2j Beszeltf. 1994. 7. 28. 

25 Torok. op. c i 1. . 1>. 49. 
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たからである260 

銀行に対する債務は、 33億フォリントに上り、破産の直前には、金利のた

めに、毎月、 2億フォリント以上も債務額が増え、さらにこれに生産から生

じる赤字が加わっていたのである。この債務の大部分は、 1985年に受けたお

よそ 6,000万ドルの融資であった。この融資は、軍事技術の開発に対するも

のであったが‘ Videoton経営陣がかつてに民需の投資に転用していたもので

あった。軍需生産においては、 1968年の経済改革以降も、国家計画局が唯一、

資源割り当ての権眼を持っていたので、 Videotonと政府当局の間で暗黙の合

意がなされていた可能性があるへ

Video tonは、この融資とフランスードイツの最新技術によって、新しいカ

ラーテレビ製造工場を 3年足らずで造った。しかし、この社運をかけたプロ

ジェクトも失敗することになるのである。 Videotonは、フランスードイツの

パートナーから技術だけではなく部品も購入するという契約を結んでいた。

ハンガリー囲内で調達できる部品よりは安かったが、世界のレベルでは安く

はなかった。さらに、完成品の西欧における販売は、技術を提供した企業を

通してのみ可能とされていて、フランスードイツのパートナーは、 Videoton 

の製品をノープランド製品として、格安市場部門において遣い上がろうとし

ていた極東のメーカーにぶつけていたのである。フランスードイツのパートナ

ーは、 Videotonの負担で価格競争に参加し、自分の市場シェアを守っていた

のである叱

これと同じように、 Videotonは、 1986年にいわゆる“光学プロジェクト”

を開始した。これは5年間で 7億フォリント費やしたが、競争力のある工場

を造ることができなかった。ビデオテープレコーダーや CDデッキのヘッドを、

単独で生産する技術を試験段階で示していたが、大量生産をする工場建設は

高くっき、また販路も確保できそうになかったのである。

2& Ti.iri.ik, op. cit .. p. 53. 

27 ibid.' p, 48. 

Z8 ibid.' p、53
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これに、ソ連市場の崩壊や国内市場での輪入の自由化というドラスティッ

クな外部環境の変化が加わり、 Videotonの経営は行き詰まるのである。圏内

のカラーテレビ市場のVideotonのシェアは、わずか 2年で 60%から 30%に

激減した。対ソ貿易の停止は、売上代金が回収不能になっただけではなく、

10億フォリントに上る軍事技術部品は引き取り先を失い、他に転用すること

もできず、そのまま Videotonが抱え込むこととなったのである円

2.輸入自由化政策の影響

ハンガリーでは、貸出金利は 27%前後もある。平均で 6-7%の利益を生み

だし、資本の回転が年 3-4回という条件では、この金利を返済するというの

は原理的に不可能で、経済を縮小均衡させる要因となっている。資金不足を

解消するためには、通貨の切り下げという手段があるが、インフレーション

を加速するという影響がでる。このためハンガリ一政府には、通貨の切り下

げを極力避けようとする傾向が見受けられる。

通貨の切り下げは、一般に、輸出企業の競争力を高め、経営を改善する効

果がある。しかし、表 33が示しているハンガリーのように、原材料だけでは

なく、部品の多くも輸入に頼るようになってきている国は、必ずしも当ては

まらない。

通貨政策以上に重大な影響をもたらしてきているのが、輸入の自由化政策

である。 1970年代後半以降、ハンガリーの輸入需要の増大にコメコンは応え

ることができず、ハンガリーはハードカレンシーで西側から輸入を開始して

いた。輸入の大半は、原材料とエネルギーであったが、投資ブームもあり、

ハードカレンシーによるハイテクの輸入に対する需要は増え続けた。 1980年

代になると、厳しい輸入制隈が行われ、輸入の大半は不足を補う製品に限ら

れていった。このため外国の製品と競争が行われず、ハンガリーの開放度は、

貿易の質ではなく量だけで追求され続ける結果となった。外延的な発展しか

29 j b j d. ' p. 5 4. 
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起きなかったと言われる所以である叱

ハンガリーでは、経済の独占、輸入や国内の競争の排除が長期間続き、市

場経済への移行が必要であるという認識が広まっていた。このため輸入の自

由化が、 1988年 11月に発足したネーメト・ミクローシュ内閣によって準備

され、 1990年4月に自由選挙で勝利したハンガリ一民主フォーラムを中心と

したアンタル・ヨージェフ内閣によって、実質的に導入された。これまでの

許可制に基づいていた輪入コントロールが、 IMFや世界銀行の圧力もあって

急速に行われなくなり、関税も引き下げられた。 1991年には、娯楽電機製品

は10%以下の輸入関税しかかかていなかった。

折からの政治の変化による熱狂もあって、自由化過程の初期には、輸入競

争がもたらす諸結果を測ろうという試みも行われず、輸入の自由化に対する

反対は、特に見られなかった。輸入品の流入によって、あらゆる領域で不足

が解消し、消費者や企業にもメリットが大きいという印象を与えていた。

圏内で造られた製品には、めぼしい技術革新や技術導入も見られず、保護

主義を採用していても、時代遅れの産業構造を温存するだけということも確

かであった。しかし、フリー・トレイドを要求していたリカルドにリストが

反論したように、イギリスのような経済大国も経済大国になるまでは保護政

策をとっていたのであり、それほど痛みを伴わず、保護しながら産業を育成

する道を切り捨てたことに違いはなかった。

これは町や当時のEFTAへの市場参入を果たすため、なりふり構わず自ら

の市場を開放したという側面が強い。ほとんどの西欧諸国が、激烈な競争の

ために、特に電機製造業や農業のような産業を保護してきているにもかかわ

らず、ハンガリーは、国内産業を保護する手段を一方的に放棄したのである。

Video tonのように部品価格に大きな影響を受ける電機産業は、部品の輸入関

税に経営が左右される。国内に競争力のある部品生産が行われていない場合

は、特に、そうである。部品の輸入関税が低く、完成品の輸入関税が高い場

合に、生産コストが抑えられ、圏内での価格競争力を高めることができる。

30 Hoch. Radn6 ti (1989). JJ. 31. 
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表 33 工業部品供給における圏内購入と輸入の役割

（実勢価格、 IO億フォリント）

年度 機械産業の 輸入部品 合計 国産比率（%）

圏内部品販売

1970 8. 3 6. 0 14. 3 58. 0 
1971 8. 9 9. 3 18. 2 48. 9 
1972 9. 9 10. 1 20. 0 49. 5 
1973 9. 1 9. 7 18. 8 48. 4 
1974 10. 7 12. 1 22. 8 46. 9 
1975 11. 1 16. 7 27. 8 39. 9 
1976 11. 7 18. 9 30. 6 38. 2 
1977 11. 8 21. 9 33. 7 35. 0 
1978 13. 2 27. 2 40. 4 32. 7 
1979 12. 3 27. 6 39. 9 30. 8 
1980 11. 9 25. 2 37. 1 32. 1 
1981 13. 3 28. 7 42. 0 31. 7 
1982 14. 9 32. 0 46. 9 31. 8 
1983 15. 3 34. 7 50. 0 30. 0 
1984 16. 5 35. 5 52. 0 31. 7 
1985 17. 2 38. 9 56. I 30. 7 

出所 : Benet. 

もっとも、輸入の自由化が行われる以前は、それほど西側から部品輸入が行

われず、高い部品関税が払われていたわけではないので、部品の輸入関税が

生産コストに大きな影響を与えていたわけではない。

輸入の自由化は、世界的な水準よりも高く、物によっては 3-4倍もする国

産部品を市場から駆逐した。このため部品価格は、 20-60%程度安くなった310 

問題は、安い西側からの部品を使っても競争力のある完成品がなかなか作れ

ず、西側の完成晶に圏内市場を奪われ、また、たとえ競争力のある製品を作

れたとしても、西欧の保護主義のため、西欧の市場では販売できないという

ことであった。このため食品加工業や電機産業は、特に深刻な影響を被った

のである。

31 Torok, op.cit .. p.57. 
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企業の経営陣や利益団体は、彼らにとって無制限の競争がどれほど有害で

あるかを認識するに至った。特に 1992年からは、国内生産の保護を声高に要

求し始めた。消費者も輸入品の価格の高さに不満を抱き、実質的な購買能力

の向上が伴わないなかでは、生活水準が低下する結果となっていた。

保護政策をもっとも要求したのは、以外にも新しくハンガリーに参入した

外国の多国籍企業であった。多国籍企業は、圏内市場を最大限獲得するとい

う具体的な目標を持って参入しているので、素早くアグレッシブで効果的に、

ハンガリー当局にロビー活動を展開した。

カラーテレビ製造でハンガリーに進出している韓国企業の Samsungは、完

成品の輸入関税を 15%から 25%へ引き上げさせ、使用する輸入材料や部品の

関税をなくさせるために、ロビー活動を展開した。 Samsungはさらに、相当

量の輸出拡大を可能にする投資を、完成品の輸入関税引き上げと交換条件に

していた。政府は、当初、関税を引き上げることはできないとしていたが、

1991年 11月、 GATTにおいて、カラーテレビの関税を 2年問、 10%引き上げ

るよう調整した320 

同じことは、自動車産業でも行われた。スズキと GeneralMotorsの欧州子

会社である Opeiが、圏内の生産を強力に保護するという条件で、 1990年に

圏内で乗用車の組立工場を設置し、政府はその条件を満足させてきているの

である叱

外国の多国籍企業に続いて、東側市場の縮小と様々な補助金の打ち切りに

よって打撃を受けている農業ロビーは、、いくらかの領域で、食品の輸入量の

制限を設けることに成功した。炭坑は、固有の電力トラストに、毎年、一定

量のハンガリ一石炭の引き取りを義務付けさせることを確約させた。軽工業

の利益団体は、いくつかの品目について輸入量制限を提案した。鉄鋼やセメ

ント企業は、他の旧コメコン諸国がエネルギー価格を補助していて、製品を

si Nagy(l995). p. 467 

J' ibid. 
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世界市場価格よりかなり安く輸出できることを挙げ、保護政策を要求した340

政府は、こうした圧力に抵抗したが、アンタル政府に対する国民の支持が低

下するにつれ、政府の抵抗は弱まっていった。

3.疑似民営化

1986年の秋に医療機器メーカーである Medikorや、 1987年に Budaflaxな

ど5社が、いわゆる「自発的な民営化Jを行ったのに続き、 Videotonは、 1988

年末に、同様の「自発的な民営化Jに解決策を見出そうとした。いわゆる固

有企業の分割民営化である。 Videotonグループは、ブランド名使用の有利さ

を共有し、共通のインフラストラクチャー及び市場組織の維持費用を分担す

るために、 1977年の固有企業法に基づいて、企業グループを包括する持株会

社を設立した。国家の所有と国家の経営の分離を図り、財政的に国家に依存

し、企業経営に国家が介入することをなくそうという意図と共に、企業グル

ープから国家所有を一掃することが不可能であったことから考案されたもの

であった。

持株会社である Videotonlpari Rt. （ヴィデオトン工業株式会社）の設立

によって、持株会社は 25前後のグループ企業の所有者となり、各グループ企

業は株式会社や有限会社として、形式的には独立した企業となった。過半数

の所有に基づいて経営の決定権の大部分は持株会社に残したが、銀行や保険

会社に対する債務や、法人税や関税の滞納分などのグループの債務負担の大

部分も持株会社に負わせたのである。日本の国鉄の分割民営化で、債務を国

鉄清算事業団が受け継いだことに額似している。このため持株会社は、金融

支援が必要な時には固有企業としてふるまうと同時に、民間企業からなるグ

ループのトップとしても行動するという中間的なものであった。

日本の国鉄の分割民営化との最大の違いは、生産手段の大部分が持株会社

の所有のまま残り、各グループ企業は持株会社とリース契約を結んで使用す

JI ibid. p. 468. 
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るということであった。リース料は、持株会社の債務負担のため、通常の

I. 3』 I.5倍に設定され、各グループ企業も間接的に債務負担を負う形になっ

ていた。各グループ企業では、持株会社以外に 20%以上の資本関係にあるパ

ートナーはなく、各グループ企業の問で、株式の相互持合いも行われた。

Video tonの 25前後のグループ企業の大きさは、均一的ではなく、一つの

中心的な企業があり、Videotonグループの全従業員の約 80%を雇用していた。

この企業で、カラーテレビ、コンビューター及び軍需通信機器の三本柱の

Video tonグループの生産の大部分が行われた。他のグループ内の各製造企業

は、オーディオ機器、 CD、ロポット機器、電話機、ソフトウェアや様々な部

品生産というように特定の製品の製造に特化していた。サービス部門では、

販売会社や修理サービス会社があったが、外部の市場に対して展開すること

は妨げられていた。このため真っ先にこれらの会社は経営が行き詰まると予

想されていた。

これらの特色は、擬似的な民営化と言えるものであった。しかし、この過

程も 1990年半ばまでしか続かなかった。 Videotonグループ全体が、深刻な

財務危機に陥ってしまったからであった。

1991年の夏には、 Videotonグループ各社は、外部の納入業者や内部の企業

に対して、延べにして総額 50億フォリント以上の債務を抱え、相殺部分を除

いても 30億フォリントを超えていた。実際には、完全に企業の構造が異なっ

ている場合が多く、相殺することは、単純にはできなかった。不良債権は、

Video tonグループ内部の企業同士で全体の 5分の L 相殺部分を差し引けば

全体の 3分の 2を占めていて深刻であった叱もっとも不良債権を抱えてい

たのは、グループ内のサービス会社や部品生産会社で、もっとも｛責務を抱え

ていたのは、グループ内で最大で中心的な企業であった。全グループの資産

を保持し、債務に責任を持っていた持株会社は、破滅の縁に立っていたので

ある。

ソ連市場の崩壊や圏内市場での輸入の自由化というドラスティックな外部

35 Nagy(1995). p. 53. 
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環境の変化は、 Videotonグループだけではなく、ハンガリー経済全体を危機

に陥れていた。それぞれの国の政府は、金融危機が現実のものにならないよ

う迅速に対応する。日本では、信用不安を回避するため、東京協和信用組合

と安全信用組合の経営破綻を、大蔵省は東京協同銀行を設立して処理した。

アメリカでも、不動産購入に対して大量に設定されていた抵当権が、不動産

価格の下落によって宙に浮いてしまい、地域の S&L（貯蓄貸付組合）の経営

不安が深刻化したが、政府は預金保障を引き受け、取り付け騒ぎを回避して

いる。イギリスの中央銀行であるイングランド銀行は、デリパティブ取引で

失敗し、 I,000億円に上る損失を出したベアリング社を救済合併してくれる

企業を探したが、見つからなかったため、逆に、倒産させるという荒療治を

選択した。幸い、しばらくしてオランダの INGグループが、ベアリング社を

わずか lポンドで買収し、債務を引き継いだため、事なきを得ている。

ところが、 Videot叩グループの実質的な所有者であるハンガリ一政府は、

機敏に対策を打ち出すことができないでいた。 Videot叩以下、破産状態の大

企業を救済するだけの財源がなかっただけではなく、政府の救済を求めて一

斉に大量の企業が殺到するに違いがなかったからである。また、企業を倒産

させて、大量の失業者を発生させ、社会不安を高める危険も犯せなかった。

1992年末までに、「自発的な民営化」を行おうとした企業の 85%以上が、

投資顧問会社と契約していた。これらの企業のうち、 58社は破産、 41社は清

算の手続きがとられ、目的を果たすことができなかった。株式会社や有限会

社になった会社数は全体の半数を超えたが、民営化されたのは 20%弱でしか

なかった叱

炭坑、トラックを製造している CsepeI Au to （チェベル自動車）、パスを製

造している Ikarus、Videotonを始め、 機械工業の Dig旬（ディゲープ）、

6zdi Kohaszati Dzemek （オーズド製鉄所）などが破産していた九

何らかの民営化によって破産から脱出するため、 1991年の夏、政府と債権

36 Voszka(l993). p. 452. 

37 Magyar Hirlap, 1991. 6. 4. 
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者たちは、 VideotonIpari Rt.と、グループ企業の中でもっとも経営状態が

悪い、電機部品製造、自動機器、オーディオ機器、技術事業、電機機器製造

及び運輸の 6社を清算することを決定した叱これでも、 1989年には30,000 

人の労働者を雇用していたが、 1991年にはその半分しか雇用していないセー

ケシュフェヘルヴアールで、新たに 8,000人の従業員に転職先を見っけなけ

ればならなかった。

最大の債権者であるハンガリ一信用銀行には、 Videotonを買収し、さらに

運転資金を融資するようにという圧力がかかっていたが、ハンガリ一信用銀

行は、当然、尻込みした。 JamesCapeトKPMG投資顧問会社は、民営化のコン

セプトを作り上げるという課題を引き受け、 5ヵ月とほぼ 100万ドルの顧問

料を費やし、分割して民営化するよう提案していた叱

この民営化をめぐる粁余曲折は、政府の民営化に対するコンセプトの欠如

や、企業や利益団体の決定を回避する態度によってもたらされ、オランダの

Phi Ii psやフランスの Builといった海外の投資家を用心深くさせていた。

清算団は、最初の最低入札価格を 145億フォリントとし、 1991年 12月5

日に入札を行った。 59の応募があり、そのうち 50は、 Videotonグループの

分割された資産を対象にしていた。民間起業家、 Videotonグループ各社の管

理職や従業員（そのうち一つは労働者評議会）、さらに外国の企業が、分割さ

れた資産に対して入札していた。多くの有名な多国籍企業には、入札要項が

送付されていたが、グループ全体に対する買収には、どこも関心を示さなか

った。この 50の応募は、主要な資産部分に対してはオファーをしておらず、

主要な部分を後で売却するのはより困難になるため、また、 12鐘フォリント

にしかならない売却総額は、債権者には受け入れられないものであったため、

清算回はこれらを入札から外したぺ

残りの 9の応募のうち 4は、具体的な価格が記入されていなかったため外

38 Nepszabadstig. op. cit. 

39 TO r凸k. op. cit .. p‘55. 

40 Besze/3. 1991. 12. 14. 
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された。有効な 5の応募のうち lは、価格が低く問題にならなかった。アメ

リカの資本と思われる応募は、 35億フォリントを一括で支払い、 8,000人の

従業員を引き受けるというものだった。セーレシュらによる Quatro（クワト

ロ）コンソーシアムは、44億フォリントを提示していたが、そのうち l億9,000 

万フォリントだけが現金で、あとは債券を発行することによって調達すると

いうものであった。セーレシュは、ハンガリ一信用銀行と EuroinvestKft. 

（ユーロ投資有限会社）と共にもう一つコンソーシアムを形成していて、最

終的にこのコンソーシアムが、 6,000人の従業員を引き受け、 40億フォリン

トで落札した410 

これによって Videot叩の資産のうち、ハンガリ一信用銀行が 81%、

Muszertechnika Rt. （器械技術株式会社）の社長であるセーレシュが 10%、

器械技術株式会社の同僚のラカトシュ・ベーテルとシンコー・オットーが二

人で 4%、ユーロ投資有限会社が 5%のシェアを占めた。このコンソーシアム

を組織したのは、以前、財zep-europaiBe何ktetesiTarsasag Rt. （中欧投

資株式会社）として知られるようになり、今年の 9月にユーロ投資有限会社

に名前を変えた企業であった。この会社は、カナダ在住のハンガリ一人大資

本家であるライヒマン家とその顧問であるシャルローシュ・アンドラーシュ

がオーナーで、デムヤーン・シャーンドルが社長をしている CentralEurope 

Investment Company Holding傘下のグループ企業の一つであった。 Central

Europe Investment Company Holdingは、ユーロ投資有限会社に 55%の投資

持分があり、残りの 45%はハンガリ一信用銀行の持分であった。ハンガリ一

信用銀行は別にユーロ投資有限会社と契約を結び、焦げ付いていた融資の回

収を委託していた。この焦げ付きの最大のものの一つがVideotonであり、清

算が始まった 8月には 110億フォリントに積み上がっていた420 

プダベストの一等地にある Videotonの開発研究所や、パラトンアルマーデ

ィにある Videoton所有のヨットハーパーのような価値のある不動産を、

11 Nepszabadsag, op. cit. 

42 Heti Vi Jag Gazdasag, 1991. 12.14. 
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Video ton全体から切り離して売却していたら、全売却価格は増えていたと考

えられる。実際に、清算が始まる前、当のハンガリ一信用銀行が、ブダベス

トにある開発研究所について、数 10億フォリントという金額で購入の打診を

していたのであるべ清算団は、当初、最低入札価格を満たす入札がなかっ

たため、これらの不動産を Videoton全体から切り離そうとしたが、 Videoton 

を全体で取得しようとしていた入札グループの反対に遭い、結局、新オーナ

ーに“プレゼント”したのである。

効率性に裏打ちされ、外国企業も関心を示していた分割民営化が退けられ、

最大の債権者であったハンガリー信用銀行が、持分 81%で実質的なオーナー

になっただけという民営化は、 1990年半ばまで行われていた疑似的な民営化

の延長線の域を出ていないと言わざるを得ない。

4.リストラクチャリング

新生Videotonの代表取締役となったセーレシュは、旧東側市場を頼みにせ

ざるを得ないことを認めている。CentralEurope Investment Company Holding 

によって民営化されようとしているソ連のトラック・メ｝カーである Kamaz

へ、トラックの電気系統の全製品を納入し、パスキーリア製のブラウン管で

テレビを製造し、今年、 75.000台に落ち込んだテレビの販売台数を再び 30

万台にのせ、大部分をソ連で販売し、代金を石油で受け取るというデムヤー

ン・グループのコネクションを当てにしていた。

セーレシュの最初の外国訪問もソ連で、ソ連軍需産業の再構築担当のアル

カジー・ウォリスキーから、アメリカのコントロールによって行われる再構

築の中で、 Videotonを考慮し、セーレシュが直接、アメリカ軍の指導者たち

と交渉できることの約束を取り付けているへ当時、ソ連との貿易の大部分

を回復できるとセーレシュは信じていたが、これは実現できなかった。 1993

•3 Beszel<f op.cit. 

H Heti Viltig Gazdastig, op. cit. 
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年度で、旧ソ連向けはVideotonの全売上げの 6%しかなかったのであるべ

セーレシュは、数年以内に 9,000人に従業員数を増やすと述べていた。し

かし、 Quatroが取得したアイカにある工場においても、クワトロは、 500人

の雇用を約束したが、器械技術株式会社から持ち込むガソリンスタンドのガ

ソリン注入機の組立の仕事は、 100人でできる仕事であった。それまでのオ

ーナーでアイカで250人を雇用していたRuf-BayerElektri kドイツ企業連合

は、長期的な見通しが持てず、撤退したのである。 Videotonでも、クワト口

問様、見通しが甘くなる傾向があった46。実際、 1993年の前半に 5,500人ま

で削減し、 1994年始めに、再び6,000人に回復したにすぎない。 1991年に操

業を停止していたほとんどの工場を、 2年後にやっと再開させることに漕ぎ

つけるという状態であったへ

この問、 Videotonは、多国籍企業との提携を模索した。ドイツで行われて

いる IBMのコンビューター機器の生産を、 1994年から徐々に Videotonに移

管させ、生産能力の刷新を図っている。また、 1993年に、アメリカ企業と軍

需部門の無線技術で提携し、 2,000万ドル前後の注文に対する生産が始まっ

た。 1993年度は全売上げの 10%に満たなかったが、 1994年は 20%になって

いる48。

ハンガリ一民主フォーラムのメンバーでもあるセーレシュらの企業家は、

ナショナリスティックである。「ハンガリーの企業経営が、国営でも民営でも、

生産資産ができるだけ早く外国人の手に渡るようにではなく、ハンガリーサ

イドで過半数を維持できるように、努めるべきであるJというのが彼らの立

場である。ハンガリーの電球メーカーの Tungsrumの資本持分の 75%が

General Electri cになったが、このような民営化は好ましくないと考えてい

た。

45 Beszelcf. 1994. 7. 28. 

46 Nepszabadstig, 1991. 12. 9. 

47 Besze/J. oιc ii. 

叫 ibid亭
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セーレシュは、失われた旧コメコン市場の打撃から生き残るため、Videoton 

が工業団地を整備し、場所とインフラストラクチャーおよび労働力を多国籍

企業に提供し、多国籍企業が、利益のあがる確実な市場と近代的な技術を提

供するという提携を模索した。1994年になって、アメリカのEmersonElectric 

Co.、その欧州法人および姉妹企業が、 VideotonHoldingから借りた工場で

生産を開始した。さらに、ドイツの MichelsKabel 、米日合弁企業である

Alcoa-Fujikura、アメリカのAlcoa Closure System Intern( tiona l、PhiIi ps、

IBM、ドイツの SHW、そして 1996年には Kenwoodとも提携がまとまった。こ

れら外資との提携の結果、 Videotonグループの売上げの 60-65%が西欧市場

からのものとなった叱セーレシュの身売りをするのではなく提携で生き残

るという戦略は、 Videotonを存続させることには成功したが、独自プランド

製品での市場シェア回復を実現してきていない。

一般に、多国籍企業は、手っ取り早く企業を買収し、造りたい物を彼らの

やり方で製造するのを好む。旧東独では、多国籍企業は、買収した工場が時

代遅れであったため、工場そのものを解体してしまい、現地での雇用は確保

されてきていない。このような傾向の中で、セーレシュらは、適切で能力の

あるパートナーでありうるならば、多国籍企業は、東欧の企業の不動産やノ

ウハウを購入するより、利益を生む提携関係の方を望むはずであると、民族

資本第一主義的な考えを持っている。しかし、国内資本は乏しく、適切で能

力のあるパートナーとなり、さらに、以前の雇用者数を回穫させるのは至難

の業となっている。

5.産業構造再編プログラムの欠如

Video tonに代表されるハンガリー製品は、デザインや性能がそれほどよく

なくても、低価格というセールスポイントで、東欧、ソ連や中近東で市場を

持っていた。しかしも 1988年以降のハンガリ一政府の西欧志向の政策が、東

i9 AV Rt. (¥995). 1994. 12.し. p. 5. 
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欧やソ連の市場を崩壊させる原因の一つになり、ハンガリー経済が危機に陥

っているというのは、歴史の皮肉である。

Video tonグループの経営危機への対応からわかることは、有効な民営化戦

略がなかったということである。民営化のコンセプトを作り上げるという課

題を引き受けていた JamesCapeトKPMG投資顧問会社も、時間と顧問料を費や

しただけで、実行可能なコンセプトを提示できなかった。政府は、 1990年の

夏以来、 Videotonグループを一つに保つことに努めていたが、 1991年 5月に、

分割して民営化することで動き出した。しかし、分割民営化は、結局、実現

に至らず、債権者が所有者になるという疑似的な民営化の域を出ない結果と

なった。

固有企業の資産を管理している AVUやその後継機構は、債務が膨張し続

ける固有企業を市場に投げ出し、国家資産を安売りすることによって債務か

ら解放されるという後ろ向きのプログラムしか持っていなかった。一貫した

危機管理や産業構造の再編プログラムがなく、供給力の質的・量的発展をも

たらしてきていない。

国家資産の減少をストップさせるためには、政府が新たな投資をして企業

の状態を改善する方法も考えられる。このような例として、 1980年代半ばに、

スペイン政府が、 SEAT自動車工場の状態を改善してから Volkswagenグルー

プに売却したことが挙げられる。場合によっては、投資費用の何倍もの効果

で、資産評価を上げることも可能である。

東欧における固有企業の民営化は、中古車市場に似ている。中古車の売り

手は、改造したりして付加価値を付けても、それほど評価額が上がらないこ

とを知っている。このため、せいぜい、目立った痛みの修繕を施し、洗車を

して、見栄えをよくする程度である。

しかし、ハンガリ一政府には、このようなことをする財政的な余裕もなか

った。できるだけ少ない投資額で最大の利益を得ょうとする外国の民間資本

が、自らの利益に反する行為を手助けするはずもなく、資産評価を上げるた

めに彼らの資金を当てにすることもできなかった。ハンガリ一政府は、日本

を始めとする外国で国債を発行しているが、さらに、欧州復興開発銀行のよ
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うな国際的な金融機関が、長期的な視点に立って、資金を集め、積極的に東

欧に投資することが、この地域の経済を軌道に乗せる鍵となっている。
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第 l節 万能薬でない民営化

1.民営化では問題を解決できない企業群

一部の電機メーカ一、流通、薬品といった業種で、民営化後も業績を伸ば

している企業群がある一方で、民営化では問題を解決できない企業群がある。

ハンガリー東北部のディオーシュジエールとオーズドにある製鉄所は、表 34

にあるように、 1980年代まで全製造業における売上高ランキングで 7位と 8

位を占め、 20,000人に近い従業員を抱えた大企業であった。しかし、現在は

ともに清算中で、資産状況や所有関係を整理した上で、 150億フォリントIに

上るボルショドの製鉄所の再編プログラムが適用されている。 1995年にAPV

Rt.は、オーズド製鉄所有限会社を 30億フォリントで買戻し、 1996年にディ

オーシュジエール製鉄所株式会社を 85億フォリントで買戻した。それぞれ半

分は現金で、残りの半分は公共料金の未支払分の額に芯じて国家通貨管理局

と保険会社が株式を受け取るという形で買戻された。再編プログラムのコミ

ッショナーは、“再固有化”の費用が高くついたが、形成された権利状況が国

家に不利な妥協を強いることとなり、他に方法がなかったと説明している九

第 2段階は再編で、生産活動の経済性の検討、合理化、組織および人員の

削減措置からなっている。オーズドでは、さらなる人員の削減は予定されて

いない。オーズド製鉄所は、圧延機だけが稼動していて、 1995年度は黒字と

I 1991年 7月現在で、 lフォリントは約（}.65円。

i Nepszabadsag, 1996. 4. 15. 
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表 34 1990年代に清算に追い込まれた 1980年度の売上高上位企業

売上高ランク
6 
7 
8 
14 

ClOO万Ft ) 

会社名 ｜業種

Ikarus ｜パス
オーズド製鉄所 ｜鉄鋼
ディオーシュジエール製鉄所l鉄鋼
Video ton ｜電機

出所： FigyeloKiiliinszam Top 200. t 995.より作成。

なり‘最小限に人員数を増やしている。ディオーシュジエールでは、 1995年

に資産状況を整理すると同時にかなりの人員削減が始まり、技術が更新され

ることに伴ない 1996年度末までに 1,800人を削減した。希望退職者に対する

退職金が 12億フォリント準備されている。政府は、 1996年度にさらに 10倍、

フォリントずつ二つの製鉄所に開発援助資金を提供した。この資金で、オー

ズドでは棒鋼圧延機を、ディオーシュジエールでは最終処理工程を近代化し

た。両方とも生産能力を高めるのではなく、品質を改善し競争力を高めるた

めの投資であった九

APV Rt.によるオーズドのミニ製鉄所の建設の入札が失敗したため、オー

ズド製鉄所は、 15億フォリントに上る国家の支援を受けられなくなってしま

った。オーズド製鉄所は、以前、イタリアやドイツの企業と自社株式売却の

交渉を進めていたが、外資の姿勢は、投資は民営化が終わってからというも

のであった九 1997年に、オーズド製鉄所はドイツ企業に売却されたが、う

まくいかず、さらにスロヴァキア企業に転売された。

コミッショナーは、現状ではこの地域に国家の支援で二つの製鉄能力を維

持するのは理に適わず、十分な経済性に関する検討の結果、ディオーシュジ

エールを引き続き開発することが現実的であると判断している。ディオーシ

ュジエールでは、 1996年秋に高炉を止め、伝統的な銑鉄生産を打ち切り、そ

3 Nepszabadsag. 1996. 4. 15 

l ibid. 
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の代わりに、鉄屑を再使用する転炉による生産に切り替える。その前提条件

となる鉄屑の選別・受入工場の建設には、政府の決定に基き 6億フォリント

が投じられる。ディオーシュジエールで稼動している製鉄所は、ディオーシ

ュジエールで必要とされる量以上に、オーズド、シャルゴータリャーンやチ

エベルの圧延工場にも粗鋼を供給する能力は持っていない。製品輸入は囲内

生産より高くつくため、政府は 12億フォリントを拠出し、鋳塊供給センター

と隣接した製鉄所をディオーシュジエールに建設するという計画を立ててい

る50 

この計画が実現すれば、ディオーシュジエールで 3,000人の従業員と 50

万トンの鉄鋼生産や部分的な加工能力を持つことになる。しかし、コミッシ

ョナーによれば、この人員数は同レベルの生産規模を持った西欧の製鉄所よ

りまだ多いので、 2-3年の内に職能訓練や起業家を育成することによって、

国際的な水準に人員数を減少させる必要があるとしている。こうした再編プ

ログラムでボルショド地域の残りの製鉄所を 5-8年で再建させ、この地域に

対する外国資本の関心が高まることが期待されている。ディオーシュジエー

ルの高炉の停止で不必要となる Borsodi Erce I okeszito Muvek （ポルショド

選鉱事業所）の閉鎖によって、さらに 600人の失業者が出る。整備されたイ

ンフラストラクチャーをもとに、多方面に渡る工業団地を造成することによ

り、失業者に雇用機会を与えることが検討されている九

1994年のハンガリ一社会党の政権復帰以降、1995年からショック療法を適

用し、政府が破産の縁にある企業を救済するということが避けられてきたが、

オーズド製鉄所有限会社とディオーシュジエール製鉄所株式会社を APVRt. 

が買戻し、再編をし始めたことや、 Ikarusを倒産させるのではなく、部品納

入業者たちと債権者がコンソーシアムを形成し、 Ikarusの民営化に参加する

作業が開始されたことは、これまでの民営化方針の重大な方向転換である。

ー ibid.

' ibid. 
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2.民営化で生産が低下し続ける企業群

外資が株式を取得した場合、外資が新たな設備投資をするという好条件の

ものばかりではない。たとえば、韓国の LGの子会社が 49%の持株比率を有

することになった合成樹脂加工メーカーの Pannonplast（パンノンプラスト）

では、それまでの旧東強製の機械が処分され、それよりも性能が悪く使い古

した機械が韓国から船で持ち込まれ、生産能力が低下した。従業員も 1,200 

人から 220人に削減され、雇用機会が奪われた。 1995年の春には 3週間に渡

って工場は休止している。 LGの子会社は合成樹脂加工を本格的に行うつもり

がなく、親会社である LGの製品を西ヨーロッパに向けて発送する基地として

のみ活用する意図を持っているようである九

図 6は、売上高上位の民間企業および民営化企業の売上高営業利益率の推

移を示しているが、 1989年からの急落が 1993年に底を打ち、回復傾向を示

す企業が多いなか、 Ikarus、アルコアーケフェーム・セーケシュフェヘルヴ

アール軽金属、プダベスト電力株式会社、北ハンガリー送配電株式会社、 ト

ランスティサ配電株式会社などの業績が、引き続き悪化していることを示し

ている。

ハンガリーは、コメコン時代、国際分業のため乗用車は輸入し、トラック

とパスを生産し輸出してきたが、コメコンの解体後、それまでの市場を失い、

深刻な経営危機に見舞われた。欧州通貨統合という新たな国際化の波の中で、

ハンガリーにおけるトラックとパス生産の経営環境は激変している。

ハンガリー製造業の“旗艦”であった Ikarusは、コメコン市場の解体で破

滅的な財務状態となっている。 Ikarusの債務は、借入金の金利だけで 25億

フォリントあり、所得税、社会保険、その他国家に対する債務が2億フォリ

ントに上っている。しかし、 Ikarus本体で 3.000入、子会社で 2.300入、周

辺産業を含めれば、 15.000-20. 000人に職を与えていて、簡単に倒産させる

1 1995年B月6目、 Pannonolaslの従業員の筆者に対する談話．
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図6売上高上位民間・民営化企業の売上高営業利益率
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わけにはいかない。西欧諸国でも戦略的な自動車産業を守るために政府が支

援したように、ハンガリーでも政府支援が期待されるところだが、ほとんど
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の企業が同様の状態にある中で、財政赤字に苦しむハンガリ一政府が Ikarus

救済に乗り出すには一大決心が必要であった。

1991年に清算の瀬戸際から株式会社として存続させた際、株主たちは互い

に損失を被った。 5000万ドルで株式の 31%を取得したロシア企業の Atex 

は、さらに株式を買増すオプションと 4分の 3の決定権を握ることと引き換

えに、毎年 6,000台（20%の利益をもたらす）のパスの注文を約束していた。

At exは、 Videotonなどの大株主であるデムヤーン・シャーンドルが社長をし

ている中欧投資会社が推薦していたもので、同時に推薦していたより好まし

いと思われた台湾の資本は参入できなかった。この投資会社は、その後、数%

の持株をハンガリ一信用銀行に譲渡したが、 Ikarusの周りにはデムヤーンの

影が常にあった。 62%の株式持分があったハンガリ一国家は、生産手段、不

動産、ライセンスだけではなく、清算費用も含む債務をも新会社に引き継が

せたが、事前に Atexに伝えてなかったため、国家の名の下で設置された民営

化機構である APVRt. との関係悪化を引き起こす原因となった。こうして

Ikarusは、 115億フォリント（よく見積もって）の資産に対して 150億フオ

リントの債務とともに、年 8,000台の生産能力をもってスター卜した。政府

は、 13の戦略企業を指定し、 Ikarusをそのーっとして 300憧フォリントに相

当する外貨信用を与えるなどして支援したが、そのまま銀行の債務返済に消

えてしまい、改革は行われなかった。 Atexは約束していた年 6,000台の注文

の 10分の lも確保することができず、現在の刊IS諸国向けの年 600台の注文

もAtexが確保したものではなかった九

世界銀行によって組織された NIS諸国内での入札では、 Ikarusが品質的に

もそこそこの物でもっとも安い価格で落札したが、形式的な理由から再入札

とされ、最終的にはMercedesが落札するということなどもあり、不運が 世

界銀行によって組織された NIS諸国内での入札では、 Ikarusが品質的にもそ

こそこの物でもっとも安い価格で落札したが、形式的な理由から再入札とさ

れ、最終的にはMercedesが落札するということなどもあり、不運が続いた。

8 Ntfpszabads8g, 1996‘10. 19. 
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1993年に 3,052台、 1995年に 1,200台、 1996年には損益分岐点の 1.300 

台を大幅に下回る 800台の販売に急落し、単年度の赤字が 30億フォリントを

超え、 60億フォリント以上が部品納入業者に未払いになっていた。運転資金

も不足し、春と夏に 2度に渡って生産はストップした。 Ikarusは債務超過に

陥っていて、 1995年8月 l日付けで 503人を解雇した。さらに年内に 900入、

翌年に I.000人解雇し、 2.500人の従業員を残す予定である九

Ikarusの筆頭株主であるArvRt.は、 1995年以来 lkarusのリストラに取
組みはじめ、その執行者として企業の危機管理の経験をもち大学講師をして

いたアンジャル・アーダムを lkarusのトップにすえ、速やかな民営化によっ

て財務面で大蛇を振るうことを期待していた。しかし、 Atexはこの方針を拒

否した。アンジャルは、 1996年の始めに、パス生産をより近代的なセーケシ

ュフェヘルヴアール工場に統合して売却し、プダベストのマーチャーシュフ

ェルド工場を工業団地として機能させ、過剰な生産手段を売却することを提

案した。

1996年始めにはarusの株式の 80%に対する国際入札が行われたが、応札し

た6グループのうち 5グループは形式的な理由で無効となり、残りの 1グル

ープはデムヤーンをパックに Jkarusのそれまでの経営陣によって構成され

ていたが、 92億フォリントに上る入札価格を支払う能力はなかった。 Atex 

は二つの工場をまとめて売却することに固執していたが、アンジャル；案を支

持していた民営化の顧問会社の Emst and Youngが、セーケシュフェヘルヴ

アール工場には買手が見つかるが、マーチャーシュフェルド工場には見つか

らないという見解を示していて対立していた。 Atexは lkarusに投資した資

金を回収したいという願望をもっていたので、 APVRt.は数 10億フォリント

に上る様々な企業の掠式を Atexに提供することで Ikarusから撤退してもら

うことを提案したが、直前になって撤回してしまったので余計に関係がこじ

れることとなったl九部品納入業者たちにとっても、新しいオーナーが引続

9 Nepszabadstig, 1995. 8. 9. 

IO ibid. 
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き圏内で部品を調達してくれる保証がないので、売却に反対していた。

1992年に Mercedesが買収をもちかけてきた時に、当時の民営化担当者た

ちは、 Mercedesは Ikarusの工場を閉鎖するためにだけ買収すると考え拒否

したため、 Mercedesはトルコで工場を買収した。一方、 RABAは、 Ikarusの

セーケシュフェヘルヴアール工場を買取る用意があった。アンジャルは、1996

年の春に再びVolvoとコンタクトをもっていたが、安い製品でNIS諸国に進

出するために 70億フォリントでセーケシュフェヘルヴアール工場を購入す

る用意が示されていたII。コストの安いトルコで生産している Mercedesのパ

スには、いくら高品質のVolvoのパスであっても NIS市場では太万打ちでき

なかったからである。この問、アンジャルはVolvoに金で買収されたから清

算に突き進み、できるだけ安く売却しようとしているといった噂が流れたり

していた。

当時のシュフマン民営化相は、部品納入業者の職場を維持することを重視

し、 3度も APVRt.で部品納入業者たちと会合をもち、アンジャルのやり方

では 300億フォリントに上る損失が生じるとして、部品納入業者が協力して

受皿となるよう働きかけた12。債権者が所有者となる方法は、 Videotonが民

営化された時にとられた方法と同じで、新たな資本や技術の疏入を伴なわず、

Ikarusの経営状態の改善につながる可能性は低かったが、圏内の利害集団と

At exは、夏頃、再びデムヤーンの紹介でセーレシュ・ガーポルという人物を

見出した。

ポッシャーニによれば、ホルン首相の介入で、 Ikarusは国庫からの支出で

再建されるという見込みが生まれたという。 Atexは他の議決権保持者ととも

に、 1996年8月に、アンジャルを解任した。セーレシュは、 Videotonの代表

取締役であると同時に、ハンガリー製造業者連盟の会長でもあり、ロシアの

製造業者とも広い人脈があった。 Atexは、 1.I 00万ドルで株式を売り戻し株

式持分を 10%に減らす代わりに、セーレシュを代表取締役に据えることを要

11 Nepszabads8g, 1995. 8. 9 

tl ibid. 

148 



第 l節万能薬でない民営化

求し、 9月の終わりに、 APVRt.の推薦でセーレシュが代表取締役に選ばれた。

通産省のグラーチ・ガーポル事務次官代理は、地方のパス運行会社である

Vol anとプダベストのパス運行会社であるBKVが車両を更新する際に、Ikarus 

に発注することに支持を表明した。 Volanの車両の平均使用年数は ll年とな

っていて、少なくとも 600台の新しいパスが必要で、 BKVには 200台の新し

いパスが必要となっている。 NIS諸国も Ikarusのパスを必要としている130 

セーレシュは、 IkarusをVideotonのように持株会社とし、二つの工場を

独立させ、マーチャーシュフェルド工場を工業団地に再編すれば、 Volvo、

Scani aや Mercedesといった世界的な企業が進出してくれるという期待をも

っていた。セーレシュは、世銀グループの IFCから投資を獲得し、ポッシャ

ーニによれば、さらに 20億フォリントの政府援助を要請していた。これは、

これまでの政府に対する債務を帳消しにし、増資を行い、 Volanや BKVがパ

スを国費で発注し支援することを意味した。また、セーレシュが主催するコ

ンソーシアムが Ika1・usの資産管理を請負い、報酬は lkarusの株式で 51%の

持分まで支払われるというものであったI＼国のお金でセーレシュはさらに

資産を増やすことになる。固有資産を資産管理もしくは民営化に伴う様々な

成功報酬として、利益の 10%以上を報酬として与えるというようなことが横

行し問題となっているが15、セーレシュの場合も株式の過半数を取得可能に

させるというお手盛りの国有資産の不当取得といえる。

ポッシャーニの批判に対してセーレシュ新社長は、 1996年度は 800台のパ

スしか生産せず、 13億 5,000万フォリントしか売上げがなかったのに対し、

1997年度は債務に対する l年間のモラトリウムを求めるが、国の援助や 30

億フォリントのハンガリ一信用銀行融資に対する政府の債務保証を求めるこ

となく、社会保険の滞納をポスト銀行の支援で返済し、財務省債券金利の放

棄を求めることなく、年間 2.000 -3, 000台生産し、 450-550億フォリント

13 ibid .. 1996. JO. 19. 

14 ibid. 

15詳細は．第4章第 l節第 6項や第 5章第 3節を参照。
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の売上げを達成すると言明した。人員削減については、管理部門だけで、生

産部門ではさらに 500-700人を採用するとした。この強気の見通しは、リー

スの導入と日本輸出入銀行からの 1億 5,000万ドルの融資で、ベテルスプル

グでパス 250台、 2,700万ドルに上る契約を結んだことに基づいている。さ

らに、トゥシノから 800台、キーロフから 500台、クルガーンから 200台、

サマラ地方から 200台、他の NIS市場からも注文がきている16。セーレシュ

には、 l銭も投資することなく、 Ikarusの収益から Ikarusを何年か後に買取

るという思惑があったと思われるが、 1997年6月に、政府がAPVRt.が所有

している Ikarusの株式の 64%を売却するよう指示したため、セーレシュも

自らが組織したコンソーシアムで入札に参加することになった170

ポッシャーニは、アンジャルのやり方なら 3分の lの国の支援で閉じ結果

を得られた18としているが、試算根拠は示されておらず、いずれにしても

Ikarus単体での解決方法には限界があると思われる。

資本力のある多国籍企業は、企業救済の目的で投資することは少なく、半

完成品を製造する工場は新規投資で賄い、企業買収に基づいた投資は、むし

ろ完成品の製造が行われ、購買市場が完全に圏内市場である企業に対して行

われている 190 この場合も、業績や財務内容がよいことが条件となり、一握

りのこれらの優良企業は、民営化する以前から業績がよかった企業群で、民

営化後も業績を伸ばしている。しかし、他の多くの Ikarusのような完成品メ

ーカーは、民営化後も生産が低下し続け、経営危機が続いている。

3.民営化による公共料金の高騰

大規模民営化の前の 1995年の 8月に、電気・ガス料金について大幅な値上

16 Nepszabadstig, 1996. 10. 28. 

11 ibid .. 1997. 6. 30. 

1 s ibid. , I 9 9 6. 10. 19. 

19 Ti:ir凸k(l994).. p. 886. 
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げとなる 3段階の価格改定に関する政府決定が行われた。第3段階の価格改

定は、実際のコストの他に 8%の利益を確保しようとするもので、 33%の電気

料金の値上げと 22%以上のガス料金の値上げが、1996年 JO月に行われる予定

であった。しかし、インフレを抑え込むためとして、値上げは、 1997年の l

月に延期された。実質的な生活水準が低下してきているため、世論の反発が

激しく、政治的に配嘩されたものであった。

しかし、エネルギー産業の新オーナーたちは、公然と圧力行動を開始し、

Demasz （南ハンガリー送配電株式会社）やEDASZ（北トランスダニュープ送

配電株式会社）のオーナーとなったフランスの電力会社である Electrici te 

de Franceは、プダベスト以外に自国政府をも動かして、エネルギー・セク

ターの民営化の際に約束されていた通りに、エネルギー会社のコストに比例

してハンガリーで価格を設定するよう求めた200 

Kogaz ＜中部ハンガリー・ガス供給株式会社）や Dedasz（南トランスダニ

ュープ送配電株式会社）のオーナーとなったドイツの電力会社である

Bayernwerkは、ハンガリ一国家を告訴すると脅した。 Dunamenlieromu （ド

ナウ流域発電所）のオーナーとなったベルギーの電力会社である Traclabel 

は、 APVRt.が株式を買い戻すよう民営化計画の解消を要求した。ほとんど

の企業が、利益がもたらされないのであれば、開発をする資金を調達できな

いとして‘計画されていた投資の延期や破棄で脅迫した。解雇が計画され、

1997年に正常に賃金を支払おうとしなかった。このような状況の中では、エ

ネルギーの安定供給が困難になりかねなかった。 TiszaiEromu cティサ発電

所）の新オーナーは、雇用の維持義務を引き受けていたが、 5.000人の従業

員の半分以上は過剰と判断していて、契約の精神に反し、自主退職者に対し

て、従業員に割り増し退職金、 10,0007ォリントの再スタート資金や、技能

修得支援を提示し、従業員の半分はこれに応じた。多くの新オーナーは、パ

ートナーに取得した株式の一部を売却しようとした九

20 Magyar Hfr/ap, 1996.11.18. 

21 Vos zka (1997). . p. 414. 
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電力会社やガス会社が民営化されたことに伴い、 3度に渡って利用料金が

引き上げられ、ほぽ西欧諸国と同水準の光熱費を支払わなければならなくな

ったが、国民 l人当たり GDPが4,343ドルのハンガリーでは、支払い能力を

超えてしまった世帯が続出し、冬季に地域集中暖房が供給されない地域が出

現した。

ハンガリーの東北にあるポルショド郡は、ディオーシュジエールと才一ズ

ドにある製鉄所を中心とした重化学工業が主要な産業で、深刻な経済危機に

見舞われている。 1996年のヨーロッパの冬は例年になく厳しかったが、オー

ズドの団地ではすでに 1996年のシーズンの終盤に地域集中暖房が供給され

なかった。予備の暖房のための上乗せ料金の支払いを醤約した署名簿を提出

した住民には暖房が供給されたが、 3分の lの住民には支払能力がなく、暖

房無しで冬を越したのである叱

コストを負担できる程度に供給を減らすということでは、社会インフラが

衰退し、経済発展の土台が崩れてしまう。人々が健康に生活し生産活動に従

事できる環境を整えなければ、経済の再建はおぼつかない。これまでの低料

金政策によって消費の過多が習慣化しているので、徐々に価格の引き上げを

行い、コスト意識を身に付けさせるべきだという議論もあるが、所得が増え

ていかないなかで、光熱費だけで平均的な所得の3分の 1、場合によっては

2分の lも占めるようになっている。すでに食費と光熱費を切りつめられる

だけ切りつめ、人々の耐乏生活は長くなっている。単に社会の一部の人々の

問題として、直接的な補助金を支給することによって解決される問題ではな

い。年金生活者の年金を大幅に引き上げ、雇用機会を創出し所得を保証する

だけではなく、全国的に所得水準を引き上げることができないのであれば、

政府が公共料金を低く押えるための方策をとるべきであろう。そうしなけれ

ば、下降サイクルから抜け出すことがより困難になる。

民営化によって、新たに対立関係が生じるということもある。プダベスト

から 20kmほどドナウ川に沿って南下したサーズハロムバッタに、石油コンビ

u Nepszabadsag, 1996. 4. 19. 
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ナートがある。石油精製所とエネルギーを供給する DunamentiEr<5mu （ドナ

ウ流域尭電所）が 1960年代に建設され、石油精製施設が火力発電所に必要な

石油を供給するというシステムで、固有企業の時代は何の問題もなく運営さ

れてきた。しかし、民営化で、石油精製所は MoI Rt. （ハンガリ一石油ガス

産業株式会社）に所属することとなり、ドナウ流域発電所はベルギーの民間

企業によって株式の一部を所有されることとなった。

Mo I Rt.が 43%の石油製品価格の値上げを決定してから、 MoI Rt.とドナウ

流域発電所との関係は悪化した。 1995年9月1日からガス料金と電気料金が

8%引き上げられ、第 2渡として 1996年 3月からガス料金がさらに 25%、電

気料金がさらには%引き上げられ、第 3波として 1997年 l月にインフレー

ションに見合う引き上げが行われた。これは、電気料金の引き上げが石油製

品価格の値上げに追いついていないので、電力会社が赤字になってしまうこ

とに起因する。

ドナウ流域発電所の代表取締役は、 MoI Rt.は独占企業で、この独占状態を

利用し、国際市場価格より 10%も高く石油を売ろうとしていると反発してい

る。これに対し、 MoI Rt.の代表取締役代理は、電力会社は 1996年 10月の料

金引き上げを前にして、発電コストが検討される際、できるだけ高いコスト

を示したいがための前哨戦として不満を表明しているのであって、 MoI Rt. 

は 1996年度も実際にハンガリーで手に入れられる輸入石油の価格より 15『

20%安く供給しているとしている叱

ドナウ流域発電所は MoI Rt.から 200億フォリントに上るガスと重油を購

入している。ドナウ流域発電所のシステムは、重油でもガスでも発電できる

システムになっているが、 MoI Rt.がガスの量を制限する時に限って重油を使

用することになっていて、 1996年 3月末までの契約では、 MoI Rt.にはガス

の量を制限する権利があるが、その代わり同じ価格で重油を供給することに

なっていた。ドナウ涜域発電所に不安を抱かせているのは、 MoI R L.がサーズ

ハロムバッタの精製所で精製品の増産を計画しているにもかかわらず、発電

13 Nepszabadsag, 1996. 4. 11 
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所に供給されるべき重油の量が少なくなるということであるヘ

このように民営化によって、各企業が自らの利益を中心に追求するように

なり、大幅な価格引き上げが行われ、お互いの首を絞めあうという弊害も生

じている。

4.民間ベースのインフラ整備の限界

欧州復興開発銀行（EBRD）の融資で民間セクターの BuiId Operate Transfer 

(BOT）で建設された高速道路は、建設コストや運営コストが、そのまま利用料

金に反映されるため、利用が少なく、運営会社が破産状態に陥っているケー

スも出現している叱

ロツ・カーロイ交通・情報・水利相によれば、国際金融機関が投資に参加

するためには、国際的に適用されているように、資金の 20-25%を政府が負

担する必要があり、 1997年度予算でインフラ整舗に 400億フォリント計上さ

れた。ロツ大臣は、 1997年度も、ハンガリーのインフラ整備に民間資本の参

加を期待している。汎ヨーロッパ交通会議で採択された交通路のうち、 3本

の建設がハンガリーの課題となっている。ベルリンープラハーブラチスラヴ

ァーブダベストーテサロニキーイスタンプールの第4交通路の一部分として、

Ml高速道路の国境までの区聞が BOTベースで完成し、同様に BOTでM5も建

設されている。交通路に属するものとして、プダベストーヘジェシュハロム

聞の鉄道の近代化も、 1997年度に終了する。 EU5回廊の重要な区間を、 M7と

M3および、スロヴェニアとハンガリー聞の鉄道が構成する。第 7通路として、

ドナウ川の船舶航路の確保も課題となっている26。

1996年度末のハンガリーにおける高速道路は、総延長で約 350kmであるが、

国会で採択された国境までの高速道路網を完成させるという目標の実現には、

u Nepszllo11dstig. 1996. 4. 11. 

25 ibid. 

2& ibid .. 1996. 9. 18.付属資料のハンガリ一地図を参照。
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毎年 400億フォリントを投じ、 65kmずつ、合計 650回を建設しなければなら

ない。これは、 30年以内に現在の自動車の数が倍増し、 2030年には国民の 2

人に l人が自家用車を持つようになると予測され、さらに 1,500万台のトラ

ンジットや外国人旅行者の車を計算に入れなければならないからである。

Mlのプダベストーへジエシュハロム聞が 1996年 l月4日に完成し、 Mlを

ライカを通ってプラチスラヴァと結ぶM15は、モションマジャルオーヴアー

ルーライカ聞を 1995年度に着工し、両方とも、 BOTベースで EIs~ Magyar 

Koncesszios Aut6palya Rt. （第 lコンセッション自動車道路株式会社、以下、

ELMKA Rt. ）が、 370億フォリントの民間資本で建設している。ハンガリ一政

府は、土地収容に合わせて 10億フォリントを保証したが、施工にも、現金や

保証引受にも関わっておらず、全リスクをELMKARt.が負っている27o ELMKA Rt. 

は、借入れの返済義務を達成するために、契約で許されている最大限の利用

料金に近い金額を設定せざるをえない。しかし、乗用車で lMにつき 247オ

リント、最長区間で I,000フォリントという料金は、ハンガリ一国民に受け

容れられていないといえる。 ELMKARt.社長によれば、 Mlの利用は、事前予

測より低く、開設以来 IOヵ月の平均で、 1日につき 7,000台で、夏期のピー

クには1日につき 18,000台の利用があった。地理的な理由もあって利用者の

75-80%は外国人である。高速道路周辺の住民は、期限が l年聞の半額カード

を購入することができ、住所にかかわらず誰もが期限が 3ヵ月の 25%割引カ

ードを購入することができる。交通科学研究所のデータによれば、 Ikm当た

りの利用料金は、 MIがヨーロッパで一番高い280 

ハンガリ一人利用者の不満から訴訟となり、 IトII I区裁判所の 1996年 lI 

月 19日の判決は、 Mlのサービスと便益の価値の差が著しく大きく問、道路使

27 ibid .. 1996. IL 6. 

2S ibid. 

29 日本の場合は、通行文は利用により通常受ける利益の限度を超えないこと（特締法 ll条 2

項）という便益主義の原則を設け、通常受ける利益は‘車両の運転費（燃料費．オイル費、タ

イヤ・チュープ費、修繕費、償却費、人件費等）．輸送費、旅行費‘荷役費．穣卸費、包装費
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用契約は無効としている。裁判所は、国際比較から lkm当たりの利用料金を

11 7ォリントに最大 20%を上乗せしたものとし、ジエールーへジェシュハロ

ム聞の 43kmの区間料金は 5507ォリントが妥当であるとし、払い戻しを言い

渡している。判決は、 Mlと同区間を走っている国道 10号に利用者の 60%が

流れ、 Mlの利用者の 80%が外国人で、 Mlを回避し国道 10号を利用している

者の 70%がハンガリ一人であることからも、Mlの利用料金が高いことを物語

っているとした。 ELMKARし側は、料金は固と結ばれた契約で決められている

もので、 Mlは国の援助なく建設され、諸外国の公的援助で建設された高速道

路と料金を比較することはできないとして控訴を検討している叱

ELMKA Rt.に与えられた融資を回RDを中心とする国際金融機関コンソーシ

アムが撤回すれば、 ELMKARt.は倒産する。 Ml5建設に融資している国際金融

機関コンソーシアムは、裁判所の判決を受けて、 3ヵ月間に渡って支払いを

停止した。交通・情報・水利省は、建設がストップすれば、契約違反と見な

す構えである。しかし、もとはといえば、国民 l人当たり GDPが4,343ドル

しかない国で、政府が、土地収容で 10億フォリントを保証しただけで、施工

にも、現金や保証引受にも関わっていないことが問題であったといえる。1996

年度 i年間の Mlの利用車数は、 230万車で、 ELMKARt.の 1996年度の支出の

48%は利払い、 35%は建設費、 8%は運営費であった。収入の 33%は徴収料

金、 67%は信用供与によるものであった310 

M3のプダベストージェンジェシュ問は完成している。この区間の修復とジ

ェンジェシューポルガール聞の建設は、 Eszakkelet-magyarorszagi

等について通常節約することのできる額とされている（特措法令 1条の 7第 l項）。また、有

料道路の料金決定には、借入金の償還を第一義とし、料金徴収期問、推定交通量等を勘案して、

料金徴収総額を総費用と等しくする（道路整備特別措置施行令 I条の 6）という償却主義の原

則とともに、他の公共輸送機関の料金との均衡等、社会的に公正妥当である料金の額が定めら

れる（特措法 lI 条 l項）という公正妥当主義の原則を設けている。

30 Nepszabadsag, 1996. l l. 20. 

3! ibid .. 1997. 2. 4. 
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Aut6palya Fei Ieszto es Dzemel teto Rt.＜東北ハンガリー自動車道路開発運

営株式会社、以下、 EKMARt.）が行っている。ここでは、国による利用料金シ

ステムの適用が計画され、 1997年9月30日までに、プダベストージエンジ

ェシュ聞が修復され、 1998年8月までにフュゼシュアポこまでの区聞が完成

される。この M3高速道路では、乗用車で lkmにつき 9.50 7ォリント（消費

税抜き）に設定することが計画されている。 M5の修復と延長は、 Alfold 

Koncesszi6s Aut6palya Rt. （大平原コンセッション自動車道路株式会社、以

下、 AKARt. ）が、 710億フォリントの民間資本で行っていて、 BOT契約の枠内

で、ハンガリ一政府は、すでに存在している MO以外の国が建設した高速道路

の管理を AKARt.に任せ、 M5のウーイハルチャーンーケチケメート聞の 30加

の対向車韓が、 1996年度末までに完成した。これに伴い、 MO－ケチケメート

聞の利用料金として、乗用車で 1kmにつき 127ォリント（消費税抜き）を払

わなければならない。ケチケメート南ーキシュクンフェールエジハーザ南聞

の24kmは、 1998年6月末固までに完成する。 M5は、 2003年までに国境のレ

スケまで建設される。 M7はE7となり、 M3とともに、トリエステーキエフ交

通路の部分として、ヨーロッパの道路網の重要な部分を構成する。交通・情

報・水利省は、現存のザマルディまでの区間の修復と、パラトンケレストウ

ールまでの延長建設を BOT形式での国際入札を公示した。入札が成功裏に行

われれば、作業は 1997年の終わりか 1998年の始めに開始される。交通・情

報・水利省主任顧問・公道部長によれば、新たにドナウ川に橋を架け、ハン

ガリーの南部地方である南トランスダニュープ地方と大平原を直接東西に結

ぶ M9の建設も計画されている叱

EKMA Rt.や AKARt.も、 ELMKARt.と同様な環境で事業を行っているため、

ELMKA Rt.に対する判決は、これら民間ベースの BOT事業に影響を与えるのは

必至である。M5の周辺住民は、プダベストからケチケメートまでの料金の 850

フォリントを高すぎるとしていて、開通式にも周辺地方自治体の市長たちの

多くが、高い料金に抗議して参加しなかった。ケチケメート市長は、ケチケ

ll ibid., 1996.11. 6. 
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メートとその周辺住民に 50%の割引を要求したが、合意に至らず33、1997年

3月 i日から野菜生産者が Z5-30%の割引を受けられることになりへさらに

実質的な料金引き下げを検討せざるをえない。

これらのことは、国民 l人当たり GDPが4,343ドルのハンガリーでは、公

共部門から政府が撤退してしまえば、国民生活は破壊され、また、民間の運

営会社の経営も成り立たないことを示している。受益者負担の原則がよく主

張されるが、受益者は直接の利用者や施設周辺の住民だけではなく、間接的

に圏全体が受益者であるので、直接の利用者や施設周辺の住民だけにコスト

を負担させるのは適切ではない。巨額の建設コストのかかる社会インフラ整

備は、特に国民 1人当たり GDPが低い国々において、直接の利用者や施設周

辺の住民だけに負担させるプランでは、事業計画そのものが成り立たず、正

に政府の積極的な役割が発揮されるべき分野である。

5.企業ベースの公害対策の限界

1995年に各地域の環境保護監督局は、許容範囲を越えた騒音、廃棄物の不

適正な保管、大気の汚染、排水の投棄をしている企業に、合計 15億フォリン

トの罰金を支払うよう命じている。しかし、罰金は金額が低いこともあって、

問題を防止する力はない。大気汚染や騒音に対する罰金の金額は、この 10

年間変わっていない。廃棄物による汚染に対する罰金は、 1992年以来、それ

までの倍額となり、 1995年以来、排水を投棄している企業にも適用されてい

る。しかし、これでもまだ汚染をなくしたり減らしたりするより、罰金を払

った方が簡単で安上がりという状況であるお。

ハンガリーでは、老朽化した自動車の排気ガスとともに、エネルギー産業

が最大の大気汚染を起こしている。 WHOによれば、ハンガリーの国土の 12%

33 Nepszabadstig, 1996. 12. 21. 

J; j biι，1996.2.7. 

JS ibid., ¥ 996. 4. 9. 
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で大気が深刻な汚染に見舞われている。これらは人口が集中した工業地域で、

人口の 55%がこの地域に居住している。プダベストでは、もっとも環境汚染

を引き起こしている業種として、化学、皮革加工、織物、表面処理、鍍金な

どが、油、塩分、重金属、溶剤、硫酸や銅化合物などを含んだ汚染水を下水

に流している。もっとも汚染が進んだ地域は、ウーイベスト、アンジャルフ

ェルド、フェレンツヴァーロシュやベストの南部地域である叱

1995年度に最高額の罰金支払いが命じられたのは、オロスラーニの石康火

力発電所であった。許容量を大幅に越えた亜硫酸ガスや二酸化物質の放出の

ため、 l億 8.800万フォリントの罰金が科せられた。オロスラーニの火力発

電所は、 35年前に建築され、 1960年代初めの技術水準のままで発電している。

火力発電所は手抜きのために大気汚染をしているのではなく、脱硫装置を設

置するためにかかる 100億フォリントがないため、やむおえず罰金を払い続

けているのである。オロスラーニの火力発電所では、一定の品質の燃料しか

使用できないが、 10-20億フォリントの投資で、どんな種類の石炭をも使用

でき、汚染を半減させるという方法もあるが、これに対する資金も企業には

ない370 

ステップ・パイ・ステップで、できるものから徐々にやる必要がある。日

本でも、まず大規模のもの、次に中規模のもの、その次に小規模のもの、最

後に総量規制をしている。最初からでは諦めてしまう。一般に、中央政府よ

り地方自治体の方が先に取り組み始める。途上国では、民間ベースで公害対

策が行われれば、費用が直接利用料金に上乗せされ、利用者の支払能力を超

えてしまうので、国際金融機関の低利の長期融資を途上国政府が活用する方

がよいと思われる。

36 ibid .. 1996. 4. 9. 

37 ibid. 
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6.民営化で不正に取得される固有資産

東欧・ NI 5の民営化やコーポレート・ガパナンスの専門家であるフリドマ

ンとラパチンスキは、「責任のある立場のインサイダーが、経験のある経営者

たちであるハンガリーとちがって、ポーランドの企業は、労働者によって支

配されていて、インサイダー・コントロールの潜在的な危険は、その分より

大きかったJ”としている。しかし、多数の労働者より少数の経営者たちに

よるインサーダー・コントロールの実質的な損害の方が大きかったといえる

のではないだろうか。民営化の際に会社の資産が横領され．民営化後、会社

にはほとんど資産が残らず赤字だけが残るというケースも頻発している。

民間銀行第 l号であったYbl（イプル）銀行の経営陣は、 1992年4月7日

と6月23日の間に、銀行活動に関する法規に抵触して自分たちの事業である

「へプタ・グループ」に属する複数の会社に、返済能力のないことがわかっ

ていながら融資を行い、銀行を破産させ、顧客に損害を与えた。イブル銀行

に対する損害額は、 30億フォリント以上で‘イプル銀行は 1992年 6月に支

払い不能に陥った。ブダベスト中央区裁判所は、イブル銀行の経営陣に背任

罪と私文書哩造の罪で4年の実刑判決を言い麗している390 

ハンガリ一国立担行は、 1994年3月に Agro（農業）銀行がE-hite lに関

して過剰な融資をしていることに気づき、調査を開始したへ 1994年 10月15

目、警察は農業銀行の前代表取締役と元頭取を、 20億フォリントの架空の増

資と与信規定の違反容疑で身柄を拘束した。裁判は、 1996年4月に首都裁判

所で始まった。前代表取締役と元頭取の収賄罪が問われている。検察による

と、両被告はE-hite lを与える際に、農業銀行と利害関係がある第三者の法

人に民営化される固有資産の一部分を譲渡するという条件を飲んだ者だけが

38 Frydman, Rapaczynski(J994)., p. 159. 

39ibid., 1996.12.4. 

4G Nepszbadsag, 1996. I z. I Z. 
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融資を受けられるよう銀行の内部規定を変更していたへ元頭取は、利害関

係のあるグループ企業が農業銀行から受けた融資で農業銀行の増資を行い、

過半数の株式を聾得しているペこの後、農業銀行は経営危機に陥り、 Mezo

（農地）銀行に吸収合併された。

1994年5月の総選挙で勝利したハンガリ一社会党と自由民主同盟の連合政

権のポクロシュ財務相はショック療法を適用したが、「社会保険基金の不在、

指揮や責任の取り方の変則さのためにJ43＇すなわちショック療法による国

民の不満の高まりから、 1996年2月に財務相を辞任していた。ポクロシュ元

財務相は、ハンガリ一国立銀行から分離された商業銀行のブダベスト銀行の

頭取も務めていた。 1995年 12月の民営化契約で、 1997年度と 1998年度に、

買い手が望むならば、各年度に 41倍、2.500万フォリントとフォリントの切り

下げによって生じる差額分を国が買い戻す保証をし、プダベスト銀行の株価

が半値以下になった場合には、国が 1999年末までにプダベスト銀行の株式を

買い戻し、 1995年度の銀行の利益が買い手のものになる”という都合のよい

内容を盛り込んでいた。ブダベスト銀行の民営化に関するこれら不適切な契

約内容について、後任のメジェッシ財務相から非難を受け改めさせられてい

る。

かつてのマンモス国営企業で民営化によって経営陣と従業員によって株式

の過半数が所有されていた食品卸の Al品ld Fuszer t Rt. ＜大平原食料雑貨株

式会社）では、民営化の際に、会社資産の大部分を新たに個人的に設立され

た会社である MegaPlusz Kf t. （メガ・プルス有限会社）に勝手に割り当て

てしまい、 APVRt.および複数の債権者の告発で警察の捜査を受けた。警察

は、別の会社である Keviep（ケヴィエプ）の専務取締役で商工会議所副会

頭およびそのハイドゥー・ピハル郡の会頭、 HajdusagiSiitodek Rt. ＜ハイ

41 ibid. 1997. I. 4. 

42 ibid .. 1996. 11. 16. 

43 ibid. 1996. 9. 25. 

H ibid., )997. I. IQ. 
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ドゥーシャーグ製パン株式会社）および大平原食料雑貨株式会社の社長と取

締役の身柄を拘束した450 

国有企業時代の経営者が民営化後も経営者として留まるケースが多いが、

民営化に際し、不当に企業の資産を取得するというととが頻発した。

Pannonplast （パンノンプラスト）の経営者は、パンノンプラストが韓国の

LGの子会社との合弁会社になった後も代表取締役であるが、元党書記、技術

部長および経理部長の 4人で共同して、従業員が週末に“社会労働”として

無賃労働で建築した会社の保養所を安く購入してしまい、従業員の反発を買

っている460 

ブダペストのポジョニ通りにある民営化および固有資産管理株式会社

<APV Rt.）の警備は、ものものしくなっている。受付けでのチェックは、

チェックが厳しい省庁並み、あるいはそれ以上である。というのも APVRt. 

は、ハンガリーにおける主要企業のオーナーとして民営化や資産管理を一手

に行っていて、民営化や賃金政策への不満の矛先がポクロシュ財務相と共に

APV Rt.にも向けられているからである。 1995年10月以降、あらゆる業種に

おいてストライキの波が押し寄せていて、 12月 15日にはストライキ中のパ

ス製造会社 Ikarusの従業員約 1,000人がAPVRt.にデモ行進しているヘ

7.民営化売却益をめぐる対立

民営化による予定を上回る株式売却益の割り振りをめぐる問題は、経済運

営をめぐってエコノミストたちが論争してきた問題であった。すなわち、“人

為的に”国家のイニシャティプで活性化策をとるための原資とすべきか、あ

るいは、債務負担を軽減し均衡政策にさらに集中し、民間分野で増えた収益

や、民営化で予定を上回った株式売却益を債務削減に当てることによって生

“Nepszabadsag,., 1995. 12. 27. 
刊 1995年 8月6目、 PannonpI as tの世業員の筆者に対する談話。

;1 /bi d‘. 1995.12.16. 
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じる金利支払いの節約分程度だけ、経済安定化策の手綱を緩めるかという問

題であった。

これまでの民営化で予定を上回った株式売却益が債務削減に当てられるこ

とによって生じた金利支払いの節約は、ハンガリ一国立銀行と財務省の積算

によれば、 100-120億フォリントに上る。 1996年度の民営化による株式売却

益の規模や進捗具合によって年度末までに 150-200億フォリントの金利支払

いの節約が予想されているぺ

国民にとってわかりやすくて受けが良い政策は、緊縮政策をやめ、公共投

資での景気刺激である。しかし、ハンガリ一政府は、エコノミストたちのア

ドヴアイスを考慮し、民営化で予定を上回った株式売却益を債務削減に当て、

節約された金利支払い分だけを公共投資に向けるというで採択された政策

を採ってきている。

表 35 国家予算に占める赤字の対 GDP比（%）

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

I.財顕不足の補填による債務 22. 3 23. 2 27. I 28亭 6 28. I 25. 8 25. 5 

2.他の債務引受けによる債務 17. 3 15. 0 16. 6 21. 2 19. 9 1 7. 8 14. 7 

3，金利負担のある圏内の債務(I+2) 39. 6 38. 3 43. 7 49. 8 47. 9 43. 6 40. 2 

4.対外債務 I. 8 4. 8 4. 6 5. 7 5. 5 6. l 5. 7 

5.為替変動から生じた赤字 24.9 31.2 30.3 33.4 33.3 36.8 30.0 

6.債務合計（3+4+5) 66.3 74.2 78.5 89.0 86.6 76.0 

出所： Nepszabadstig, 1996. 3. 7. 

表 35にあるように、ハンガリーの国家債務は、大別できる。第一のものは、

ハンガリ一国立銀行で累積している国債資金市場で調達された融資によるも

ので、第一次オイル・ショック以来増加し、伝統的に対外債務と呼んでいる

ものである。第二のものは、政府一般会計のハンガリ一国立銀行に対する債

務で、赤字を補填するためにハンガリ一国立銀行によって内外の資金から調

達されたもので、何年かに渡って調達された外貨建て融資をフォリントに両

叫 Nepszabadstig. 1996. 3. 7. 
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替する際に生じた差損も含まれ、金利ゼ口の国家債務として計上されている。

第三のものは、赤字国債として発行された政府一般会計の圏内の機関投資家、

銀行や国民に対する債務で、 1990年代に形成され、国家債務の 25%に上って

いる490 

1994年末にハンガリ一国立銀行と政府による対外債務の総額は225億ドル

で、外貨準備額を差し引いた純債務額は 152億ドルであった。 1995年末には

233億ドルの総債務額があったが、民営化による株式売却によって純債務額

は111億ドルになっていた。 1996年度にハンガリー国立銀行の長期および中

期融資に対する債務返済額は、予定されている 12億ドルの一括返済と合せて

36億ドルである。これらの外貨融資の金利は、 5-8%である。純債務の削減

から生じる金利支払いの節約額は、 10億ドルに上り、ハンガリー圏立銀行に

とって 7-8%の外貨金利支払いの節約を意味する叱

民営化による予定を上回る株式売却益を、最終的に対外債務の返済に当て

たことによって生じた金利節約分の 180-230億フォリントは、利害調整評議

会で話し合われた結果、その 3分の lが輸出を拡大させる事業に振り向けら

れ、輸出入銀行、ハンガリー投資開発銀行および金融機関センターを通じて．

優遇された金利で貸し出されることとなった。残った分は、中小の事業の支

援、インフラストラクチャーの整備や、行政改革の原資に当てられることに

なった51。

しかし、民営化による売却益は全額国庫に入れられるものではなかった。

これまで地方自治体も国家とともに公的な役割を担ってきたので、国家が一

方的に地方自治体の株式持分をゼロにすることはできなかった。地方自治体

の財政基盤は、民営化によって弱体化し、破産状態に陥った地方自治体が続

出した。

地方自治体法は、 APVRt.が公益施設の電力部門の固有資産の 25%を公益

n Nepszabadstig, 1996. 3‘7. 

;o ibid. 

51 ibid .. 1996. 4. 25. 

164 



第I節万能薬でない民営化

施設のサービスに対する権利がある自治体に譲渡し、地域ガス供給会社によ

って所有されている株式の 40%を地方自治体へ移譲することを規定してい

た。この規定によれば、対象となる施設のある地方自治体の半分以上が、 1995

年11月30日までに他の方法で合意しなければ、それらの資産シェアは、1995

年 1月1日の各地方自治体に居住している住民の数を基に決定されなければ

ならなかった。地方自治体と APVRt.の聞での長引いた調整過程の問、町や

およそ 1.000の小さな地方自治体の聞で、利害の対立が著しくなった。小さ

な自治体からの明確な要求は、小さな自治体がかつて行った投資量に比例し

たシェアの割当てであった。

1996年 12月の政府決定は、全国的に要求されている“行った投資量に比

例したシェアの割当て”という代案のために、 APVRt.の提案を修正し、四

つの地域の地方自治体間で合意されたシェアの割当てで決着した。そのよう

な合意が存在していなかった KOGAZ（中部ハンガリー・ガス供給株式会社）

が供給している地域では、各地方自治体における人口の実際の大きさに基づ

いて行われることとなった。しかし、シェアが最終的に決まる諸条件は設定

されたが、詳細事項だけがまだ決定されず、 1997年になっても実行に移され

なかった。このため、地方自治体は、かれらの利益が侵害されているとして、

APV Rt.に対して訴訟を起こしている。

APV Rt.には、企業の地所の財産価値や創設者の権利に基づき、地方自治

体に対して生じている支払い義務があった。 AVU、AVRt.、APVRt.は、地

方自治体の所有に移転されるべきであった資産をも売却してきたために、地

方自治体に対する巨額の債務を累積させていた。これらの特別な負担は、前

年度からまだ徴収されていない歳入に依存している 1996年度予算には計上

されておらず、 1996年度予算でこの目的のために使うことができる財源は、

実際に要求されている金額の半分の 360億フォリントしかなく、 220億フォ

リントだけが実際に支払われた。地方自治体に対する支払いは、 1996年の初

めから半ばにかけて行われたが、数年間の時間の遅れからくる支払いを減ら

す目的で、 APVRt.によって弁護士がかかえられ、成功報酬を与え、一連の
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交渉の先頭に立たせていた叱

民営化の過程の中で、会社転換法に従って転換された会社には、財源の 20%

の返還要求を認めていて、 1996年度はAPVRt.によって支払われた金額は、

10億フォリントに満たず、総額 300億フォリント以上と見られる支払い義務

が残っている。

ハンガリー自治体連盟は、 Tiszan凶 li Gazszol g剖iat6 Rt. （トランスティ

サ・ガス供給株式会社）の地方自治体所有に関して生じた問題で憲法裁判所に

訴えをおこしている。 APVRt.は、トランスティサ・ガス供給株式会社の資

本金の 50%＋議決権 l票をイタリアのガス会社である Itaigasに売却し、残

りの仰を国家、 40%を地方自治体が所有することになった。民主フォーラム

のベトローツキ・フェレンツ幹部会委員は‘法律に抵触する形でまだ株券が

自治体のもとに手渡されておらず、所有権を行使することができないため、

Italgasも自治体とのいかなる交渉につくことも拒否していることを取り上

げ、民営化相が何度も問題を解決すると約束したにもかかわらず、まだ約束

が果たされていないと批判している。ハンガリー自治体連盟は、国家が一方

的に自治体の株式持分を決め、自治体とのコンセンサスを探そうとしなかっ

たことや、国家が自治体の資産を過少評価し、実際の価値が継続的に減少し

ていることに不満を表明している叱

3, 500億フォリントを地方自治体は国家に請求している54が、 APV Rt.は、

977億フォリントが根拠のある金額としていて、各地方自治体が APVRt.に

対して訴訟を起こすという事態になっている550 

土地の再私有化が議論されていた時、小農業者党は 1947年を主張したが、

なぜ 1947年だけを基準にするのか5＆、国有化で被害を受けた人は大勢いるの

52 APV R l. (199 7)' pp‘15寸1.

53 Nepszabadssg, 1996. 4. 18. 

“ibid.' 1996. 10. I. 
55 ibid.' 1996. 12. 7. 

56ハンガリーでは、 1938年から 1949年まで、戦前のユダヤ人の強制移送、戦後のナチス協力
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に、元土地所有者だけが 100%補償され、ほかの人たちは部分的にしか補償

されないということは、「市民の聞に差別を設けではならない」という憲法

70条違反ではないかという議論がおこった。このため、新政権は 1947年時

点での土地所有者に土地を返還するのではなく、旧土地価格に相当する補償

パウチャーの形で返還するという方法を採用したという経緯があった。また、

農業が集団化された後も、十分な賃金手当がなされてきたとはいえない農業

労働によって土地に付加価値が加えられてきていて、誰にどれだけ帰属すべ

きかを明確にすることは不可能に近いと筆者は考える。

しかし、固有企業の民営化の際には、当初からもっとも高い代価を提示す

る者に直接売却するという方針が採られ、誰にどれだけ帰属すべきかという

議論はほとんどなされなかった。タルドシュは、「ハンガリーにおける民営化

には、不正な措置、不正な手続き（dirtybusiness. dirty procedure）があ

った」 57と振り返っているが、公正な措置や手続きがそもそもありえたのだ

ろうか。土地の場合と同様に固有企業の資産形成は、民間企業を接収してい

た場合には民間の創業者、新たに国が設立していた場合には国民の税金、地

方自治体が提供した不動産、毎年の国からの補助金、十分な賃金手当がなさ

れてきたとはいえない労働者による労働、工業化を図るための原資として収

奪されてきた農業からの貢献など、様々な要素によってなされてきたからで

ある。すなわち、個々の固有企業の資産について誰にどれだけ帰属すべきか

を明確にすることは不可能で、そもそも固有企業の資産をもっとも高い代価

を提示する者に直接売却するということ自体正当化できず、公正に民営化す

ること自体不可能ではないかという本質的な問題をはらみ、様々なスキャン

ダルの背景となっているのである。

者の資産没収や土地改革など、様々なスローガンのもとに資本の没収や所有者の変更が度々行

われてきた．

日 1998年3月27日に法政大学で行われたタルドシュの講演における発言。
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8.民営化機構をめぐるスキャンダル

地方自治体の資産が APVRt.によって民営化された際に地方自治体に対し

て生じていた債務の支払い問題で．弁護士のトチク・マールタが、成功報酬

として節約された金額の 10%、8億 400万フォリントを受け取ったことが明

らかになった。法律の専門家によれば、委託契約は仲介・顧問活動と報酬が

釣り合っていなかった叱 ArvRt.の家宅捜索が行われ、 APVRt.経営陣が全

員解任されるという事件に発展し、民営化そのものの是非が関われることと

なった。当局は、 APVRt.の解任された役員たちの個人資産の差押えの準備

に入った。 ll人の役員は、役員義務に違反して APVRt. に対して起こした

損害を賠償する義務があると政府関係筋は各当局に注意をうながした。捜査

当局は、これまで 8億400万フォリントの成功報酬のうち 6億フォリントを

差押えたが、残りの 2億 400万フォリント分を役員から差押えることを計画

している。当局に要請された法律専門家は、民営化法規に言及し、企業の地

所の所有権の地方自治体への譲渡には、資産管理機構は仲介者の協力を得る

ことはできなかったはずであるという見解を述べている。法律によれば、企

業の地所の所有権を APVRt.は地域の所有者に譲らなければならなかった叱

裁判は 1996年 12月から首都裁判所で始まったが、 APV Rt. とトチク・マ

ールタとの問で結ぼれた著しい報酬価値の不均衡に関わる委託契約の無効を

求めるものであったへ

議会が設けたトチク問題調査委員会の報告書案が作成され、その骨子は以

下のように列挙される。

l，地方自治体と APVRt.の間で起こっていた各企業の地所の所有権をめぐる

問題で、最高裁判所がドゥナフェルのケースで地方自治体が勝訴する判決

を出したのを契機に、各地方自治体の要求に応える課題を迅速に処理する

58 Nepszabadsag, J 996. 10. 8. 

59 ibid .. 1996.11.16. 

6骨 ibid.. 1997. I. 4. 
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必要があったが、 APVRt.は地方自治体の要求をまとめる作業を行わず、

地方自治体の要求内容と APVRt.の方針について信用を得るよう公開して

こなかった。

2.1995年 12月 10日の取締役会では、顧問の指名は問題があるとされてい

た。トチクは、 1995年 12月14日にリスカイ・ベーテル元APVRt.筆頭

法律顧問に 10%プラス消費税の報酬で地方自治体の要求を値切るという

提案をしていた。トチクは、 1996年1月9日にAPVRt.の公式の委託を受

けていないにもかかわらず、すでに 48の地方自治体を代表していたヴェク

トル金融投資顧問株式会社との合意内容を示し、実現すれば 28億 4,009

万4,281フォリントを節約できることを伝えていた。 1996年 1月10日の

取締役会で、リスカイ元APVRt.筆頭法律顧問が一人の顧問の協力で交渉

が前進していて、地方自治体の要求総額は 115億フォリントの株式もしく

は現金であるが、 80～85億フォリントに削減することが可能であると取締

役会に伝えた。 1996年 1月16日、リスカイ元APVRt.筆頭法律顧問は、

休暇をとっていたホオーズ・ティポル法務部長代理のパソコンに秘書の協

力で侵入し、配布資料にトチクが 14の主要企業の訴訟で地方自治体が裁判

で要求している 120億フォリントという金額から 30億フォリントを削減

することができると盛り込ませた。 1996年1月17日の取締役会で配布資

料が配られ、 トチクの採用が決定された。リスカイ元APVRt.筆頭法律顧

問の圧力で取締役会は報酬額を削減することを試みず、相場を考慮するこ

となく承認した。リスカイ元APVRt.筆頭法律顧問が配布資料を回収し、

役員秘書室の度重なる再配布要求にも応じなかったため、 APVRt.は配布

資料のタイトル、作成者、内容について長い間コメントを出すことができ

なかった。

3.厳格な秘密主義にもかかわらず反響が大きくなったため、 APVRt.取締役

会は、 トチクに対する委託契約を維持するために、規則に則っているとい

う外見を繕う意味で非公開で顧問の募集を 1996年6月初日までの期限で

行った。トチク・マールタ財務法律事務所、ベルハルト・パルナパーシユ

という人物が代表取締役をしているユーティリティ株式会社とホルヴァー
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ト・アーダーム弁護士が募集要項を受け取ったが、トチクが採用され、 1996

年 6月24日に委託契約が結ばれた。

4.トチクが誰によって民営化組織と関係をもつに至ったかは不明。トチクの

応募は完全に形式的なもので、違法性は資産管理者が違法な募集をしたこ

と自体にあった。

5.トチクを主役とし、 APVRt.の何人かの役員および従業員の協力で外部組

織や人聞が介入し、 APVRt.や地方自治体に属すべき資金を搾り取ったた

め、国家資産において不必要な手続きで当該価値の 18～25%に上る大規模

な被害がもたらされ、固有資産の私物化がなされた疑惑が持ち上がったへ

6.トチクは、報酬額に相当する仕事をしていない。データベース入手のため

に労力を費やしたことを裏付ける事実は何もなく、データベースはAPVRt.

もしくはヴェクトル株式会社からしか入手不可能である。トチクは、地方

自治体と交渉しておらず、仕事の痕跡はAPVRt.において委託契約の金銭

部分の書類記入と請求書の提出にしか見られない。

7.トチクは、 5月8日に受け取った 3億 5,501万 1,759フォリントから 5月

10日に 1億 1,833万7,2617オリントをゴールド株式会社の口座に振り込

み、 8月9日に受け取った 4億4‘910万6,800フォリントから 8月 12日

に1億 1,227万6,700フォリントをユーティリティ株式会社に振り込み、8

月 13日に同額をゴールド株式会社の口座に振り込んだ。ユーティリティ株

式会社は、この金額からさらにベルハルトが役員をしているペイント投資

有限会社に振り込み、6、400万フォリントをヴィラーグ・アツティラ元APV

Rt.代表取締役代理が創設者である社会対話基金の口座に振り込んだ。これ

らの企業や組織はいずれもトチクのために仕事を行っていない。 APVRt. 

の取締役のうちライトネル・タマーシュがゴールド株式会社の大株主であ

る本邦投資株式会社の代表取締役、シュパニョル・ヨージェフが本邦投資

株式会社の監査役で、ヴィラーグ・アッティラ元APVRt.代表取締役代理

61この問題の究明は検察の仕事で、トチク問題調査委員会は疑惑以上の特定を行うものではな

いとしている．
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はベルハルトと同じ会社にいたことがある。このような癒着が固有資産管

理の決定において代価を支払うことなく資産を取得することを可能にした。

8.ボルドヴァイ・ラースロー・ハンガリ一社会党財務部長は、ゴールド株式

会社が実際の仕事を行わないことを示したにもかかわらず、トチクの副担

当となり、支払われる金額の 3分の 1をゴールド株式会社に振り込むよう

にトチクに伝えていた。 1996年5月にトチクは、ボルドヴァイおよびプダ

イ・ジェルジ自由民主同盟財務部長と会ったが、委託は彼らの支持ではじ

めて得られるもので、さらに委託料の各 25%をボルドヴァイとプダイに指

定されたゴールド株式会社とユーティリティ株式会社の口座に振り込むよ

う伝えていた。これらの事実は、ハンガリ一社会党および自由民主同盟が

固有資産の不当取得に関係していた疑惑を持ち上げた。

9.ソカイ’イムレ元APVRt.代表取締役は、取締役会の代表取締役として準

備に責任があり、当該諸訣定においては準備を怠り、違法性を知っていな

がら取締役会に決定させたことに重大な責任がある。

10.リスカイ元APVRt.筆頭法律顧問は、違法な顧問の採用のために積極的に

活動した責任がある。

11.カマラーシュ・ミクローシュ財務担当代表取締役代理は、 1996年 5月7

日の振込日に調査を開始したが、リスカイとラシチク・アッティラ元APV

Rt.代表取締役が調査を中断するよう要求したことを受入れ、内容をチェ

ックすることなく支払いを許可した責任がある。

12.取締役たちは、商法に基づいた責任がある。レーティ・タマーシュ取締役

は、唯一抗議し、監督委員会に訴えようとしたため責任を免除される。賛

成した取締役、決定に参加しなかった取締役と同様に、保留した一人の取

締役も責任を免れることはできない。反対票を投じたコマーロミ・ガーポ

ル取締役は、監督委員会に訴えるといった抗議行動を起こさなかったため

に起こった事件の責任を間われる。

13.監査委員会の委員たちも、取締役会の会議に出席することを拒否された後、

何度か非力に試みただけで、進行中の問題の監督者にならなかったため、

責任を免れない。プシュカーシュ・シャーンドルAPVRt.監査委員会委員
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長は、決定にいたる方針を形成する諸会議に出席していて、顧問採用の必

要性や報酬額の決定をめぐる議論の積極的な参加者であり、決定やその背

景および一人の取締役の抗議について監督委員会の委員たちに伝えず、監

査委員会委員長の諸権利・義務を行使しなかったため責任を問われる。

14.シュフマン・タマーシュ元民営化相は、所有権の行使者として大臣の権限

を大きく超えてAPVRt.の人事、業務の諸決定に介入し、顧問の採用につ

いて知っていて、報酬額らしきものが盛り込まれた取締役会の決定を受げ

取っていながら、問題の検討措置をとらなかったため、監督下にある APV

Rt.の重大な腐敗の政治的責任を関われる目。

これらは、トチクを主役とし、 APVRt.の何人かの役員および職員の協力

でハンガリ一社会党や自由民主同盟が介入し、 APVRt.や地方自治体に属す

べき資金を搾り取ったため、国家資産において不必要な手続きで当該価値の

18～25%に上る大規模な被害がもたらされ、固有資産の私物化がなされたと

いう重大な疑惑であった。しかしながら、政界、官界、財界の癒着構造にメ

スが入れられることなく、「トチク・スキャンダルJ63でこれまで誰も有罪と

なっていない。これは、民営化そのものを否定することになりかねない事態

を避けたことが背景にあると推測される。実際に資産を分割するという民営

化は、権力闘争そのもので、権力の座に就いていた者は多かれ少なかれこの

権力闘争に参加していたのである。

また、 Avuで通信部門の入札を担当していたポートフォリオ部長が、郊外
のビアホールで 100万フォリントが入ったアタッシュ・ケースを受け取り‘

地域電話コンセッション入札の審査で、ある外国企業に有利になるよう便宜

を図った容疑で逮捕されたが、判決はまだでていない640 

市内の水平lj計画オフィスピJvの借用権の売却によって資産に損害を与えた

背任容疑で、同社の社長と、背任および詐欺容疑で固有財産管理機構（KVSZ)

62 Nepszbadsag, 1997. 2. I. 

“ibid .• 1996. 9. 30, 10. 18. 
“ibid .. 1996. 11. 16 
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の前副総裁についても、裁判が行われているぺ

これらの腐敗事件は、公正な民営化措置や手続きがそもそもありえないと

いう本質的な問題から発生していて、どこの国にもありえる腐敗事件ではな

かったといえよう。

9.弱体化する地方自治体

地方自治体の財政基盤が弱体化したことから、比較的豊かな地域が貧しい

地域から分離独立したいという運動を発生させ、一層複雑になってきている。

その代表的な例が、ヴアールパロタ市における分離・離脱請求運動である。

日本政府からの円借款が供与されているヴアールパロタ市では、ベートフュ

ルデ一地域とイノタ地域のヴアールパロタからの分離をめぐって 1996年 5

月 19日に住民投票が行われた。両地域は、 1951年に行政単位としてヴアー

ルパロタに組み入れられ、現在、ヴアールパロタ市の人口は合せて 27,500 

人で、中堅の地方工業都市である。

ベートフュルデーにはNitrogenMt1vek Rt. （窒素工場株式会社）と Nit ro i I 

Rt. （窒素オイル株式会社）があり、イノタにはアルミニウム製錬所と発電所

がある。この四つの企業は、ヴアールパロタの年間歳入 12億フォリントの約

4分の lにあたる 3億 1.000万フォリントをまかない、ヴアールパロタの屋

台骨を支えているといっても過言ではない。分離されれば、イノタは、 2.517 

人の人口で約 l億2,000万一l億3.000万フォリントの予算を持つことができ、

ベートフュルデーは、 5,187人の人口で約 3,000万一4,000万フォリントの予

算を持つことができる。 1992年に破産状態にあった企業の窒素工場株式会社

が、 1995年に 20億フォリントの黒字を計上したことも影響を与えている。

同規模の他の自治体と比較すると、人口 2,600人のエーシは、 4,800万フォ

リントの年間予算で、すでに 2年前に都市ガスを整備し、年間予算 3.900万

フォリントのフェイエール群のチョールには電話網が整備されているのに対

“Nepszhadstig. 1997. I. 4 
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し、イノタとぺートフュルデーにはその両方がなく、不満を高まらせていた

66 。

レスコフスキ・ティポル市長は、分離には、自分の地域だけではなく、残

された地域も生存能力を持つということを分離準備委員会に示さなければな

らない、と自治体法が定めていることを指摘している。二つの地域が分離さ

れれば、ヴアールパロタの人口は 2万人となり、そのうちし 600人がイノタ

とベートフュルデーの四つの企業で働くことになる。もしこの二つの地域が

分離されれば、ヴアールパロタには中央からの予算枠以外にめぼしい収入が

なくなり‘財政は破綻しうる。支出削減の努力はこれまでも行われてきてい

て、たとえば、 1995年には9校の学校の予算から 5,000万フォリント削減し、

最大限の生徒数を最小限の教師数で運営するなど、これ以上の合理化は困難

である。市長は、さらに分離によってヴアールパロタの行政単位が消滅して

しまえば、ヴアールパロタの環境破壊の修復や都市ガス導入をまかなう予定

で日本政府によって保証された信用供与が御破算になりかねないと危慎を表

明している。これに対し分離派は、自分たちの分の信用に対する返済には対

処できるので、分離が信用供与を不可能にすることはないと主張している。

ベートフュルデーではこれまで 1,073の住民投票を請求する署名を集め、イ

ノタでは 547の署名が集まった。逆に、村ではなく市で生活したいという理

由で、 280名は反対署名を提出した670 

10.市場経済への幻滅

改革手段としての市場に対して抱かれていた幻想は、 1993年までに雲散し

た。民間セクターの生産が増加していると欧米諸国のマスコミは取上げてい

たが、東欧およびNIS諸国の GDPは、 1989年次の 80-30%に落ち込み、失業

が増大し、年金生活者の生活を困難にさせ、脱税や汚職が前例を見ないほど

“Nepszbadsaι1996. 4. 9. 
Eτ ibid. 
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表3G 市場経済に関する 1988年から 1995年までの意見

(5段階評価における平均敷）

市場競争に制限を設けるべき

赤字企業を閉鎖すべき

1988年 I1991年 I1993年 I1995年
2.59 I 3.01 I 3.29 I 3.4o 
3. 76 I 3. 12 I 3. 35 I 3. 43 

出所： Angelusz. Tardos(l997). p. 4. 

表 37 経済発展の基礎を民間企業におくべきである（耳）

日川一年一
部
一
部
一
叩
一
山

日
三年一

剖
一
日
一
口
一
日

出所： Angelusz, Tardos0997). p. 6. 

表38 大規模工業においても民間所有が支配的になるべきである（%）

1992年 3月
25 

30 

34 

11 

1993年 ll月

22 

27 

42 

9 

出所： Angelusz. Tardos(l997). p. 6. 

びこり、治安が悪化し、売春婦が増えていた。このため、再び、国家は何を

することができるかについて検討が始められた。世論調査でも、表 36のよう

に，ハンガリーにおける市場競争に制限を設けるべきという意見が年々増え、

赤字企業を閉鎖すべきという意見が年々減る傾向にある。

表 37にあるように、経済発展の基礎を民間企業におくべきであるという意

見は逓減し、それに賛成しない意見が逓増している。表 38では、大規模工業

においても民間所有が支配的になるべきであるという意見は運減し、それに

賛成しない意見は賛成の倍以上に増えている。
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11.勝者と敗者

市場経済への移行で、の勝者は、市場的諸関係のなかで有利な地位を占める

ことができた人たちで、それまでの政治的な権力が経済的な権力に転じて延

命し、新しいエリートはそれまでの社会のヒエラルキーの上部を占めていた

人々のグループから登場しているという見方が一般的である。社会学者のコ

ロシ・タマーシュやシャーギ・マテイルドが指摘している“部長代理たちの

革命”という仮説も、それまでの立場からもたらされる資本や物質的文化的

資本の著しい影響力を排除していない。逆に、平和的な移行のなかで、ータ

にして有利な地位を失うということはありえず、象徴的な資本の存在とその

転換は、旧エリートが新しい環境に適合しながら、引き続き有利な地位に留

まることを可能にしているととらえている。しかしながら、党国家体制でも

っとも目立ったエリートの地位を占めていた人たちゃグループは、目立ちす

ぎる政治的な役割を担ってきた結果、不利な状況から出発することになり、

少なくとも移行の初期には、第二線への後退が見受けられたとしている。こ

のため、移行の初期には、サライらが指摘していた“エリートの延命”論は

否定され、“部長代理たちの革命”論が支持されているとしている叱すなわ

ち、第二線への後退、もしくは、年金生活入りしたために空席となったポス

トを、それまで“部長代理”をしていた人たちが占めることになり、大量の

世代交代が起こったというのである。

他方で、保守連合政権が、国家行政機構やその他の領域で権力ポストを獲

得することに注力していたことも事実として指摘される。農業学者のケシェ

リュー・ヤーノシュは、「ポストによってはあからさまな政治的な粛正を行い、

企業経営者の審問といった臆れた形で行ったり、“緑の男爵””狩りの雰囲気

を作った旬、組織をなくしたり新設することによって行われた。各企業の経

68 Kolosi, Rona」Tas(I 992). pp. 3』26咽

”“赤い男爵”は．貴族のような生活をしている共産党の指導者たちを郷撤する言葉で、 “緑

の男爵”は‘貴族のような生活をしている協同組合の幹部たちを邦婚する言葉である．
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営陣へ割り込むことも同様に行われ、民営化も連合政権を支持することによ

って優位さを手に入れるための手段であった。このような方法で、保守連合

の意向は、立法だけではなく、法律の執行の領域でも実現されるようになっ

た。このため、協同組合幹部の選挙や地方自治体選挙のように、人々が、直

接、決定に携われる場では、野党勢力が強いということになったj と指摘し

ている九しかし、新しいエリートが、それまでの社会のヒエラルキーの上

部を占めていた人々のグループから登場しているということに変わりはない。

コロシとシャーギは、勝者には、選択する余地が与えられていた潜在的な

勝者と、それらのうちから賢明に選択した実際の勝者がいると定義している。

潜在的な勝者は、上手に市場経済に投資するよう、 1980年代に十分な量の象

徴的な資本を蓄積させていたか、両親から相続した人々、ハンガリーに進出

してきた西欧企業をも含め、より発達し開放された西欧市場にも通ずる、市

場に適した能力を身につけさせるような種類の文化的資本を蓄積させていた

人々、それほど目立った政治的な地位でなかったとしても、相当の地位にま

つわる資本を蓄積させていた人々であった。補償パウチャーやその他の方法

で、相当量の投資できる物質的な資本を両親から相続した人々、 1980年代の

リベラルな時代に蓄積させた人々もそうであった九個人事業者たちは、原

理的に勝者であったが、 1980年代まで稼ぎ頭であった揚げパン売りやブティ

ック経営者たちは、平均的な稼ぎ手になっていて、必ずしも勝者とは言えな

い。

“移行の代償”は、深刻な経演危機として現れ、事前に予想されていた規

模よりもはるかに大きかった。市場経済への移行の敗者は、労働者階級であ

った。それまでの現存社会主義では、古典的マルクス主義が唱えていたよう

な労働者階級の権力が実現されるということはなかったが、労働者階級は同

程度の経済力をもった資本主義社会の労働者階級の平均に比べれば、相対的

によい状況にあった。特に、初期には、急速で華々しい近代化が開始され、

rn Keseru(l 995). op. cit. 

11 Kolosi. Sagi (1997). p. 13‘ 
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社会全体に好影響をもたらし、特に、それまで不利な状況にあった労働者た

ちに、衣食住の基本的で物理的な要求を満たすということが実現されていた。

しかし、市場経済への移行に伴なう経済危機によって相対的にだけでなく、

絶対的にも、労働者階級の地位が必然的に低下させられることになった。

もう一つの敗者グループは、老人と子どもたちである。年をとっていれば

いるほど、変化した環境に適応したり、新しい可能性を利用する能力が乏し

くなるということだけではなく、民営化によって公共料金が引き上げられ、

財政赤字のために年金額が据え置かれがちで、医療や教育予算が削減され、

生活そのものが破壊されてきている。 45歳から 60歳の年齢の労働市場での

地位は大幅に悪化した。なかなか採用されず、また、採用されていても、若

い人たちに比べ簡単に解雇されている。

若い年齢層でも、低学歴で、専門知識を身につけていなかったり、市場が

必要としていない専門知識しかない場合は、敗者になる可能性が高い。同じ

年齢層であれば、女性の場合に男性より不利になっている。

敗者たちは、選択したり行動を起こす余地すら与えられなかった、間違っ

て選択した、選択する勇気がなかったという人々であった。敗者のなかでも

っとも目立つグループは、労働市場から部分的に、あるいは、完全に締め出

されたグループである。高齢化が進んでいて、世帯の約半分は、年金生活者、

あるいは、世帯主が失業者である。長期間失業中の者は、全世帯主の 6-8%、

過去 6-7年間に定年前に退職させられた人々は、さらに全世帯主の 2-4%に

なっている。 1980年代まで第二経済72で捕われた物質的な安定もなくなり、

特に、非熟練労働者の大部分、熟練労働者と事務職の一部は、明らかに敗者

グループに属している。下級管理職の多くは、それまでの地位を放棄するこ

とを望まなかったため、国家の保護機能が弱まるにつれて打撃を被り、敗者

グループを形成してきている730 

これらを総合すれば、それまでの下層グループはいうまでもなく、教育や

72違法な副業

73 Kol日Si, s五Ei (1997). p. 14. 
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医療等に従事している知識人層を含めた中間層が下層グループに転落させら

れ、生活破壊が進んでいるということができる。それまでありえなかったホ

ームレスが大量に登場し、売春婦が街角や国道添いにあふれ、以前の極めて

よい治安状態が一気に崩れ、窃盗や殺人、さらにはマフィア組織の各種犯罪

が急増している。

第 2節 経済合理性を無視した土地の再私有化

1. 『ファーマー農場』の幻想

連合政権は、民主フォーラム、小農業者党、キリスト教民主人民党の 3党

で構成されていたが、政策は必ずしも一致していなかった。小農業者党は、

1947年の土地改革時点の旧所有者に農地を返還するという再私有化を党是

として主張していた。キリスト教民主人民党は、私有でない土地を地域の共

同体の所有することを計画していた。民主フォーラムは、選挙戦で明白に再

私有化反対の立場を表明していたが、小農業者党との連合政権が必要不可欠

である以上、政権が危機に瀕しない程度に妥協しようとした。

この再私有化は、大変デリケイトな問題であった。なぜならばハンガリー

では、 1938年から 1949年まで、戦前のユダヤ人の強制移送、戦後のナチス

協力者の資産没収や土地改革など、様々なスローガンのもとに資本の没収や

所有者の変化が、度々行われてきたからであった。小農業者党は 1947年を主

張したが、なぜ 1947年だけを基準にするのか、他者に対して説得力があると

は言えなかった。

このため再私有化問題で、 1947年時点での土地所有者に土地を返還するの

ではなく、旧土地価格に相当する補償パウチャーの形で返還するという方法

が、新政権にとって都合の良い手段として考案された。これによって人為的

な購買能力が一定の階層に創り出され、新政権が依拠することができる階層

が誕生するからである。

補償に関する立法は、 4段階で行われた。第 l次補償法は、 1991年の法律
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表 39

損害の水準（フォリント）

200, 000まで

200, 000-300, 000 

300, 000-500, 000 

500, 000以上

出所：第 i次補償法

補償額

補償（%）

100 

印
一
叩
一
川

第25号で‘ 1948年 6月8日以後の共産党によって没収された資産の元の所

有者、あるいは、その相続人の損害に対し、部分的な補償を行うことを認め、

土地をも含めて、あらゆる種類の資産のすべての合法的な所有者に対する損

害への財務補償の基準および範囲を定めた。補償の方式としては、表 39のよ

うに、 200,000フォリントまでは完全なる補償が認められ、これを上回る額

については黒滅的な補償としている。 500,000フォリントを超える損害に対

しては、 10%は免責とされた。補償の上限は、 l人につき 5,000, 000フォリ

ントと設定された。資産の元の所有者が死亡している場合は、相続人が補償

については同じ持分を持つ資格を与えられていた。

第 2次補償法は、 1992年法律第 24号で、 1939年 5月l日から 1948年 6

月8日までの聞に、国家の手により物質的損害を受けた個人に対し、部分的

な補償を提供するものであった。第 3次補償法は、 1992年法律第 27号で、

1939年3月11日から 1989年 10月23日までの聞に、ハンガリー当局による

政治的で恋意的な行動の結果として、死亡、あるいは、入獄のような物質以

外の損害に対し、部分的な補償をするものであった。第 4次補償法は、 1992

年法律第 51号で．取得した土地で遅滞なく農業を営む予定の土地請求者には、

従前の補償法による請求の解決と補償パウチャーの発行について、他の請求

者よりも優先権を与えることを定めている。

部分的に補償するということは、多くの場合において、 40年以上の年月の

聞に、旧家族農場や小規模地片の物理的特徴は完全に失われ、従前の所有者

に同ーの土地を返還することは不可能であったために妥協的に採用された方

法であった。土地の場合には、これらのパウチャーのフォリントでの額面価
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格の設定は、古い金コロナ（goldcrown) 74の単位で記された耕地の台帳上

のネット収入をベースとして計算された。 1913年の最後の再評価以降変化し

ていない金コロナの平均価値は、ヘクタール当たり 20金コロナで、 1991年

に農用地のヘクタール当たりの平均が 20,000フォリントであったとし、補償

法は l金コロナ＝l, 000フォリントとしていた。

それぞれの法律によって設定された期限までに補償請求を行った者は、そ

の請求に対する決定が行われた後、補償パウチャーを取得し、以下の目的の

ために使用することができた。

1.国営農場を含む固有資産の私有化を通じて提供された物理的な資産と株

式の購入

2.競売で補償のために指定された土地の購入

3.国家、あるいは、地方当局所有のアパートの購入

4.国家からの（老齢者に対する）終身年金の請求

5.直接的、あるいは、市場が決定する日々のレートでの証券取引所を通じ

ての売却

補償パウチャーは、 3年間については利子付きである。利子は、すべての

パウチャーに示されている額面価格に基づき計算され、国家資産が購入され

る時に、この利子はパウチャーの額面価格に加算されるものであった750 破

産法により大株主が破産を宣告する可能性があるため、補償パウチャ一所有

者はパウチャーを換金することを選択する傾向が強い760 

私有化のために用意された土地は、協同組合農場と国営農場の共有地から

74金コロナ表示価格というのは、これまで土地の肥沃度を評価するために使われてきた。 1870

年代、日本が地租改正をしたころ、ハンガリーでも農地の所得税を導入し、日本の地租に当た

るものを導入したのですが、日本で l枚l枚の闘場に金券をを発行したのと閉じようなことを

した．そのときに使った農地の価格の単位が金コロナ表示地価で、これは土地の売買のための

価格ではなく、肥沃度を示す表示方法としてこれに基づき錬税された。平泉（1992). p.97. 

15 Avu 0993). 5 

i6 ibid .. 8/2. 
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のものであった。協同組合農場は以前 570万ヘクタールを耕作していたが、

このうち 350万ヘクタールを共同体が所有し、残りの 220万ヘクタールは協

同組合農場によって使用されていたが、従前の所有者の名前で登録されてい

た。この土地についての私的所有は、大規模な土地区画における法的な所有

者による持分を定めた所有（sharedownership）の形態により設定されてき

ている。したがって、協同組合に対する補償請求は、協同組合によって共有

された 350万ヘクタールから充当されなければならなかった。

1992年 l月末までに 822,248人が 3,176, 274件の資産のために補償申請

をした。 2, 893, 993件の当時の土地所有、 206,548件の家屋、 75, 733件の

事業に関する申請であった。この補償は、今日の通貨価値で 4,000-6, 000億

フォリントに上るものであった77。

1992年前半における土地補償に対する請求処理の遅いベースが、作付け決

定に影響を与え、 1992年の春には、耕地のうち約 30万ヘクタールが作付け

されないまま残され、歴史的な早魁と重なり、農業生産は記録的に 20%も激

減した。境界線問題やアクセス権などの問題のために、約 5万の訴訟が行わ

れることとなった。決定が完了するまでパウチャーは発行されないため、競

売過程は遅延した。協同組合農場の土地の約3分の lは、補償基金の下にお

かれ、帰属が不確かなままにされていた。

国営農場は、 1992年までの深刻な不況のために、多額の損失を出し、多額

の債務を累積させてきていて、債務が総資産の 50%以上に達し、私有化にと

って大きな問題となっている九 1993年5月1日の時点で、全体で 121の国

営農場のうち llが解散手続き中で、そのうちのおが破産を宣告され、銀行

は債務を支払うために資産を売却するよう農場に圧力をかけてきている790 

1992年までに、 1,717の競売に 21,000人が参加し、 190万金コロナの価値

に近い土地が競売され、 20,000人近くが土地を取得した。 1993年 l月末まで

11 Nepszabadsag. 1992. l. 25., 1992. 2. 18. 

18 AvD0993). 14. 

79 OECD (l 994a). p. 63. 
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に、約 260万金コロナの価値の土地が競売され、 1993年4月末までに、 640

万金コロナの価値の土地を約 70,000人が取得した。

OECDは、私有化過程での農場規模について、失敗した協同的な農場、ある

いは、失敗した協同組合の解体の結果として個別に所有され、耕作される家

族農場が出現するケースは、先進国においてもっとも共通的なもので、国営

農場、あるいは、集団農場から形成され、協同的な農場として運営される大

規模農場が優越的な存在になるケースは、近代的な市場経済においては異常

なものであるかもしれないが、若干の利点を有しているとしている。零細な

家族農場よりも大規模な営農はより効果的であり、家族農場は、小規模な農

業への逆戻りのステップであるということが、ハンガリーにおいて広く信じ

られ、改革された組織と制度のもとで運営される大規模営農の維持には大部

分の意見は好意的で、少数の者のみが、 1947年以後に没収された土地の完全

なる返還を求めたが、このことは、国営農場と集団農場による大規模な構造

を終了させ、ハンガリーにおけるフル・タイムでの営農システムを導き出す

かもしれない変化としている叱

このように OECDの報告書は、必ずしも明確な立場を表明していないが、

発達した工業やサービス産業、十分な資本蓄積を特徴とする先進国の近代的

な市場経済を唯一の物差しとし、協同的な農場として運営される大規模農場

が優越的な存在になるケースを異常なものとしてとらえているのは、見方が

狭すぎるといえよう。

協同組合の存続については、民主フォーラムは、協同組合の共有の農地を

組合員と従業員の所有とし、農地の利用を彼らに任せ、個人事業への移行を

強制的に行うことはできないことを強調しながら、協同組合を維持するかど

うかの決定は組合員たちに任せることを主張していた。キリスト教民主人民

党は、農業生産構造については、伺らかの家族経営への移行が必要であると

し、協同組合は生産に係わらず、販売、サービス、金融等に従事する共同体

にしていく構想を持ち、組合員が決定するのであれば、業績のよい協同組合

80 ibid. pp. 58-59 
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の諸条件の将来的な保証や、生産手段を組合員と従業員の間で事業持分の形

で分配することを支持した。小農業者党は、補償パウチャーで手当てされな

かった共有資産も組合員の問で分配すべきとし、協同組合の解体決定を組合

員に任せることを主張していた。

結果的に、補償パウチャー用の農地以外にも、大部分の農地は協同組合の

組合員の聞で分配され、戦後の土地改革で分配された農地の約 2倍に当たる

340万ヘクタールという農地が分配された。こうして、 5ヘクタールに満たな

い個人所有農地が大量に登場することとなったが、 5ヘクタール以上なけれ

ば家族経営は探算がとれないため、経済合理性を無視した措置であった。ヴ

ァルガ・ジュラ農業経済情報研究所副所長によれば、 2-3ヘクタールではフ

ァーマーの方法で農業をすることができず、失業者を増やす形で 30-40ヘク

タールが各世帯に割り当てられたとしても、古典的なファーマー農業はでき

ないということを、研究者たちの反対にもかかわらず、決定を下した者たち

は誰も考えようとしなかったのであるへ

高価な農業機械を購入する資金がないため牛馬による耕作が行われたり、

新しい農地取得者が都市に居住していたり、新しい農地取得者の約 70%が定

年退職年齢を超えていると考えられへ耕作されない休閑地が増え、異常気

象による皐魅もあって問、図7にあるように農業生産は 30%以上落ち込んだ。

81 Varga(l997). 

SI Mihalyi (1994）.、 p.370. 

mハンガリ一大平原は、ハンガリーの東半分の中央部に位置し、四つの郡にまたがる 8,000 km 

gの面積で、大平原の砂漠化が進行し、 60-70万人の生活に大きな影響を与えている。砂が水を

吸い込んでしまい、散水のためにますます多くの井戸を掘らなくてはならず、井戸から水を汲

み上げれば汲み上げるほど、地下水層が低下してしまうというディレンマに陥っている。

大平原の住民をもっとも安心させる解決策は、ドナウ川とティサ川の聞に運河を建設すると

いう案である．しかし‘パヤ・フェレンツ環境保理および地域開発相は、慎重姿勢を崩してい

ない。そのための資金がないということに加え、将来、 EUに加盟できた時点で、ハンガリーで

大量に生産される農産物は歓迎されないので、運河はマイナスとなる可能性がある。むしろ‘
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野菜や果実栽培などは労働集約的な小規模農業が経済合理性に適っている

が、ハンガリーの場合は、カルパチア盆地にハンガリ一大平原が広がり、穀

物生産を機械化された大規模農業で行うのが経済合理性に適っている。この

ため、名目的にのみ土地を分配し、協同組合を中心とした大規模農業を維持

することが経済合理性に適っていたといえる。

ジョン・ロックは、土地に対する所有権の根拠を、「人が耕し、改良し、栽

培し、そしてその作物を利用しうるかぎりで、それだけの土地がその人の所

有権に属するJ84とし、「（人口と家畜が増え、貨幣が使用されるようになっ

て）土地が不足し、それがいくらかの価値を持つようになってきた地域では、

いくつかの共同体がそれぞれの境界を定め、また共同体の内部でも法律によ

ってその社会の個人の所有権を規制した。こうして、労働と勤労によって始

まった所有権は、契約と協定によって確立されたのである」“と定義付けて

いる。

これに対して、ジョン・スチュアート・ミルは、「そもそも土地所有権とい

うものが、他の財産の所有権とはまったく違ったものであることは、土地所

有権をもっとも強調する人々でも、同感しているところである。そして土地

が社会の少数者の占有物となり、社会の大多数の人々が土地の分け前にあず

からなくなっているという場合には、人々は、一般に、土地所有に義務を課

し、また土地所有を一種の道徳的または法律的の職責とすることによって、

少数人による土地独占を正義感が一少なくとも理論上一納得するように

干害に強い農産物を作ったり、現在の水を浪費する散水システムの代わりに、イスラエルで用

いられている水を滴らせる技術を導入したり、養豚やトウモロコシ生産のような外延的な農業

から、ヱコ・ヴィレッジ‘バイオ・ヴィレッジや農村トゥーリズムのようなより近代的なプロ

ジェクトに移行する必要性が指摘されている。しかしながら、近代的な散水技術を導入するに

は、少なくても 500億フォリント必要で、この資金もない。また‘より近代的なプロジェクト

を地域で実現していこうというイニシャティプも見られない。 （Nepszabadsag, 1996. 3. 4. ) 

84 Locke (1993). p. 276. 

BS ibid. p, 283‘ 
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しようと試みたのである・・・国家には土地所有者を免ちゅつする自由があるj

86とし、土地の独占的な所有に反対している。

ロックの「労｛動と勤労によって始まった所有権は、契約と協定によって確

立されたJという土地に対する所有権の根拠は、ミルが言うように「土地が

社会の少数者の占有物となり、社会の大多数の人々が土地の分け前にあずか

らなくなっているJ場合には、契約と協定によって確立されていたとは言え

なくなる。戦前までの東欧の大土地所有制の場合にも、耕し、改良し、栽培

じているのは、小作人や農奴たちであったにもかかわらず、彼らに土地所有

権が与えられることはなかったのである。小作人や農奴たちには、土地所有

権が与えられるべきであるが、問題は、居住地からの距離や、地味の善し悪

しを考慮すると、公平に実質的に土地を分配する方法がないということであ

る。

農地を名目的に分配する方法としては、いくつか考えられる。マンション

等の集合住宅の場合のように、登記簿上においてのみ、土地持分は 1/50とい

うように出資比率に応じて割り当てるという方法である。もう一つは、帝政

ロシア時代のミール共同体のように、土壊の性質と村落からの距離に応じて

区分されたあちこちの細長い地条を名目的に公平に配分し、共同耕作を行う

方法である問。

2SミJレ(1975}. p. 75. 

81気候上の制約から農期が短く、短期間に集中して農作業を行う必要があり、夫婦と子供たち

とli漬か 2頭の馬では片付かず、結婚した息子たちゃ隣人の助けを必要としたために大家族と

農村共肉体が形成され、圧倒的多数の農民が土地を農村共同体の保有としていた。地条は、幅

が9-12フィート、長さが数 100ヤードという細長い一片の農地で、農民世帯は 15-17歳から

60-65歳の男子と 48歳以下の既婚婦人の成人メンバーの数に応じて、一つあるいは一つ以上の

地条が配分されていた．ロシアの農民は、土地は空気や水のように神の賜物であり、万人の共

有物であり、私的所有の対象とすべきではないと考え、共同体的土地所有を鐘護する伝統があ

る．スラプ派と西欧派の対立があり、スラプ派は、ミール共同体は古い起源をもったロシア独

自の自然発生的に形成されたものであるとしているのに対し、西欧派は、ミール共同体は国家
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農民は貧しくても土地を欲しがり、農地を細分化して一度、倒産の憂き目

に合わないと協同組合化や共同耕作は進まないという傾向がある。しかし、

集合住宅の土地の名目的な所有権は、地震などで倒壊したりしないかぎり所

有土地の場所の特定が必要になることがないように、東欧諸国においても、

協同組合や国営農場の業績がよかった時期には土地要求はでてこなかった。

筆者は、経済合理性に矛盾して農地を細分化してわざわざ農民が窮地に陥る

よりは、学習することによって農地を細分化せず、業績を改善することに労

力を注ぐべきであると考える。

2.深刻化する鹿業破壊

ハンガリー農業は、 1980年代まで成功した業種として機能していた。農業

生産高は急増し、圏内需要を十分に満たし、食品産業の輸出は輸出全体の 4

分の lを占め、食品産業の貿易収支の黒字が、工業の貿易収支の赤字をカバ

ーしていた。

しかし、 1989年から 1993年にかけて、ハンガリー農業は危機に陥った。

図 7および表 40に見られるように、 1993年の農作物生産指数は、 1989年度

から 30%以上落ち込み、 1992年と 1993年の農業投資は、 1989年の IO分の l

に急減した。 1993年の穀物・野菜生産物の売上げは、 1989年より 45%も少な

く、 1993年の家畜や畜産物の売上げは、 1989年より 21%少なく、 1993年の

家畜数は、 1989年に比べ3分の l以上も減り、肉牛教は 1983-1987年の平均

である 1.793. 000頭の 55.7%である 999,000頭に急減し、乳牛数は 1989年

の 646,000頭から 1993年 12月に 450.000頭に減り、豚の数は 1993年に

1983-1987年の平均より 3850 000頭も少なく、羊は 1983-1987年の平均の

48. 4%にすぎず、鶏は5,900万羽から 3.100万羽に減った。農業における失

業は、 1989年にはほとんどいなかったが、 1993年には 100.000人を数え、養

鶏場の数は 17から 10に減り、羊牧場の数は 22から 14に減った。 1990-1993

が 18世紀中葉に徴税を確保するために作ったものだとしている．
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図7 農作物生産指数（1989年～91年＝100) 
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年の間に 200,000人近くが農業から離れ、農業の債務は 1993年の終わりには

l, 200億フォリントに増え、 1993年には農業の赤字は約 600億フォリントと

なり、 1992年に農業事業者の 18.6%が破産申告し、耕作不能となった結果、

200, 000ヘクタールが休閑地となった。図 7にあるように、 lヘクタール当

たりの化学肥料の使用は 1989年の 188kgから 29kgに減り、 1993年の養豚業

者数は 1980年に比べて 59.6%となり、 1993年の牧牛業者数は 1980年に比べ

て 24.5%に減っている目。

88 Ki ssn品Pavelcsak(l997）。p. 37 
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表 40 農業関係の指数

1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

農作物生産指数（1989-91= 100) 99,3 105.3 102.6 93.1 104.3 71.9 64.8 76 73,7 79,8 

農業付加価値（%ofGDP) 16,40083218 16,50409062 15,02200676 13,92621028 8.905216082 7,524666165 6,828943401 7,049605548 7,06254243 6,838075335 

農業付加価値（annual拍車rowth) -3,06264501 7,898516036 -0,04436557 -4,70483799 -9,08244061 ー16,5983607 -7 ,88083538 -0,44675602 3,000669792 4,200806347 

農業付加価値（constant1987 local) 1,892E+11 2,04144E+11 2,04053E+ 11 1,94453E+11 1.76792E+11 1,47447E+11 1,35827E+ 11 1,3522E+11 1,39278E+11 1,45129E+11 

農業付加価値（constant1987 US$) 4028017287 4346170879 4344242675 4139853095 3763853396 3139115435 2891726915 2878807951 2965191472 3089753423 

農業付加価値（US$) 4028017287 4161624978 3987065317 4132519065 2611092527 2404162658 2241741268 2494009034 2648769504 2615184052 

般物輸入（metrictons) 660142.9 202656,6 248495,2 502748,8 454840.1 59094,5 136975,6 305199.1 .. 

般物生産高（metrictons} 14168180 14966140 15416580 12561480 15796510 9981246 8519710 11714880 11116400 10245000 

般物生産量（kgper hec匂re) 4980.274945 5224.580503 5472,779838 4520,845082 5525,305017 3677.506711 3107,329426 3980, 196324 4058,5793 3689,897353 

食品輸出（%） 18.95221184 20,36947565 21,34887087 22,75120767 24,86421579 22,36520899 19,96291527 19,68188377 20,70209646 19,36435432 

食品輸入（%） 7, 188990879 7,529021261 7,12995986 7,557777392 5,739058277 5,514960669 5,581876474 6,534561907 5,560504692 5,241029621 

食品生産指数（1989-91= 100) 99,8 105,1 102,8 96,7 100,6 75,7 71 71 8 70,6 762 

食品．飲料タJfコ付加価値（%） 7 .029430042 8,270401949 9,725662031 13,53218607 17,79904471 22,01441189 20,87430725 20,64975966 20,92905635 .. 

進殺事（%） 2.703724 712 3,158691129 3,593720446 3,857791225 3,972006809 4,505229284 4,142368791 4,221954162 4,174120453 .. 

農地（%of land area) 57,27745289 57,25579381 57,25579381 57.26662335 57.25579381 53,84448776 53,85531731 53,86614685 54,4834308 . 

耕作地（sqkm) 92340 92340 92340 92340 92340 92340 92340 92340 92340 .. 

牧草地（%of land area) 13,23370154 13.10374702 1 2.96296296 12.84383799 12.70305393 12.60558804 12,52978124 12,43231536 .. ・．

牧草地（sqkm) 12220 12100 11970 11860 11730 11640 11570 11480 .. 

家畜生産指数（1989-91= 100) 104.B 104.7 1048 102,5 92,7 81.7 73,3 68.2 67,5 67,5 

耕作地1ha当りの肥料消費｛100grams) 2719,001585 2807,00396 2416,864608 1327,661258 437,3200158 376,8831717 440,3706824 656.9635713 709,5297545 . 

肥料消費｛metrictons) 1372552 1417537 1221000 671000 221109 178718 209088 311992 341000” 

出所： WorldBank(l998) 
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年度

表 41 農業全体の収支（IO億フォリント）

川
一
叩

1991 

-20. 9 
1993 

-60 
1989 

+24. 3 

出所： 中央統計局（1993)
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ポスニア・ヘルツェゴヴィナ
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表 41が示しているように、 1989年の 240億フォリントの黒字は、 1992年

に370億フォリントの赤字となり、1993年には生産が 30%も減った結果、600

億フォリントとなった。好調であったハンガリー農業を、このような危機的

な状況に押しゃった原因として、キシュネー・パヴェルチャーク・アーグネ

シュは、以下のものを挙げている。

I. 19 90年代のハンガリー経済全体の危機が農業にも悪影響を与えた。

2農政担当者が複合的な農業政策をもっておらず、何度も慌てて矛盾した措

置をとった。

3複合的な農業政策の欠如が農業政策を支える財政政策の作成がなされなか

った。

4.緊縮政策によって、農業に対する融資が遅々としてしか行われなかった。
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5.農産物市場の秩序維持方法の検討は、 1993年まで行われず、適切な財政

基盤の欠知が農産物市場の秩序維持機能を制限していた。

6.農業従事者の幅広い階層の利害をまとめ統ーされた農政コンセプトが作成

されることを、様々なイデオロギー・コンセプトが妨げた。前体制で物質

的に被害を被った人々が損害補償を求め、農村の住民の和が保たれなかっ

た。新旧所有者聞に物質的および社会的緊張や矛盾が生じた。旧協同組合

を清算しようとする試みが、これらの矛盾を激化させた”。

特に 4.と6.が、決定的な原因であったが、両方とも IMF・世銀の構造調整

政策に伴うものでもある。 6.は、農業の危機は大規模農場の体制によって起

こされているという誤った認識から、協同組合を解体し、土地を分配するこ

とによって広範な起業家層を生み出し、ファーマー農業を実現しようとし、

1947年に土地を没収された人々に補償パウチャーを与えるという補償法を

制定し、経済合理性と相容れない一連の政策を実行したことによってもたら

された。

保守的な連合政権の 1990年から 1994年の聞に、もっとも極端な再私有化

は退けられたが、穏健勢力ではない極端な勢力の意向が支配していた。農地

の補償と協同組合の差別を行い、合理的な思考の代わりに主観的な意向を実

現することが強欲に行われていた。このため、ケシエリュー・ヤーノシュに

よれば、「市場経済への移行に不可欠な変化が起こっただけではなく、大規模

な破壊が行われ、保持されるべき価値の大部分を台無しにし、 1990年以前に

深刻な問題を抱え、内部矛盾に苦しみながらも、非常に高い水準を達成して

いた農業部門は、破滅的に後退する結果となったのであるJ90 <' 

1994年から 1995年にかけて、農業危機はさらに悪化することはなかった

が、鍋底を遣う形となった。家畜生産の低下は続いた。耕作地の 3分の lで

は、まったく苗に対する施肥が行われず、多くの場所で、不適当な時期に質

的に不充分な種蒔地に種蒔が行われていた。除草作業や、カピ・害虫予防を

89 Kissne Pavelcsak(1997）‘ pp. 37-38. 

9° Keseru(l995). p. 91. 
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怠ったため、雑草の繁殖面積が広がり、害虫や病気が蔓延している。必要な

措置が取られていない植物は、これまで深刻な害を起こさなくなっていたも

のに繁殖させる余地を与え、手抜きされた農場の弊害は、よく手入れされて

きた農場にも広がっていった。基本的な植物保護テクノロジーを省いたり、

誤って用い、特に黒穂病やひまわりのうどん粉病の蔓延に帰結している。雑

草の繁殖面積は、年平均で 2-4%も増え、毒麦、ひえんそう、あざみ等が再

び繁殖し、全国的に休閑地の雑草が繁殖した。

作物保管テクノロジーの水準も大きく低下した。十分に倉庫の消毒が行わ

れず、適切に管理されておらず、病気に感染した作物が保管されていること

もしばしばあった。雑草の種が輸出作物の中に混入している割合が増え、返

品率が高くなった。返品率は、以前は 0.5%であったが‘ 1995年には 3%に

膨れ上がった。穀物のフザリウム属凋枯症の感染は平均 7‘7%で、増加傾向

にあり、とうもろこし畑の約 30%で茎フザリウム属凋枯症が見られた。生産

者は農薬使用料を最小限に切りつめ、十分な労働力が確保されていないため

に、作物の健康管理や販売管理が疎かになってきている。肥料使用の非常に

低い水準は、生産高が低い基本的な原因である。継続的な施肥が行われなく

なったため、農地の生産能力が大きく落ちている。小麦の約40%しか窒素肥

料を与えられていない。土壌の NPK栄養バランスは再びネガティヴとなって

いる。農薬販売は、 1995年に 1990年の 3分の lしかなかったへ

ハンガリー農業の機械化水準は、ルーマニアやブルガリアと同水準である。

1989年にハンガリーでは、協同組合の大規模農場で 100ヘクタール当たりの

耕地に 93馬力のトラクターがあったが、コンパインや組の耕作機械と同様、

すでに約 50%は償却済みのもので、無価値で、時代遅れのものであった。新

しい耕作機械の購入は、資金不足のため、 1993年のトラクターの購入量は、

1990年の 3分の lにも満たなかった。 1994年には、トラクターの購入は著し

く増大したが、 1995年には、 90億フォリントの需要に対して、合わせて 10

億フォリントしか国庫補助の財源がなかったことから、トラクターの購入は

91 Ki ssn品Pavelcsak0997）‘ pp, 38-39. 
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反落した。

肉牛の 73%は大規模経営で行われ、小規模経営の比率は 6%にすぎない。

牛舎施設の 70%は修復が必要で、 30%は完全に建て替えなければならない。

牛乳生産では、小規模経営の大半が搾乳機や冷蔵庫の技術条件が満たされて

おらず、品質のよい牛乳生産に不的確である。豚の 44%は、大規模経営で養

育され、小規模経営も 44%を養育している。小規模経営の大半は、自給用に

1-2頭育てている場合が多い。近代的な養豚技術は広範には広まっていない。

これには、資本と専門知識が必要であるが、それ以上にそれまでの統合組織

を正しく修復することが不可欠である。飼料の組合わせや配分の水準は、大

幅に低下している。養豚業者は、できるだけ安く、蛋白質が乏しい飼料を用

いようとするため、肉質が低下している。

農業従事者数は、劇的に減った。 1994年の農業従事者数は、 1989年の 28%

にすぎない。毎年、農業従事者数が 20%ずつ減った勘定である。長期間失業

している者の多くは、農村の住民である。農村の住民の平均賃金は、全国平

均より 25%も低い。農業従事者数の急減は、工業やサービス産業を中心とし

た経済発展によってもたらされたのではなく、協同組合や協同組合によって

運営されていた補完施設を強引に一掃しようとしたことによってもたらされ

た。つまり、工業やサービス産業が農業から労働力を吸い上げたのではなく、

農業を破壊することによって行き場のない失業者を生み出したのである。

土地の再分配で、新しい所有関係が形成されたが、 859530の農家は 0.5 

ヘクタールより小さな農地を所有し、全体の 91.5%にあたる I.040, 000の農

家は 5ヘクタール未満の農地を耕作している。表 42にあるように、 1994年

に、農家の 96.2%は30ヘクタール未満の農地と 2頭半未満の家畜を所有し、

農家の 3.8%だけが30ヘクタール以上、 300ヘクタール未満の農地を耕作し

ているにすぎなかった。農業組織の零細化も顕著である。従業員数 IO人未満

が 44%、IO人以上 20人未満は 18%にすぎない。協同組合数は‘ 1991年の

I, 334から 1995年度には436に減り、これらも以前の農地の 30-40%で耕作

しているにすぎない。

外国人が農地を購入することが禁止されていることもあって、外国資本の
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表42 個人農の分布

蝿模

大鰐模：農地 300ヘクタール以上、家畜30頭以上

中規模：農地 30ヘクタール以上 300ヘクタール未満、家畜 2.6頭以上 30頭未満

小親模：農地＼， 500ぱ以上 30ヘクタール未満、家畜 2.5頭

経済単位以下： J農地 400ni以上 l,500ぱ未満、鶏数羽、家畜 500kg 

出所：中央統計局（＼9 94) 

個人農数

I, 040 

65, 000 

l. 201, 000 
450. 000 

農林業における割合は 3.9%である。キシュネー・パヴェルチャークは、ハ

ンガリーの農地価格は人件費と同様に、西欧諸閣の約 10分の lであるのに対

し、生産手段価格は西欧諸国よりはるかに高いため、引続き外国人が農地を

購入することができないようにすることは正しく、零細農家グループの下か

らのイニシャチプや協同組合への再統合を物質的な手段で支援し、農業従事

者と国の利益に合致した経済政策を適用することが望ましいとしている叱

3.即効性のある農業立て直し

ハンガリーの農業は、表 43に示されているように、 GDPに占める農業の割

合だけではなく、輸出全体に占める農産物の割合を加味すると、デンマーク

やオランダの農業の比重の倍以上、フランスの農業の比重の 4倍以上、イタ

リアの農業の比重の 10倍以上であることがわかる。これは、農業が地方や農

村の発展や、住民を引き留めておく能力だけではなく、ハンガリー経済の成

長にとって軽視すべきではないことを物語っている。しかしながら、 1990年

代に入ってハンガリー農業は、表 44でもわかるように、 GDPそのものが 1989

年次から 20%急落する中で、それ以上に減少するという極端な形で、軽視さ

れ、破壊されてきたといえる。

1938年に農産物の 7%が輸出されたにすぎなかったが、 1990年代に農産物

の約3分の l；が輸出され、ハンガリーにおける農業の比重は増大してきた。

1995年度の農産物輸出は30億ドル近くに達し、貿易黒字は 20憧ドルに達し

92 Ki SS n品Pavelcsak(¥997). pp. 40-41. 
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表 43 1990年度の各国における農業の比重（%）

GDPに占める農業の割合 輸出全体に占める農産物の割合

デンマーク 7. 1 29. 4 
オランダ 6. 9 27. 2 

フランス 6. 5 16. 4 
イタリア 6. 9 6. 1 
ハンガリー 18. 0 25. 0 

出所： EUrostat(1993），中央統計局（1993)(1994) 

表 44 1995年度のハンガリーにおける農業の比重（%）

GDPに占める農業の割合 ｜ 輸出全体に占める農産物の割合

11 

出所：中央統計局(1996)

24 

た。農産物輸出によってもたらされた外貨収入の増大が、工業発展に貢献し

たのである。

イギリスをはじめ、あらゆる国において、工業発展の開始には、農業の蓄

積から収奪した手段が物質的基礎を築いた。しかしながら、発展の一定の時

期には農業を榎先した投融資が必要である。農業は経済全体に見返りを与え

るので、工業にとっても利益となる。この問題は、ソ連の 1930年代に、工業

を建設するために農業を収奪し社会主義的原始蓄積を唱えたプレオプラジェ

ンスキーと、工業を建設するためにはまず農業を発展させるべきだと説いた

ブハーリンとの問で行われた論争以来、第二次世界大戦後のソ連や東欧諸国

の経済改革のなかで常に議論されてきたものである。ソ連では、スターリン

がプレオブラジエンスキーの社会主義的原始蓄積論を採用し、第二次世界大

戦後のソ連や東欧諸国においても、社会主義的工業化のために農業は収奪さ

れてきたが、経済改革で一定の農業優遇策がとられ、弊害が緩和されるとい

う歴史をたどってきた。

1990年代初めに新政権の一翼を担っていた小農業者党は、効率の悪い工業

生産の停止、これと同時に、 1947年度の所有関係に基づいた土地分配の執行、

工業から失業した労働者に土地分配によって土地を与え、農業に戻させれば、

195 



表 45 工業およびサービス業関連指数

1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

工業付加価値｛%。fGDP) 42,8744 7989 41,89741976 41.02187919 36.441672 36,05165883 34.52074335 32.86435225 32.1209026 32.33834012 31,8779013 

工業付加価値（annual% growth) 4,335473009 -7 ,30206757 ー1.45794799 ー7,99381694 -5.19620785 -5,32911392 1.528279182 5. 762975255 5.706707841 1.616171135 

工業付加価値（constant1987 local) 4,946E+11 4,58484E+l 1 4.518E+11 4.15683E+l 1 3.94084E+11 3,73083E+11 3,78784E+11 4,00614E+ 11 4,23475E+11 4.30319E+11 

工業付加価値（constant1987 US$) 10529901429 9761000911 9618690594 8849790076 8389936590 7942827311 8064215887 8528954653 9015677177 9161385949 

工業付加価値（constantlocal) 9.915E+11 9,191E+11 9.057E+l 1 8,333E+l 1 7,9E+11 7,479E+11 7,5933E+11 8,0309E+11 8.4892E+11 8.6264E+l 1 

工業付加価値（！ocalcurrency) 4.946E+11 5.326E+11 6.431E+l1 6,835E+11 7.9E+11 8.712E+11 9,9181E+l1 1, 19501E+l2 1.5243E+12 1,861E+12 

工業付加価値（US$) 10529901429 10564 735287 10887820404 10813846787 10570683080 11029523472 10788400248 11363731025 12128324886 12191526856 

製品輸出（商品輸出に占める%） 69,04158474 68,16114156 66.49083531 62.81781387 64.08599211 62,88480222 63,2249557 62.85668574 66,26413858 67,72237441 

製品輸入（商品輸入に占める%） 65,7734386 67.476814 71.18949207 70,3512313 71. 78669293 71.56268232 66.9850317 71,57925846 73,69384715 73.49196484 

製造業付加価値（%ofGDP) 34.87343967 33,8499056 32.88894559 29,7611431 22.55282253 23.10496493 22.B 1063922 22.80000538 23,57221656 23.64891485 

サーぜス輸出（BoP.current US$) 980018496 1047006976 1290920960 2884182016 2525622016 3405413888 2835793920 3116958976 4270661120 5003846144 

サービス輸入（BoP.current US$) 813999616 1227000064 1658017024 2399688960 1991383040 2640826880 2619558912 2958116096 3629021952 3506359040 

サービス業等付加価値（%of GDP) 40.72468793 41,59 848962 43.95611405 49.63211772 55,04312509 57.95459048 60.30670435 60,829491 85 60,59911745 61,28402336 

サービス業等付加価値（annual% growth) 8,003510678 3,08864123 1,367609062 0,884420498 -26.2143644 -1.23538678 0,704331766 1,589709818 -3,97978107 4,031927258 

サービス業等付加価値（constant1 987 local) 4.698E+11 4,8431E+t1 4.90934E+11 4.95276E+11 3.65442E+11 3,60928E+11 3.6347E+11 3,69248E+1 I 3,54553E+ 11 3,68848E+11 

サービス業等付加価値（constant1987 US$) 10001916076 10310839380 t 0451851353 10544289669 7780171155 7684055949 7738177196 7861191758 7548333537 7852676854 

サービス業等付加価値（constantlocal) l ,55052E+12 1,59841E+l2 1.62027E+ 12 l,6346E+12 1,2061E+12 1.1912E+12 1.19959E+12 1.21866E+12 1,17016E+12 1.21734E+ 12 

サービス業等付加価値 (localcurrency) 4.698E+11 5.288E+ll 6,891E+l 1 9,309E+l 1 1,2061BE+l2 1,4626E+l 2 1.81999E+12 2.26307E+12 2,8564E+12 3.5777E+12 

サービス業等付加価値（US$) 10001916076 10489357904 11666610233 14728032149 16139158360 18516736720 19796917320 21520254031 22727381227 23437735429 

出所： WorldBank(l998) 
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表 46 いくつかの業種の相E関係における 10億フォリント分の

生産増にともなう雇用増

a 鉄鋼・冶金業 農業

鉄鋼・冶金業 674. 2 18. 7 

農業 94. 2 3 072. 4 

機械工業 農業

I. 293. 3 65. 9 

135. 8 3, 072. 4 

c 化学工業 農業

化学工業 386. 4 48. 2 

農業 119. 3 3. 072. 4 

軽工業 農業

1 712. 5 44. I 

202. 6 3, 072. 4 

e 食品工業 農業

食品工業 773. 5 26. 4 
農業 2, 303. 4 3. 072. 4 

f 鉄鋼・冶金業 非物質的サービス業

鉄鋼・冶金業 647. 2 11. 6 

非物質的サービス業 68. 2 3, 199. 7 

出所： Boda. Feh品r.Sebestyen. Vigh(I991). p. 172. 

構造転換にともなう失業問題は解決できると唱えていた。しかし、エコノミ

ストの多くは、工業からの失業者の吸収は、過去に逆戻りして解決すべきで

はなく、サービス産業を発展させることにことによって、はるかに効率的に

問題を解決でき、工業から失業した労働者を農業は一気に吸収できず、また、
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農業の効率が大幅に悪化すると考えていた”。

表46は、中央統計局のエコノミストたちが作成したいくつかの業種の相互

関係における IO億フォリント分の生産増にともなう雇用増を試算したもの

である。現在の危機は大規模に鉄鋼・冶金業で現れていて、 NISに対する輸

出の落ち込みは機械工業の生産を減らしている。表 46のaから dは、明らか

に農業生産が増加すれば、農業の雇用需要が工業で生じる失業者を吸収でき

ることを示している。しかし、これまで工業に従事してきた人々が、農業で

仕事をしようとすることが条件になる。現在の価格体系では、農業生産にお

ける労働集約性は、工業の倍以上である。したがって、 10億フォリントの農

業生産の増加には、工業各業種における同量の生産増に必要な人員の 2-3倍

必要で、ある。表 46によれば、工業からの失業者の吸収を農業生産を急増させ

ることによってのみ可能なのではなく、サービス業、なかでも非物質的サー

ビス業の規模を大きくすることが代案となりうることが示されている。生産

性において、農業とサービス業が類似していることが分かる。

生産構造の転換は、経済全体の収益力を高め、効率性も高めるが、代償も

払わなければならない。一般的に‘工業労働者が農業に従事するようになるこ

とは、ある工場から別の工場に移る場合より社会的なコストが高くなり、異

業種聞の労鋤力の移動は‘同一業種内での労働力の移動の場合より効率性の

低下の割合が大きくなるからである。これらの損失が、人的損失に結びつく

場合には、秤にかけ、できるだけ大きな社会的な利益を得るとともに、でき

るだけ小さな社会的損失ですませられるよう、経済政策が立案される必要が

ある。

小農業者党や 1991年時点のエコノミストの多くは、農業が工業からの失業

者の受皿になりうるという楽観論をもっていたが、緊縮政策によって運転資

金にも事欠き、協同組合や協同組合によって運営されていた補完施設を強引

に一掃し、土地を再分配したことによって農業は破壊され、農業従事者が激

減するという事態になっている。

93 Boda, Feher噌 Sebestyen. Vigh(l99l). p. 168. 
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外資の進出でスーパーマーケット、大規模ショッピング・センタ一、外食

産業、ホテル等のサービス産業は発展してきている。しかし、サービス産業

の最終生産物は、輸出することができず、その利用が場所と時間に拘束され

ることを考慮すれば、貢献度は低いといえる。これに対して、農業の最終生

産物が輸出商品となりうるということは、重要なポイントである。対外債務

が多く、経済を発展させるための輸入需要が多い国にあって、貴重な外貨収

入をもたらすということは、過小評価されるべきではない。中央統計局のエ

コノミストたちは、農業よりサービス産業を発展させ、また、外資の投資で

産業構造を高度化させ、雇用機会を確保することを主張しているが、これは

これまで受け容れられてきた発想である。しかし、実際に採られてきた措置

のように、 1947年の過去に逆戻りするのではなく、経済合理性に裏打ちされ

た近代的な農業を発展させ、産業構造の高度化に寄与させるという発想が必

要であろう。

4.農業金融制度の不在

1995年末の民営化売却益の割り振りをめぐる論議の中で、もっとも有効な

利用方法は、農業の立て直しに使うことであるという議論はまったく起こら

なかった。当時のポクロシュ財務相は、対外債務の返済に充てることを主張

し、野党は、インフラ整備に充てることを主張していた。ハンガリーのイン

フラ水準は、先進諸国の水準に比べれば大変低いが、国民 l人当たりの GDP

でみれば、平均的な水準である。キシュネー・パヴェルチャークは、インフ

ラ整備の一部は、まったく投資が回収されず、大部分の投資は長期間かかつ

て回収され、間接的に生産やサービスに効力があるだけなので、債務の返済

に充てるのは悪い考えではないが、農業への投資から得られる生産物収入か

ら債務の返済に充てれば、さらにクリエイティプで生産的な方法になったは

ずであるとしている。さらに、 EU加盟をにらみ、 EUが加盟時の農業生産水準

を固定することを望むため、現在の停滞した生産水準で加盟することになれ

ば、深刻な社会的・経済的な打撃を受けることになるので、農業を発展させ
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ることに民営化売却益を振り向けるべきであったとしているへ

1996年の春にハンガリ一国立銀行やマスコミは、ハンガリーは期限前に繰

上げ返済するという声明に対して、繰上げ返済後は利払いの必要がなくなる

ので有益であると褒め称えていた。しかし、ハンガリーは資本不足であり、

低利の融資で合理的に投資することがハンガリーの経済成長を助けるのであ

り、賢明な選択であったとはいえない。ハンガリー経済の成長にとって農業

が鍵となっていることを指摘したが、農業における資本不足は、生産、技術

や品質の悪化を引き起こし、最終的には輸出の減少につながる。キシュネー・

パヴェルチャークによれば、農業の再建には 3,000億フォリントが必要であ

る叱世界的に農業の債務は増える傾向にあるなかで、 1980年代まで黒字を

稼ぎ出していたハンガリーの農業も流動性の問題に苦しんでいる。農業にお

いても、ラジカルな不良債権処理が必要となっている。

これまでの国営農場や協同組合農場の経営が悪化し、農業金融がほとんど

存在していない現状では、農業が立ち直るきっかけは皆無である。ドナウ川

とティサ川の聞の運河建設案も、そのための資金がないということに加え、

将来、 EUに加盟できた時点で、ハンガリーで大量に生産される農産物は歓迎

されないため、運河はマイナスと判断されている。しかし、まさに拡大 EU

の成功の鍵は、 EU諸国が自ら犠牲を払って新加盟候補国を支援できるかにあ

り、東欧諸国の農業金融制度の確立に国際的な支援が差しのべられるべきで

ある。

~i Ki ssn品Pavelcs品k(l997). p. 36. 

95 ibid.〔1997). p‘42. 
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第 3節好業績の国有企業群

1.成果を上げる企業内改革と合弁事業

図9は、売上高上位固有企業の売上高営業利益率の推移を示しているが、

ハンガリ一国有鉄道やブダペスト交通会社の業績が悪化しているが、トラッ

クなどを製造している RABA、ドゥナフェル製鉄所有限会社（Dunaferr）、 宝く

じ株式会社などのように、国有企業のままで企業内改革や合弁事業を行い、

業績が改善してきている企業群も散見される。

図9売上高上位固有企業の売上高営業利益率
9も
20.0 

。。

ー10.0

-40.0 

ー－＋－1、ンガリー電力株式会
社（MVM)

ーーードゥナフエル製鉄所有限
会社（Dunafe作）

一也ー，、ンガリー固有鉄道株
式会社（MλV)

一ーーー，、ンガリー郵便局株式
会社

一嘱ーパクシュ原子力発電株
式会社

ーーーブうfベスト交通会社
(BKV) 

一→ーうハハンカリァワコン機織
株式会社（RABA)

ーーー宝〈じ株式会社

出所： FigyeltJKiilOnszam Top 200. 1994. 1995. 1996. 1997. 1998より作成．

MBAは、技術革新に努め、リストラをはじめとする企業内改革を行うとと

もに、 OpelやAudlと合弁事業を行い、 1991年には5億 5目250万フォリント

の赤字を計上していたが、 1992年以降黒字に転換している。コメコンの解体、

貿易の自由化、深刻な不況のなかでの禽闘で、注目に値する。 MBAの例は、

必ずしも民営化がなくても、国際経済のニーズにマッチした業態に自ら改革
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できれば生き残っていけることを示している。

RA.BAは、 OpelとAudiのエンジン生産用に余剰となった労働力とジエール

の工場建物を譲渡し、合弁事業を行っている。これはコメコン市場に依存し

ていたハンガリー最大の電機会社Videotonが、コメコンの解体で生産が縮小

したため、工場建物を外資の IBM、TexasInstrument s、Alcoa-Fujikura、Ford、

KENWOODなどに賃貸し、余剰労働力の受皿を作り、単に工業団地化している

ことよりも積極的な意味を持っている。

RABAはコメコン向けの輸出を見直し、アメリカ市場で新たな顧客を開拓し

た。車軸や車両部品をアメリカ企業の DanaCorp.、EatonCorp.、Rockwe11 

Int e rna t i ona l 、MarmonHerrington、1I. Caseなどに輸出し、およそ l億ド

ルの売上げを上げるまでになっている。

RABAは、西独のエンジンメーカーである MANからライセンスを購入し、

1967年から 6気簡の MAND 2156タイプのディーゼルエンジンを生産し、ハ

ンガリーのパス・メーカーである Ikarusなどに供給してきた。その後、独自

に開発を進め、 EUR0-1とEUR0-2の環境基準をクリアする DIOと呼ばれるデ

イーゼルエンジンを開発しているへ RABAは Ikarusにディーゼルエンジン

を長年提供してきたが、 Ikarusはオランダの DAF社のディーゼルエンジンに

切り替えてしまった。 DAF社のディーゼルエンジンは旧世代のエンジンで、

RA.BAのDlOの方がコストも安く、よい選択ではなかったといえる。技術力が

あり、東欧・NIS諸国に市場をもっている RABAの評価は高く、韓国の Daewoo

もRABAの買収に名乗りを上げている。アメリカにサスペンションや部品を、

タイにパスのシャーシーを輸出し、さらに、日本のいすずの品質調査を受け

ていて、結果次第では日本へもサスペンションの輸出が可能となり、ロシア

のJakromaのパス工場に凹RD-2タイプの排ガス対策済みのエンジンのサンプ

ルを送っている叱

制 RA.BAMagyar Vagon－む GepgyarReszveny tars asag 0 996c). 

95 NePszabadsag, J 995. 7. 28. 
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図10 自動車メーカーの売上
高営業利益率

図11 自動車メーカーの
社会的貢献度指数
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出所・ Figyelf!Kiilonszam Top 20且 1994, 1995. 1996, 1997. 1998.より作成。

図 10にあるように、ハンガリーにおける自動車メーカーの収益率を表す売

上高営業利益率を見ると、エンジン生産が中心で、組立ては 100%部品輸入

して少量だけ行い、初期投資の負担が少ない Opelの収益率が、 1996年には

17. 64%に達している。逆に、エンジンとトランスミッション以外の部品を現

地調達して年間 50,000台の組立てを行い、初期投資の負担が重いMagyar

表 47 自動車メーカーの従業員数

1993 1994 1995 1996 1997 

Audi 172 254 661 1760 

Opel 482 569 701 837 1009 

Magyar Suzuki 487 652 1,032 1.417 1,547 

lkarus 6,446 4,892 4,190 2,814 3,231 

RABA 7,861 6,816 6.400 6,205 6,308 

出所： FigyeltKii/iinszam Top 200. 1994. 1995. 1996. 1997. 1998.より作成．
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Suzukiは、収益率が短期的には低い。Ikarusは凋落傾向にあり、RA.BAは7-2%

で安定している。

リストラが「移行経済」の主要目的のーっとされているが、人員削減をし

て労働強化を図れば、自動的に労働生産性や収益性は上がる。最少の従業員

数で最大の利益を上げるのが、もっとも効率的な資源配分であると考えられ

がちであるが、最少の従業員数にするために発生する失業が、代わりの雇用

機会を簡単に提供することができない発展途上国や中進国では、特に社会的

コストを増大させることになり、必ずしも、資源配分を効率化したことには

ならないことが留意されるべきである。表 47にあるように、上位 3社は、従

業員数が数百人から 1,400人と少なく、 RABAや I』rnrusの数千人規模とは好

対照を成してる。しかし、 RABAのように数千人を雇用しながらコンスタント

に 7-2%の売上高営業利益率を維持できれば、社会に対する貢献度は逆に高

くなると言える。このため、売上高営業利益率に従業員数をかけた社会的貢

献指数を新たな尺度として用いることを提案したい。図 11は、この社会的貢

献指数で自動車メーカー5社を表したものであるが、 Opeiよりも RABAの方

が社会的貢献度が高いことを示している。 RABAは、固有企業のまま、人員削

減を最小限に抑え、事業内容を再構築・改善することに成功したのである。

第3章第 l節で述べたように、ヨーロッパの自動車メーカー各社の生産性

は、高くなってきている。 Volkswagenは、週休 3日制を導入した経験も持っ

ているが、労働時聞を短くすることによって、賃上げと解雇を避け、高品質

の製品を造り、なおかつ、相対的に高い賃金を維持することが可能であるこ

とを示した。これは、 Volkswagen労使がコンセンサスの形成に成功した賜で

あるが、まさに人聞の英知が発揮された瞬間であった。エンジニアが汗水た

らして日々、技術革新に努めても、賃金アップなどの報酬が与えられるどこ

ろか、達成された技術革新のために余剰労働力となり合理化されてしまうの

であれば、働く意欲が失われてしまう。アメリカのように、収益性や労働生

産性が第一義にされれば、少数の人々だけが正社員で高給をとり、大多数の

人々は契約社員・派遣社員・パートタイムとして薄給に甘んじさせられ、途

上国以上のジニ係数で、人聞社会全体の厚生の向上に資するとはとても言え
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ない。達成された技術革新などの労働の成果を、労働時間を短縮し、労働の

労苦から人々を解放し、企業全体で、社会全体で享受しなければ、人間は何

のために働くのかわからなくなってしまうだろう。

経営危機は、失業者を発生させるよりも、労働時間を短縮し、賃金水準を

抑え、その聞に事業内容を再構築・改善するドイツやフランスで取り組まれ

ているジョブ・シェアリングの方式が、社会全体にはプラスであるといえよ

つ。

2.西欧の国有・公有企業による買収

電力会社、ガス会社と通信会社の 15社の株式のほとんどは、 1995年にド

イツの公有企業やフランスの固有企業に売却された。 15社のうちガス供給会

社の 5社と通信会社の MatavRt.は、発行済み株式の過半数が外国人所有と

なった。さらに 8社は、 1997年末までに過半数以上の株式を取得できるオプ

ションを与えられていた。表 48にあるように、ドイツの電力会社やガス会社

は各連邦州が所有している公有企業で、フランスの電力会社やガス会社はフ

ランス政府が 100%所有している固有企業である。このため、民営化という

よりも、所有権のハンガリ一政府から外国政府への移転という方がより正確

な表現といえる。西欧諸国には、これら公益企業といわれる業種だけではな

く、 Renaultや Thomsonのような製造業にも固有企業が存在し、イタリア企

業の約7割は固有の持株会社に所有されているように固有企業が多い。これ

らは、東欧諸国の固有企業には、資金と技術の不足の他に固有企業経営のあ

り方に問題があり、所有の問題ではなかったのではないかという仮説の根拠

の一つを提供している。

MolRt.（ハンガリー石油ガス産業株式会社）は、1991年にOrszagosKoolaj-

es Gazipari Tr出 zt （全国石油・ガス産業トラスト）から、ガス供給会社の

5社などを分離独立させ売却することによって、単一組織として存続するも

のとして発足した。補償パウチャーでの株式の交換の対象とされていたこと

が、 Mol Rt.の所有構造を特徴付けていた。 MVMRt. （ハンガリー電力株式会
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社）は、地域ごとの電力会社と送配電会社を傘下に持つコンツェルンに機構

を転換していた。 AVUは、事業活動を規定する法律ができ上がる前に、発行

済み株式の過半数を維持する形で、 1992年4月にガス供給会社、 1993年に送

配電会社の入札を行ったが、入札価格が額面価値の 6-60%にしか達しなかっ

たため、入札を撤回していた。 Matav Rt. （ハンガリ一通信株式会社）は、

郵便局から分離独立して設立され、1993年に発行済み株式の30%をDeutsche

TelekomとAmeritechのコンソーシアムに売却することに成功していた。

エネルギー産業の 1995年度の民営化は、 1994年 12月の閣議決定で、 Mo! 

Rt.の発行済み株式の約 3分の lを外国の同業企業に売却し、パクシュ原子力

発電所と全国送電網とともに MVMRt.を、ハンガリーの個人投資家、補償パ

ウチャ一所持者、内外の機関投資家へ売却し、各発電所と送配電会社の発行

済み株式の過半数を外国の同業企業へ売却するという方針が出されたことに

よる。 1995年夏、地方自治体は、ガス供給会社の所有権の 40%と送配電会社

の所有権の 25%をAPVRt.から割り当てられることになったが、 APVRt.か

ら売却代金が支払われず、すでに取り上げたように、一連のスキャンダルに

発展した。

Mo l Rt.の民営化について、 AvRt.は多国籍企業と発行済み株式の過半数

以下の株式売却について交渉を開始したが、このような条件では多国籍企業

の関心は低く、せいぜい、いくつかの製油所や事業所が検討されるにとどま

った。 1995年の秋の法律改正で、 MoI Rt.に対する敵対的な買収を防止する

ために、投資家は発行済み株式の最大 25%と議決権の 10%までしか取得でき

ないこととなり、最終的に発行済み株式の 18.96%を英米の投資基金を中心

とした 150の投資家グループに、比較的低い価格水準で売却された。

ガス供給会社の民営化の憶には、 APVRt.は、相当な資本力、大規模なガス

供給の事業経験、過去 3年間の会計監査報告の他に、強占を防止するために、

l投資家は最大 2企業まで、最大の企業を取得する投資家は l企業だけで所

有権を取得できるという条件を付けていた。ガス供給会社 5社の発行済み株

式の 50%および議決権 1票は、合計 624億フォリントで、ドイツ、フランス、

イタリアの固有企業・公有企業に、高い価格水準で売却された。
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表48 ハンガリー企業の西欧固有・公有企業への売却一覧

企業名 資本金 先却比If! 売却価格 売却先 売却先の t聾昧主（A) (A)の持椋

(10健ft) cu (! G健Ft) 比副幹（耳）

Ddgh （南トランスダニュープ・ガス供給様式会社） 7. 35 50+1 7 Ruhrgas/VE胃Energic 路地/J自治体

Dcdz （南ハンガリー，ガス供給機式会社） ! 5. 31 50+1 12. 5 G昌sde France フランス政'}f.f 100 

Edz （ ~tハンガリー・ガス供給隊式会社） 7. 04 50+1 10. 4 Gas de France フランスikJff 100 

Kodz （中部ハンガリー・ガス供給鋒式会社｝ 10. 55 50+1 9. I Bocrnwcrk (8) バイエルン州政府 58. 3 

VIAG AG （凶.（j持練会社であったが、 1986＇！＇に 40$を民常化｝ ss. a 
バイエルン紺地方自治体 2. 9 

EV Siedcrosterreich 諸地方自治体

Tigiz （トランスティサ・ガス供給篠式会社） 24. 41 50+1 23. 4 llalgas/SSA.'i ESI. SSA.Ii 

M&trai Er官mOCマートラ発電機式会社｝ 36 53 14. II Rhein Westlalen Energic R町 AGEssen （地方自治体・共同体｝ 100 

Energi cvcrsonwng Schwab en (C) オーバーシュワーベン発電所｛地方自治体・共同体｝ 43. 3 

ピュルテンベルグ州電気庫県連盟

シュパルツバルト・ドナウ共阿体電気庫翼連盟（地Ji自治体・共阿体｝ 18. 8 
Slut tgart Technisth官官erke 10 

Baden胃UI・tcnberg 10 

El皿z 61 46 49. 5 Rhein Wcstlalcn Encrgie R'fE AG E.~scn （地方自治体・共同体｝ 100 

Energi cvcrsorgung Scblraben （（）と！斗じ

Ti 11isi （トランスティサ送配電機式会社｝ 34. 16 49. 23 17. 9 I SAR Ampcrwcrkc VIAG 

Baycrnwcrk 

Rhei n曹f再tla I en Energic 

°tM~SZ Utハンガリー送配電線式会社） 30. 5 100 46. 04 Rhein Wcstlalcn Encrgic RWE AG Es.~cn （地方自治体・ .Rff~体｝ 100 

Energicversorgung Schwaben (C）と"'1じ
Dhisz （同時ハンガリー送配電線式会社｝ 39 100 44. 25 Elcctricitc de France Internationale プランス政府 100 

EDAsz Utトランスダニュープ送配電様式会社） 51 47. 55 26. 99 Electricite de France Internationale フランス政府 100 

Di:d4sz （南トランスダニュープ送配電線式会社） 31 47. 25 14. 8 Bayernwcrk (8）と I•~ じ

Maiav cハンガリ一通信掠式会社｝ n. a. 66. 58 190. 47 Deu I schc Te I cko圃 ドイツ政府 (1997年に掠式の4Uiを個人に‘ 26:tiを償問投資家に売却｝

A皿eri tech 

Chinoin 20. 5 99 25. 75 Sano Ii フランス政JM 100 

Polkolor n. a n. a 27.3 Tho田son フランスifJ(J{.f 100 

合計 519. 51 

出所： Mih~lyi (1996）.、 APVRt.‘Voszka (1996）.より作成．



第4意民営化の曜界

電力セクターについては、 1995年に、シュフマン民営化相が、社会党の議

会会派のコンセプトに従い、 MVMRt.を“再トラスト化”し、多段階で売却し、

第 l段階では発行済み株式の過半数を売却しないことを提案していた。通産

相は、 MVMRt.の発行済み株式の過半数の国家所有を維持し、まず製造業を売

却することを提案した。また、労働組合も、発行済み株式の過半数の売却や

外資への売却に反対を唱えていた。 1995年7月の閣議決定は、妥協として、

発電所や送配電会社の発行済み株式の過半数未満で 50%に近い株式を売却

じ、オプションとして 1997年度までに過半数を取得でき、 MVMRt.本体は発

行済み株式の 24%と議決権 l票、後に追加取得できる可能性を与え、外国の

同業企業へ提供することを決定した。ドイツやフランスの固有企業・公有企

業とベルギーの民間企業に売却された送配電会社5社と発電所2社は、発行

済み株式の過半数をいきなり取得できないという条件もあって、それほど売

却価格は高くなかったが、合計 I.800億フォリントであった。 MVMRt.本体と

発電所 5社は、入札価格が低すぎて売却には至らなかったが、特に発電所 5

社は炭鉱と統合されていて、効率が悪く、将来予想される解雇問題のために、

高い価格で入札する投資家はいなかった。

通信会社の MatavRt.の第 2次株式放出は、第 1次株式放出時に公開入札

で落札したDeutscheTelekomとAmeritechのコンソーシアムに、発行済み株

式の 36.58%が入札なしで売却された。売却する比率や価格についても、担

当している APVRt.や経営陣も知らされないまま決定された。当初、 APVRt. 

と外部の専門家は、 Matav Rt.を株式市場に上場すべきであると考えていた

が、すでに発行済み株式の 30%を取得していたDeutscheTelekomと

Ameritechのコンソーシアムが反対したため、ハンガリ一政府は政治的に、

土壇場で民営化法の一般原則である公開入札もしくは指名入札の公示をA抑

制．にさせなかった。 MatavRt.のハンガリ一人取締役の 1人が、取締役会で

詳細に関する説明を求めたが、株主構成の変化については取締役会の権限

であるとして拒否されたへ DeutscheTelekomとAmeritechのコンソーシ

gs Voszka (1996). p. 396. 
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第3節好業績の固有企業群

ァムは、発行済み株式の 36.58%を 1.170億フォリントに相当する外貨で取

得したが、第 l次株式放出時の売却価格よりも、はるかによい条件であった。

もっとも、第 l次株式放出時の 1993年のフォリントの対ドル・レートと比較

すれば、今回は前回の売却額の 80%にしかならない。通貨価値の下落をカバ

ーすることができなければ、民営化はいずれ行き詰まらざるをえないことを

示す事例であった。

これらの事例からいえることは、売却価格は投資家の種類と株式放出比率

の大きさに左右され、機関投資家より同業企業の方が高い価格を提示し、放

出比率が大きいほど高い売却価格を実現できるということである。 MoI R L. 

の場合も、 Matav Rt.の例のように、複数の投資家を対象にするのではなく、

単一の石油企業に売却を打診していたら、もっと高く売ることができたかも

しれなかった。発行済み株式の過半数未満を金融機関に売却しようという方

針は、企業の経営陣の利害から出されることが多いが、売却価格を押し下げ

ることとなる。しかし、エネルギー、通信といった戦略的産業の発行済み株

式の過半数以上を外資に売却することは、将来的な国際関係の変化を考慮に

入れると得策とはいえない。

一般に、売却額と売却額の額面価値に対する割合で民営化の成功が測られ．

ハンガリーにおける 1995年度の民営化は、その規模やスピードにおいて成功

であったと評価されがちである。しかし、ヴォスカは、 f APV Rt.指導部が

成功の明らかな指標として、数千億フォリントを 1995年度内に取得しようと

し、…“馬が死ぬほどのスピードで”の売却の兆候は 1995年の後半の数ヵ月

に感じられ、…特に Mol Rt.とMatav R L.の売却を 1996年度に延期していた

ら、売却総額を増加させただろうJ97と批判している。

売却額と売却額の額面価値に対する割合よりも、民営化後の企業の事業内

容やサービスの質や製品価格がどうなるかにも注目しなければならない。企

業売却価格とその企業の製品価格は、相互に比例関係にある。すなわち、民

営化による売却価格が高い場合、新しい所有者にとっては資本コストが高く

引 ibid. p. 397. 
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ついたことに他ならず、消費者レベルでの物価上昇に帰結する。ガス供給と

送配電に関する法律は 1994年末にできていたが、料金決定についての政令は

1995年7月に出された。1996年末まではハンガリーのエネルギー局の提案を

受け通産相が設定し、 1997年以降の料金は、環境保全義務を達成するための

設備投資を含んだ“根拠のある”事業コストと、出資比率に応じた 8%の利

益をカバーするものであった。 “根拠のある”事業コストを客観的に設定す

ることはむずかしく、また、あらかじめ出資比率に応じた 8%の利益を保証

するというこの複雑な料金構成は、後で取り上げるように、新所有者、監督

者‘消費者の聞で論争を生むものであった。

Ma tav Rt.は、 1993年度に DeutscheTelekomとAmeritechのコンソーシア

ムに発行済株式の一部が売却され、表49にあるように、 1995年に l.585人の人

員削減を行ったが、 1996年に 2.578人の人員増員を行い、図 13に示されて

いるように、数少ない社会的貢献度の高い企業になっている。 1990年代の初

めまで、ハンガリーでは電話の普及率は低かったが、 1990年代の半ばから携

表49 主要公益企業従業員数

1993 1994 1995 1996 1997 

J、ンガリ一石油ガス産業樵式会社（Mol) 19.860 18.126 16.738 15.660 14,145 

ハンガリ一電力株式会社（MVM) 482 468 462 438 422 

ハンガリー通信様式会社（Matav) 19,219 19,288 17,703 20,281 

ハンガリー郵便局株式会社 50,698 47,319 46.711 44.854 43,732 

トランスティサ・ガス供給株式会社（Tigfiz) 3,223 3,474 3,521 

北トランスダニューブ送車電株式会社 3,408 3,048 2,809 2,560 2,503 

ヴヱステル 900GSM携帯通信株式会社 341 603 716 955 

パクシュ原子カ発電株式会社 3,644 3,372 3,118 2,929 

南トランスダニューブ送庖電株式会社 2,793 2,793 2,719 2,664 2,450 

南ハンガリー送配電棒式会社 2.781 2,706 2.482 2,058 2,002 

トランスティサ送起電株式会社 3,201 2,297 2.448 2,382 2 285 

出所： FigyeJ8KiilOnsztim Top 200, 1994咽 1995. 1996, 1997, 1998.より作成．
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出所： Figye/'6Kii/Onsztim Top 200. 1994. 1995. 1996. 1997. 1998.より作成．

帯電話の登場と共に急速に普及した。ヴェステル 900GSM携帯通信妹式会社

員削減を行ったが、 1996年に 2,578人の人員地員を行い、図 13に示されて

いるように、社会的貢献度は横這いである。

Mo I Rt.を例外としてエネルギー ・通信産業が、英米ではなく西欧諸国の企

業によって取得されたことは重要な意味を持っている。これらの西欧諸国の

企業は、いずれも固有か公有の企業で、英米の民間企業や、 1997年度に一部

民営化された DeutscheTelekomを除き、固有企業から民営化された企業は落

札できなかった。何らかの政治的な合意で差別されたわけではなく、 単純に

提示価格と入札公示に示されていた諸条件を盛り込んだ事業計画を基に落札

業者が決定されていて、英米の企業も「手続は公正であったJ98と認めてい

る。ただ、入札公示に示された諸条件が何度も変更され、 国家機関が何度も

潜在的な新所有者の意見を聴取したため、ヴォスカが指摘しているように、

"Voszka(l996). p. 396 
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第4章民営化の限界

明確に決められたルールを拠り所とするアングロ・アメリカンのビジネス文

化と不確かな部分も持ちながら妥協点を見出すヨーロッパのビジネス文化の

衝突があったと見ることは可能である。

ヴォスカは、 「前者は株主に責任を負っている民間企業として不確かな環

境に飛び込むことを嫌い、より正確にはリスクを提示価格を低くすることに

よって補う。…（後者は）ルールが明確でないのは必ずしも欠点ではなく、

…本国で常に国家と妥協点を探っていて、ハンガリ一国家ともうまく妥協点

を見出すだろうと十分に考えられる。かれらの所有構造から、納税者の負担

とすることによって、より多くのリスクを負うことができる」”と断定して

いる。しかし、株主に責任を負っていることと、納税者に責任を負っている

ことの違いが、それほど決定に大きな違いをもたらしていると考えるのはど

うだろうか。前者の民間企業もロビー活動を行い、ヨーロッパにも民間企業

が存在しているからである。地理的な距離、政治的な距離、歴史的なつなが

りなどの方が大きな要因であったのではないだろうか。

表 48は、筆者が把握しているハンガリー企業の西欧固有・公有企業への

売却一覧であるが、その売却価格総額は 5,195億 1,000万フォリントとなり、

1990年から 1996年までの固有企業株式売却価格総額の1兆677億 8,000万

ブオリントの 48.7%を占め、ハンガリーにおける民営化の半分近くは、実際

には、西欧固有・公有企業への所有権の移転であったことを示している。こ

のことは、資金と技術の不足のために所有権を安く移譲するよりも、固有企

業のまま、西欧の国有・公有企業と同じようなインセンティブ・メカニズム

を持つように改革し、国際金融機関から低利で長期融資を受け、先進技術を

購入した方が賢明であったのではないかという本質的な問題を提起している。

マートラ発電所を買収したドイツの公有電力会社である RheinWestfalen 

Energi e (RWE) /Energi eversorgung Schwaben (EVS）コンソーシアムは、 2,000 

億フォリントの設備投資を行う予定である。ハンガリーの褐炭－~炭層の

90%以上は、マートラおよび、ピュック地方に集中していて、 2050年まで枯渇

”Voszka(l996）ー p.396 
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することはないという調査結果が出ている。附E/EVSコンソーシアムは、褐

炭・亜炭の生産コストは、インフレーションや通貨価値の下落の影響が限定

的で、石油やガスの国際市場価格変動から完全に切り離され、安定的に調達

でき、 Mol Rt.によるドラスティックな石油価格の値上げのため、石油や無煙

炭などの他のエネルギーより低コストであることを投資決定の根拠とし、

600MWとI,OOOMWの石炭火力発電所の運転とともに、さらに 2,500MWの石炭

火力発電所を新設する計画であるI0目。

RWE/EVSコンソーシアムも、当然、借入れをして石炭火力発電所の近代化

を行うわけで、ドイツの公有電力会社にできてハンガリ一政府に同じ事がで

きないはずはない。不採算の炭鉱を閉鎖すべきだという主張があるが、一定

の価格で安定供給し、先進技術と結び付ければ、他のエネルギー源より採算

がとれることが示されてきている。今回、炭鉱と統合されている発電所 5社

は、効率が悪く、将来予想される解雇問題のために売却できなかったため、

老朽化した施設の近代化が未解決のまま残っている。東欧の石炭は品質の悪

い褐炭・亜炭で、硫黄分が多いという特徴があり、高価な排煙脱硫装置を設

置する必要があるが、炭鉱を閉鎖すれば、社会的コストを負担しなければな

らない。戦略産業でもあるため、インセンティプ・メカニズムを持つように

改革し、国際金融機関から低利で長期融資を受け、褐炭や亜炭を効率よく燃

焼させる先進技術を導入する方法がとれれば、一石二鳥と考えられる101。

3.所有が問題ではないことを示した製薬会社 Chinoinの売却

Richter Gedeon、Chinoin、Egisらの製薬会社は、図 14にあるように、

100 Nepszabadstig, 1996. 11. 27. 

101；地球温暖化の原因となっている二酸化炭素の排出という問題が残るが、高い建設コストや環

境破壊を伴なう水力発電所や原子力発電所、建設コストも安くクリーン・エネルギーだが燃料

を輸入に依存し雇用効果が低いガス発電所と比較して．東欧諸国がとりうるペストの選択と考

えられる．
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100万フオリント
図14 製薬会社の経常利益
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出所： Figyelff Kiilonszam Top 200, 1994. 1995. 1996, 1997. 1998.より作成。

業績がよく、 小さな会社に細分化されることなく、民営化が行われた。戦前

からの歴史を持ち、オリジナルの研究開発成果を持っていたが、マーケッテ

ィング能力と資本カに劣るという共通性を持っていた。旧経営陣が率先して

民営化を進め、巨額の R&Dのためにグローパル化しているプロセスに加わり、

生き残りを図ろうとしたことで共通していた。

Chinoi nは、表 48にあるように、株式の 76%がフランスの固有企業である

Sanof lによって取得され、実際にはフランスの国有企業になったと言え、民

営化そのものの意味を再考させる事例であり、詳しく検討する価値がある。

Chinoi nは、その前身である ALKAVegyesze l i Gyar （アルカ化学工場）が

lg l 0年に設立したことから始まった。ブ夕、ペストの北東地域のウーイペスト

にある工場で、サリチル酸とキニーネ剤を製造していた。キニーネ剤を製造

していたことが、後に Chinoinという社名になる由来であった。第 1次世界

大戦後、 ドイツ企業が麻棒状態にあるなか、 Chinoinはサリチル酸市場の多

くを獲得することに成功した。 1937年にはビタミン Cの発見者であるセント

ジェルジ・アルベルトが Chinoinにビタミン Cの生産を委託した。海外でも
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スペイン、トルコ、メキシコに工場を建設し、 1940年代の初めには 30カ国

に輸出していた。大株主はたびたび代わり、初めはハンガリーの銀行、次に

オーストリアとハンガリーの持株会社、 1930年代後半からイギリスの年金が

なっていた102。

第 2次世界大戦後、 Chinoinは海外市場の多くを失い、生産は開始されて

いたが、 1948年に他の製薬会社と同様に国有化された。 1949年に、ペニシリ

ンのハンガリーにおける生産技術を確立し、 1951年にビタミン Bl2を開発し

ている。 1970年にブダベストの南西地域のナジテーテーニにある火薬工場が

Chinoi nに吸収された。この工場は 1960年代に深刻な経営危機に陥っていた

軍需工場であった。 1,600人の従業員を解雇することはできず、この工場を

救済するのは困難を極めた。コメコンの分業体制のなかで、この工場で農薬

の生産が行われたが、赤字を出していた。 1980年代の中頃に、世銀の支援の

下、ミシュコルツの近郊に注射工場を新規に建設した。元からあったミシュ

コルツの工場は、 1980年代に閉鎖時期を迎えていて、雇用問題が発生してい

たためである1030 

製薬会社のなかで真っ先に民営化したのは Chinoinであった。 Chinoinが

製薬会社の民営化の先達を務めた要因は、 Chioninの経営陣、中でも代表取

締役の積極的な鋤きかけにあった。代表取締役は、ハンガリーの薬品工業が

成功を収めているにもかかわらず、世界の最前線からははるか後方にあると

認識していて、 Chinoinが発展していくためには資本力が必要で、外国の投

資家の投資が不可避であるという確信から、代表取締役の人脈もあって迅速

に民営化が行われた。国有企業が会社組織に再編され、株式会社化された時、

まだAvuは設立されておらず、 Chinoinは「自発的な民営化Jを試み、 1989

年には投資家の選択が始められていた。 Chinoinの経営陣は、投資家の条件

を、 L大企業である製薬会社を買収できるだけの資本をハンガリーに持って

いる者はないので外資であるべき、 2.日本やアメリカの企業との良好な関係

102 Chinoin (I 985) 

103 Be rend (19 64) 
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もあるが、文化が異なり地理的にも遠いため、ヨーロッパ系であるべき、 3.

将来凹加盟国に導入される新しい基準に対して有利になるため、 EU加盟国

の企業であるべき、 4.ハンガリーの薬品工業が発展するためには資金が必要

なだけではないため、機関投資家ではなく、国際的な販売・マーケッティン

グ網を持ち、 Chinoin独自の研究を認め支援する用意のあるメーカーとして

の多国籍企業であるべきと考えていた。アメリカの弁護士事務所と投資銀行

の協力の下、数次の入札を経て、フランスの固有企業である Sanofiを最善の

パートナーとして選び出した104Q

Sanof iは、世界の 10大石油企業の一つである ELFの事業多角化によって

始められ、薬品と化粧品分野で構成された設立後初年の ELFの姉妹企業であ

る。 ELFは、 1994年2月まで固有企業であったが、シラク政権になって民営

化された。 Sanofiは、フランスで第 2位で、世界では第 27位か 28位の製薬

会社である。世界展開に注力していて、 1980年代後半にまだ橋頭豊がなかっ

た中央アメリカと東欧で、前者では Sterlingと業務提携を結び、後者では製

品の 4分の lが旧コメコン市場向けであった Chinoinを取得し、旧コメコン

市場への進出を画策していた。

San of iは、1991年2月に株式の40%(AVむが52.5%、従業員が6%、Chinoin

自らが 1,5%）を、 1993年6月に 51% (AV Rt.が41%、従業員が 6%、Chinoin

自らが 2%）を取得し、 1995年 12月に 76%（機関投資家及び個人投資家が

16%、従業員が 6%）の株式を取得した。このような段階を踏んだのは、当

初、外資による過半数所有は好ましくないと思われていたためで、初めから

過半数の持株比率を望んでいた Sanoriは、 1994年からさらに l1 %取得でき

るというオプションを条件にしていた。 Sanofiは、 1991年に合意に基づき

7. 500万ドルを支払い、そのうち 8分の 3がAvuに、 8分の 5がChinoinに

支払われた。 1992年にAVRt.が設立され、同時に Chinoinの25%の株式と

l粟の決議権を永続的な国家所有として維持しなければならないという政令

が出されたが、 AvRt.はSanoriに対して自らをAvむの継承者と見なさず、

104 Chinoin0995) 
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オプション契約の維持も義務づけられないとしたため、 Sanofiは 1993年に

さらに 11%の株式を取得し、 22億フォリントの配当を支払った。同じ年に、

Av Rt.は所有している Chinoin株の 16%を補償パウチャーに交換したため、

様々な機関投資家や個人投資家がこれを購入した。最終的に Sanofiは、 1995

年に、 AvRt.が所有している 25%の株式も取得し、 Chinoinは完全にハンガ

リ一国家の株式持分のない企業となったI05 0 

現在の代表取締役によれば、前代表取締役と営業部長の2人が実質的に民

営化を取り仕切っていて、民営化後もポジションに留まることができ、大き

な資本になるだけでこれまで通り生産や研究もできるという思惑があったこ

とが、 Sanofiを選んだ理由であったと指摘している。しかし、 Sanofiサイド

は、 Chinoinの経営陣がもっとも痛みを伴う合理化への最初のステップを踏

み出すよう期待し、 AvRt.は前代表取締役を解任した。

一方、 Av Rt.は 1993年春に、 Chinoinの純利益の 100%を配当として徴

収したiosoAvむと Sanofiは純利益の 5%、従業員株主は 24%をを配当とし

て受け取るという合意があり、 1992年度の配当総額は 2億4,000万フォリン

トになるはずであったが、 AVRt.は自らを AVむの継承者と見なさず、総額

22億フォリントを配当として徴収した。純利益の 100%を配当とすることは

Chinoinにとって大打撃で、前代表取締役によれば、「ChinoiRの研究能力を

奪い、植民地の運命に陥れるもの」 107であり、ヴォスカによれば、この措置

のために前代表取締役は辞任したのである 108。AVRt.によれば、 Chinoinに

は70億フォリント以上の資本準備金や利益留保があり、 Chinoinの経営を揺

るがすものではなく刷、 AvRt.が国庫に支払わなければならない配当をまか

なうために、多くの企業から対立を生じさせながら小額づっ配当を徴収する

105 Antal6czy(I996)., pp. 7-8. 

106 Magyar Hir/ap. 1993. 5. 7. 

107 Voszka(l995). p. 171. 

108 j bid. 

109 Magyar Hir/ap. 1993. 6. 9. 
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よりも、 AvRt.傘下の企業のなかで最大の利益を上げている Chinoinl社か

ら徴収する方が容易であるという判断からなされたと考えられる 110。Sanofi 

もまた、 199ト92年に受け取った配当総額で、さらに発行済み株式の 11%を

取得できるというオプション資金の大部分を調達したことになり、所有転換

を契機に Chinoin資産が食い物にされたといえる。

Chinoi nは、株式売却益から 2,200万ドルをフォリントに交換し、短期の

借入を返済し、 1992年ですでに短期の借入を前年の半分に削減した。 Sanofi 

は、経理部長を任命し、独立していたナジテーテーニとの経理会計システム

を統一し、それまでの誰でも何でも注文でき、在庫がふえていたシステムを

改め、経理上の決裁がなければ注文が行われないよう予算制約をハード化し

た。また司債権を取りたて‘ハンガリ一信用銀行の他にもいくつかの銀行と

取引を行い、利払いを減らすことに成功した。 Sanofiは、 1991年にすでに

Chinoinの機構改革に取組み、経営体制を中央集権化した。経営階層を減ら

し、部体制をやめ、情報ネットワークの形成を開始し、独立した支社体制を

廃止し、ミシュコルツ工場を閉鎖した。 Chinoinの子会社として運輸部門を

有限会社とし、電機や車の修理・整備部門は、 Chinoinから独立させたl110 

リストラは、民営化前の 199l年に始まり、 1990年の 4,500人から、 1991

年度末には 3,700人へ、 1992年末には 3,200人へ従業員数は削減された112 c 

San of iは、 Chinoinの弱い部分を改善するのではなく廃止し、いくつかの

事業については、中期的に自立できるようにならなければならないという方

針を持っていた。この方針の下、 Sanofiはモンベリエに業績のよいラボラト

リウムを持っているため、ヴァーツにある毒物工場を閉鎖し、中国やインド

の競合企業に対して競争力を持っていなかった発醇工場とミシュコルツ工場

を閉鎖した。これとは逆に Sanofiの製品群にない農薬工場は清算されず、ナ

110 Vosika (L 995). p. 172. 2番目に利益を上げている MVMRt.より 5億フォリントも利益が多く、

Chinoin I；社でエネルギー産業全体の利益を上回っていた．

111 ibid. 

llt ibid.' p. 10. 
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ジテーテーニ工場にこの製品群に関するいくつかの事業をまとめ、戦略的投

資家を募集しているので、話がまとまればナジテーテーニは独立することに

なる。業績は、 1990年に 4,500人の従業員で 110億フォリントの売上げと 8

億フォリントの利益を上げたのに対し、 1995年には 2,700人余りで 200億フ

オリントの売上げと 50億フォリントの利益を上げている113。

San of iが固有企業であることは、特筆される。 Chinoinは民営化されたこ

とになっているが、株式の 99%がフランスの国有企業である Sanofiによっ

て取得され、実際にはフランスの固有企業になったのである。西ヨーロッパ

には多くの固有企業があり、民間企業のなかでもまれながら事業展開をして

いて、企業内でのハードな予算制約、賃金体系、品質管理システム、 R曲、市

場のニーズにあった製品を作ろうとする姿勢、鵬Aに対する取組みは、民間

企業とほとんど変わらない。これらのことは、所有が問題なのではなく、企

業内で予算制約のハード化を行っているか、働きに応じた賃金体系になって

いるか、有効な品質管理システムが構築されているか、国際競争力が持てる

ような R&Dがなされているか、市場のニーズにあった製品が作られているか

というように企業組織の中身の問題であることを示している。

ハンガリーで最大の利益を上げていた Chinoinが、身売りすることでしか

生き残りが図れなかったはずはなく、RABAのように企業内改革を行うととも

に、提携や合弁事業の外国企業のパートナーを探すことも可能であった。し

かし、経営陣が自らの地位さえ保証されれば、会社を売却しでも構わないと

いう利己的な方針で、 「自発的に民営化Jを行ってしまったのである。これ

は、ほとんどの固有企業経営者に共通して見られる傾向であった。

113 ibid., p, IO, 12. 
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第 4節 弱体化を招く分割民営化

1.必要な資本の集中化

中欧大学で教鞭をとっているプルスト・ラースローとコーネル大学で教鞭

をとっているデイヴィド・シュタルクは、自由市場主義の新古典派と東アジ

アの後発工業化の成功から国家の役割を主張する立場のいずれにも組せず、

複数の企業のグループ化や合併で成功した流通企業の Fotex（フォテックス）

などを評価するなかで、独自の理論を展開している。計画と市場、私有と国

有の“正しい比率”を求めて、改革派経済学者たちが 40年間も関わってきた

ように、ふたつの極端な自由市場とヒエラルキ一体制との聞のぶれを和らげ

ようとするのではなく、経済改革の成功は、市場にもヒエラルキ一体制にも

入らない組織や調整メカニズムの機能に気づき手助けするかによるとしてい

るlI¥ 

分割民営化で体力のない小さな企業を沢山作っても、資金力や技術力に優

る外国企業に太万打ちできない。流通業であったために比較的容易であった

ということはありうるが、 Ikarusをはじめとする輸送車両製造業や、深刻な

経営危機に陥っているハンガリーの東北地方にあるオーズドやミシュコルツ

の製鉄業にも当てはめることは可能だと考えられる。

表 50にあるように、個人事業主の数は減りつつあり、事業会社数は急激に

伸びている。会社設立熱は、 1996年度にも相当なものがあり、有限会社、株

式会社、共同体の課題を担う公益会社の数が増え続けている。国有部門や協

同組合部門に集中され、それまでも決して十分でなかった資源は、民営化を

はじめとする構造調整政策で細分化され、事業の合計数は 1990年代の初めに

急増したが、いつまでも増え続けられるものではない。細分化された資源の

ままでは、国際的な市場の挑戦に耐えられない。遅かれ早かれ、資本の集中

11~ Voszka 0995). p. 184. 
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表50 登録された経済組織の数および事業形態

事業形態 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996. 10 96/95 95/94 95/93 

（%） （%〉 （%） 

法人事業会社 15. 235 29, 470 52, 756 69, 386 85, 638 101, 591 116. 928 131. 723 112. 7 115. l 136. 5 

有限会社 4. 484 18, 317 41. 204 57, 262 72 897 87, 957 102, 697 l 16. 968 113. 9 l 16. 8 140. 9 

株式会社 307 646 I, 072 1. 712 2, 375 2, 896 3. 186 3, 477 109. l l lO. 0 134. 1 

協同組合 7, 546 7, 641 7, 766 8, 229 8, 668 8, 252 8, 321 8. 301 99. 8 100. 8 96. 0 

その他 2, 898 2. 866 2, 714 2, 183 1, 698 2, 486 2 724 2. 977 109. 3 109. 6 160. 4 

非法人事業会社 24, 143 34, 095 52, 136 70, 597 98, 036 l2l, 128 138, 115 163, 697 118. 5 l 14. 0 140. 9 

合資会社 1, 162 5, 789 22. 977 41, 218 67, 301 89, 001 102, 560 124,464 121. 4 115. 2 152. 4 

公益会社 1. 319 2, 032 2. 674 3. 452 4, 315 125. 0 129. l 169. 9 

事業会社合計 39, 378 63, 565 104. 892 139, 983 183, 674 222, 719 255, 043 295, 420 115. 8 114. 5 138. 9 

個人事業 320,619 393, 450 510 459 606, 207 688. 843 778, 036 791, 496 7 45, 923 94. 2 LOI. 7 114. 9 

事業合計 359, 997 457, 015 615, 35! 746, 190 872, 517 1; 000. 755 I. 046‘539 l, 041. 343 99. 5 104. 6 119. 9 

予算・社会保険組織 9, 200 9, 481 12, 780 13, 350 14. 062 15 553 14, 992 14, 817 98. 8 96. 4 106. 6 

非営利組織 22,000 28, 819 37, 750 39, 275 41, 209 43, 994 46, 763 49, 985 106. 9 106. 3 113. 5 

ESOP組織 lll 202 269 303 312 103. 0 1l2. 6 150. 0 

その他合計 31, 200 38, 300 43, 322 48, 982 53, 346 59, 931 62, 058 65, l 14 104. 9 103. 5 l 16. 3 

総合計 391, 197 495, 315 658, 673 795, 172 925, 863 1, 060. 686 1. 108, 597 1.106,457 99. 8 104. 5 l 19. 7 

出所：中央統計局および国家通貨管理局SZTADI申告統計（1997年 l月31日現在）
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表引 平均従業員数の分布（%）

従業員数 1992 1993 1994 1995 

301人以上 2. a 1. 9 0. 7 0. 5 

101～300人 2. 3 2. 0 l. 2 l. 0 

51～100人 2. 9 2. 4 1. 4 1. 3 

21～50人 3. 5 3. 3 3. 3 3. 2 

l～20人 49.4 51. 5 55. 2 60. 4 

0人 39. 9 38. 9 38. 2 33. 6 

合計 100‘。 100. 0 100. 0 100. 0 

出所：中央統計局（1996)

表 52 利益税・法人税が課せられる実質売上高の業種別分布（%）

1992 1993 1994 1995 

農業 5. 3 4. 7 4. 4 4. 4 

工業 40. 3 38. 8 37. 4 39. 6 

建設 5. 2 5. 5 6. 0 5. 4 

商業 34. 1 35. 4 35. 7 34. 3 

運輸 6. 2 6. 3 6. 6 6. 7 

金融 l. 8 l. 6 I. 9 l. 7 

その他十ピス 7. I 7. 7 8. 0 7. 9 

合計 100. 0 100. 0 100. 0 l 00. 0 

出所：中央統計局(1996)

の必要性から、自ら統合・合併の決定をせざるをえない。付属資料の表 lに

おいても、従業員数や売上高において 1996年が転換点となり、資本集中の徴

候が見られる。資本の集中の必要性を説くことと、それを支援することを、

凹への加盟を考えるならば、ハンガリ一政府は怠るべきではない。

表 51の平均従業員数の分布の変化は、大企業から零細企業への移動が継続

していることを示している。従業員数がゼロという事業会社は、自分自身の
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職場を確保するために作られたものである。もっとも割合が高いのは、従業

員数が l～20人の事業会社で、 60%を超え、増加傾向にある。これに対して、

301人以上の従業員がいる事業会社数は、全体の 0.5%にまで落ち込んできて

いる。ハンガリーでは、日常的な思考の中で、また、公式な資料の中でも、

小企業は l～5人の従業員による事業会社、中企業でも、せいぜい、 10～50

人の従業員数の事業会社としている。国際的には、小企業は 10～30人の従業

員数、中企業は 100～500人の従業員数がー般的であり、この点、ハンガリー

では修正が必要である。ハンガリーでは、国際的な競争力をもつために、資

本の細分化を避け、スケール・メリットを享受できる規模に各業種で集約化

を図る必要があるのではないだろうか。

事業組織形態や規模を合理的なものにすることだけではなく、業種の修正

も必要となっている。表 52にあるように、 60%近いサービス産業の比率は長

期間維持できるものではない。生産物の加工度を上げて、生産分野を強化し、

この分野で実質的に雇用機会を創出する必要があり、このための生産技術を

量的・質的に改善する政策および努力が必要なのではないだろうか。

2.企業のグループ化や合併で成功した流通企業Fotex

民営化は、ほとんどの場合、分割して企業資産を売却して行われ、企業規

模は縮小する。このような民営化の手法とは正反対に、企業を分割するどこ

ろか逆に、複数の企業をグループ化したり、合併することによって好結果が

得られることが実証されてきている。

ハンガリーの例としては、 Fotexがあげられる。 Fotexは、 1984年にヴア

ールセギ・ガーポルが、それまで 10日間もかかり品質もよくなかった写真プ

リントを短期間で良質で行う民間の店を聞いたことに始まる。やがてその店

は、チェーン店を増やし、イーストマン・コダックと合弁会社を設立した。 2

年ほどしてコダックが過半数の株式持分を護得しようとした時に、逆にヴア

ールセギはコダックの持分を買取ることに成功し、業績が芳しくないいくつ
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かのハンガリー固有企業を買収した。買収した固有企業は、文房具販売の

Azur （アズル）、家具販売のDomus（ドムス）、写真プリントの Ofotert（オ

フォトエールト）、眼鏡枠製造の Granvisus（グランヴィスス）で、主に疏

通業の異種企業群で、シナジー効果がでるようにそれらをネットワーク化し

た。ハンガリーでは、大部分の家庭には可処分所得が少ないので、富裕層に

良質のサービスを提供することに企業戦略を据え、プダベストの主要な店舗

を改装し、高級品の販売を開始した。在庫管理の集中化によって、 「規模の

経済」のメリットを享受できるようになり、各店舗で在庫スペースを削り、

店舗スペースを増やすことが可能になった。こうしてFotexは、 10年間でた

った l軒だった店舗を一大企業グループに成長させることに成功している。

株式の持ち合いも有効に活用されている。 Fotexの株主には、ポスト銀行、

ハンガリ ~Daewoo 証券（韓国の Daewoo とハンガリ一信用銀行の合弁投資会

社）、ハンガリー・アメリカ投資基金、 AranyBroker （ゴールド・ブローカ

ー）が名を連ねている。ヴアールセギは、パナマにBlackburnInternational 

という名前のオフショア会社を設立し、 Fotexの筆頭株主とし、持株会社的

な機能を持たせている。外国企業が受けられる免税等の優遇措置を享受する

ために、実際には Fotexではなく、 BlackburnInternal ionalが、アズJv、

ドムス、オフォトエールト、グランヴィススを買収したのである。このため、

ハンガリーの税務当局は脱税行為として問題にしている115Q 

こういった問題が持ち上がっても、 Fotexの取締役会に名前を連ねている

政治・経済・行政に影響力のある役員たちが役に立っている。すなわち、Fotex

は、単に物理的なネットワークを築き上げたのではなく、人的なネットワー

クも築き上げていて、 Fotexの特徴としているのである。

116 Bruszt , Stark0996)., pp. 191-192. 
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第 l節 コーポレート・ガパナンスの諸類型

民営化され株式が複数の機関投資家や個人投資家に所有されるようになれ

ば、機関投資家や個人投資家を中心としたコーポレート・ガパナンスが行わ

れるようになるが、買手がつかない企業や国家戦略上、一定の株式持分を維

持する企業のコーポレート・ガパナンスは、別のものになる。ハンガリーで

は、 1998年3月の時点で、 278社の株式が国家民営化・資産管理株式会社＜APV

Rt.)の下に置かれ、そのうち 193社が完全民営化を予定されていて、長期に

固有に残されるのは 85社にとどまる。この他、 65社が省庁の管理下に置か

れている。鉄道、パス会社、郵便などのインフラ分野や、固有農場、林業会

社などの特殊な分野の企業だけが民営化されずに固有企業として残ることに

なった。 APVRt.は、 I1997年は、民営化過程が終了するのを受け、固有資産

をいつ、どのように処理したいのか、その意味でどのような処置をとるべき

かという質問に答える用意をしなければならないJlとしていた。このように

ハンガリーでは、大部分の企業が民営化されてきたが、一部の企業について

契約に基づいた資産管理が試みられ、多くの問題を抱えている。本章では、

これら契約に基づいた資産管理が試みられている固有企業のコーポレート・

ガパナンスの問題点を実証的に考察する。

一般に、マネージメントが会社の経営を意味し、コーポレート・ガパナン

スは、経営の監視を意味するが、さらに、コーポレート・ガパナンスは、会

社を健全に経営するために会社法の基本的システムという意味で用いられる。

特にアメリカでは、株主主権の考え方から．掠主にどのような役割をもたせ

1 AJV Rt. (1997a) .. p. 20. 
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るかが論議の中心になっている。他方、ドイツでは、従業員に対しでも主権

の半分を認めるという会社法があり、他の EU諸国も労働者の参加を認めない

と、ドイツでの会社設立が不可能になるだけではなく、ドイツの会社自体が

他の固に移ってしまうことになりかねないので、そのコストを考慮して、労

働者にある程度の主権を認めようという方向に動いている。日本の場合は、

両者の中間と言え、 ROEが低いため株主は株価の値上がりだけを期待し、経

営に対する関心は薄く、会社はどちらかといえば従業員のものだという意識

が強いが、ヨーロッパのように労働者に会社の経営について発言する権限を

与えてはいないので、企業のチェック機能は果たされていない。現在、日本

では、情報は内部者がもっとも詳細に的確にとらえているので、モニタリン

グという点で、ドイツのようにもっと従業員を介入させ、経営者による私物

化を避けるべきという議論や、監査役の任命権を社長が持つのではなく、監

査役会で選任させるようにしたり、アメリカのように取締役のなかに社外取

締役を半数入れなければならないというように、商法を改正すべきという議

論が行われている。

ヨーロッパを中心に多くの固有企業があり、固有企業のコーポレート・ガ

パナンスも存在している。また、東欧諸国には労働者による自主管理の経験

もあるが、これもコーポレート・ガパナンスのー形態として位置づけられる。

このようにコーポレート・ガパナンスには、複数の形態があり、筆者は、株

式会社化や民営化だけを唯一のコーポレート・ガパナンスとしてとらえるべ

きではないという立場である。

一般に、いわゆる資産管理（assetmanagement）は、金融資産管理を意味

し、株式、債券、現金、オプション等の運用といった典型的な銀行等の金融

機関の業務となっている。これらの金融機関が特定企業の株式を大量に所有

し、直接、企業の設備などの運営管理に関わることは稀である。ハンガリー

では、後で詳しく取り上げるように、間接的でビジネス・ベースではない資

産管理とビジネス・ベースの資産管理に大別され、直接、企業の設備などの

運営管理が行われている。前者は、世界銀行の『ビジネスにおける官僚一政

府所有の経済学と政治学』の定義では、成果達成契約の変種であり、後者は、
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成果達成契約と経営委託契約が一緒になっていて、第 3節の第 2項で取り上

げている Co-Nexus（コネクサス）のケースが経営委託契約にあたり、第 3節

の第 3項で取り上げている DunaferrRt. （ドゥナフェル株式会社）のケース

が成果達成契約にあたる。

第 2節 コーポレート・ガパナンスの模索

I永続的に国家所有のままで残る事業会社の所有権

ハンガリーでは、 1968年以降の経済改革で、国家は徐々に企業の経済的な

決定への介入を廃止し、企業経営者たちは直接的な政府の指導を受けずに企

業運営を行ってきた。 1990年以降は、ハンガリ一国鉄（MAY）や郵便局はこれ

まで通り直接的な所有者の指導を受けずに企業運営を行っているが、他の企

業は基本的にAvu、AvRt.、固有財産管理局、ハンガリー投資開発銀行等を

通して指導されるようになった。

プリンシパルとエージェントの問題は、両者とも一段階下の組織以上には

深く具体的な情報を持つことができないということである。そして、それぞ

れの階層でそれぞれの利害が生じ、その都度、妥協が行われ、必然的に指示

の実行や情報のやりとりにおいて歪みが生じるということである。これらは、

1989年までも見られたことであり、 1990年以後のAvo、AvRt.やAPVRし

においても言えることである。

資産管理機構が、直接、資産管理を行うことは、実質的に不可能で行われ

てこなかった。資産管理機構が、間接的にビジネス・ベースで、固有資産を

事業者に貸与したり、株主権を移管する方法について、 1992年度のAvu法

と1995年度の民営化法がふれているが、固有資産を有効に守る方法について

は法的に十分な規定は今日まで盛り込まれなかった。ハンガリーのエコノミ

ストのミハーイ・ベーテルによれば、そもそも間接的にビジネス・ベースで

資産管理をするということ事態がでたらめなので、法的に十分な規定を作る
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ことはできないのであった九

固有企業の資産管理は、所有権の行使を意味する。一般に、所有者がこの

所有権を行使するが、各省庁、持株会社あるいは各企業の経営者たちに所有

権の行使を委託することになる。基本的な資産管理の仕事は、年次報告、事

業計画の承認、配当政策の決定、代表取締役・取締役会・監査委員会・公認

会計士の指名、株式持分に応じた増資・減資行為、限度額を超えた資産売却

の承認、政府の指示や会社のイニシャティプによる再編への参加、一定額以

上の信用供与の承認、保証引受、管理業務等である。

1990年から 1993年の問、資産管理はもまず固有企業の株式会社への転換

を意味し、多くの場合、事前に不必要な事業や生産手段の分離や売却が行わ

れた。この問、民営化への準備も行われたため、迅速に売却するために化粧

直しだけを必要とする民営化と、時間をかけじっくりと事業再編をすること

を必要とする資産管理との聞で矛盾が高まった。 Avuでは、一つの企業に一

人の担当者が当てられ、民営化も資産管理も担当していたが、権力抗争の対

象となった企業群を二分することになり、 AVUから AVRt.が分離されたの

である。 AvRt.では、民営化と資産管理は、迅速に売却するために化粧直し

だけを必要とする民営化と、時間をかけじっくりと事業再編をすることを必

要とする資産管理とを区別するために、別々のスタッフ・グループに担当さ

せるようにした。

政権交代があった 1990年から 1991年と、 1994年から 1995年にかけて、

企業経営陣のポストをめぐって権力抗争が起こり、経済のプライオリティは

二の次になっていたことも指摘される。このため、民営化の加速は 1995年の

後半になってからであった。

諸決定に時間がかかる原因の一つに、ハンガリーの会社法が取締役に法人

がなることを許していることがある。この法人は資産管理機構の担当者によ

って代表され、これによってAvD、AVRt.やAPVRt.は、傘下の企業に対し

て自らの立場を表明する機会を確保していた。各企業の取締役会や株主総会

2 Mihalyi(t997). pl79司
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では短期間に決定を下す必要がある事項が多いが、これらの法人を代表して

いる法人の担当者は諸提案を持ち帰って上司の決裁を必要とするので、期限

内に決定を下すことができないのである。事実上、取締役会や株主総会は機

能停止に追い込まれることもあった。このため、 1997年の金融機関法の改正

で、銀行の取締役会に法人は出席できないことになった。これは、逆に、 APV

Rt.だけではなく、銀行株を大量に保有している財務省、社会保険基金にも、

今後どのようにして株主としての利害を反映させていくかという問題を引き

起こしている。

1992年度の AvRt.法の補則は、永続的に国家所有のままで残る事業会社

の所有権を行使する組織として、 9人の大臣と内閣官房を指名している。こ

の法樟は、担当省庁は民営化の実施に適していないので所有権の保持はでき

ないという立場で作成されていたが、民営化されない事業会社の所有権をど

の組織・機構が代表すべきかについては明確な規定は示されていなかった。

I g何年の民営化法は表 53のように規定したが、この問題を保留し結論を示

していない。

表 53 1995年の民営化法における永続的な国家所有の一覧

株主権の執行者 会社数 会社の業種

APV Rt. 89 中核会社 13、林業 19、農業 28.パス運行会社 29

交通・通信・水道相 II 鉄道3、郵便 l、地方水道i 研究所 2

通産相 16 品質管理研究所 14、技術貿易会社 l、Hungexpo
（フングエクスポ）

農業相 15 品質管理研究所 12、測量会社3

環境保護・地域開発相 2 自然保護公園 l、研究所 l

封務相 4 保証会社 2、宝くじ株式会社、 ReorgRt. （再編
株式会社）

国防相 9 軍需工場5、洗濯会社 i、林業 3

法務相 翻訳会社 l

文部相 2 プダ王宮サービス l、図書館サービス 1
内務相 スポーツ事業会社 l

内閣官房 2 Kopint-Datorg （コピント・ダトルグ）、官報発行
会社 i

出所： Mihalyi(1997)., p. 195. 
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1995年の総選挙後誕生した新政府の案によれば、永続的に国家が株式を所

有する事業会社の国家の持株比率と国家の株主権を行使する機構および大臣

は、付属資料の表3の内容であった。永続的に国家が株式を所有する事業会

社の国家の持株比率の大きさから、永続的に国家が株式を所有する事業会社

に対する政府の政策が読み取れる。

その後 1997年までにハンガリーでは基本的に民営化は終了したが、残った

固有資産をめくやってビジネス・ベースで資産管理を民間に委託することを唱

える議論と、資産管理を各省庁に任せるべきという議論と、 APVRt.のよう

な持株会社が資産管理を行うべきという議論が対立した。民営化機構の役所

としての利害、民営化に反対している一部の企業経営者、政治的なチャンネ

ルを通して意のままになる領域や財源を確保しようという省庁や政党勢力が

綱引きをしていたともいえる。

他方で、固有財産管理局が国家所有のままで永続的に事業会社の所有権を

管理すべきであるという考え方もあり、固有財産管理局法の制定が検討され

た。固有企業の資産以外の国有財産は、 1989年以降、保全国有財産活用管理

機構（ZAVHKI)が管理していて、その後継組織の固有財産管理センタ一、その

改名された国有財産管理機構（KVSZ）、固有財産管理室（KVI）に引き継がれてい

た。 ZAVHKIの最初の仕事は、スターリン主義的な組織として解体された労働

者護衛隊が持っていた資産の管理であった。その後、撤退したソ連軍施設の

管理を行い、 1990年9月に、法律でハンガリ一社会主義労働者党の施設を含

む社会団体の管理権を一時的に KVSZに委譲した。

問題は、国有財産管理組織が存在してきているにもかかわらず、固有財産

に関する法律がないことであった。 1992年度のAvRt.政令の第 3項は、森

林、自然保護地域や公園といった資産について固有財産に関する法樟が作ら

れるまでAvRt.の管轄とすることとしている。しかし、ブダベストのオフィ

ス・ビル、党本部建物、バラトン湖にある党保養施設等の固有資産の貸出し

に関してスキャンダルが頻発した。

固有財産を誰が監督するかをめぐって、財務省と国有財産管理当局が綱引

きを演じ、固有財産管理センタ一所長であったベンツ・アンドラーシュは、
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固有財産管理が一般会計の短期的な利害のために、長期的な課題の実現が不

可能になるので、財務省の一組織とするのではなく、直接、国会に所属する

ことが望ましく、国家予算による、中央銀行に似た法的立場の株式会社の設

立を主張していた30 

1994年の総選挙で勝利したハンガリ一社会党と自由民主同盟の連合政権

のポクロシュ財務相は、ポクロシュ・パッケージという緊縮財政政策・ショ

ック療法を導入したが、国家財政t去を制定させ、財政の歳出と歳入を合理的

に管理しようとし、固有財産管理を国家財政法に次のように盛り込んだ。

109/A (1)固有財産は、国家の課題の実現を助ける資産で、社会の機能や国

民経済の目的の実現を助けるものである。

(2）一般会計あるいは分離された国家基金からの金融手段の利用によって

国家所有となった、もしくは、国家所有になる、すべての国家が所有する会

社株式とそれに関する権利を固有財産と見なさなければならない。

(3）国有財産の所有権の譲渡（以後、売却）から生じる売上げは、法律もし

くは資産管理の際に行われる売却の場合に政令が特に規定していない場合は、

一般会計の国家の売上げとする。

109/C(l）財務相は、固有財産をハンガリ一国家の名においてハンガリ一国

家の所有権の行使を KVIを通して行い、この場合、固有財産に関する私法関

係において国家を KVIが代表する。 4

中歌大学の教官であるミハーイ・ベーテルは、「国家財政法に盛り込まれた

これらの規定が、民営化過程は国有財産の解体の一部分で、民営化に関する

すべての資格が、最終的にはKVIおよび財務省の手に移るかのような表現を

用いていて有害であったJ5と指摘している。

シュフマン民営化相は、当然、国家財務法の規定が彼の権限を奪うもので

あることに気づいていたが、何らかの戦術的な思惑からかこの問題で財務相

3 Heti Vilig Cazdasig, 1991. 12. 7. 

4国家財政に関する 1992年度第 38法とその関連法規の修正に関する 1995年度第 105法

5 Mihalyi, op. Ci I .. p, 197 
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と対立しないようにしていた。このため、国会での討議や、 1996年 12月の

国有財産管理に関する閣議決定もすんなり行われた。

ミハーイは、これらの議論を踏まえた上で、「民営化の時期には、様々な領

域の会社が一つ屋根の下に宿ることは，民営化の専門知識の最善の活用と民

営化手続きの統ーを保証することができ、論理的な措置であったが、民営化

が終了すれば、仕事内容に共通性がないので、林業従事者と兵隊が引続き同

じ建物に座っていても意味がないJ。このため、「国有企業であり続ける企業

が、担当省庁の直接もしくは間接的な指導の下に戻るのが一番よい解決方法

であるJとしている。「具体的には、 APVRしが所有している 19の林業会社

の指導を農業省の専門家による小規模の持株会社が行い、同様に、国防省や

社会福祉省の下で軍需工場や社会福祉法人を機能させることは可能で、劇場

や病院のように会社形態ではない組織と、林業会社のように会社形態ではあ

るが利潤追求型ではない組織との違いはなくなる」としている九

APV Rt.の取締役であるチャーキ・ジエルジは、 I政策立案、統制、所有の

三つの部分が一緒になっていれば、企業は十分に統制されないので、省庁が

企業を所有することはよくない。 APVRt.のような持株会社が所有すべきで

あるJ7としている。

2.不良債権問題の処理

IMF・世銀の構造調整による自由化や民営化、および、コメコンの崩壊によ

る深刻な不況下で、連鎖的に不良積権が発生していた。 1990年から 1991年

にかけて、ハンガリ一政府は、食品やエネルギーに対する補助金の一掃によ

って引き起こされる傭格上昇を妨げ、輸入制度の自由化によってもたらされ

る総需要を抑え、非効率的な会社の業績を改善させるか倒産させるという緊

6 Mihalyi, op. cit .. p. 198. 

7 1997年6月26目、来日したチャーキの法政大学における講演での筆者の質問に対するコメ

ント．
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縮政策の手段によってリストラを推進するために、緊縮財政政策を採ってい

た。この政策は、企業のリストラに必要な長期信用の不足と企業問債務の膨

張を引き起こした。

それまでの支払いシステムの下では、会社は運転資本で支払う必要はほと

んどなかった。コメコン諸国への販売の場合には、製品に対する支払いは、

ハンガリ一国立銀行を通して 2、3日もしくは 2、3週の期間で行われた。西

側への販売の場合には、通常の商業的な若干長一い支払い期間が用いられてい

ただけであった。後者の場合でさえ、ハンガリ一国立銀行は、支払期限のき

た外国の購入者の外貨の支払いに対してフォリントを前払いしていた九

すでに、連鎖的な企業問債務の問題は、 1987年の初めに、新しく設立され

た商業銀行と国立銀行の 2段階の銀行システムが導入された時にも起こって

いた。業績のよい会社でさえ、銀行の金利が高い債務の代わりに、様々な商

業銀行口座を用いて、請求書を支払わなかったり、相当遅れて支払い、この

種の金利の安い債務を悪用していたのである。企業聞の支払いは、新しく設

立されたそれぞれの商業銀行を通して行われていたが、金融政策がタイトな

貸出し制限を銀行に課し、各企業は十分でない資本で日々の購買をまかなう

ことになり、生産を急落させたのである。 30日から 90日の支払いの遅れや

それ以上の支払期限が切れた未払いが増え、流動性の不足だけではなく、経

済的な自己利害が業績のよい企業をも可能な限り支払い期限を延ばさせてい

た。業績のよい製薬会社のGede叩 Richterは、ソ連に輸出し続けていたが、

ハンガリ一政府からと同様にソ連からの支払いも遅れていた九電機メーカー

のVideotonも、旧ソ連を主要な輸出先としてきたが、旧ソ連からの支払いが

滞ったために経営危機に陥ったのである100 圏内で資金を調達することがで

きないということは、ハンガリー企業を外資企業との合弁や外資企業への売

却に仕向けることとなるのは明白であった。

8 Brada. Singh, Tor凸k(i994).' p. 53. 

9 ibid.' pp. 53-54. 

IO l 996年 7月24目、 Videotonのサボー・アンタル産業開発部長の筆者に対するコメン卜＠
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表 54 不良債権処理された主要企業
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出所： Figye!JKiil6・nsztimTop 20仇 1994, 1995, !996, 1997, 1998より作成。

破産法が制定され、不良債権処理を必要としていた 20,000社のうち 2,000 

社が、自ら、国のイニシャティプで始められた不良債権処理プログラムに参

加することを表明した。調整に時間がかかり、執行手続きは 1994年2月にや

っとまとめられたが、この問、 Avuにも AvRt.にも不良債権は大変な重荷

になっていた。

Av Rt.には、迅速化された不良債権処理の枠に鍵製造の Elzet t Cert a V. 

（エルゼット・ツェルタ会社）、 Csepe I i Csogyar Rt. （チェベル鋼管株式会

社）、 TokajKereskedohaz Rt. （トカイ商社株式会社）、 TOrokszentmikl6s

Al lami Gazdasag Rt. （テレクセントミクローシュ国営農場株式会社）、 MTA

Martonvasari 臨時rleti Gazdasag （ハンガリー科学アカデミー実験農場）が

入っていて、さらに政府決定で表 54にあるような大企業グループのアルミニ

ウム製造のHungalu （フンガル）、 Dunaferr、Jkarus、Nitrok臼ia （窒素化学）、

TVK （ティサ化学コンビナート）、 Borsodche1目（ポルショド化学）が加わった。

AVRt.は、 1994年の末までにこれらの企業から 257億フォリントに上る債務

を肩代わりし、 8銀行を救済した。 AVUの取締役会は、 1994年の秋までに 40

近い不良債権処理に関わっていた。これは、 1994年度には、民営化が 5に対

し、不良債権処理が1の割合で決定が行われていたことになる。AvむとAvRt. 

において、 23企業を民営化、 21企業を清算、 34企業を不良債権処理契約、

l 2企業を個別合意による不良債権処理によって‘90社に上る企業の問題が解

決された。全体の 550億フォリントの不良債権のうち 370億フォリントにつ
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第3節 ビジネス・ペースの資産管理

いて決定が下されたことになる～不良債権処理は、原理的には 1995年6月

30日までかかった。

3.間接的でビジネス・ベースではない資産管理

間接的でビジネス・ベースではない資産管理も行われている。世銀の『ビ

ジネスにおける官僚一政府所有の経済学と政治学』の定義にある政府と固

有企業経営者との聞で結ばれる一定の成果達成に関する取決めとしての成果

達成契約（performancecontract）の変種として位置付けられる。

たとえば 1993年に、財務省が、 MagyarHite l Bank （ハンガリ一信用銀行）、

Orszagos Kereskede l皿iHi tel Bank （全国商業信用銀行）、 BudapestBank （ブ

ダベスト銀行）、 Mezl1bank（農地銀行）、 Takarekbank（貯蓄銀行）、 Agrobank 

（農業銀行）、 Dunabank（ドナウ銀行）、 lparbankhaz （工業銀行）、

Takarekszc>vetkeze t ek （貯蓄協同組合）の 9鎧行の不良債権処理に関して、

Av Rt.との間で結んだ契約がある。ミハーイによれば、「1,000億フォリント

の資本に関する諸銀行の資産管理契約は、 2ページしかなく…委託者として

の財務省がAVRt.から何を期待しているかが明記されておらず、任命、不良

債権処理契約の管理、民営化コンセプトの作成等がAVRt.の権限に含まれな

いという決定についてしか明記されていない。一方、財務省が年間 l億フォ

リントを資産管理コストとして AVRt.に対して支払うことが明記されてい

る。…会計検査院も指摘しているように、一方では所有者として、他方では

資産管理者として、銀行の命運を実質的に左右することができるというよう

なことは、どの法規も認めていないJ12のである。この 9銀行に関する財務

省と AvRt.との問で結ぼれた契約は、委託者としての財務省がAvRt.から

何を期待しているかが明記されていないにもかかわらず、財務省が年間 1倍

フォリントを資産管理コストとして AVRしに対して支払うことが明記され

11 Mihal Yi. op.cit. pl81 

12 ibid.' pp. 182-183. 
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ているというハンガリーにおける成果達成契約の典型的な不完備契約である。

また、国有企業の MVMRt.は、送配電と発電に関して、 Avむより資産管理

免許を取得していた。 1992年度になって送配電と発電について、国家が所有

していた株式をAvむと MVMRt.とがそれぞれ半分ずつ所有することになり、

MVM Rt.は資産管理をするということで株式の残りの半分も取得している。

また、ポルショド地方の鉄鋼関連企業の再編を目的に設立された

Borsodferr Rt. （ポルショド・フェル株式会社）は、 1995年に AvRt.によ

って 4,000万フォリントの資本金で、 AvRt.が 100%株式を所有する古典的な

資産管理企業として設立された。清算手続きに入っている Di6sgyf)r i 

Nemesac品lKf t. （ディオーシュジエール特殊鋼有限会社）、 6zdiAcelm色Rt.

（オーズド製鉄所株式会社）などの民営化を課題としていた13（）しかしなが

ら、 AvRt.とポルショド・フェル株式会社との聞の契約内容や、この問、ポ

ルショド・フェル株式会社が何をしていたか、AVRt.の1993年度および 1994

年度の報告には何も伝えられておらず、多くのことを行ったとは思われない。

これらのビジネス・ベースではない資産管理契約は、基本的に意義のある

目的を実現しようとするものであったといえる。しかしながら、問題は、法

的および財務的な側面が統制されておらず、不明確であったことである。典

型的な例として、 1,000億フォリントの資本に関する諸銀行の資産管理契約

は2ページしかなく、これよりさらに規模の大きい送配電会社の取り扱いで

は、 MVMRt.の株主総会で決定の形で承認されたわずか2行でまとめられたも

のしかない140 また、「ビジネス・ベースではないJ性格のため一般的な成果

達成契約とは異なり、その変種として位量づけられる。

13 Heli Vi/tig Gazdastig.、1996.9.21.

11 Mihalyi, op.cit. pl83. 
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第 3節 ビジネス・ベースの資産管理

1不透明な契約内容

ビジネス・ベースの資産管理のあり方についての議論は、 1992年に、ブル

ーリボン委員会（KekSzalag Bizottsag）の委託で 4人の専門家が15 「臨時

的な国家事業資産管理の民営化Jについて行った提案に始まる。この提案は、

1993年の初めに 20-25ある資産管理組織のなかから最適のものを選び、 5-10

の合弁持株会社を設立することが望ましいとしていた。 1992年度の AVU法

第70条第 l項は、「固有資産の譲渡の諸条件が不利な場合、資産管理局は固

有資産管理に関する業務を行う。固有資産の直接的な管理には、資産管理局

は例外的に過渡的にしか携われない」と明確に規定していた。

199ト1992年に通産省は、 Coopersand Lybrandの協力で、自力で再編でき

ない製造企業を民営化するために、外資による資産管理会社を設立すること

を真剣に検討し、 EU-PHAREの支援でイギリスの MorganGrenf e I lを指名し、

Morgan Grenfel lによって 5,000万ドルの資本金で資産管理会社が設立され

ようとしていた160 しかし、政府がAvRt.を設立するという新しいコンセプ

トを持ち出したために、通産省案は立ち消えになった。

ブルーリボン委員会の提案以来、「ビジネス・ベースの資産管理Jについて

の議論はそれほど活発に行われてきたわけではないが、イデオロギー的なス

ローガンとして扱われ、 1994年の夏に承認された政府案に、 r＜政府は）国家

所有されている資産の市場システム的な管理や資産管理の委託を保証する。

15 1992年以降ハンガリ一国立銀行に勤めているパラッシャ・アーコシュがリーダーで‘

Hungaroholding Rt. （フンガロホルディング鎌式会社）の代表取締役であるアカル・ラースロ

一、 Co-NexusRt.の代表取締役であるカルドシュ・ベーテル.AVDの専門家であるカザール・

ペーテルで構成され、以前‘計画局に長年勤めていた人たちが中心になっていた．

16 AVU(l993.) p. 150, p. 207. 
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所有者である国家は、民営化を延期する企業群の決定を行う。これらの企業

について、厳格な諸条件で任命された代表取締役と、資産管理もしくは複数

年の契約を結ぶJという表現で盛り込まれた。

AvDは、1990年12月に最初の資産管理契約を結んだ。ガラス製造のParad1

Dveggyar （バラード・ガラス工場）の資産管理を FotexRt.に委託するとい

うものであった。 FotexRt.は、市場の問題や環境保護のためとして、製造能

力の 70%がクリスタル・ガラス製造にしか向いていないにもかかわらず、ク

リスタル・ガラス製造を停止させた。まもなくして工場内で緊張が高まり、

Fotex Rt.が 1991年5月24日に、「サポタージュ」を理由にして、一方的に

資産管理契約を破棄した。 FotexRt.は、半ば完成していた電気釜を解体し、

211のデザイン案をパラード・ガラス工場から持ち出した上で、パラード・

ガラス工場をAvむに返却し、 バラード・ガラス工場は後に民営化された170 

1991年から 1993年にかけて、 Avuは10社を資産管理に出し、このうち 8

社はCo-NexusGazdalkodasi es Penzugyi Tanacsad6 (Co-Nexus) Rし（コネ

クサス経営金融顧問株式会社）と、もう l社は BabolnaiMe巡回zdasagi

Termelo （パーボルナ農業生産者）、 Fejleszt(} es Kereskedelmi Rt. （開発

商事株式会社）、残る l社を BonusVagyonkezelo es Szolgaltat6 Kft. （ボ
ーナス資産管理サービス有限会社）と契約が結ぼれた。その後、 ArvRt.は

数次の資産管理入札を行ったが、成算がなく入札は撤回された。これらの入

札不調の結果を受け、 AvuとArvRt.は、 1994年と 1995年にビジネス・ベ

ースの資産管理を積極的に推進することはなかった。 APVRt.は、 1996年 2

月の時点で 15社、 6月の時点で 14の企業を資産管理に出していた18Q 

APV Rt.は、固有企業の民営化だけではなく固有企業の資産管理もその使

命としていたが、資産管理を重視せず、公正で有効な資産管理システムを構

築するに至らなかったため、単に固有資産を食い潰したり、横領させるとい

うような様々なスキャンダラスな問題が起った。資産管理契約は、内容が不

11 Vanicsek(t993). 

18 Heli Privinfo. 1996. 3. 26 .• 7. 30. 

238 



第3節 ビジネス・ベースの資産管理

透明で、資産管理の対象となっている企業が流動資産ではないため、市場的

に価値の増減を評価することが不透明である。成果達成契約に期待される成

果が明確に規定されないのは、現在の所有者である国が成果達成契約を民営

化の一手段としてしか考えておらず、企業の再編や業績の改善を期待してい

ないことと、インサイダーである経営者も成果達成契約を通じて所有者にな

りたいという両者の思惑が一致していることもその一国と考えられる。

2. 経営金融顧問会社 Co-Nexusの錬金術

ビジネス・ベースでの国有資産管理委託契約によって、国有資産を食い潰

し横領したスキャンダルの筆頭は Co-Nexusのケースである。世銀の『ビジネ

スにおける官僚一政府所有の経済学と政治学』の定義では、経営委託契約

(management contract）で、政府と民間企業・民間経営者との聞で結ぼれる固

有企業の経営委託に関する取決めにあたるが、ハンガリーでは、スキャンダ

ラスな例しか見当たらない。

Co-Nexusが落札した表 55にある 8社の企業を lパッケージにした入札に

は、 10以上の企業が参加し、第 2ラウンドには Co-Nexus、Avuの前役員で
あったテンベ・イシュトヴァーンの会社、大和誼券がハンガリーで設立した

表 55 Co-Nexusに対して資産管理を委託された企業 (10億フォリント）

企業名 資本金 Avuの持株 持株比率（拡）
アルパウ建設有限会社 0. 81 0. 3 39. 3 
デール商事株式会社 I. 83 I. 1 62. 7. 
ハルデックス株式会社 0. 29 0. 2 86. 7 
ハン・コープ有限会社 0. I 0. I 88. 3 
カリベル有限会社 0. 2 0. 2 92. 3 
ペーチ農業商事サービス株式会社 0. 8 0. 6 76. 7 
ベーチ建設有限会社 0. 5 0. 2 42. 9 
ロイヤル家具商事株式会社 1. 3 1. l 85. 5 
合計 5. 9 4. 0 

出所： Mihalyi(1997) .. p. 187. 
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Daiwa Bankが残っていた。 Co-Nexusは、公開入札で公正に落札したが、 Co-

Nexusが落札した理由は、他の 2社が事前に資産管理対象各企業の資産価値

評価をする要望を持っていたのに対して、 Co-Nexusは資産価値評価をしない

でも契約する用意を表明していたからであった。

契約は、資産管理者による資産の売却を含めた無制限の所有者としての権

限の取得、 5年後までに 40億フォリントの国庫への納付、期限内に納められ

ない場合には、中央銀行金利の倍の金利の支払い、 AVUは契約の保証として

Co-Nexusの全株式を担保とすることを定めていた190 

Co-Nexusは、1991年の終わりにはフォリント価値の下落を見越していて、

5年間で 50%下落すれば、 1991年次の 40億フォリントは 20億フォリントの

価値しかなく、 60億フォリント近い資産の売却で充分賄えると踏んでいた。

問題は、 Co-Nexusには企業の長期的な資産管理をし、各企業の業績をよくし

ようという意志はなく、資産の切売りをすることにしか関心がなかったこと

である。

Co『 Nexusは、ハンガリーにおいて最初に設立されたビジネス・ブローカー

の一つであった。 1988年l月に、ハンガリ一国立銀行と全国商業信用銀行が

それぞれ 800万フォリント、 HungariaBiztosito （フンガリア保険）、 Allami 

Bisztosit6 （国営保険）、 Ipar i Fej l esz tes i Bank （工業開発銀行）がそれぞ

れ 500万フォリント、財務省が 600万フォリント、 OKGTとlkarusが若干の

資本金を出資して創設されていた200 

Co-Nexusの産みの親であるラースロー・アンドラーシュは、法規による制

限で創設者のリストには名前が載っていなかった。しかし、Co-Nexusは＇1991 

年度の配当として 1億 8,200万フォリントを受け取っている。配当に関して、

資産管理契約は何も規定していなかったため、 Co-Nexusは所有者として欲し

いだけ受け取ることができたのである。ラースローは、 1990年までに Co-

Nexusの株式の 88.72%を取得し大株主になっていて、この l億 8,200万フォ

19 Het i Vi Jag Gazdastig, 1996. l. 20 .. 1997. I. 18. 

lO ibid.' 1996. I. 20. 
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リントの配当所得は、 Co-Nexus創設者のハンガリ一国立銀行等の株式持分を

買取った支出を補って余りあるものであった。

1989年以降の東欧における錬金術は、こうして登場してきたのである。ま

ず、国家の資金で相当な資本を持った持株会社を設立し、次に、この持株会

社が固有資産の資産管理と売却を目的に大量の固有資産を引き受け、この国

有資産がもたらす配当で御役御免となった国有企業の株主たちから株式を買

い取り、最後に資産管理で引き受けた全資産を売却して利益を得るというか

らくりになっていた。

ラースローは、ビジネスで成功したヒーローとして一世を風廓していた。

その成功の秘訣は、 1989年以前から政治家と太いパイプを持っていたことに

あった。 Co-NexusがAvuとの聞で、 1991年 12月21日に、大規模な資産管

理契約を結んだのも、不思議なことではなかった。

Co-Nexusとの資産管理契約は、まもなくしてE-hitel 、補償パウチャーや

ESOPでの方が安く企業を取得することが可能になったため、 Co-Nexusが 40

億フォリントの支払い義務を補償パウチャーでできるよう契約内容の修正と

契約期間の短縮を求めたり、会計検査院が指摘しているように Avuに対す

る業務報告が形式的で、国家に必要な保証が差し出されていない等問題が多

く、 1992年にAvu役員会もビジネス・ベースの資産管理契約は実行不可能
であることを痛感していた。

1996年秋にトチク問題が起こると、民営化や国有資産の資産管理の問題が、

国会やマスコミで連日取上げられ、 Co-Nexusも取上げられた。 Co-Nexusの場

合は、著名人が役員に名を連ねていて、ハンガリ一民主フォーラムの代議士

によって国会で取上げられた。 Co-Nexusの元取締役で、現在、 Porlの監査委

員会委員長であるショオーシュ・カーロイ・アッテイラは自由民主同盟の代

議士、ミシェティチ・シャンドールはポクロシュ・ラヨシュ財務大臣のスポ

ークスマン、カルドシュ・ベーテルはプダペスト市議会議員でハンガリ一信

用銀行の取締役であり、ハンガリ一社会党や自由民主同盟と緊密な関係にあ
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った210

Co-Nexusに資産管理を委託された8企業のうち、 5社が売却されたが、こ

の目論見は 6社目の買手企業が関税追徴課税問題で倒産してしまいつまづい

た。 1996年 12月31日の支払い期限が近づいてきていたが、 11月18日、証

券市場監督委員会は、 Co-Nexusの活動を制隈し、新たな注文を受けないよう、

これまでのものを他の証券会社に譲渡するよう勧告し、 Co-Nexusの実態会社

である Porlは、数週間後、会社更生法の適用を申請した。 APVRt.は、 1997

年 1月8日から Co-Nexusの債権者となったが、ほとんどの債権は回収不能で

あった。 APVRt.およびハンガリ一国家は大損失を被り、ここにビジネス・

ベースの資産管理の落とし穴があった。

Co『Nexusよりもさらに大きな「成功」を収めたDunaholdingRt. （ドナウ

ホルディング株式会社）も、閉じようなからくりで、 1989年に、固有企業の

文房具小売会社であったApiszKereskedelmi Val lalat （国営文房具商事会

社）が株式会社化された時に設立されていた。設立資本 8億フォリントの 80%

を、国営文房具商事会社とポスト銀行が出資し、 l年以内で、設立に参加し

た個人株主たちが国営文房具商事会社から株式の過半数を買取っている220 

資産管理に携わりたいという者は多い。なぜなら、他人の（社会の）所有

物を部分的に自分の利益のために、所有者にリスクを押し付けて稼動させる

ということほど旨味のあるビジネスはなく、競馬の掛け元のような職業だか

らである九

3.製鉄所経営陣による国有資産の違法まがい取得

世銀の『ビジネスにおける官僚一政府所有の経済学と政治学』の定義に

ある成果達成契約（performancecontract）は、政府と固有企業経営者との間

21 Nepszabadsag. 1996. I I. 6. 

22 Adam. Koranyi (1991). p. 65. 

n Krokos 0989) 
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で結ばれる一定の成果達成に関する取決めであるが、交渉の結果、パフォー

マンスの目標が甘くなったり、報償と懲罰のメカニズムが有効に機能しない

ということが多い。世界銀行の定義にある成果達成契約は、ハンガリーでは

ビジネス・ベースの固有資産の資産管理契約として位置付けられているが、

報償と懲釣の有効なメカニズムがなく、 DunaferrRt.のビジネス ・ベースの

国有資産の資産管理契約のように、 固有資産の違法まがい取得を可能にして

いる。

以前、 ドナウ製鉄所と呼ばれていた DunaferrRt.の民営化は、グループ企

業全体で l1. 000人の従業員を雇用するハンガリーで十指に入る中核企業で

あると同時に、図 15にあるように、 ハンガリーの鉄鋼メーカーで唯一の黒字

を計上している企業である。 1996年度の初めには、もっとも重要な民営化の

ーっと位置付けられ、 AVRt.は資本力のある同業投資家に売却するという民

営化戦略を持っていた24。すでに 1989年以前に、オース卜リアのYoestAlpine 

100万フォリント
図15Dunaferr Rt. 

60.000 3800 
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が冷延工場での 30%の株式を取得し、さらに 20%のオプションを持っている。

酸素工場の全株式を Lindeが取得し、 DunaferrRt.の民営化は、最終段階を

迎えていた。 1994年に後にAPVRt.の代表取締役となるラシチク・アッテイ

ラが所属していた ZarexKf t. （ザレックス有限会社）が民営化の顧問として

APV Rt.から承認され、 1994年 12月に終了した不良債権処理も、DunaferrRt. 

の30億フォリントに上る様々な債務を軽減し、民営化できる状態にするため

に行われてていた。

しかし、 Dunaferr Rt.の経営陣は、 1995年9月に、 Dunaf err Rt.の資産管

理を経営樟に任せるよう訴えた。ヨーロッパにおける鉄鋼生産は過剰で、さ

らなる Dunaferr Rt.の資産売却に対する関心は低く、また、鉄鋼業界は基本

的な技術革新を目前としているが、どの代替技術が主流になるか決しておら

ず、 2005年頃まで待って民営化と技術革新を結び付けるのが得策であると理

由付けている叱

これらの主張が正しいとすれば、民営化は持った方がよいということにな

る。しかし、その場合、代表取締役は代表取締役、経理部長は経理部長のま

まで、これまで通り、固定給とボーナスで、 Dunaferr Rt.の業績を上げるた

めに働き、 Duna f err Rt.は国有企業のままで資産を様々な名目で減らすべき

ではないというのが論理的な考え方のはずである。

しかしながら、 APVRt.の取締役会は、 1996年 6月5日に、 DunaferrRt. 

を議題とし、資産管理に関する公開入札を行うことを決定した。現在の地位

に留まることに利益を見出している多くの大企業の経営陣と同じように、

Dunaf err Rt.の経営陣も民営化を匝止するためにあらゆる手を尽くした。

Dunaferr Rしの代表取締役であるホルヴアート・イシュトヴァーンは、 1991

年3月から代表取締役を務め、ハンガリー工業コンツェルン全国機構という

名のロビー・グループを 1992年に結成し、これの会長も務めている。アンタ

ル政権下で、中核企業の利害を守るというあからさまな自的で活動していた。

Dunaferr Rt.の資産管理契約は、 トチク問題でAPVRt.の取締役が全員解

is Av Rt. 0995). 20 .. p. 34. 
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任される前日に、 Dunaferr Rt.の経営陣 21人で構成され資本金が l億フォリ

ントの Ace!XXL Kft. （鉄鋼 21世紀有眼会社）と APVRt.の代表取締役と

の聞で結ばれ、疑惑が持ち上がった。契約内容は、鉄鋼 21世紀有限会社が資

産管理の報酬として、 Dunaferr Rt.の資本金 320億フォリントの 1%を受け取

り、さらに 5年間で 80億フォリントの資産を増加させることに成功したら、

80億フォリントの時を成功報酬として受け取り、 Dunaferr Rt.の各部門の民

営化に成功したら、売却額の 2%を取得できるというものであった叱

ミハーイは、原理的な問題を以下のように挙げている。

L公開の市場競争で形成された価格で会社を取得するだけの資金がないの

なら、会社の資産を自己資産の負担で責任をもっ能力はなく、この矛盾は

どんなからくりをもってしでも解決することはできず、問題が生じれば国

が尻拭いをせざるをえなくなる。鼠は象の友達になり、知り合い、好きに

なることはできるが、象の安全のためや象が起こした被害のために保証す

ることはできない。

2.APVRt.が契約を結んだ時点での資産管理会社の構成員が変わり、資産管

理会社が資産管理とは無関係の事業で支払い不能に陥ってしまい、債権者

が所有権を取得してしまうことがありうる。

3.売却を通しての民営化は、「株式は向こうに、金はこっちに。二度と会う

こともない」というように比較的に単純である。資産管理契約は、少なく

とも 4、5年間の結びつきを意味し、これだけの時間の聞に、 DunaferrRt.、

ハンガリー経済全体、世界の鉄鋼市場には休む暇もなく多くの変化が起こ

る。これらをすべて前もって予測し、契約で規定することは不可能である。

自分の資産を運用する者には、このリスクを引き受ける権利を持っている

が、国家の資産の売却や管理をしている者は、 5年後には国有資産管理者

ではなくなり、空から火星人がやってきても機能させられるというような

確実なことだけを盛り込んだ契約書に署名することができるヘ

16 Nepszabadstig, 1996. IO. 9. 

z1 Mi h品lyi, op.cit., pp.192-193. 
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資産管理契約がこれほどリスクがあるならば、企業の買手がいないことが

何度も証明され、国家が管理する場合にかかる費用ほどにもその企業の価値

がない場合に、このリスクを犯して資産管理契約に出す意味があるかもしれ

ないが、 Dunaferr Rt.の場合はいずれにも当たらない。 DunaferrRt.は、買

手がいないと何度も証明されたわけでもないのである。 Dunaferr引．の経営

陣は、 Dunaferr Rt.に雇われてもいるので、何ら余分のリスクを負うことも

なく、 Dunaferr Rt.の資産管理を受託できるのである。ドゥナフェル株式会

社の業績の改善は、経営陣だけではなく従業員の努力によってなされるもの

であるにもかかわらず、経営陣とだけ成果達成契約を結ぶというのは、お手

盛りの固有資産の違法まがい取得という批判が避けられなかった。

このようにビジネス・ベースの資産管理では、これまで固有企業として集

団で経営されてきた企業が少数の人間によって経営されることになり、企業

資産がさらに食いつぶされ企業の体力が衰弱するリスクが高くなっている。

インセンティプが生じて企業資産の浪費がなくなるという見方もあるが、実

際には、経営陣の報酬が引き上げられるのに対し、従業員の賃金が据え置か

れ、 R&Dに資金が振り向けられることもなく、企業資産の縮小が起こる危険

性が高いことに留意する必要がある。

第 4節 従業員所有によるコーポレート・ガパナンス

l公平で歴史的経験を持ったスキーム

ハンガリーの民営化は、 1988年からの「自発的な民営化j、あるいは、 1990

年以降の Avuによって承認される自らのイニシャティブによる民営化の時
期以来、初めから、法律の抜け穴を利用するインサイダーに支配されてきた

が、この過程の主要な受益者は従業員ではなく、経営者たちであった。他の

東欧諸国と同様に、このようなノーメンクラトゥーラの接収に対して公衆は
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表 56 民営化によってもたらされた従業員所有（概数）

国名 従業員管 民営化 全従業員に 従業員所有

理による 率（%） よる所有の における総

会社数 平均花 従業員数

チェコ（第 l次パウチャ一民営化） 4. 4 n. a. 
ハンガリー（「自発的民営化」） 187 43 42. 0 36, 000 

ポーランド（民営化による清算） I, 4 78 75 50. 8 450 000 

ルーマニア（全大規模民営化） 600 98 95. 0 150, 000 

ロシア（全大規模民営化） 6, 300 90 65. 0 n. a. 

出所： Fryd田an,Gray, Rapaczynski, (eds.). (1996)., p. 29. 

憤概していた叱このためもあって、 1992年 6月になって従業員株式所有プ

ラン（ESOP）に関する法律が国会を通過し、 1996年 10月までに 312社の ESOP

による民営化が実施された。

ハンガリーでは、 1970年代に自主管理に関する議論が行われたが、①雇用

拡大に関心を示さず、その最適生産水準も資本主義のそれより低くなる、②

賃金インフレをもたらす、③企業の合併、分割、解散を困難（不可能）にす

る、④労鋤者が企業経営上の意志決定にふさわしい能力を備えていない、と

いった否定的な議論が多かった290 1980年代末に会社転換法に係わるものと

して ESOPも議論されるようになったが、大企業ではむずかしく小規模企業に

限定しているのがポイントである。

東欧の民営化においては、理論的にも実践的にも ESOPの可能性があるにも

かかわらず、表 56にあるように、全従業員による所有の平均割合は 40-65%

とそれほど高くない。ルーマニアの割合が高くなっているのは注目される。

新古典派も、東欧諸国における労働者管理の歴史を認め、初期条件として

位置付けざるをえない。「労働者に特別な要求を与える相当の歴史的・政治的

理由がある。事実上、そしてしばしば道理上、労働者はすでに彼らの会社を

実質的にコントロールしている。ポーランドとチェコスロヴァキアは強力な

労働者評議会を持っている。ポーランドのそれは、広く連帯に支配され、チ

28 Hi I Iman. Mi I anov i c(eds.) (1992)., pp. 99. 

29 Bauer, op. cit. 
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エコスロヴァキアにおいてよりも労働者の支持を得ている。両方の場合、実

際の問題は、労働者にどれだけのコントロールを与えるかではなく、どれだ

けを捕りあげるかであるJ30としている。

新古典派は、彼らが働いている会社において労働者に特別な要求を認める

のは、二つの理由から不公正であるとする。第一番目の理由は、たまたま工

場で働くことになった彼らが、なぜ、農業やサービス業でよりも多くを受け

とるべきか明白ではない。第二番目に、逆の場合で、巨大企業の労働者には、

仕事を失うとともに、価値のない紙片が残ってしまうからである310 

新古典派は、「ユーゴスラヴィアのやり方は、所有権が現存の労働者に与え

られ譲渡できず、論理と経験は、この所有構造が不都合であることを示して

きている…労働者続主と経営者が持つインセンティプは、彼ら自身に配当を

与え、外貨両替のような非常に流動的な投資形態を選択し、新しい労働者を

雇用する際にも、雇用が所有権の希釈を生むために雇用が制限され、高賃金

を導くので、間違っている」”としている。しかし、新しい有能な労働者を

雇用することが、会社全体に利益をもたらし、会社の財産を増やすことにつ

ながるということは、教育が十分に行われれば理解されるものである。また、

特に賃金水準が低い場合、 R&Dに投資するよりもより多くの賃金を得たがる

という傾向があるが、長期的により多くの賃金を得るためには、目先の賃金

引き上げより R品Dに投資すべきことを学習によって理解を得ることは可能

である。さらに、会社内の労働者によって所有される所有権を、株式市場で

一定の条件の下で売ることができるというスキームの場合には、労働者株主

が持つインセンティプに、新古典派が指摘するような歪みは現れないと思わ

れる。

一般にユーゴスラヴィアの自主管理は、「企業が赤字に陥っても救済され

ることが常態であるため、自主管理の下で一方で経営権限を持つ労働者集団

30 Blanchard, Dornbusch, Krugman, Layard, Summers(l99!)., pp. 51-52. 

31 ibid .. p. 51. 

32 ibid. . p. 5 2. 
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は経営結果に責任を負わず、他方経営権限を持たない社会・国家は経営結果

について最終的には責任負担するという、従って経営結果に最終的責任を負

う覚悟で経営にあたるものがいなくなるという、一種の無責任体制の発生が

あったJ33と否定的に評価されてきた。また、国家形態が西ドイツやアメリ

カ合衆国のような連邦（federation）ではなく、統一性に乏しい連合

(confederation）であった。このため、「直接税の全体系が連邦ではなく、

連邦構成単位の管轄下にあり、連邦に残されているのは基本取引税と関税の

みで…8つの（共和国・自治州でそれぞれ）異なる租税・予算制度の発生…

（連邦中央銀行が 8つの共和国・自治州の国立銀行の）調整者の位置を与え

られ…連邦レベルで信用・貨幣政策を適宜遂行することがきわめて困難」 34

であったという欠陥も持っていた。経営権限を持つ労働者集団が経営結果に

責任を負うようにし、統一的な政策を遂行できるよう連邦に権限を移譲させ

るなどの抜本的な改革がなされる必要があったのであり、これらの改革がな

されれば原理的には機能する可能性を持っていたといえよう。

ESOPは、表 57にあるように、 1995年時点で 215社しかなく、その ESOP

所有額面価値は民営化された固有資産の 7%にも満たない。 ESOPは、主に従業

員数 100～500人の企業において、約64,000人が参加し、全従業員のうち ESOP

に参加している従業員の参加比率は約 70%である。 ESOP企業は、少ない資金

で長期的な融資によって行われ、 ESOP参加者数は、 10人以上従業員がいる会

社組織が雇用している約 2,743, 000人のうちの坊にすぎない35o ESOP企業を

取り巻く環境は厳しく、期待された職場の確保は、すべての ESOP企業で実現

されたわけではなく、従業員の削減や会社清算を余儀なくされた例も多い。

従業員所有会社は、投資が少ないという傾向がある。この現象は、実際に、

馴染みのなさ、あるいは、イデオロギー上の嫌疑で、資本市場の従業員所有

33西村（1995). p. 9 

34 阿部（1993). pp. 63-64. 

as La孟y(l996). p. 645. 
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表 57 業種別 ESOP企業数と資本力

業種 各業種企業 ESOP ESOP所有額 ESOP企業の ESOP 所有

数 企業 面価値 資本金 比率の平均

(l 995. 12) 数 (l, OOOFt) (I. OOOFt) (%) 

農業、狩猟、林業 39守 385 771. 656 l 263 950 61. 05 

製造業 119. 529 112 20, 831, 335 52, 595, 354 39. 61 

電力、ガス、熱・水供給 461 86, 170 457, 000 18. 86 

建設 76, 979 11 I, 606, 922 4, 962, 340 32. 38 

商業、自動車・必需品修理 299, 040 50 12, 526, 638 25, 503, 185 49. 12 

ホテル 41. 881 3 556, 420 I, 689, 195 32. 94 

運輸、倉庫、郵便、通信 63, 476 4 I. 461, 796 2, 778. 540 52. 61 

不動産‘サービス 322, 849 24 I, 865, 190 2, 325, 431 80. 21 

その他 82, 939 190, 200 230, 000 82. 70 

データなし 2 16, 000 16 000 100 

合計 I, 046, 539 215 39, 912, 327 91. 820, 995 43. 4 7 

出所：国家通貨管理局(199 5). p, I 2. 

会社に対する差別によってもたらされている叱また、リストラに資金が必

要なため、増資が重大な問題になっている。資本の集中的な活動、あるいは、

主要な投資ニーズがある会社において、従業員所有は民営化には適切な方法

とは言えないが、企業の生き残りが従業員と経営者の関係の改善に大きく依

存しているような場合には、従業員所有は有効であり、ケース・パイ・ケー

スで総合判断していく必要がある。このため、いきおい、斜陽セクターにお

ける企業の民営化の方法として適用されることが多くなる。特に、地理的に

孤立した町や地方において、損失を出し続けている企業が主要な雇用者であ

る場合には、従業員所有の下での企業の生き残りから得られる福利はより大

きくなる。

従業員所有会社の欠点として指摘できることは、決定が集団的・民主的に

行われ、迅速さに欠けるということである。しかし、決定が民主的に行われ

るということは、従業員の連帯を生み出し、生産性を高め、他の不十分な要

素を補うという長所でもある。

表 58は、ハンガリーにおける「自発的民営化」における管理タイプ別所有

構造を示しているが、従業員が ESOPを用いることなく、支配的で直接的な株

36 Frydman噌 Gray, Rapaczynski (eds.) 0996) .. p. 12. 
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表 58 管理タイプ別所有構造：ハンガリーにおける「自発的民営化」（%）

国家所有 外資 民間 従業員直接 ESOP 合計
株式所有

Avて1 52. 7 0. 6 2. 2 1. 6 2. 8 2. 6 

地方自治体 20. 9 3. 7 6. l 5. l 4. 7 5. 6 

外人投資家 0. 0 83. 9 0. 4 0. 3 0. 0 3. 0 

圏内投資家 17. 4 6. 4 84. 0 4. 3 4. 0 46. I 

直接従業員 3. 9 5. 4 4. 9 87. 8 5. 0 27. 9 

ESOP 0. 0 0. 0 2. I 0. 5 83. 5 I 4. 1 

不特定株主 5. 0 0. 0 0. 4 0. 4 0. 1 0. 7 

価格／額面 87. 0 87. 8 76. l 75. 7 82. 6 

信用／価格 0. 0 28. 3 31. 3 5 7. 5 32. 7 

平均従業員数 315 330 255 156 231 231 

会社数 5 14 226 120 67 435 

1994年 ll月 LO日現在のAvuの未公表データ。表の所有タイプによる分類は、支配的な所有

者が決定されていない 3企業を省いている.l社は．園内投資家と直披従業員の持株比率が等

しい場合で、 2社は、支配的な所有者が不特定である．

出所： Frydman,Gray, Rapaczynski (eds.). (1996). p. 42. 

主になっている「自発的民営化j以外の民営化された企業の数を知ることは

困難である。ハンガリーでは、従業員所有は、中小企業が中心で、 ESOPの手

段を通じてだけではなく、直接的な株式所有を通しでも実現されてきている。

表 58にあるように、「自発的民営化」において、従業員直接株式所有が支配

的な新所有者グループである会社は 120社で、支配的な ESOPの場合の約 2

倍である。 ESOPは、従業員の 40%の参加を必要とし、 ESOPに与えられる融資

の条件がかなり有利で、従業員の参加が有効であれば有利となるため、直接

株式所有の場合の従業員は、議決したり、じかに株式を売買することに関心

がある。国内投資家は、実際には経営者のようなインサイダーである場合も

ありうるへ経営者は、親会社において間接的な所有者になることを通し、

新会社を頻繁に設立した380 

31 Frydman, Gray, Rapaczynski (eds.). (1996) .. pp, 40-41. 

38 Voszka(l993). 
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新古典派は、「政治的に要求されるならば、例えば 20～30%の株式を労働

者に、残りを持株会社に割り当てることは、初期条件を認め、民営化プログ

ラムの合意を得る分かりやすい方法かもしれない。労働者は、レヴァレッジ・

パイ・アウトを通して彼らが働いている会社を購入するために株式を用いる

ことを望むかもしれないし、新しく売却された会社における発言権を得るた

めに、他の潜在的な購入者に売るか、保持することを選ぶかもしれない」と

する。

このように新古典派は、労働者による過半数以上の株式保有は想定せず、

あくまでも少数株主の地位しか与えようとしていない。彼らの市場原理に任

せるべきだという立場からすれば、労働者による株式保有だけを規制すると

いうのは矛盾している。 ESOPの場合、所有移転の時点において企業に体現さ

れている富は、その企業従業員だけの手で作り出されたのではなく、すべて

の市民が国家投資や企業が受け取った補助金を通じて貢献したものであり、

企業従業員は割引で株式の提供を受けることができるが、この選択購入権は

全株式の一部分にのみ適用されるべきではある。しかし、労働者は、レヴァ

レッジ・パイ・アウトを通して彼らが働いている会社を買い占めることを望

むこともありえ、また、中小企業であれば、労働者による株式保有比率が自

然に高まるが、人為的に抑制すれば、かえって労働者の労働意欲をそぐこと

になりかねない。

ハンガリーでショック療法導入の急先鋒であったコルナイ・ヤーノシュは、

「労働者管理は賃金緩和の方向に押しやり…経営者や企業評議会の選挙が党

派闘争の場になり…議会制民主主義に対する恒久的代替物としての労働者管

理は、真のブルーラリズムが実現されれば不必要であるj としている叱し

かし、短期的な所得だけを考えるのではなく、 R胞に投資すれば長期的な発

展が保証されるといった従業員教育が充分行われ、全株式が従業員に所有さ

れるのでなければ、賃金規律は確保されうるので、現実的に憧路から抜け出

す可能性を持った労働者管理をイデオロギー的に排除すべきではない。

39 Kornai 0989), pp. 48-49. 
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青木は、「チーム志向の労働組織を含む諸制度や、その他のコーポレート・

ガパナンスのタイプがより有効でありうるという可能性を排除することはで

きないJ40としている。しかし、ポーランドで、「移行段階が始まると、市場

ベースの毘営化計画が実行に移される前に、労働者が企業資産のコントロー

ルをするように迅速に行動しへ－・・会社化するよりも、生き残り能力がある

国有企業が“清算され”、清算された固有企業の労働者の多数が株主となった

新会社が、資産をリースまたは購入してしまったので、株主主権の新古典派

のドグマの創造物である国家が後援する投資基金を通じた、広く宣伝されて

いた大規模民営化は事実上敗北した」りと否定的に論じている。この一般的

見解は、十分な事例研究をベースとした現状分析とはいえない。ポーランド

の労働者評議会を通じたコーポレート・ガパナンスは、一つの公正なコーポ

レート・ガパナンスの可能性を持ったあり方として評価する必要があるので

はないだろうか。ポーランド経済は、もともと 1980年代に下降傾向であった

ため、 1989年の GDP水準が低かったという特殊要因があったとはいえ、東欧、

C IS、バルト諸国のなかで唯一、 1989年の GDP水準を回復している。アメリ

カを中心としたポーランド移民の投資とともに、ポーランドの労働者評議会

を通じたコーポレート・ガパナンスが労働インセンティプを刺激し、 GDP回

複のー要因になっている可能性がある。

従業員所有は、政治的な抵抗を最小化し、所有者の中心的な階層を創り出

し、国民のなかで所有を広めるという手段を提供するが、アメリカにおける

•0 Aoki, Kim(eds.) (1995). ibid. p. 5. 

H ポーランドでは、 1981年に採択された国有企業法で、民主的に提業員によって避ばれた 15

人のメンバーで構成される労働者評議会を通じて、労働者が企業の経営者を指名し‘企業の年

間事業計画を承認することができるようになった．ハンガリーでは、ポーランドの自主管理シ

ステムに似た企業都議会法が、 1984年に採択された。ただし、ハンガリーでは、労働者よりも

経営者の方が権力を握っていた。

42 ibiιpp. 8 9. 
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ESOPと同様に、従業員所有会社は会社組織の少数派として登場するだろう 43

とする見方が多い。しかし、アメリカと違い東欧諸国や NIS諸国には、従業

員管理の歴史があり、多数派としても登場しうると積極的に評価すべきであ

ると思われる。

プリンシパルはエージヱント以上に情報を持つことができず、上部のエー

ジェントは下部のエージェント以上に情報を持つことができず、現場のこと

は現場がもっともよく知っているという観点からすれば、企業内のガパナン

スをプリンシパルに集中させるより、下部のエージェントに分権化する方が

理に適っている。これは、 ESOPにすればよいということとイコールではない

が、 ESOPはこの要件を満たす可能性を持っている。 1980年代まで固有企業の

コーポレート・ガパナンスは、複数の経営陣と監督省庁によって行われてき

たが、民営化によってプリンシパルへの権限集中が起こり、経営者を中心と

したより少数の人員でガパナンスが行われ、企業資産の違法まがい取得が多

発している。企業としての利害を代表せず個人としての利害だけを追求する

傾向があり、取締役会や監査役、公認会計士事務所などのチェック体制を整

備するだけではなく、下部のエージェントすなわち従業員に分権化を図り、

企業としての利害を追求できるシステムにしていく必要があるのではないだ

ろうか。

資産売却の不安定さや、 ESOPに関する諸規則がしばしば変わるために、

ESOPに対する投資の利益を計ることは困難で、ESOPを望む従業員の数や意志

は、時が経つにつれ変わってしまい、 ESOPがそれほど広がらない原因となっ

ている。表 59にあるように、世論調査でも、多くの人は、「企業の従業員を

所有者にすべきJというような固有資産の公正な再分配を望んでいるが、リ

スクの高さのために、資産の取得を試みる人は少なく、従業員所有会社を所

有者にすべき」というような固有資産の公正な再分配を望んでいるが、リス

クの高さのために、資産の取得を試みる人は少なく、従業員所有会社を経営

することを試みる人はさらに少なく、「国家所有資産価値を各分野の専門家

13 Hi I Iman, Mi lanovic(eds. )(1992) .. p. 100. 
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表 59 誰が所有者になるべきか？ (%) 

1991 1993 1995 

旧所有者に没収した所有権を返却すべき 16 15 12 

国家所有資産をもっとも多〈支払う者に売却すべき 11 7 8 

企業の従業員を所有者にすべき 26 28 30 

国家所有資産価値を各分野の専門家によって高めるべき 36 41 45 

その他、および、わからない 11 9 5 

出所： Angelusz, Tardos (1997)., p. 9. 

によって高めるべき」が年々増えるという結果になっている。東欧において

は、新古典派の私有化とコーポレート・ガパナンスのイデオロギーをベース

に進められたため、このようにESOPが少なくなっていると考えられる。

2. ESOP企業の諸困難

積極的に評価されるべき従業員所有会社は、ハンガリーでは環境が整えら

れておらず、量的にも質的にも発展できないでいる。その典型例としてあげ

られるのが、エゲル製粉会社のケースである。

1980年代までハンガリーでは、 19の穀物流通会社が一つの独占企業の

Gabona Tr白zt （穀物トラスト）に所属し、それぞれの郡で無競争で穀物・製

粉市場を支配していた。 1989年に当時の閣僚評議会（内閣）の 1070/1989

(YI. 10.）号の決定で、穀物トラストは解散させられ、株式会社へ再編させ

られた。ヘヴェシュ郡のジヱンジエシ市に本社がある HevesMegye i 

Gabonaforgalmi Malomipari Val lalat （ヘヴェシュ郡穀物流通・製粉会社）

も穀物トラストに属していて、 1988-89年に従業員は約 700名いた。へヴェ

シュ郡穀物流通・製粉会社から、さらに、エゲル市にある EgriMalomipari 

Val lalat Cエゲル製粉会社）が分社化された。エゲル製粉会社は、穀物トラ

ストの時代には 1980年代後半に 40-50名の従業員を雇用していた。

所轄の農業省の民営化部で穀物トラストの民営化計画が作成され、Avt〕の

承認を得て、 1993年の初めに、民営化に関わっている法律事務所が民営化の
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公示を行い44、その後、約 50の製粉所が売却された。ヘヴェシュ郡穀物流通・

製粉会社も、いわゆる分権化された民営化スキームで、 1993年 4月と 10月

に、 Avuによって指定された各施設や資産の売却を公示した。

エゲル製粉会社の民営化は、典型的に上から分権化と民営化が行われ、1993

年に、内外の民間投資家ではなく、従業員が買い取った（buyout）ケースであ

る。資産管財人によれば、エゲル製粉会社の資産価値は 2,840万フォリント

であった。ヘヴェシュ郡穀物流通・製粉会社では、収益能力から l億フォリ

ントの価値があると見積っていたへ

しかし、もとをたどれば、エゲルの製粉施設長と技術部長代理の個人的な

対立から、ヘヴェシュ郡穀物流通・製粉会社からのエゲルの製粉施設の分離

要求運動が起こったことが発端である。エゲルの製粉施設の従業員が二つの

グループに分かれて対立し、エゲルの製粉施設のどの資産を引き継がせるか、

エゲルの製粉施設を抵当に入れへヴェシュ郡穀物流通・製粉会社が行ってい

た借入れに対する返済義務を引き継がせるかどうかというような、明確に結

論を出すことが困難な問題が山積し、分離後も経理業務を委託していた会社

が資金を流用してしまう等、企業資産をめぐる骨肉の争いが展開された。分

離派は、労働者評議会をも設立したが、ヘヴヱシュ郡穀物流通・製粉会社全

体を従業員全体で従業員所有するということではなかったため、私欲と私欲

がぶつかり合い、無駄な労力を投入することとなっていた。新しく発足した

従業員所有のエゲル製粉会社は、効率性が改善されたが、事業の収益性を著

しく高めたわけではなく、市場経済の形成による諸要素が事業のリスクを高

めていた460 

エゲル製粉会社の従業員所有の例は、環境が充分整えられているとはいえ

ないなかで、従業員が自社株を購入するというスキームで行われたため、多

くの困難に直面してきたことを物語っている。

H AVU(l993)., pp. 15-17. 

H Laki (1994). , p. 90 I. 

46 ibiι＇ pp. 902-911. 
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1980年代後半以降の東欧諸国や旧ソ連の政治経済および社会の変化を、ど

うとらえ、どう対処すべきかという課題は、これまでイデオロギー的な観念

論に支配されてきたといわざるをえない。民営化の問題においても、基本的

で普遍的な問題に対する処方筆は、世界共通で一つしかないという新古典派

の理想主義で、それぞれの地域の現状や諸条件を十分に分析することもなく、

強引にステレオ・タイプに行われてきている。 1980年代まで、これらの地域

で、ソ連モデルが強引にステレオ・タイプに導入されてきた誤りを再び犯し

てきていると言えよう。

ハンガリーにおける民営化は、新規の資金と最先端の技術をもたらしたと

いう点で、積極的に評価される側面を持っている。しかし、パンノンプラス

トの例のように、民営化は人員削減と生産能力の低下をもたらしたケースも

多く、これが未曾有の不況をもたらした原因のーっといえる。民営化は、固

有資産を切売りして、財政赤字や国家債務を削減するためにも行われてきた

が、民営化による売却収入は、財政赤字や国家債務の削減には役立つが、そ

の効果は一過性である。民営化は、東欧諸国の経済を立て直す万能薬である

というような楽観論はすでに影を潜めてきている。

固有企業、民営化された企業を問わず、成功している企業、成功していな

い企業が、それぞれ見受けられるが、成功している企業は、共通して市場コ

ンディションへの素早い調整や、RA.BAがOpelと合弁会社を設立したように、

初期に、より長期的な戦略へ移行しながら、市場やファイナンスを確保する

ための“生き残り戦略”を持っていた1ということがよく指摘される。しかし、

これまで見てきたように、そういった“生き残り戦略”は、具体的な諸条件

にマッチしたものでなければならなかった。

1 Lavlgne(l995). p. 175. 

257 



結び

コンビューターや情報通信は、規制を緩和し民間に任せた方がよい分野と

言われている。アメリカのように技術力も資金力もあるという恵まれた国で

は、マイクロソフトやインテルのように、新技術を開発し世界中の市場を担

占するほど成長する企業が登場するが、技術力にも資金力にも恵まれない

国々で規制を緩和し民間に任せても、アメリカのように国際競争力をもった

事業が登場する可能性は低い。

ハイテク・コンビューター・システムである POSSystemや、高度の部品生

産能力および輸送網によって実現されているトヨタのかんばん方式は、見方

によっては、市場ニーズを反映させたより完全な計画経済といえる。官主導

の政治経済とあいまって、日本は世界で最も発達した社会主義国であるとい

うことも可能である。しかし、発展途上国や、東欧およびソ連などの旧社会

主義国では、 POSSystemやトヨタのかんばん方式などを導入する諸条件が整

っていなかった。

他の東欧諸国やソ連が市場社会主義に敵対的であったという周りの環境や、

ハンガリ一国内の経済的な状態は、固有企業は国家所有のままで、市場の構

成員のように行動できるような環境を整備するという市場社会主義や、市場

をピルトインした計画経済を実現するという実験を行う条件としては、非常

に不利なものであった。

ヨーロッパでは、パスの生産能力は過剰となっていて、ハンガリーのパス・

メーカーの Ikarusの売却は暗礁に乗り上げている。たとえVolvoかMercedes

Benzが Ikarusの株式の過半数を購入したとしても、現状規模の工場は維持

されない。鉄鋼業は、ヨーロッパだけではなく世界的に構造不況業種となっ

ていて、オーズドの製鉄所はいくら民営化されても生き残れる可能性は乏し

い。一世代の半導体を開発するのに何千億円もかかるエレクトロニクスの分

野では、資金量でも技術力でも劣る Videotonが民営化されたからといって、

立ち直るわけではない。事実、 IBMは赤字を抱える Videotonを買収するので

はなく、 Videotonが所有する工場建物を借りてハード・ディスクを生産して

いる。このように、外的な環境やハンガリー圏内の産業構造は、市場社会主

義を実現するという実験を行う条件としては非常に不利なものであった。つ
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まり、市場社会主義は幻想であったと結論づけるのは早すぎたといえるので

はないだろうか。

固有企業では、いくら一生懸命働いても給料が増えるわけではなく、従業

員の接客態度も悪いことが多いが、これはインセンティプがないためであり、

私的所有権をはっきりさせるために民営化すべきだと新古典派は主張してき

た。しかし、働きに応じて給料が支給されるように改善し、経営自主権を与

えれば、民営化しなくてもインセンティプの問題は解決される。民間企業で

も従業員教育を十分に行っていないところでは、従業員の接客態度が悪いこ

とがあり、必ずしも固有企業にだけ普遍的な特色ではなく、固有・民間を問

わず、労働インセンティプと教育の問題である。

個人の所有物ではないので大切にしないという考え方は、新古典派の考え

方そのもの、もしくは新古典派の影響から抜けきれていない考え方である。

皆の物だから大切にしなければならない、他人の物だから大切にしなければ

ならないという倫理観もあるはずである。少なくとも、初等教育ではそう教

えられてきている。皆の物は、皆の税金や労働で得られた物で、粗末にすれ

ば、皆だけではなく、各個人も損失を被るのである。他人の物を粗末にして

損害を与えれば、損害賠慣をしなければならないのである。皆の労働によっ

ても得られた物が、オーナー社長であるということから一人占めされたり、

場合によっては、自分の物なのだから何をしても構わないという論理で、従

業員やその家族を犠牲にして、企業資産を私物化し倒産させてしまうという

犯罪的行為も正当化されてしまっている。

世界的な民営化の大合唱のなかで、企業の社会的な責務といったことが顧

みられなくなっている傾向がある。旧古河財閥の五代目当主である古河潤之

助古河竃気工業社長は、富士通の礎石を築いた元同社社長で古河グループの

大番頭であった故岡田完二郎氏から、少年時代に「肪ちゃん、私が今度建て

た工場は 2.000人もの人を雇うのです。人のために仕事を作る。おじいさま

が生きておられたら、きっと褒めてもらえたでしょうJという帝王学を受け
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て育った20新古典派は、過剰労働力の削減を主張するが、労鋤力が過剰にな

らないように仕事を創造し、企業に社会的責務を果たさせるという観点が欠

落していると思われる。

ローマ法王も 1991年に出版された Centesimusannusで、事業の目的は、

生産と利潤にだけあるのではなく、そのメンバーが基本的な需要を満たすこ

とに努める人聞の共同体としての事業そのもので、個別グループを形成しな

がら社会全体の利益に奉仕することとしている。これに対して、 FIATの会長

であるチェザレ・ロミティやイタリア国立銀行総裁のアントニオ・ファズィ

オは、経済を創造すればするほど共通善のためになり、共通善は利潤追求の

副産物にすぎないとしている。ヴァチカンは、資本家から売上げを減らすよ

うにと言っているのではなく、事業者の第一目標は社会的な共通善で、利潤

追求にならないようにと言っているのである九自由や効率性と連帯との聞に

矛盾があり、両方を同時に追求することはむずかしい。

労働の代価は、他人のニーズに応え、他人のために役立つているから、ニ

ーズに応え役立つた分だけその代償として得られるのである。この点を忘れ、

それ以上に価値があるかのように訴え、利益幅を増やそうという商法もある

が、これは他人を欺いて私欲を肥やそうとする半ば犯罪行為といえる額のも

のである。あらゆる職業について、このことは当てはまる。医師、教師や官

僚のように公益性が高い職種だけではなく、建設、食品、電機、金融といっ

たあらゆる職種で私利私欲を肥やすためだけに労働が行われたら、医療、教

育や行政が成り立たないだけではなく、食生活、技術革新、投資等あらゆる

事柄が、人類全体の福利厚生を損なう形でしか実現されていかない。

新古典派の手法は、分割民営化であるが、経営状態の悪い企業を分割して

も個々の企業の体力はさらに弱くなるだけで、マクロの経済状態も悪化させ

る要因である。東欧や旧ソ連諸国の国際競争力のない企業群は、分割民営化

しでも国際競争力は低下するだけである。分割という手法とは正反対に、企

z f日本経済新聞』、 1996年 12月28日．

3 Nepszabadslig, 1997. 2. l. 
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業のグループ化や統合を図り、限られた資本力を合わせることによって、効

率よく集中的に国際競争力をつけられる分野に投資したり、 R&Dを行うこと

の方が理に適っている。

当初、マジャール・スズキは合弁会社として設立されたが、マジャール・

スズキの株式の 25%を所有していたハンガリーの合弁相手のアウトコンセル

ンが、コメコンの解体およびショック療法による深刻な不況で、アウトコン

セルン構成企業の半分以上が倒産してしまい、スズキに株式を譲渡し、マジ

ャール・スズキの経営から撤退せざるをえなかったことは、ハンガリー・サ

イドからすれば大きな損失であった。ラテンアメリカのように、外国資本に

経営を任せてしまうというやり方は、ラテンアメリカには経営能力を持った

人材がいない、将来においても経営能力を持とうとしないと宣言しているこ

とに等しい。一定の雇用機会はもたらされるものの、ラテンアメリカの人々

は外資企業の従業員としてしか仕事ができないこととなり、低賃金に甘んじ

ざるをえず、ラテンアメリカの貧困問題の要因のーっとなっている。このた

め、外資誘致は、単独進出より合弁形態の方が望ましいといえる。

RABAやChinoinのように業績がよく、企業内改革の成果が散見される固有

企業も存在している。これらのことは、民営化は万能薬ではなく、外資の投

資を促進する政策をとるだけではなく、個々の企業組織で木目細かな改革を

行う必要があることを示している。すなわち、所有が問題なのではなく、コ

ーポレート・ガパナンスが適切に行われているか、企業内での予算制約のハ

ード化を行っているか、働きに応じた賃金体系になっているか、有効な品質

管理システムが構築されているか、国際競争力が持てるような R&Dがなされ

ているか、市場のニーズにあった製品が作られているかというように企業組

織の中身の問題であることを示している。

コーポレート・ガパナンスのあり方をめく。って、ビジネス・ベースで資産管

理を民間に委託することを唱える議論、資産管理を各省庁に任せるべきとい

う議論、 APVRt.のような持株会社が資産管理を行うべきという議論が対立

しているが、それぞれ多くの不祥事を起こし、また、それぞれ限界を持って

いる。
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世界銀行は、「成果達成契約の生産性効率は、情報の経済学の文献から判断

されるように、契約と国の諸環境を特徴づけるもっとも重要で特有な要素で

ある契約がどれだけ情報の非対照性の問題、インセンティブ、コミットメン

ト、契約の諸特徴を述べるかという機能であると仮定するJ4としている。ま

た、「成果達成契約は平均してみれば中国における国有企業の生産性は改善

されず、悪化させさえしているかもしれない…が、経営者債券、利潤志向、

より高い賃金弾性、より低い値上げレシオといったすべての“良い”諸特徴

を含んだ成果達成契約を調印すれば、生産性成長率は 10%上昇すると提案し

ているJ5と指摘している。

実際に中央政府は、全国規模における固有企業改革の公式様式として契約

システムを歓迎した。中国で成果を上げた請負制は、契約で決められた部分

の支払いをすべて完了したあとに残った利益は、一定比率で企業に帰属させ

るという制度である。つまり、市場経済の原則に基づけば所有者に帰属する

はずの権利（残余請求権）が、部分的に企業自身に与えられたことになる。

改革の過程で、残余コントロール権は徐々に企業のものとなり、さらに政府

は請負契約で企業に 100%の限界利潤を手元におくことを認めたため、残余

コントロール権と残余請求権の両方が企業側に帰属するようになった九市場

が中長期にわたり未発達であることを前提に、インサイダーの活力を損なわ

ず、かつ有効に誘導することが可能な外部メカニズムを作り上げることに中

国は成功していたといえる。

東欧で生まれた自主管理労組、企業自主管理、ハンガリーで 1980年代後半

に試みられた固有企業の生産手段を従業員グループに貸出す経済労働共同体

(Gazdasagi munka kozむ S句＝GMK）は、自分たちの職場のことは自分たち

で管理運営するというものであったので、ドイツ型の経営参加システムと、

共通の基盤があると考えられる。これらは十分に試されることもなく、 IMF・

4 World Bank (1998). p.4. 

5 ibid. p.26. 

6 McMillan, Naughton，林(1995).
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世銀の構造調整政策で自由主義的な企業組織形態にとって代わられてしまっ

た。

一定の広がりをもってきている ESOPは、従業員が経営にも参加するものな

ので、労働意欲の昂進、生産性の向上が望め、公平な従業員所有が実現でき

る環境が用意される。これに、現場のことは現場が一番よく知っているとい

う発想から始められた QCサークル的な品質管理体制が導入されれば、東欧諸

国の経済的諸条件やチーム志向の労働組織にあった企業組織形態の追求が再

び可能になり、資本不足という問題はあるにせよ、 GDPを回復させ、独自の

競争力を持った経済社会を実現する可能性を持っていると思われる。 1989年

以降の議会を中心とした政党政治や、自由化や民営化という経済政策によっ

てもたらされた結果に、東欧諸国の人々は失望させられてきた。このため、

公平な所有権の民主化が実現でき、下部エージェントへの権限委譲として経

営インセンティブや労働インセンティプが生じるようなメカニズムを持ち、

東欧の経済的諸条件やチーム志向の労働組織にマッチしたコーポレート・ガ

パナンスを構築するために、小規模企業において自主管理やESOPの環境を整

える必要がある。

1990年以降の再編の成果として形成された新しい事業形態が、以前より効

率的な機能を保証せず、生産資本を増加させてきていないことを直視する必

要がある。 ArthurAndersen Companyの財政・経済顧問をしているピッティ・

ゾルターンが指摘しているように、「基本的に政治的に始められた民営化は、

所有権の民主化という目的を達成できておらず、これまでの結果は経済的な

観点からも矛盾している。民営化の確実に診断できる最終的な成果は、変化

が国民の 90%の状態を本質的に変えず、せいぜい、彼らが生活できる可能性

が、国ではなく、今日ではすでに過半数を所有している外国人や民間人の決

定によるという修正が起こった程度であるJ7という現状がある。

Video tonおよび Ikarusのセーレシュ代表取締役は、民主フォーラムの幹

部で、 Co-Nexusの役員たちは、ハンガリ一社会党や自由民主同盟と緊密な関

1 Pitti(l997). p.26. 
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係にあった。分離されたはずの政治と経済が、民営化を通して新たに結合さ

れてきている。また、トチク問題は、民営化自体が腐敗の温床となっている

ことを赤裸々にした。

主要な企業の管理がAVRt.に移ることになり、財務省をはじめとする省庁

の官僚は、めぼしい仕事がなくなってしまうので、こぞってAVRしに移籍し

たが、優秀な人材が省庁から流出する領向にある。マジャール・スズキの幹

部になっているスラパーク氏は、モスクワの工科大学を卒業し、大和証券が

ハンガリーに設立した DAIWA-MKBInvestment and Securities Co. Ltd.のフ

ァルカシュ部長は、プダベスト経済大学を卒業しているが、これらの大学卒

のエリートは、 1980年代前半までなら、労働者党や省庁に就職していたもの

だが、 1980年代後半移行は外資系企業でエリートとなっている。これらの変

化は、エリート層で起こったものであり、ピッティが指摘しているように、

国民の 90%の状態は本質的に何も改善されていないのである。

ハンガリーの民営化から引き出せる教訓は、以下の事柄である。

I.固有企業改革は、所有形態の問題ではなく、企業内でのハードな予算制約、

賃金体系、品質管理、 R&Dのあり方を改善し、経営インセンティブ・労働

インセンティプ・メカニズムを構築する問題である。

2.国有企業の資産形成は、様々な要素によってなされてきていて、もっとも

高い代価を提示する者に直接売却するということ自体正当化できず、公正

に民営化すること自体不可能である。

3.直接売却による民営化は、新規の資金と新しい技術をもたらしたが、人員

削減と生産能力の低下をもたらしたケースも多く、未曾有の不況をもたら

した原因のーっといえる。

4.民営化による売却収入は、財政赤字や国家債務の削減には役立つが、その

効果は一過性で、外資企業による利益の本国送金が国際収支の赤字要因と

なる。

5.市場万能主義的でアングロ・アメリカン的な民営化の限界を認識し、市場

機能を諸条件に適した形で部分的に活用すべきである。

6.民営化プロセスを分権化することによって、資産の不当な取得を可能にす
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べきではない。

7.収益率や生産性だけで企業を評価すべきではなく、社会全体の利益に奉仕

しているか、雇用機会を多く提供しているかといった尺度も用いるべきで

ある。

8.分割民営化より、合併によって資本集中を図り、事業再編をすべきである。

9.外資への身売りよりも、外資との合弁事業を重視すべきである。

10.経済合理性を無視した土地の細分化を避け、即効性のある農業の立て直

しを優先すべきである。

11.エネルギーや通信といった戦略業種は、資金と技術の不足のために所有

権を安く譲渡するよりも、国際金融機関から低利で長期融資を受け、先進

技術を購入した方が賢明である。

12.国民 l人当たり GDPが低い国では、公共部門から政府が撤退してしまえ

ば、国民生活が破壊され、また、民間化された運営会社の経営も成り立た

なくなり、下降サイクルから抜け出すことがより困難になる。

13.経営者だけを対象とした資産管理委託契約は、腐敗の温床となる。

14.民営化機構や銀行が、プリンシパルとしてのモニタリング能力を持つこ

とには限界がある。

15.ドイツのように労働者が経営に参加する方式や、公平な所有権の民主化

が実現でき、下部エージェントへの権限委譲として企業活動の活発化を期

待できる ESOPを、東欧にマッチしたコーポレート・ガパナンスとして積極

的に推進すべきである。

経済の現状や諸条件に合致した政策を十分に試みることもなく、安易に採

用された新古典派の一連の政策は、これらの地域の歴史的、経済的、社会的

諸条件にマッチせず失敗してきている。すなわち、全面的な市場移行は、歴

史的必然性、不可避性をもっていたのではなく、単に、安易に、新たなイデ

オロギー的な拠り所にされたにすぎないということが言えるのではないだろ

うか。民営化によって新たに経済的権力を撞得する際に、国有資産の不正な

取得が横行したが、そこにはモラルの深刻な退廃が見られるのである。
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サミール・アミンが、「資本主義の拡張の影響は中心部と周辺部とでは全く

正反対である。資本主義の拡張は中心部においてはその諸社会を統合し、国

民を創りあげ、強化する。しかし周辺部では社会を分解し、断片的なものに

し、そして最後には国民をあるいはその潜在的可能性を破壊してしまう」 E

と書いていることは示唆的である。資本主義発展の不均等な性質が、現実に

示されてきているのではないだろうか。民族紛争に発展した旧ユーゴスラヴ

ィアやコーカサス地方等だけではなく、すべての東欧諸国や旧ソ連諸国は、

世界資本蓄積の周辺および半周辺に位置していて、 nationstateを成立させ

ることは不可能に近い。世界資本蓄積の中心でのみ、周辺を収奪することに

よってnationstateを成立させることが可能であったのであり、東欧諸国や

旧ソ連諸国は、域内協力を復活させ、地道に改革を積み重ねて、乏しい資源

を細分化するのではなく集中化させ、自由放任ではなく合理的に効率的に配

分して資本蓄積を図ることでしか経済を発展させられない、ということこそ

が歴史的必然性なのではないだろうか。東アジアの政府主導の開発独裁によ

る経済発展や、中国の政治権力を堅持した上での意識的な経済改革の成功は、

このことを裏付けているといえる。アミンによれば、「周辺部においては資本

主義を乗り越えてさらに進まねばならないという客観的な必要性の根拠を示

すものJsなのである。

再び、この歴史的な必然性に立ち返るためには、政治的に非合理的なナシ

ョナリズムを煽って国境線をさらに設けたり、農業や鉄鋼分野で実質的に何

も解決されてきていないなかでの凹加盟や、巨額の支出を強いられる NATO

加盟について、政治的に非現実的な幻想を振りまくべきではないだろう。地

道な域内協力に立ち戻り、アングロ・アメリカン的な民営化の限界を認識し、

市場機能を諸条件に適した形で部分的に活用し、国有企業のコーポレート・

ガパナンスの公正で民主的な改革を行うことが教訓として導かれるべきでは

ないだろうか。

Eアミン(1996). p. 12ト122.

9 ibid. p. 122 
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表1 主要企業の業績推移（100万円）
ランク 会社名 業種 売上高

1993 199' 19’5 199・1997 19冒3 1994 1995 1996 1997 

I. 1. I. I I ハンガリ一石油ガス虚業格式会社（Mo!) 石油精製 242，骨83 264,191 342,328 469,313 603,624 

- - - 9 2 ISM保管製品工業免税区有限会主t 電気楓器 933 62.673 287,000 

2. 2. 2 2. 3 ハンガリー電力練設会社（MVM) 電力 101,412 99,491 123目726 178.599 239,937 

13. 11. 7. 11 4 ドゥナフェル製儀所有限会主士（Dunaferr) 鋲鋼 27,968 36,824 54.817 5且775 205.912 

ー－ 28 14 5. アウ子．イ・7ン2・＇）7・モサ【有隈金社（Audi) エンジン 3.444 27.853 54.068 186.925 

19. 8. 4. 4. 8 オピ品・ハ〉がlj－自動車製造有限会社（O帥｜） 自動車 20.345 43.093 101.729 113,293 141,904 

ー－ 9 8 7 ，、ツ』レス由・λ ハンカ＇ 1）－ーロシ7·~·λ格式会社 右油憾料 - 51.037 86,776 134,986 

9. 4. •. 5. 8. ハンガリー固有蝕道線式会社（MAY) 蝕遭 32.566 71.271 94,090 111,760 133目360

ー－ - 45 9 メトロ持練会社有限会社 涜通 - 28.055 12司目401

3 3. 3. 3 10 ハンガリ一通信練式会社（M叫ん〉 通信 67,559 89,936 I 16,891 192,418 

8 8. 8. 8. II ティサ化学コンビナート株式会社 右油化学 32,458 40,494 63,255 65,550 90,425 

5. 9. 8. 7. ’2 ブダペスト電力株式会社 電力 38.058 39,495 52目429 66,206 89,844 

17. 13. 10. 10. 13 GE照明.~？：.－~·λラι格式会社（Tuncsr•m) 電珠 20,619 34,010 48,216 62.149 78,000 

82 48. u. 12. 14 7シ．ヤール.；i.;i：キ需用車創造販亮棟式会社 自動車 9.338 , 5.468 3唖.831 se. 111 n .035 

27. 24. 25. I’15 子iJゲ・1＇）ウλマイン品産業商事練式会社 読通 17 ,973 22,82 7 28, 120 45.239 

’I. 12. 12. 13. 18 ハンガリー航空株式会社（MALEV) 航空 29,062 34,028 44.口76 55,553 67.225 

6. 7. II. 15. 17 ハンガリー郵便局練式会社 郵便 36.299 41,963 4 7 .308 52,866 62町634

- 23 19 18. 18 トランJ..・t4iJ・fJ＂λ供給犠式会社＜nnzl ガス - 23.521 32,972 45, 781 62,542 

14. 11. 18. 20. 19 北トランスダニューブ送配電線式会社 電力 25.335 26目244 34.690 45,209 62.29日

’Q. 14 u 16. 20 シェル・ハンガリー砲事様式会社 力＇'l'J：.－販売 30,332 33.285 39目240 52,461 61,521 

’30. 52 21. 21 ’'J:r.ス子Ji,.900 GSM悔帯通情株式会社 通信 6.485 18,973 36,636 57.480 

41. 18 20. 29 22 7島37－り1-J,,・セ円ケシ17Iヘルゲ1－晶軽金属事』匝所 軽金属 - 24.477 32,358 35,753 55,843 

』－ 51 35. 23 ハンガリ一知的所有権管理有限会社 その他 ー 19,I 05 31,704 54.246 

198. 21. 2¥. 22. 24 首都ガス事業所格式会社 ガス 3,462 24目034 31.525 41,943 54.194 

3・27. ’1. 25. 25 ポJI,ショド化学株式会社 石油化学 15.778 21目760 36,433 37,239 53,568 

25目 2s. n H. 21 リttAo・ゲデオ〉化学工場（RiohterGede。n) 第品 18,264 21,854 27,664 37,541 52,568 

7. 10. 13. 21. 28 フンガロフ7ーマ離晶商事棒式会社 離品販売 33.ZSS 37.218 41.158 43.701 51,396 

l2. 15. 15. 11. 29 パクシュ原子力発電株式会社 電力 28,8 72 28,469 3ι553 47.152 4冒，442

20 19 23 23 30 ユニリバー・ハンガリー有限会社 食品卸 - 24目282 29,479 39,286 47,466 

18. 31. 3-0. 31. 33 ~tハンガ＇）ー送配電樵式会社 電力 20,281 24.138 26,292 33.054 45,021 

・ 43. 32 34. 34 プラス食品デイスカウント有盟会社 琉通 3,276 15目7自7 24,294 3, ,878 42.622 

42. 40. J’43. 3・レヘJI.-冷眼車工場有限会社（L・h・I) F骨鷲庫 13.673 16.288 22.521 28.368 41,46自

15. 3・22. 2・37 ブダベスト交通会社（BKV) 交通 23,833 2 6,328 30, 702 36,895 41,093 

38 γ•Jtイヲシュ・，，’＇） i.J ン・ 911 ＇コ ·11:..:1i·リー有限会社 食品販売 - 20.371 40,800 

30. 3・36. 39. 40 間トランスダニューブ送E電棒式会社 電力 16,669 17,528 23,481 30, 719 3且758

16 38.・1.103. ~I イカルス自動車製造株式会社(lkuus) パス製造 22.942 17目056 16.唱3, 13,996 38, 724 

38 ‘5. 42. 50. ~2 商ハンガリー送配電株式会祉 電力 15,363 15,774 21.572 26,834 38, 123 

20. 30. 3“・ 43 ラ－n’ハン由・ト・ワョ・〉慣栂繰式会社（RABA) トラック 19目324 20.298 23,673 27.708 37,985 

35. 33. 38. 41 44 宝〈じ練式会社 楓難 15.859 18,495 22.6¥4 29目187 37,716 

37. 35. 41. 40. 45. キノイン薬品・化雫製品工禍株式会社（Chinoin) 藁品 15,772 1目，147 22目177 29,442 37.533 

34.・4. 43 51 0. トランス手ィサ送眠電株式会社 電力 15.967 15,782 21.308 26.668 36.910 

72. 65. 47. H. 49. ハイドゥシャーグ踊肉生..短亮繰式会社 現肉加工 7,651 I 1,e43 19,710 28,072 35目714

- u. ts (2, 50. 約九ランド・7刈・11r販売す－t・x有限会社 たIiこ - 27.087 29.076 33,480 

帽 22. 40. 49. SI オベル東南ヨ一口、yパ自動車販売有限会社 車販売 - 23,654 22,371 27,077 32』32

52 Ar•Iハンガ lJ－販売サービス有限会社 品川ン販売 - 24,538 32,318 

53 パンJンGSM通情棒式会社 通儒 - 17,873 32目298

54 フォード・フンガリア観造販売有限会社 金属加工 17,855 32.286 

H. 31 37 0 55 t＂？？・セゲド・サラミ工場・食肉事業所株式会社 肉加工 13,013 17,465 22,667 27.082 31,855 

24. 25. 31. 47. 5・フンガロ告パコ・事パコ販売練式会社 fこ1;tこ 18,560 22.160 24,9J4 27.235 31,246 

41. o. 48 52. so ヱギス組叢綜式会牡（E&i・｝ 難晶 12.805 15,302 19.813 24.687 29.159 

品・ 53町』 90 ディオーシi~／ i－品恒敏底割E販売除式会社 象鋼鶴遺 ー 16,964 2905 ! 96自5

出所： Figreioxii1iinsza111 Top 20飢 1994. 1995, 1996, 1997, 1998. 
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従業員数 資本金 営業利益
F由93 19昔4 1995 1996 1997 1993 1994 1自由5 1司96 1997 1993 19骨4 1g95 1996 19由7

19,860 18,126 16,738 15,660 14目145 262,882 260,453 263.729 277.591 304,498 11.722 2,804 8,932 18,375 45,650 

37 278 4,500 1,614 11,080 句ー -492 9,188 

482 468 462 438 422 303,884 301,245 244.863 231,885 225.9•3 『607 -2.678 1同197 -3,230 4 557 

3,781 3,71・7 3.663 3,656 10,791 2,868 3,040 5 29自 曲目739 60.272 543 2.157 5司143 2,399 3,785 

172 254 661 1760 18,223 34,975 58.946 98,6!3 』 1I 14 2 715 止972 I 5,285 

482 569 701 837 1009 町，620 14.412 18.281 19.846 21.683 954 6.146 14,199 1由，988 31,13日

1 15 20 17 105 646 120 140 ー15 496 941 2554 

77‘300 72,429 69,869 66,623 59.229 400,595 416,681 462' 173 430目54自 431,9•1 -3.317 -26, 10ロー12,063 37,966 6,7由5

2,181 2,269 3 294 1358 1,104 3,736 

19,219 19,288 17,7口3 2日，281 - 181,220 184,500 190, 784 220,42 8 自司609 4,227 15‘383 37,519 

4,977 3,843 4,156 3,436 30,667 30,230 41.813 43.202 62,760 -3.483 2.448 15目207 6,980 15. 706 

3,611 4,625 4,565 4,297 4，口14 63,137 61,740 63,902 64,209 69,273 327 ー2,438 1,557 -498 5,l41 

10,154 10,242 10,300 28,510 50,594 84,500 12,065 20,779 

487 652 1,032 1,417 1,547 6,482. 4,447 4,119 5,306 且957 -5,812 -1,811 『885 自67 1603 

3,346 3,533 3,738 4,084 4噌唖47 5,856 喧，939 6,877 色． 547 680 365 自31

3,596 3,652 3,598 3,344 3,269 15,209 15,505 15,973 17,436 15, 183 -866 -1.173 -1, 192 -2535 

50,698 47.319 46,711 44,854 43,732 15,561 17 ,409 20.431 22,333 24,938 2,151 2,544 l 466 自84 3,199 

3,223 3,474 3,521 25,131 25,609 27,228 28,932 ・469 『 168 1,039 2.917 

3,408 3 048 2,il09 2,560 2,503 50,096 51,461 5l,321 52目757 53,670 871 412 -406 -347 3608 

1,037 978 464 242 245 2,911 3,712 e,661 8,672 9,351 946 1 222 636 自96 1口73

341 603 716 955 3,787 7,521 12,495 25.534 -1,646 1,243 6,698 13,757 

2,176 1,Q92 1,937 1,854 13,092 14,486 12,437 12,476 -63 1,020 ・r,963 ~661 

2 4 5 ” 132 132 243 目。 184 228 

2 382 2,1自2 2,012 1,734 30, 170 29,573 30,254 36,03 7 36,091 101 -711 1,199 959 t,682 

4,074 3,707 3.473 3,139 2,908 9.017 10, 19S 16,223 23.635 31,008 相415 2.630 7,641 5,930 7,239 

5,084 4,789 4,684 4,680 4,657 18,448 27,275 33,057 42, 783 72.449 2.891 S,170 7,191 9,984 16,589 

777 808 839 895 926 9,377 自，613 10,316 11,233 11,422 1,411 862 858 1,058 765 

3,644 3,372 3,118 2,9211 130,073 130目469 130.464 130.743 131,404 4,314 4,189 4,252 4,890 7,192 

1.007 901 1,164 1,500 60& 3,698 5,681 57自 1 324 

3,014 3,192 2困843 2困756 2.670 30,990 30.958 28,820 26.121 25』28 3唖8 -212 ・l,572 -2.077 404 

332 1.5自由 2,140 2,515 2,890 3,036 2.845 3,885 4351 -369 -183 376 811 

3,284 2目768 2,797 2,858 3目160 3,706 3,763 4,165 6,041 9.795 1,522 1.738 1,752 1.405 4,331 

20,709 20,354 1自，832 18,084 l 5,854 42,943 43,87冒 45,989 173,679 168.159 -7 -1,135 -2,171 ”5,994 -6,415 

73 164 947 2,385 1.971 

2,793 2,7自S 2,719 2,664 2,450 30,441 30,56唱 29,393 29.918 29白19 245 -154 -1,527 382 1,837 

6‘446 4,892 4,¥90 2,814 3,231 9.002 8,068 4,292 122 765 744 -1,092 帽3,238 -4,305 1,306 

2,781 2,706 2.482 2,058 2,002 38,506 38, 739 3白526 40.440 41,080 175 組 177 491 377 3588 

7吻861 6,816 6,400 6,205 6,308 17,592 21,317 20.131 21,071 27,927 1,513 1,021 自71 1.385 1,84官
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表 3 永続的に国家が株式所有する事業会社の国家の持株比率と株主権行使者

会社名

株主権の行使者： APVRt. 

MVM （ハンガリー電力株式会社）

MOL （ハンガリ一石油ガス産業株式会社）

MAHART （ハンガリー汽船株式会社）

MALEV （ハンガリー航空株式会社）

MATAV （ハンガリ一通信株式会社）

アンテナ・フンガリア・ハンガリ一番組放送・ラジオ放送株式会社

ハンガリー投資開発銀行株式会社

CDハンガリー不動産販売サービス株式会社。TP（全国貯蓄商業銀行）
全国送電株式会社

パクシュ発電株式会社

民族教科書出版株式会社

アルカロイダ化学株式会社

パラトンフェルヴイデーク林業株式会社

南大平原林業株式会社

北ハンガリー林業株式会社

ゲメンツ林業狩猟株式会社

Hジュラ”林業狩猟株式会社

イポイ林業株式会社

小平原林業株式会社

キシュクンシャーグ林業株式会社

マートラ・西ピュック林業株式会社

メチエク林業株式会社

ナジクンシャーグ林業株式会社

ニールシェーグ林業株式会社

ピリシュ公園林業株式会社

ショモジ林業株式会社

ソンパトヘイ林業株式会社

研究林株式会社

VADEX （ヴァデクス）

メゼーフェルド林業狩猟株式会社

ヴェルテシュ林業株式会社

ザラ林業株式会社

ポイ農業生産販売株式会社

ダルマンド農業株式会社

南ベスト郡農業株式会社

会社数および

永鯛的な国家
による持株比
率の最低範囲

47社

50%+1 票

25%+1票

50%+1栗

25%+1栗

25%+1票

25%+1票

25%+1票

50%+1票
25%+1栗

50%+1票

50%+1票

50%十l票

25%+1票

100% 

100% 

100% 
100% 

100% 

100% 

100% 

100% 

100% 

100% 

100% 

100% 

100% 

100% 

100% 

100% 

100% 

100% 

100% 

100% 

75% 

75% 

75% 
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エニング農業株式会社 75% 
ヒダシュハト農業株式会社 75% 
ホード農業株式会社 75% 
ライタ・ハンシャーグ農業株式会社 75% 
メゼーファルヴァ農業生産サービス株式会社 75% 
メゼーヘジェシュ国営地主株式会社 75% 
ソンパトへイ演習林株式会社 75% 
テレクセントミクローシュ農業株式会社 75% 
パーポルナ農業生産開発販売株式会社 50%十l票
ラポド・マヴァド株式会社 50%+1票
ホルトパージ漁業株式会社 25%+1票

株主権の行使者：運輸・郵政・水利相 40社

MAY （ハンガリ一国営鉄道株式会社） 100% 
ハンガリー郵便株式会社 100% 
フェルテーヴイデーク地方鉄道株式会社 25%+1票
ジエール・ショプロン・エベンフルト鉄道株式会社 50%+1 票
交通科学研究所株式会社 50%+1票
水利科学研究所株式会社 50%+1票
ドナウ流域水道株式会社 50%+1票
ランスダニューブ水道株式会社 50知I票
北トランスダニュープ水道株式会社 50%十l票
北ハンガリー水道株式会社 50%+1 J票
ティサ流域水道株式会社 50%+1票
ヴォラーン・パス株式会社 50%tl票
アグリア・ヴォラーン・パス株式会社 50%+1票
アイカ・ヴォラーン・パス有限会社 50%+1票
アルパ・ヴォラーン・パス株式会社 50%+1票
パーチ・ヴォラーン・パス株式会社 50%+1票
パラトン・ヴォラーン・パス株式会社 50%+1票
パラトンフュレディ・ヴォラーン・パス有限会社 50百十l票
ボルショド・ヴォラーン・パス株式会社 50%+1票
ドゥダル・ヴォラーン・パス有限会社 50軒 l票
ゲメンツ・ヴォラーン・パス株式会社 50%+1票
ハイドゥー・ヴォラーン・パス株式会社 50%+1票
ハトヴァン・ヴォラーン・パス株式会社 50%+1票
ヤースクン・ヴォラーン・パス株式会社 50%+1票
カポシュ・ヴォラーン・パス株式会社 50如 i票
小平原ヴォラーン・パス株式会社 50%+1票
ケーレシュ・ヴォラーン・パス株式会社 50%+1票
クンシャーグ・ヴォラーン・パス株式会社 50%+1票
マートラ・ヴォラーン・パス株式会社 50%+1票
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ノーグラード・ヴォラーン・パス株式会社 50%+1 票

パンノン・ヴォラーン・パス株式会社 50%+1 J票
パーパ・ヴォラーン・パス有限会社 50%+1票

シュメグ・ヴォラーン・パス有限会社 50%+1粟

サボルチ・ヴォラーン・パス株式会社 50%+1栗
タポルツァ・ヴ、ォラーン・パス有限会社 印刷l票

ティサ・ヴォラーン・パス株式会社 50肘lj票

ヴアールパロタ・ヴォラーン・パス有限会社 50%+1票

ヴァシュ・ヴォラーン・パス株式会社 50%+1票

ヴェルテシュ・ヴォラーン・パス株式会社 50%+1粟
ザラ・ヴォラ戸ン・パス株式会社 50%+1票

株式権の行使者：通商産業相 16社

自動車産業研究開発株式会社 50%+1票

皮革・靴研究開発研究所 50%十l票
建築学研究所有眼会社 印刷l票

建設品質管理研究所株式会社 50%+1 粟
HUNGEXPO （ハングエクスポ見本市宣伝株式会社） 50%+1票
イノヴァテクスト繊維技術開発株式会社 50%+1粟
工業技術センター有限会社 50%+1票
ハンガリー投資商業開発株式会社 50%+1 j粟
測量技術情報研究革新株式会社 50%+1票
メルトコントロール品質管理株式会社 50%+1票
農業機械開発産業株式会社 50%+1票
プラスティック研究開発有限会社 50%+1票
通信研究所革新株式会社 50%+1 票
技術貿易株式会社 50%+1票
燃料技術研究開発株式会社 50出ti菓
電力産業研究所株式会社 50%+1 栗

株式権の行使者：農業相 16社

アグロスター放射線株式会社 50%+1票
畜産業績検査有限会社 100% 
カルトグラフィー有限会社 50%+1 票
コンコーディア倉庫株式会社 50%+1票
林業研究所有限会社 100% 
蛋白質加工株式会社 25%+1票
測地・地図株式会社 25%+1票
果実・観葉植物研究開発研究所株式会社 100% 
缶詰産業研究開発品質検査有限会社 100% 
ハンガリー乳業実験研究所有限会社 100% 
製粉研究開発有限会社 100% 
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全国食肉産業研究所株式会社 100% 

全国養殖株式会社 100% 

ベーチ測地・地理有限会社 25%+1 票

熱帯魚養殖販売有限会社 50%+1票

野菜生産研究所株式会社 !00% 

株式権の行使者：環境保護・地域開発相 2社

ホルトパージ自然保護・類保護有限会社 100% 

都市建設科学建築学研究所株式会社 50%+1票

株主権の行使者：財務相 5社

国家開発研究所株式会社 100% 

輸出入銀行株式会社 50%+1票

輸出信用保証株式会社 50%+1票

信用保証株式会社 50%+1票

宝くじ株式会社 100% 

株主権の行使者：社会描祉相 7社

アゴラ工業販売サービス有限会社 75% 

エルフォ工業販売サービス有限会社 75% 
フォケフェ工業有眼会社 75% 
首都手工業株式会社 75% 
ハトヴァン複合産業センター有限会社 75% 
サヴアリア・ネット・パック修復工業販売有限会社 75% 
セゲド製糸株式会社 75% 

株主権の行使者：国防相 9社

国防省アルコム情報技術株式会社 50%十l票
国防省軍需品電機株式会社 50%+1票
国防省ブダペスト林業味式会社 50%+1 j票
国防省セントラル洗濯株式会社 50%+1票
国防省ツッルシュ・ゲデッレ一戦闘車両技術株式会社 50%+1票
国防省電機本部株式会社 50%+1票
国防省カソー林業株式会社 50%十l；票
国防省レーダー無線技術株式会社 50%+1粟
国防省ヴェスプレーム林業株式会社 50%+1票
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株主権の行使者：法務相 13社

大平原家具製造有限会社 100% 
アーラムプスタ産業有限会社 100% 
アンナマヨル産業有限会社 100% 
ボルジョニ接合産業有限会社 100% 
ブダベスト林業有限会社 100% 
ドナウ日用品産業有限会社 100% 
ドナウ複合産業有限会社 100% 
イポイ靴製造有限会社 100% 
カロチャ菓子製造有限会社 100% 
全国翻訳・翻訳証明事務所株式会社 50%tl票
パルハ口ム産業有限会社 100% 
シャートルアイヤウーイへイ下着製造有限会社 100% 
ショプロンコヒダ繊維製造有限会社 100% 

株主権の行使者：文部・公教育相 2社

ブダ玉城投資サービス有限会社 25%+1粟
図書館サービス有限会社 目指＋I票

株主権の行使者： 内務相 i社

スポーツ実績企業株式会社 75% 

株主権の行使者： 内閣官房 2社

KOP I NT DA TORG （コピント・ダトルグ組織データ加工株式会社） 25%+1票
官報出版有限会社 100% 
合計 160社
出所： AVRt. (1995)., pp. 5-7. 
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図l ハンガリーにおける多党化と民営化の関連図表

1968年l月l日

1975年一

｜多党化 ｜ ~ 

新経済メカニズム開始

段階的な価格の自由化

経営自主権の拡大

198Z年4月 I I BISが短期ローン6.I億ドル供与

5月 I I IMF加盟

7月 I ｜世銀加盟

12月 I I IMFZ. 4億ドルのスタンドパイ・クレジット

1983年 l新選挙法成立

1985年6月8日 1複数立候補制による総選挙

1987年

1987年9月3日 ！ ラキテレク会継。人民派が民主フォーラム結成

1988年3月I7日 I 自由な先駆者ネットワーク結成

l l月19日に自由民主同盟に改組

5月17日

5月20日 カーダール失脚、グロース書記長就任

10月5日

I l月 首相に改革派のネーメトを指名

1989年 l月l日 西側への旅行自由化

2月10日 労働者党中央委で複数政党制への移行を決

1956年の再評価の検討を決定

3月22日 在野主要組織が野党円卓会議を結成

4月25日 ソ連駐留軍の一部撤退開始

5月2日 オーストリア国境の有刺鉄線切断開始

6月6日 与野党円卓会議開儲で合意

6月16日 ナジ・イムレ元首相の名誉回復および再葬

6月23日 労働者党党首に改革派のニェルシュを選出

8月5日 民主フォーラムが国会補欠選挙で勝利

9月10日 東強健民の西側への出国を許可

10月E日 労働者党臨時党大会で社会党に改名

286 

「自発的な民営化j開始

小売、飲食、サービス業の小規模民営化開始



付属資料

10月23日｜ 人民共和国を共和国に改名｜

12月末 ｜対外債務残高が200億ドル超

1990年3月l日

4月 自由選挙で民主フォーラム、小農業者党、

キリスト教民主党の連合政権発足

1991年 同函に転じる

IMFから 18億ドルの拡大信用供与措置

価格の90%は自由化

1947年の土地所有者に補償パウチャー交付

Co-Nexus等の国有企業の経営委託契約開始

1992年

10月29日 λvuからAvRt.を分離

スズキ、 Opel、Audi等外資進出

ig93年 経常収支が赤字に転じる

9月 IMF5億ドルスタンドパイ・クレジット契約

1994年5月 総選挙で勝利した社会党と 外資への売却志向

自由民主同盟が連合政権

1995年5月 「経済安定化プログラム』でショック療法

6月16日 AvuとAvRt.を統合し AJVRt.按立

12月 対外債務残高が316億ドル

民営化の加速

電信亀話、石油、電力・ガス会社民営化

1996年3月 ｜附 87億ドルのスタンドパイ・クレジツ

10月 J Dunaferr Rt.資産管理契約

トチク問題で APVRt.経営陣解任

I l月 I Co-Nexus倒産

1997年末 民営化の終了

固有企業の資産管理が県題
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新規の民間企業の設立

図2 ハンガリーにおける固有企業改革の関連図表

｜固有企業の株式の売却｜ 法人会社化した固有企業の市場志向の経営

所轄省庁によ II持株会社によ｜｜経営委託契約

る資産管理 I Iる資産管理 ｜｜による資産管理



あとがき

本書は、 1998年7月に学習院大学大学院政治学研究科で政治学博士号を取

得した博士論文「ハンガリーにおける民営化の政治経済学」の全文である。

今回、本書を刊行するにあたって、必要最小限の修正を行ったが、論旨に係

わるような大きな修正は行っていない。筆者は、政治学研究科出身であるが、

大学院修士課程時代にハンガリ一政府留学生としてハンガリーに留学して以

来、政治と経済が一体となった東欧・ソ連圏では経済の理解がなければ政治

や文化を理解することができないことを痛感し、第二次世界大戦以後のハン

ガリー経済を研究してきた。博士論文も、これまで発表してきた経済学、経

営学、政治史といった分野にわたる論文をもとに、体系的に再構成し加筆・

修正を行ったもので、初出は以下の通りである。（）内は、本書の当該箇所

を示している。

1.「ハンガリーにおける民営化の限界J、『開発援助研究』第 5巻第 1号、 1998

年7月、（第七 4章）

2.「ハンガリーにおける新支配エリートの台頭一労働者党の変質過程 1956

年一1988年一」、『学習院大学大学院政治学研究科政治学論集』第 6号、

1993年、（第 2章第 l節）

3. 「ハンガリー企業の民営化j 岩田意明と共同執筆、 r愛知学院大学経営管

理研究所紀要』第2号、 1995年7月、（第 l章第 2節、第 2章第ト2節）

4. 「ハンガリーにおける民営化機構および固有資産管理機構J、『東欧史研

究』第 19号、 1997年3月、（第2章第3節）

5. 「ハンガリーの自動車産業ーマジャール・スズキの視察をもとにー J

岩田憲明と共同執筆、『愛知学院大学論叢経営学研究』第 5巻第 2号、 19日

年 1月、（第 3章第 l節）

6. 「ハンガリーへのスズキ・オベル・アウディの工場進出」、『日本中小企業

289 



付属資料

学会論集』第 l6号、 1997年4月、（第3章第 l節）

7. 「ハンガリー最大の電機会社 Videotonの破産と民営化J 岩田憲明と共

同執筆、『愛知学院大学論叢経営学研究』第5巻第 l号、 1995年10月、（第

3章第 2節）

8. 「ハンガリーにおけるパス・トラック生産の国際化と経営立地J、『生産管

理』第4巻第 l号、 1997年6月、（第4章第 1、3節）

9，「ハンガリーにおける私有化とコーポレート・ガパナンスJ、『ロシア研究』

第四号、 1999年4月、（第 5章）

学習院大学大学院政治学研究科で研究指導をたまわった斉藤孝先生、河合

秀和先生、本書のテーマに関する批判や示唆を頂いた粛藤稔先生、西村可明

先生、東欧史研究会で様々な示唆を与えて下さった諸兄、国際経営学の視点

から実証的な研究をすることの意義を教えていただいた岩田憲明先生、中国

やベトナムの固有企業改革や IMF、世界銀行の動向について示唆を与えて下

さった勤務先の海外経済協力基金開発援助研究所の諸兄、ハンガリー留学時

代に東欧経済史の指導を受けたベレンド・ティポル・イヴァーン先生、常に

熱心な議論のなかで有益な視点を提供してくれたフェルディ・ヤーノシュ、

政治学者のピハリ・ミハーイ、ボゾーキ・アンドラーシュ、経済学者のプル

スト・ラースロー、サライ・エルジェーベト、 1956年革命の貴重な証言をし

て下さった故クラッショー・ジェルジ、ラーツ・シャーンドル、各企業の内

実についてコメントをしてくれた多くの友人たち、よき聞き役であった妻メ

ルニェイ・マーリアに感謝したい。

本書の出版については、斉藤孝編『20世紀政治史の諸問題』でお世話にな

った彩流社の竹内津夫氏に快く引受けていただき、ここに記して感謝の意を

表したい。

1999年 3月

森彰夫
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